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第１ 入札説明書の位置づけ 

 

本入札説明書（以下「入札説明書」という。）は、横浜市（以下「市」という。）が

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11年法律第

117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、平成 20 年３月３日に特定事業として選

定した川井浄水場再整備事業（以下「本事業」という。）を実施するＳＰＣ（本書第４ 

１（２）において定義する。以下同じ。）設立の母体となる民間事業者を募集し、総合

評価一般競争入札（地方自治法施行令第 167 条の 10 の２）により選定するために交付

するものである。 

入札説明書は、以下により構成される。 

１ 入札説明書 

２ 入札説明書別添資料 

（１）別添資料１ 業務要求水準書 

（２）別添資料２ 落札者決定基準 

（３）別添資料３ 提出書類作成要領及び様式集 

（４）別添資料４ 基本協定書（案） 

（５）別添資料５ 事業契約書（案） 

 

入札説明書に添付する別添資料は、入札説明書と一体のものである（以下入札説明

書、入札説明書別添資料を総称して「入札説明書等」という。）。応募者（本書第３ １

において定義する。以下同じ。）は、入札説明書等に基づき提出書類を作成しなければ

ならない。 

本事業の基本的な考え方は、平成 19 年 12 月 14 日に市が公表した「川井浄水場再整

備事業実施方針」（以下「実施方針」という。）と同様であるが、本事業の提示条件等に

ついては、「川井浄水場再整備事業実施方針に関する質問回答書」（平成 20 年１月 25 日

公表。以下「実施方針に関する質問回答書」という。）及び「川井浄水場再整備事業業

務要求水準書（案）に関する質問回答書」（平成 20 年３月 31 日公表。以下「業務要求

水準書（案）に関する質問回答書」という。）並びに平成 19 年 12 月 14 日から平成 20

年１月 11 日までに受け付けた実施方針に関する意見の結果を反映し、若干の変更・修

正を加えているため、応募者は入札説明書等の内容を踏まえた上で入札に参加するよう

留意されたい。なお、実施方針及び実施方針に関する質問回答書並びに業務要求水準書

（案）に関する質問回答書は入札説明書等の参考資料として位置づけられるものである

が、入札説明書等とこれらとの間に相違がある場合は、入札説明書等の規定が優先する

ものとし、入札説明書等に記載がない事項については、実施方針及び実施方針に関する

質問回答書並びに業務要求水準書（案）に関する質問回答書によることとする。 
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第２ 事業概要 

 

１ 事業名称 

川井浄水場再整備事業 

 
２ 事業の対象となる公共施設等の種類 

   浄水場施設 

 

３ 事業目的 

「横浜水道長期ビジョン・10 か年プラン」（平成18年７月）においては、「浄水施

設の耐震性をより一層向上させて、地震に強い浄水施設に再整備する。水質・水圧の

面で有利な自然流下系の浄水場を優先的に再整備して、位置エネルギーを利用した処

理方式の採用を検討する。経済的な施設に再整備し、１浄水場１水源系統の合理的な

水運用を行う。」との再整備方針を定めている。 

この中で川井浄水場は、明治34 年に築造され、昭和30 年代から50 年代にかけて改

修・改築を行っているものの、老朽化が著しく耐震性にも問題があることなどから、

更新の必要性が高い浄水場である。 

そのため本事業において、川井浄水場を全面的に更新し、導水水圧を有効利用した

膜ろ過方式を導入して道志川系全量を処理すべく再構築を図り、良質な水の安定的か

つ継続的な供給に寄与することを本事業の目的とする。 
 

４ 施設等の概要  

（１）建設用地の条件 

ア 所在地 

横浜市旭区上川井町 2555 番地 

イ 敷地面積 

69,820 ㎡（このうち、事業者側管理範囲と想定される面積は約 30,700 ㎡） 

ウ 地域地区等 

（ｱ）都市計画による制限 

ａ 用途地域：準工業地域 

ｂ 防火・準防火地域：準防火地域 

ｃ 高度地区（最高限）：第５種高度地区 

ｄ 建ぺい率：60％ 

ｅ 容積率：200％ 

（ｲ）建築・造成等に関する制限 

ａ 日影規制：高さが10ｍを超える建築物／4.0ｍ／５時間／３時間 
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（２）対象施設 
ア 新設対象施設 

（ｱ）浄水施設 

（ｲ）配水池 

（ｳ）薬品設備 

（ｴ）事業者用管理棟 

（ｵ）排水処理施設 

（ｶ）電気設備 

（ｷ）計装設備 

（ｸ）場内配管 

（ｹ）その他必要な附帯施設 

イ 撤去対象施設 

（ｱ）着水井 

（ｲ）沈澱池（１号・２号・３号） 

（ｳ）旧緩速ろ過池（２池） 

（ｴ）急速ろ過池（８池） 

（ｵ）配水池（１号・２号・３号） 

（ｶ）排水池（３池） 

（ｷ）旧排水池 

（ｸ）排泥池 

（ｹ）揚水ポンプ所 

（ｺ）場内配管 

（ｻ）その他不要な附帯施設 

 
５ 事業方式 

本事業は、新設対象施設を設置し、市に所有権を移転した後に維持管理を行う、い

わゆるＢＴＯ（Build-Transfer-Operate）方式により実施する。 
 

６ 対象業務 

本事業の業務は、次に列挙するとおりである。本事業を実施する事業者（以下「事

業者」という。）は、浄水場施設の整備及び維持管理を一体の事業として実施する。 
また、市は水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 24 条の３の規定に基づき、水道の

管理に関する技術上の業務を事業者に委託すること（以下「第三者委託」という。）を

予定しており、事業者は受託水道業務技術管理者を置き、水道施設の管理を行う。 

詳細は、入札説明書別添資料１「業務要求水準書」のとおりとする。 
（１）浄水場施設整備業務（新設・撤去） 

ア 事前調査業務 

イ 設計業務 

ウ 工事業務 
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エ 工事監理業務 

オ 周辺影響調査・電波障害等対策業務 

（２）浄水場施設維持管理業務 

ア 運転管理業務 

イ 保全管理業務 

ウ 水質管理業務 

エ 災害・事故対策業務 
オ 安全衛生管理業務 

カ 施設公開業務 

キ 保安業務 

ク 清掃業務 

ケ 事業終了時の引継ぎ業務 

 
７ 対象業務におけるサービスの範囲と水準 

事業者は、事業期間にわたり、入札説明書別添資料１「業務要求水準書」に示す水

準を確保することとあわせて、提案書及びヒアリング（各々、本書第３ １（２）に

おいて定義又は使用される意味を有する。）において確認した内容を全て履行しなけれ

ばならない。浄水の水質は、入札説明書別添資料１「業務要求水準書」別紙２に示す

浄水水質要求水準値を確保する。本事業の対象となる浄水場施設整備業務（新設・撤

去）に要求される性能及び対象となる浄水場維持管理業務（以下「維持管理業務」と

いう。）に要求するサービスの水準は、入札説明書別添資料１「業務要求水準書」に示

すとおりである。 

 
８ 提供されるサービスに対する対価の支払 

市は、事業契約に従い、提供されるサ－ビスに対し、その対価を支払う。詳細は、

入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙５に示す。 

 
９ 事業期間 

本事業は、原則として、事業契約締結の日から平成 46 年３月 31 日までを事業期間

とする。 

なお、維持管理期間は維持管理開始後 20 年間とする。 

 

10 事業スケジュール 

本事業の事業スケジュールは、以下のとおり予定している。 

（１）基本協定の締結       平成 20 年 12 月 

（２）事業契約の締結       平成 21 年３月 

（３）設計・第１段階工事期間   平成 21 年４月から平成 26 年３月まで 

（４）第２段階工事期間      平成 26 年４月から平成 29 年３月まで 

（５）維持管理期間        平成 26 年４月から平成 46 年３月まで 
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応募者が早期に工事を終えることが可能と判断する場合は、第１段階工事期間を短

縮し、第１段階工事期間終了の翌日から 20 年間の維持管理を開始する計画を提案する

ことができる。ただし、短縮の期間は１年単位とする。 

また、第２段階工事期間については、その短縮の期間を問わず工期短縮の提案を行

うことができる。 

なお、現在、市が想定している工事工程を参考までに以下に示す。 

 

 

11 予定価格 

26,531,579,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

なお、予定価格はＰＦＩ事業として実施する場合の財政負担見込額（単純合計）と

している。 

 

12 遵守すべき関係法令等 

事業者は、本事業を実施するに当たり必要とされる関係法令等（法律、政令、省令、

条例、規則、規程及びガイドラインを含む。）を遵守しなければならない。 

 

第２段階既設撤去 
・着水井            

 ・１号沈澱池   ・その他不要な附帯施設

 ・２号沈澱池 

 ・３号沈澱池 

 ・急速ろ過池 

  （８池） 

 ・３号配水池 

 ・排水池（３池） 

 ・排泥池  

 ・揚水ポンプ所 

 

第２段階新設 

 

・その他必要な附帯 

施設 

 

第２段階（最長３年間） 

 

第１段階（最長５年間） 
平成 

21 年 
平成

26 年

事
業
開
始 

第１段階 
既設撤去 

 

・旧緩速ろ過 

池（２池） 

・１号配水池 

・２号配水池 

・場内配管 

・旧排水池 

第１段階新設 
 
・浄水施設 

・配水池 

・薬品設備 

・事業者用管理棟 

・排水処理施設 

・電気設備 

・計装設備 

・場内配管 
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第３ 事業者の選定 

 

１ 事業者選定方式 

本事業の事業者選定方式は、総合評価一般競争入札によることとし、審査委員会を

通じて学識経験者等の意見を聴取する。また、本事業の入札手続きは、「地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」（平成７年政令第 372 号）に基

づいて実施する。 

本事業の入札に参加する資格を有する者は、本事業を実施するために必要な能力と

資本力を備えた法人のグループ（以下「応募者」という。）とする。 

なお、本事業の入札手続きは、以下のとおり実施する。詳細は入札説明書別添資料

２「落札者決定基準」に示すが、おおまかな落札者決定までの手順は別紙を参照のこ

と。 

（１）入札参加資格の確認 

入札参加資格の確認として、応募者が本事業を実施するために必要な資格を有し

ていることを確認する。確認に際しては、横浜市一般競争入札有資格者であること

や一定の実績などの確認を行う。 

（２）提案内容の審査 

上記（１）において本事業を実施するために必要な資格を有すると確認された応

募者から、具体的な業務の実施方法やサービスの対価の額等について提案を受け、

これらの提案内容を総合的に評価した上で、落札者を決定する。なお、提案内容の

審査は、応募者から提案内容を記載した書面（以下「提案書」という。）の提出を受

けるほか、応募者に対するヒアリングを行う。 

 

２ 審査委員会の設置 

事業者の選定は、学識経験者等により構成される「横浜市ＰＦＩ事業審査委員会」

（以下「審査委員会」という。）の意見を聴取して、市が行う。 

審査委員会を構成する委員は、以下のとおりである。なお、本事業に応募しようと

する者が、入札公告から落札者決定日までの間、本事業について委員に対して直接、

間接を問わず接触を試みた場合は、本事業の入札参加資格を失うことがある。 

委員長    溝口 周二（横浜国立大学大学院国際社会科学科教授） 

池田 陽子（山田・池田法律事務所弁護士） 
松下 倫子（関東学院大学人間環境学部教授） 

田口  靖（社団法人日本水道協会工務部長） 
長岡  裕（武蔵工業大学工学部教授） 
山口  学（株式会社エム・エス・コンサルティング代表取締役、 

公認会計士） 
 

３ 入札参加資格に関する事項 

（１）応募者の構成等 
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ア 応募者は、本事業の設計業務の実施を担う者、膜ろ過装置の製造を担う者、工

事業務の実施を担う者、工事監理業務の実施を担う者、維持管理業務の実施を担

う者を含む複数の企業等により構成されるグループとすること。  
イ ＳＰＣに出資を予定している者を「構成員」、ＳＰＣに出資を予定していない者

で、ＳＰＣから直接、業務を請け負うことを予定している者を「協力会社」とする。

なお、本事業において膜ろ過装置の製造を担う者及び維持管理業務の実施を担う者

のうち第三者委託を受託する者は構成員になることを要するものとする。 

ウ 構成員の中から代表企業を定め、代表企業が入札参加資格確認申請時必要書類

（本書第３ ５において定義する。以下同じ。）の提出及び入札手続きを行うこと。 

エ 構成員及び工事業務の実施を担う者については、これらの企業名を入札時必要書

類に明記の上、応募する。 

オ 代表企業の変更は原則として認めない。入札参加資格確認申請時必要書類の提出

後、応募者の構成員の変更及び追加は認めない。ただし、入札時必要書類の提出ま

での間で市がやむを得ない事情があると認めた場合に限り、構成員の変更及び追加

を認めるものとする。 

カ 応募者の構成員は、他の応募者の構成員又は協力会社となることはできない。 

 

（２）応募者の入札参加資格要件 

応募者の構成員及び協力会社は、下記のア及びイの資格要件を満たしていなけれ

ばならない。ただし、協力会社については、「入札参加資格要件」を「協力会社とし

ての資格要件」と読み替え、事業契約の締結日に資格の保有を確認することとする。 
ア 共通の資格要件 
（ｱ）横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条において準用

する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者

でないこと及び同条第２項に定める資格を有する者であること。 

なお、市の入札参加資格を有しない企業が入札参加を希望する場合には、入札

参加資格審査の随時登録申請又は「設計・測量等関係」、「工事」若しくは「物

品・委託等関係」の特定調達契約に係る入札参加資格申請を行い、登録を認めら

れていること。  

（ｲ）横浜市一般競争入札参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止措置要

綱」 という。）に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者

であること。ただし、指名停止措置要綱別表第１ ７又は８に該当する者であっ

て、指名停止期間が２週間以内のものであり、かつ、法令違反を理由とするもの

でない場合は、この限りでない。  

（ｳ）次の法律の規定による申立てがなされていない者であること。 

ａ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条及び改正前の会社更生法（昭和

27年法律第172号）第30条の規定による更生手続開始の申立て（ただし、更生

手続開始の決定を受けている場合を除く。） 

ｂ 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申
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立て（ただし、再生計画の認可決定をし、その認可決定が確定した場合を除く。） 

（ｴ）本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人又はその子会社（会社法（平

成17年法律第86号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）

第３条の規定による子会社をいう。以下同じ。）若しくは親会社（会社法第２条

第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以下同じ。）でな

いこと。 

なお、本事業のアドバイザリー業務に関わっている法人とは、以下のとおりで

ある。 

ａ 財団法人日本経済研究所 

ｂ 株式会社日水コン 

ｃ アンダーソン・毛利・友常法律事務所 

（ｵ）審査委員の所属する企業又はその企業の子会社又は親会社である者以外の者で

あること。  

 

イ 各業務の実施を担う者の資格要件 

設計、膜ろ過装置の製造、工事、工事監理、維持管理の各業務の実施を担う者

は、次の（ｱ）から（ｵ）の区分に応じ、それぞれの資格要件をすべて満たすもの

とする。  

一の業務の実施を担う者の資格要件を満たす者が他に資格要件を満たす限り複

数の業務を担うことは認めるものとする。ただし、工事業務を担う者と工事監理

業務を担う者との兼務は認めない。また、子会社と親会社の関係にある者同士が

工事業務と工事監理業務を担うことも認めない。  

（ｱ）設計業務の実施を担う者 

ａ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務

所の登録を行っていること。なお、平成９年度以降に建築士法により監督処分

を受けたことがないこと。 

ｂ 平成 19･20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（設計・測量等関係）にお

いて登載を認められている者又はその営業を継承した者と認められる者であ

ること。  

ｃ 技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める技術士で、上水道及び

工業用水道の選択科目を選択し、上下水道部門の資格を有する者）が１名以上

在籍していること。 

（ｲ）膜ろ過装置の製造を担う者 

平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、日

量１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有する膜ろ過装置の製造・設置実績があ

ること。 

（ｳ）工事業務の実施を担う者 

ａ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の規定に基づく土木一式

工事、建築一式工事、機械器具設置工事、電気工事及び水道施設工事につき、
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各建設工事を実施するための各々の担当する特定建設業の許可を受けている

こと。ただし、各々の工事業務において、実施を担う者が複数である場合は、

そのうちの１者が満たせばよいものとする。  

ｂ 平成 19･20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において、建

築一式工事については「建築」、土木一式工事及び水道施設工事については「土

木」、機械器具設置工事については「機械器具設置」、電気工事については「電

気」に登録を認められている者又はその営業を継承した者と認められる者であ

ること。ただし、各々の工事業務において、実施を担う者が複数である場合は、

そのうちの１者が満たせばよいものとする。  

ｃ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 27 条の 23 第１項に定める経営事項

審査の総合評定値通知書（平成 20 年３月 31 日時点における改正前の基準によ

るものとする。）における総合評定値が土木一式、建築一式については 1,200

点、機械器具設置工事、電気工事については 1,100 点以上の者であること。 た

だし、各々の工事業務において、実施を担う者が複数である場合は、そのうち

の１者が満たせばよいものとする。  

ｄ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

貯留量１万㎥以上（公称能力）の規模を有する配水池の建設実績（元請として

の施工実績を有すること。）があること。ただし、各々の工事業務において、

実施を担う者が複数である場合は、そのうちの１者が満たせばよいものとする。

他社と共同で履行した実績も認めるが、共同企業体の構成員として、出資比率

が 10 分の２以上で履行したことを証明できる場合（契約書の写しの提出等）

に限ることとする。  

（ｴ）工事監理業務の実施を担う者 

上記（ｱ）に求める要件と同等のものとする。  

（ｵ）維持管理業務の実施を担う者  

ａ 平成 19･20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）にお

いて委託関係の営業種目で登録を認められている者又はその営業を継承した

者として認められるものであること。ただし、維持管理業務の実施を担う者が

複数である場合は、そのうちの１者が満たせばよいものとする。  

ｂ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

日量１千㎥ 以上（公称能力）の浄水能力を有する膜ろ過装置の運転管理実績

があること。ただし、維持管理業務の実施を担う者が複数である場合は、その

うちの１者が満たせばよいものとする。 

ｃ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

膜の薬品洗浄について、オンサイト洗浄の実績があること。ただし、維持管理

業務の実施を担う者が複数である場合は、そのうちの１者が満たせばよいもの

とする。 

ｄ 維持管理業務のうち、運転管理業務の実施を担う者については、平成８年４

月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に受託した日量
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１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有する浄水場の運転管理業務を履行でき

なかった者でないこと。 

 
（３）入札参加資格確認基準日  

ア 入札参加資格確認基準日は、入札参加資格確認申請時必要書類の提出期間の最

終日とする。ただし、協力会社については、事業契約の締結日に確認を行うもの

とし、協力会社がその時点において協力会社としての資格要件を欠いていた場合

は、ＳＰＣは当該協力会社に発注することはできない。 

イ 入札参加資格確認基準日の翌日から入札時必要書類（本書第３ ５において定

義する。以下同じ。）の提出までの間、応募者の構成員が第３ ３（２）の入札

参加資格を欠くに至った場合、当該応募者は入札に参加することができない。  

ウ 入札時必要書類の提出の翌日から落札者決定日までの間、応募者の構成員が第

３ ３（２）の入札参加資格を欠くに至った場合、市は当該応募者を落札者決定

のための審査対象から除外する。  

 

４ 入札保証金 

（１）応募者は、入札金額の 100 分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。 
ただし、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第７条第４項に規定する担保を提

供することにより、入札保証金の支払に代えることができる。 
（２）上記（１）に関わらず、応募者が自己の責任及び費用負担において、市又は応募

者を被保険者とし、入札金額の 100 分の５以上に相当する金額を保証金額とする入

札保証保険契約を自ら締結することにより、入札保証金を免除する。なお、応募者

は、自らを被保険者とする入札保証保険契約を締結した場合には、保険金請求権に

質権を設定し、市に対して当該債券に係る証書及び当該債券に係る債務者の承諾を

証する確定日付（入札保証金の納付より以前の日付とする。）のある書面を提出しな

ければならない。 
（３）入札保証金は、落札者決定後又は入札の中止若しくは取消しの場合に還付する。

ただし、落札者の入札保証金は、事業契約の締結後に還付する。 
（４）還付する入札保証金には利子を付さない。 
（５）平成 21 年３月 31 日までにＳＰＣが事業契約を締結しないときは、入札保証金は、

落札者が、落札者又はＳＰＣの責に帰すべき事由以外の事由により、事業契約の締

結に至らなかったことを合理的な資料をもって証明した場合に限り、落札者に返還

するものとする。 
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５ 事業者選定のスケジュール等 

（１）事業者選定のスケジュール 

事業者選定に当たってのスケジュールは、以下のとおり予定している。 

実施事項 日程 

調達公告 平成 20 年６月３日（火） 

入札説明書等に関する説明会の開催及び 

参考資料の貸与 

平成 20 年６月 11 日（水） 

第１回入札説明書等に関する質問の受付 平成20年６月４日（水）～６月20日（金）

第１回入札説明書等に関する質問に対する

回答の公表 

平成 20 年７月 15 日（火）（予定） 

第２回入札説明書等に関する質問の受付 平成 20 年７月 22 日（火）～25 日（金）

第２回入札説明書等に関する質問に対する

回答の公表 

平成 20 年８月 19 日（火）（予定） 

入札参加資格確認申請時必要書類の受付 平成 20 年８月 25 日（月）～26 日（火）

応募者に対する入札参加資格の確認結果

の通知 

平成 20 年９月８日（月） 

入札参加資格の確認結果に関する説明要求

の受付 
平成20年９月９日（火）～９月16日（火）

入札時必要書類の受付 平成 20 年９月 24 日（水） 

落札者の決定 平成 20 年 12 月上旬（予定） 

基本協定の締結 平成 20 年 12 月下旬（予定） 

事業契約の締結 平成 21 年３月（予定） 

 
（２）事業者選定スケジュールの内容 

ア 入札説明書等に関する説明会の開催 
本事業に応募しようとする民間事業者等を対象に、以下のとおり入札説明書等

に関する説明会を開催する。 

（ｱ）開催日時 

平成 20 年６月 11 日（水曜日）午前 10 時から 11 時まで 

（ｲ）開催場所 

横浜市中区港町１丁目１番地 

関内中央ビル 10 階会議室 

（ｳ）申込方法 

参加希望者は、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領及び様式集」に収

録されている様式Ⅴ－１「入札説明書等に関する説明会参加申込書」に必要事

項を記入のうえ、第６ ８の本事業の事務局あてに、平成 20 年６月３日（火曜

日）から６月９日（月曜日）午後５時までに電子メールに添付する形式で送付

すること。 

（ｴ）その他 

説明会では入札説明書等の配布を行わないため、参加者は各自持参すること。 
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イ 参考資料の貸与 
本事業に応募しようとする民間事業者等を対象に、ＣＤ－Ｒにて水質データ及

び既存図面等の参考資料の貸与を行う。 

（ｱ）配布日時 

平成 20 年６月 11 日（水曜日）入札説明書に関する説明会終了後 

（ｲ）開催場所 

横浜市中区港町１丁目１番地 

関内中央ビル 10 階会議室 

（ｳ）申込方法 

参加希望者は、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領及び様式集」に収

録されている様式Ⅴ－２「参考資料の貸与申込書」に必要事項を記入のうえ、

第６ ８の本事業の事務局あてに、平成 20 年６月３日（火曜日）から６月９日

（月曜日）午後５時までに電子メールに添付する形式で送付すること。 

また、配布日には、様式Ⅴ－３「参考資料の受取書兼誓約書」を持参し、市

に提出すること。 

 
ウ 入札説明書等に関する質問の受付及び回答の公表 

入札説明書等に関する質疑応答を、以下のとおり２回にわたり行う。 

（ｱ）質問の受付期間及び回答日（土、日を除く。） 

ａ 第１回 

（a）受付期間：平成 20 年６月４日（水曜日）午前９時から６月 20 日（金曜日）

午後５時まで 

（b）回 答 日：平成 20 年７月 15 日（火）（予定） 

ｂ 第２回 

（a）受付期間：平成 20 年７月 22 日（火曜日）午前９時から 25 日（金曜日） 

午後５時まで 

（b）回 答 日：平成 20 年８月 19 日（火）（予定） 

（ｲ）提出方法 

質問の内容を簡潔にまとめ、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領及び様

式集」に収録されている様式Ⅴ－２「入札説明書等に関する質問書」に記入の上、

電子メ－ルでのファイル添付又は郵送若しくは持参により期限必着にて提出す

る。ファイル形式は Microsoft Excel とする。 

なお、電子メールで提出する場合は、その着信確認は、送信者の責任において

行う。また、郵送又は持参にて提出する場合は、質問書を記録したフロッピーデ

ィスクに、印刷した質問書を添付して提出する。持参する場合の受付時間は、受

付期間中の午前９時から午後５時までの間とする。 

あて先は、第６ ８のとおりである。 

（ｳ）回答の方法 

入札説明書等に関する質問に対する回答は、本事業に係る横浜市水道局ホーム
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ページに掲載することにより行う。 

（本事業に係る横浜市水道局ホ－ムペ－ジ： 

URL:http://www.city.yokohama.jp/me/suidou/jigyosya/kyotsu/kawai-pfi.html） 

なお、いずれについても、回答に当たっては質問者を匿名化する。 

 

エ 本入札への入札参加資格確認申請 
（ｱ）入札参加資格確認申請時必要書類の受付 

応募者の代表企業は、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領及び様式集」

に収録されている様式Ⅰ－２「入札参加表明書」及び様式Ⅰ－５「入札参加資格

確認申請書」等の入札参加資格確認申請時必要書類（本書において総称して「入

札参加資格確認申請時必要書類」という。）を市に提出し、第３ ３に掲げる本

事業の入札参加資格を有することについて確認を受ける。 
ａ 入札参加資格確認申請時必要書類の作成要領 

入札参加資格確認申請時必要書類の種類及び部数等を含む作成に当たって

の要領は、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領及び様式集」に示す。 
ｂ 提出方法 

持参又は郵送（書留）による。 
（a）持参による場合 

平成 20 年８月 25 日（月曜日）及び 26 日（火曜日）の午前９時から午後５

時までの間に、第６ ７の本事業の契約に関する窓口に提出する。 

（b）郵送による場合 
第６ ７の本事業の契約に関する窓口あてに、平成 20 年８月 26 日（火曜

日）午後５時必着にて提出する。 

（ｲ）入札参加資格の確認方法 
本入札への参加資格の確認は、入札説明書別添資料２「落札者決定基準」に基

づき、応募者が本事業を実施するために必要な資格を有していることを確認する

ことにより行う。確認に際しては、横浜市一般競争入札有資格者であることや一

定の実績などの確認を行う。 

（ｳ）応募者に対する入札参加資格の確認結果の通知 
入札参加資格確認の結果は、入札参加資格確認結果通知書を送付することによ

り行う。本入札に参加する資格がないとされた応募者については、同通知書にそ

の理由を付記する。当該応募者は、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領及

び様式集」に収録されている様式Ⅴ－６「入札参加資格の確認結果に関する説明

の要求書」を提出し、入札参加資格の確認結果に関する説明を求めることができ

る。提出方法は持参又は郵送（書留）とし、その詳細は、以下のとおりとする。 
ａ 持参による場合 

平成 20 年９月９日（火曜日）午前９時から９月 16 日（火曜日）午後５時ま

での間に、第６ ７の本事業の契約に関する窓口に提出する。 

ｂ 郵送による場合 
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第６ ７の本事業の契約に関する窓口あてに、平成 20 年９月 16 日（火曜日）

午後５時必着にて提出する。 

市は、説明を求められたときは、説明を求めた者に対し、平成 20 年９月 23 日

（火曜日）までに書面により回答する。 

 
オ 入札手続き 
（ｱ）入札時必要書類の受付 

応募者の代表企業は、入札書及び提案書等の入札時必要書類（本書において総

称して「入札時必要書類」という。）を市に提出する。 
ａ 入札時必要書類の作成要領 

入札時必要書類の種類及び部数等を含む作成に当たっての要領は、入札説明

書別添資料３「提出書類作成要領及び様式集」に示す。 
ｂ 提出方法 

持参又は郵送（書留）による。 
（a）持参による場合 

平成 20 年９月 24 日（水曜日）午前９時から午前 11 時までの間に、第６ ７

の本事業の契約に関する窓口に提出する。 

（b）郵送による場合 
第６ ７の本事業の契約に関する窓口あてに、平成 20 年９月 24 日（水曜

日）午前 11 時必着にて提出する。 

（ｲ）入札保証金の納付 
応募者の代表企業は９月 24 日（水曜日）の午前 11 時までに、第６ ７の本事

業の契約に関する窓口に入札保証金を納付する。 
（ｳ）開札 

ａ 日時 
平成 20 年９月 24 日（水曜日）午後４時 

ｂ 場所 
横浜市中区港町１丁目１番地 

関内中央ビル４階 第二会議室 

ｃ 留意事項 
（a）開札は、応募者の代表企業又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、

応募者の代表企業又はその代理人が立ち会わない場合においては、入札事務

に関係のない市の職員を立ち会わせて行う。 

（b）開札場所には、応募者の代表企業又はその代理人及び入札事務に関係のあ

る市の職員（以下「入札関係職員」という。）以外の者は入場することができ

ない。 

（c）応募者の代表企業又はその代理人は、開札開始時刻後においては、開札場

所に入場することができない。 

（d）応募者の代表企業は、開札場所に入場しようとするときは、入札関係職員
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にその代表者であることが証明できる身分証明書を提示しなければならない。

代理人をして入札させる場合は、入札説明書別添資料３「提出書類作成要領

及び様式集」に収録されている様式Ⅰ－４「委任状」を提出するとともに、

当該委任状に記載された代理人であることが証明できる身分証明書を提示し

なければならない。 
（e）応募者の代表企業又はその代理人は、市が特にやむを得ない事情があると

認める場合のほか、開札場所を退場することができない。 
（f）開札場所において、次の各号の一つに該当する者は当該開札場所から退出さ

せる。 

Ⅰ 公正な執行を妨げようとした者 
Ⅱ 公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために連合した者 

（ｴ）落札者の決定方法 
上記ウにおいて本事業を実施するために必要な資格を有すると判断された者

から、具体的な業務の実施手段・方法やサービスの対価の額等について提案を受

ける。入札説明書別添資料２「落札者決定基準」に基づき、提案を提出した者の

うち、基礎審査を通過し、かつ、性能と価格とを総合的に評価し、総合評価点が

最も高い提案を提出した者を落札者として決定する。 

総合評価点が最も高い提案を提出した者が２者以上あるときは、入札価格が最

も低い提案を行った者を最優秀提案者として選定する。入札価格が同額の場合は、

当該者にくじを引かせて決定する。当該者のうちくじを引かない者があるときは、

当該入札事務に関係のない市の職員が代わりにくじを引き、落札者を決定する。 

なお、予定価格を超過した応募者の提案は、無効となる。 

ａ 性能の評価方法 

性能の評価は、提案書の内容を評価することにより行う。 

なお、提案書の趣旨を正しく理解するためにヒアリングを行うものとする。

ヒアリングの日時は、平成 20 年 11 月を予定しているが、詳細は、入札時必要

書類の受領後、応募者の代表企業に対し、通知する。 

ｂ 価格の評価方法 

入札説明書別添資料２「落札者決定基準」に基づき、提案内容のうちの価格

を点数化し、価格点を算出する。 

（ｵ）提案内容の審査結果の通知及び公表 
提案内容の審査結果は、応募者の代表企業に対して通知する。 

また、審査の結果等については、落札者決定後、横浜市水道局ホームページへ

の掲載その他の方法により公表する。 

なお、応募者の代表企業は、市に対し、入札説明書別添資料３「提出書類作成

要領及び様式集」に収録されている様式Ⅴ－７「提案内容の審査結果に関する説

明の要求書」を提出し、提案内容の審査結果に関する説明を求めることができる。 

（ｶ）入札の辞退 
入札参加資格確認結果通知書を送付された応募者は、入札時必要書類を提出す
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るまでの間、随時、入札を辞退することができる。 

なお、入札を辞退する場合は、以下の方法による。 

ａ 入札時必要書類の提出日の前日までの間については、入札説明書別添資料３

「提出書類作成要領及び様式集」に収録されている様式Ⅴ－３「入札辞退届」

を、第６ ７の本事業の契約に関する窓口に直接持参又は郵送（書留）により

提出する。 

ｂ 入札時必要書類提出日の当日においては、入札辞退届又はその旨を記載した

入札書を、入札を執行する者に提出する。 

（ｷ）入札の無効  

次のいずれかに該当する場合、入札は無効とする。 

ａ 入札参加資格確認申請書その他の一切の書類に虚偽の記載をした者の入札 

ｂ 調達公告及び入札説明書等に示した入札参加資格のない者の行なった入札 

ｃ 横浜市水道局契約規程第２条において準用する横浜市契約規則第19条の規

定に該当する入札 

ｄ 入札時必要書類が不足しているもの 

ｅ 入札書の金額を改ざんし又は訂正したもの 

ｆ 予定価格を超える金額で入札したもの 

ｇ その他入札に関する条件に違反したとき 

（ｸ）入札に当たっての留意事項 

ａ 入札に当たっては、応募者の代表企業の代表者又は代理人のみが参加でき

る。 

ｂ 入札に当たっては、応募者の構成員は「私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律」（昭和22年法律第54号）に抵触する行為を行ってはならな

い。また、公正に入札を執行できないと認められる場合又はそのおそれがあ

る場合は、当該構成員が所属する応募者を入札に参加させず又は入札の執行

を延期し若しくは取り止めることがある。なお、後日、不正な行為が判明し

た場合には、事業契約の解除等の措置をとることもある。 

ｃ 応募者の構成員が入札までの間に、地方自治法施行令第167条の４の規定に

該当する場合、指名停止要綱に掲げる措置要件のいずれかに該当する場合又

は経営不振の状態にある場合には、入札に参加することができない。 

（ｹ）入札時必要書類の書換え等の禁止 

入札時必要書類の提出後の修正、差替え、再提出又は撤回することは認めない。 
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第４ 本事業における契約の基本的な考え方 

 
１ 事業契約に関する基本的な考え方 
（１）基本協定の締結 

市は、落札者と協議を行い、事業にかかる基本的事項を定めた基本協定を平成20

年12月26日（金）までに締結する。詳細は、入札説明書別添資料４「基本協定書（案）」

を参照のこと。 

なお、落札者決定日の翌日から基本協定の締結日までの間、落札者の構成員が第

３ ３（２）の入札参加資格を欠くに至った場合、市は落札者と基本協定を締結し

ない場合がある。 

 

（２）特別目的会社の設立 
落札者は、事業契約の締結までの間に、本事業を実施する特別目的会社（本書に

おいて「ＳＰＣ」という。）として、会社法（平成17年法律第86号）に定める株式

会社を設立する。落札者の構成員（膜ろ過装置の製造を担う者及び維持管理業務の

実施を担う者のうち第三者委託を受託する者は構成員になることを要する。）はＳＰ

Ｃに出資することを要するものとし、その保有する議決権の割合は、次の条件に従

うものとする。 

ア 各構成員の議決権割合の合計がＳＰＣの総株主の議決権の２分の１を超えるこ

と。 

イ 代表企業の議決権割合がＳＰＣの総株主中の唯一最大となるようにすること。 

ウ 落札者の構成員は、事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有するものとし、

保有するＳＰＣの株式の譲渡、担保権の設定又はその他の処分を行う場合には、事

前に書面による市の承諾を得なければならない。 

 

（３）事業契約の締結 
市は、基本協定の規定に基づき、ＳＰＣと事業契約を平成21年３月31日（火）ま

でに締結する。詳細は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」を参照のこと。 

なお、基本協定の締結日の翌日から事業契約の締結日までの間、落札者の構成員

が第３ ３（２）の入札参加資格を欠くに至った場合、市はＳＰＣと事業契約を締

結しない場合がある。また、落札者の協力会社が、事業契約の締結日において第３ 

３（２）の協力会社としての資格要件を欠いている場合は、協力会社としての資格

を失うものとする。この場合、落札者は、当該協力会社に代えて、協力会社として

の資格要件を有する協力会社を補充することができる。 

 
２ 契約保証金 

ＳＰＣは、以下のとおり、契約保証金を納付しなければならない。 

（１）設計・工事期間中の契約保証金の額は、施設整備費（消費税及び地方消費税を含

む。）及びこれにかかる支払利息の 100 分の 10 に相当する金額とし、ＳＰＣは、事
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業契約締結と同時に納付する。ただし、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第７

条第４項及び第 27 条第３項第１号に規定する担保を提供することにより、契約保証

金の支払に代えることができる。上記に関わらず、事業契約締結と同時に、ＳＰＣ

が自己の責任及び費用負担において、市又はＳＰＣを被保険者とし、施設整備費（消

費税及び地方消費税を含む。）の 100 分の 10 以上に相当する金額を保証金額とする

履行保証保険契約を自ら締結し、若しくは工事請負人等をして履行保証保険契約を

締結させることにより、契約保証金を免除する。なお、ＳＰＣは、自らを被保険者

とする履行保証保険契約を締結した場合には、保険金請求権に質権を設定し、市に

対して当該債券に係る証書及び当該債券に係る債務者の承諾を証する確定日付のあ

る書面を提出しなければならない。市は、設計・工事期間中、契約保証金を返還せ

ず、かつ、これに利子を付さない。設計・工事期間が終了したときには、市は、事

業者の請求に基づき、速やかに契約保証金相当額を返還し、又は担保の提供による

場合、返還に代わる適切な措置をとるものとする。 

（２）契約保証金は、前号の規定に定めるほか、①事業者が市の政策変更等の理由によ

り本事業を継続する必要がなくなったとき、②市が事業契約に違反し、その違反に

よって事業契約の履行が不可能となったとき、③法令等の変更又は不可抗力により

本事業の継続が不能又は過分の費用を要することとなったとき、のいずれかにより、

事業契約が終了又は解除された場合に返還する。事業者が、正当な理由がなく、事

業契約に定める事業者の義務を履行せず、又は履行する見込みがないと明らかに認

められること等により事業契約が解除された場合は、市に帰属するものとするが、

市が必要であると認めるときは、その全部又は一部を返還し、又は担保の提供によ

る場合、返還に代わる適切な措置をとることができる。なお、返還する契約保証金

には利子を付さない。 

 

３ 保険  
ＳＰＣは、工事期間中は、次の補償限度額を条件とする第三者賠償保険（請負賠償

責任保険）を、維持管理期間中（維持管理期間中に保険契約を更新することにより、

維持管理期間中の保険付保が充足される場合も含む。）は、次の保証限度額を条件とす

る第三者賠償保険（請負賠償責任保険若しくは施設賠償責任保険、及び生産物賠償責

任保険）を付保することを要する。ただし、ＳＰＣから直接、各業務を受託する構成

員又は協力会社が付保することでも構わない。 
対人：１人１億円以上、１事故当たり10 億円以上 

対物：１事故当たり 10 億円以上 
 
４ 市とＳＰＣの責任分担 
（１）基本的な考え方 

本事業においては、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業

の実施に関する基本方針」（平成 12 年３月 13 日総理府告示第 11 号）に示された「想

定されるリスクをできる限り明確化した上で、リスクを最もよく管理することがで
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きる者が当該リスクを分担する」との考えに基づき、リスクを分担する。リスクを

最もよく管理することができる者とは、業務を担う当事者であると考えられること

から、市が行う業務にかかるリスクは市が負担し、ＳＰＣが担う業務にかかるリス

クはＳＰＣが負担することを原則とする。ただし、不可抗力など当事者の責に帰す

ことのできないリスクについては、この限りでない。 

 

（２）予想されるリスクと責任分担 
市とＳＰＣの責任分担は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」によること

とし、応募者は負担すべきリスクを想定した上で提案を行うものとする。 
 
５ 融資者との直接協定の締結 

市は、本事業の安定的な継続を図るため、ＳＰＣに融資を行う融資者（以下「融資

者」という。）との間で協議を行う。市がこの協議を行う場合、次の各号に掲げる事

項を含む直接協定を締結するものとし、ＳＰＣはかかる直接協定を締結した融資者か

らの融資を受けるものとする。 

（１）融資者によるＳＰＣに対する債権回収・保全の状態及びＳＰＣの財務状況に関す

る市への報告に関する事項 

（２）事業契約に関しＳＰＣに損害賠償を請求し、又は事業契約を終了させる際の融資

者への事前通知及び融資者との協議に関する事項 

（３）ＳＰＣの事業契約に基づく義務又は融資者との間の融資契約に基づく義務の

履行について懸念が発生した場合における、市及び融資者による本事業の円滑な

推進に向けた協議に関する事項 

（４）ＳＰＣの株式又は出資の全部又は一部を、出資者から第三者に対して譲渡させる

に際しての融資者との間で行う事前協議に関する事項 

（５）融資者がＳＰＣへの融資について期限の利益を喪失させ、又は担保権を実行する

に際しての融資者との間で行う事前協議に関する事項 

（６）市による事業契約の解除に伴う措置に関する事項 
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第５ 本事業に関する法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援 
 
１ 法制上及び税制上の措置 

現時点では、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。ただし、

今後、法制や税制の改正により、措置が可能となる場合、可能な範囲で市は必要な協

力を行う。 

 

２ 財政上及び金融上の支援 
（１）本事業は、国庫補助金の交付の対象となる可能性がある事業であり、ＰＦＩ法第

16条に基づき施設整備に対する国庫補助金が交付される場合には、これを事業者が

負担する施設整備費の一部に充当する。市と事業者は、ともに当該国庫補助金を受

けることができるよう努め、交付が決定した場合には、協力、連帯して申請手続き

等を行うものとする。 

なお、交付が想定される国庫補助金の種類及び金額を算定するための計算式又は

金額は、以下のとおりである。 

ア 緊急時給水拠点確保等事業費 配水池 

金額を算定するための計算式： 

新設配水池（ただし、入札説明書別添資料１「業務要求水準書」第２ ３（３）

表3-3及び表3-4のうちNo.4-10から4-12を除く。）にかかる直接工事費及び共通費 

× 0.423 × １／３ 

イ 緊急時給水拠点確保等事業費 基幹構造物の耐震化事業 

金額：66,000,000円 

（２）事業者は、本事業に適用が可能で、民間事業者が申請し、交付を受けることがで

きる補助金があるかを調査し、これに該当する補助金があることが判明した場合は、

当該補助金を受けることができるよう努めるものとする。また、市は、これに対し、

必要に応じて協力を行う。 

なお、交付の可能性がある場合は、市と事業者は、本事業にかかる費用への充当

方法等について協議する。 

（３）事業者は、国等において講じられている融資制度等の金融上の支援が適用される

よう努力し、これらの支援が適用される可能性がある場合は、これを市による事業

者への支払の一部に充当すべく、市と協議する。また、市は事業者が当該支援を受

けることができるよう努める。 

（４）市は、本事業において、ＳＰＣに対する補助、出資、債務保証等の支援は行わな

い。 

 

３ その他の支援 
市は、本事業の実施に必要な許認可等の取得について、必要に応じて協力を行う。 

また、法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合は、市と事業

者は対応策を協議する。 
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第６ その他本事業の実施に関する事項 
 
１ 本事業に係る情報の提供方法 

審査の結果その他本事業に係る情報の提供は、横浜市水道局ホームページ等を通じ

て行う。 
 
２ 入札に当たっての費用の負担及び報奨金の交付 

入札に当たっての費用は、すべて応募者の負担とする。 

ただし、本事業は、市の公民協働事業応募促進報奨金交付の対象事業に指定されて

おり、総合評価において第２位順位、第３位順位となった者は、「公民協働事業応募

促進報奨金交付要綱」に定める報奨金交付の申請ができる。  

 

３ 提案書の取扱い 

（１）著作権 

応募者から提出された提案書の著作権は、応募者に帰属する。ただし、市は、本

事業の公表及びその他市が必要と認める場合、落札者の提案書の一部又は全部を無

償で使用でき、また、提案内容の審査結果の公表に必要な範囲で落札者以外の応募

者の提案書の一部を無償で使用できるものとする。 

 

（２）提案書の返却 

落札者以外の応募者から提出された提案書は、一式を除いて返却する。なお、返

却に際し発生する費用は、応募者が負担する。 
 

（３）特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方

法又は維持管理方法等を使用したことにより生じる責任は、特段の定めがある場合

を除き、当該提案を行った応募者が負う。 

 

４ 入札に際し使用する言語、単位及び通貨単位並びに時刻 

入札に際し使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第 51 号）に定める

もの、通貨単位は日本円、時刻は日本標準時とする。 

 

５ 応募者を構成する法人の名称の公表 

市は、落札者決定後まで、応募者の構成員の名称を公表しないことができるものと

する。 

 
６ 本事業の入札に関する苦情の申立て 

本入札における入札参加資格の確認その他の手続きに関しては、「政府調達に関す
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る苦情の処理手続」（平成７年 12 月 14 日付け政府調達苦情処理推進本部決定）により、

横浜市行政運営調整局契約財産部契約第一課調整担当（電話 045-671-3805）（ダイヤル

イン））に対して苦情を申し立てることができる。 

 
７ 本事業の契約に関する窓口 

本事業の契約に関する窓口は、以下のとおりである。 
横浜市水道局 総務部 経理課 契約係 

所在地   〒231-0017 横浜市中区港町１丁目１番地  関内中央ビル４階 

電話    045-671-3060（ダイヤルイン） 

 

８ 本事業の事務局 

本事業の事務局は、以下のとおりである。 

横浜市水道局 施設部 計画課 事業計画係 鈴木、奥山 

所在地   〒231-0017 横浜市中区港町１丁目１番地 関内中央ビル３階 

電話    045-671-3119（ダイヤルイン） 

ＦＡＸ   045-663-8820 

電子メール su-keikaku@city.yokohama.jp 

URL: http://www.city.yokohama.jp/me/suidou/jigyosya/kyotsu/kawai-pfi.html 
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別紙 落札者決定までの手順 

入札参加資格確認申請時 

必要書類の確認 

入札参加資格保有の確認 

入札価格の確認 

基礎審査 

定量化審査 

総合評価点の算出 

最優秀提案者の選定 

落札者の決定 

欠格 

欠格 

無効 

失格 

提出書類の不備 

入札参加資格の不備 

予定価格の超過 

業務要求水準の未達等 

入札時必要書類の確認 

無効 
提出書類の不備 

入札参加資格の確認

提案内容の審査



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川井浄水場再整備事業 

入札説明書別添資料１ 業務要求水準書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年６月 

横浜市 
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第１ 総則 

 

本業務要求水準書は、横浜市（以下「市」という。）が、川井浄水場再整備事業（以

下「本事業」という。）の特定事業を実施する事業者（以下「事業者」という。）の募

集・選定に当たり、入札に参加しようとする者（以下「応募者」という。）を対象に交

付する「入札説明書」の一部として位置づけるものであり、本事業の対象となる施設

に要求する性能及び対象となる維持管理業務について要求するサービスの水準を示す

ものである。 

 

１ 事業内容 

（１）事業名称 

川井浄水場再整備事業 

 

（２）事業の対象となる公共施設等の種類 

浄水場施設 

 

（３）公共施設等の管理者等の名称 

横浜市水道事業管理者  

 

（４）本事業の目的 

「横浜水道長期ビジョン・10 か年プラン」（平成 18 年７月）においては、「浄水施

設の耐震性をより一層向上させて、地震に強い浄水施設に再整備する。水質・水圧

の面で有利な自然流下系の浄水場を優先的に再整備して、位置エネルギーを利用し

た処理方式の採用を検討する。経済的な施設に再整備し、１浄水場１水源系統の合

理的な水運用を行う。」との再整備方針を定めている。 

この中で川井浄水場は、明治 34 年に築造され、昭和 30 年代から 50 年代にかけて

改修・改築を行っているものの、老朽化が著しく耐震性にも問題があることなどか

ら、更新の必要性が高い浄水場である。 

そのため本事業において、川井浄水場を全面的に更新し、導水水圧を有効利用し

た膜ろ過方式を導入して道志川系全量を処理すべく再構築を図り、良質な水の安定

的かつ継続的な供給に寄与することを本事業の目的とする。 

 

（５）再整備方針 

ア 現在の川井浄水場の所管する施設を取水施設、導水施設、場内施設、場外配水池

施設と分けたうち、場内施設の業務をＰＦＩ事業の対象とする。 

イ 既設浄水場施設を稼動させながら、新設対象施設の建設工事を行う。 

ウ 新設対象施設が完成し稼動が切り替わった後に、事業者が撤去対象施設を撤去す

る。ただし、既設の１号配水池、２号配水池及び旧緩速ろ過池は、新設対象施設の

工事着工前に撤去することも可能とする。 

エ 道志川系全量（172,800 ㎥／日）について、本施設内で導水水圧を有効利用し、
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膜ろ過方式により処理する。 

オ 浄水の水質は、別紙２に示す浄水水質要求水準値を確保するものとする。 

カ 新設対象施設については、水道法の責任を含めた施設の運転管理を第三者委託

（本書１（６）で定義する。）として行う。 

キ 新設浄水場施設及び新設配水池の水量管理は、市の指示のもと事業者が行う。 

ク 既設の場外配水池の水位等の監視は、事業者が行う。 

 

（６）対象業務 

本事業の対象業務は、下記に列挙するとおりである。事業者は、浄水場施設の整

備及び維持管理を一体の事業として実施する。 

また、市は水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 24 条の３に基づき、水道の管理

に関する技術上の業務を事業者に委託すること（以下「第三者委託」という。）とし

ており、事業者は受託水道業務技術管理者を置き、水道施設の管理を行う。事業を

実施するに当たり、法令・条例等により提出が必要とされている関係書類の提出に

ついては事業者が行うことを要するものとする。 

ア 浄水場施設整備業務（新設・撤去） 

（ｱ）事前調査業務 

（ｲ）設計業務 

（ｳ）工事業務 

（ｴ）工事監理業務 

（ｵ）周辺影響調査・電波障害等対策業務 

イ 浄水場施設維持管理業務 

（ｱ）運転管理業務 

（ｲ）保全管理業務 

（ｳ）水質管理業務 

（ｴ）災害・事故対策業務 

（ｵ）安全衛生管理業務 

（ｶ）施設公開業務 

（ｷ）保安業務 

（ｸ）清掃業務 

（ｹ）事業終了時の引継ぎ業務 

 

（７）施設の立地条件 

ア 建設用地 

横浜市旭区上川井町 2555 番地 

イ 敷地面積 

69,820 ㎡（このうち、事業者側管理範囲と想定される面積は約 30,700 ㎡） 

ウ 建設用地の地域地区等 

（ｱ）都市計画による制限 

ａ 用途地域：準工業地域 
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ｂ 防火・準防火地域：準防火地域 

ｃ 高度地区（最高限）：第５種高度地区 

ｄ 建ぺい率：60％ 

ｅ 容積率：200％ 

（ｲ）建築・造成等に関する制限 

ａ 日影規制：高さが 10ｍを超える建築物／4.0ｍ／５時間／３時間 

 

（８）管理範囲 

事業者は、既設浄水場施設のうち、別紙６に示す管理範囲（以下「事業者側管理

範囲」という。）において維持管理を行う。 

なお、同別紙に示す事業者側管理範囲は現時点では参考図であり、確定したもの

ではない。最終的な事業者側管理範囲は、応募者の提案に基づき、新設対象施設の

配置計画との関係により決定される。 

 

（９）事業方式 

本事業は、新設対象施設を設置し、市に所有権を移転した後に維持管理を行う、

いわゆるＢＴＯ（Build-Transfer-Operate）方式により実施する。 

 

（10）事業期間 

本事業は、原則として事業契約締結の日から平成 46年３月までを事業期間とする。 

なお、維持管理期間は維持管理開始後 20 年間とする。 

 

（11）事業スケジュール 

本事業の事業スケジュールは、以下のとおり予定している。 

ア 基本協定の締結       平成 20 年 12 月 

イ 事業契約の締結       平成 21 年３月 

ウ 設計・第１段階工事期間   平成 21 年４月～平成 26 年３月 

エ 第２段階工事期間      平成 26 年４月～平成 29 年３月 

オ 維持管理期間        平成 26 年４月～平成 46 年３月 

 

応募者が早期に工事を終えることが可能と判断する場合は、第１段階工事期間を

短縮し、そこから 20 年間の維持管理を開始する計画を提案することができる。ただ

し、短縮の期間は１年単位とする。 

また、第２段階工事期間については、その短縮の期間を問わず工期短縮の提案を

行うことができる。 

 

（12）遵守すべき関係法令等 

事業者は、本事業を実施するに当たり必要とされる関係法令等（法律、政令、省

令、条例、規則、規程及びガイドラインを含む。）を遵守しなければならない。 

なお、本施設の整備に関して特に留意すべき主な関係法令等は、次のとおりである。 
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ア 関係法令 

（ｱ）水道法（昭和 32 年法律第 177 号） 

（ｲ）水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

（ｳ）建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

（ｴ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

（ｵ）下水道法（昭和 33 年法律第 79 号） 

（ｶ）電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号） 

（ｷ）大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号） 

（ｸ）騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 

（ｹ）振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号） 

イ 横浜市条例等  

（ｱ）横浜市開発事業の調整等に関する条例（平成 16 年条例第３号） 

（ｲ）横浜市生活環境の保全等に関する条例（平成 14 年条例第 58 号） 

（ｳ）横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成４年条例

第 44 号） 

（ｴ）緑の環境をつくり育てる条例（昭和 48 年条例第 47 条） 

（ｵ）横浜市下水道条例（昭和 48 年条例第 37 号） 

 

２ 事業の考え方 

本事業の基本的な考え方は、以下のとおりである。 

（１）事業者に求める役割 

本事業は、民間の資金、経営能力及び技術的能力に期待し、浄水場施設の再整備

においてＰＦＩの手法を活用するものであり、事業者には、①効率的かつ効果的な

浄水場施設の新設工事及び膜ろ過処理方式への円滑な移行、②維持管理期間中、要

求する浄水水質を確保した安定的かつ継続的な水の提供を行うこと、を期待してい

る。 

このため事業者は、浄水場施設の工事及び維持管理への深い理解と十分なノウハ

ウを有しているなど、本事業において期待される役割を果たす上で必要とされる能

力を有していることが求められる。また、本施設は水道法に示される常時給水義務

を負う施設であることを鑑み、事業者は当該義務を含め新設対象施設の運転管理を

行う責任がある。 

 

（２）第三者委託 

本事業では、新設対象施設の機能を効率よく発揮し、適切な維持管理を図るため、

水道法上の責任を含めた施設の維持管理を包括的に事業者に委託する。そのため、

事業者は、事業者内部に業務履行上必要な有資格者を配置するなど、必要な機能を

十分に発揮できる体制を確立することを求められる。具体的には特別目的会社内部

に受託水道業務技術管理者を１名専任として配置させ、第三者委託としての事業を

行う必要がある。 

なお、受託水道業務技術管理者は、水道浄水施設管理技士１級又は技術士（技術士
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法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める技術士で、上水道及び工業用水道の選択科目

を選択し、上下水道部門の資格を有する者）の資格を有すること。また別紙４に第

三者委託における業務範囲、別紙５に第三者委託における管路の管理区分を示す。

その業務を行う者については構成員又はＳＰＣの直営人員とする。 

 

（３）留意事項 

ア 施設を運転しながらの工事への対応 

本事業の施設整備は既設浄水場施設を運転しながらの更新工事であり、市民へ

の安定的かつ継続的な水の供給を確保しながら工事を実施し、新たな浄水場施設

へ円滑に移行することが求められる。そのため、事業者は、工事開始前に事業者

が行う現地調査等の結果を踏まえ、工事期間中の緊急時の対応について、予め市

と協議し、業務要求水準書を踏まえた計画書を作成する。 

イ 安定的な運転管理 

事業者は、新設対象施設の運転について、本事業に必要な能力・資質・経験を

有する人員を配置し、市の求める浄水量を確保できるよう安定的かつ適切な運転

方法を用いて運転管理することが求められる。 

 

（４）事業者が実施する業務 

本事業に係る対象業務は、事業者が全て実施する。 

 

（５）事業者が負担する費用 

本事業に係る上記業務の費用は、事業者が全て負担する。 

なお、本事業の一部は補助金の交付の対象となり、施設整備に対する国庫補助金

の支給が想定される。支給が確定した場合には、これを事業者が負担する施設整備

費の一部に充当する。 

 

３ 基本事項 

（１）用語の定義 

業務要求水準書において使用する主な用語の定義は、以下のとおりである。 

なお、事業に関する一般的な用語は事業契約書において定めるものとし、業務要

求水準書において定義する用語は、主に業務関連の用語及び業務要求水準書に関連

が深い用語に留めるものとする。 

ア 本施設 

神奈川県横浜市旭区上川井町 2555 所在の「川井浄水場」をいう。なお、本施設

は市側管理範囲及び事業者側管理範囲によって構成される。 

イ 新設対象施設 

本書第１ ３の表 3-6 記載の新設対象施設をいう。 

ウ 撤去対象施設 

本書第１ ３の表 3-6 記載の撤去対象施設をいう。 

エ 整備対象施設 
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新設対象施設及び撤去対象施設をいう。 

オ 浄水場施設 

新設対象施設及び既設浄水場施設をあわせて浄水場施設という。 

カ 既設浄水場施設 

事業開始前から本施設内にある既設の施設を既設浄水場施設という。 

キ 新設配水池 

給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うため、本施設内に事業者が新設す

る配水池を新設配水池という。 

ク 点検 

建築物や土木構造物及び電気・計装設備の部分について、損傷、変形、腐食、

異臭その他の異常の有無を確認することをいい、補修又はその他の措置が必要か

否かの判断を行うことをいう。 

ケ 運転・監視 

新設対象施設の運転管理に関する情報を把握し、監視及び制御を行うこと。ま

た、場外系施設の圧力や水量を監視することをいう。 

コ 補修 

部分的に劣化した部位・部材又は機器などの性能及び機能を実用上支障のない

状態まで回復させることをいう。 

サ 修繕 

劣化した部位・部材又は機器などを新しい物に取り替えることにより、劣化し

た部位・部材又は機器の性能及び機能を、初期の状態又は実用上支障のない状態

まで回復させることをいう。修繕のうち劣化した機器等を新しいものに取り替え

ることを更新という（ただし、補修の範囲に含まれる定期的な小部品の取替え等

は除く。）。 

 

なお、水道施設に関する用語のうち上記以外は、「水道施設設計指針」（社団法人

日本水道協会）、「水道維持管理指針」（社団法人日本水道協会）、「膜ろ過浄水施設

維持管理マニュアル」（財団法人水道技術研究センター）に用いられる定義に準ずる。

これらの定義に矛盾又は相違がある場合は、「水道施設設計指針」（社団法人日本水

道協会）、「水道維持管理指針」（社団法人日本水道協会）、「膜ろ過浄水施設維持管

理マニュアル」（財団法人水道技術研究センター）の順に優先して適用するものとす

る。また、当該指針及びマニュアルが改訂された場合は、改訂された指針及びマニ

ュアルを適用する。 

 

（２）前提条件 

本事業で整備する浄水施設は、道志川系の清澄な原水を用いて浄水を行う。青山

沈澱池出口の流出濁度は、市において最大濁度を 30 度までに抑制することから、事

業者には 30 度以下の原水濁度において 171,070 ㎥/日の生産水量を常時確保できる

浄水及び排水処理システムを構築することを求める。 

別紙１に過去における青山沈澱池出口の流出濁度の実績値を示す。 
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なお、実績における基本統計量は下表に示すとおりである。 

表 3-1 原水濁度基本統計量 

基本統計量 

平均値（濁度） 2.78 

中央値（濁度） 1.3 

最頻値（濁度） 1.0 

標準偏差（濁度） 4.62 

サンプル数（回）※ 62,036 

※ 原水濁度の測定器の誤作動や不明値等の欠損時間データについては補完せず、欠

損として扱った。なお、用いた時間データは 2000 年１月１日０時から 2007 年９

月 30 日 23 時までの時間データである。 

 

（３）要求する機能 

ア 処理水量と主な膜ろ過水水質 

本事業において、浄水場施設に求める処理能力と、求める膜ろ過水水質（以下

「浄水水質」という。）を以下に示す。 

なお、下表以外の浄水水質は別紙２に示すとおりであり、事業者は当該浄水水

質を常時達成しなければならない。 

表 3-2 要求する浄水能力と水質 

最大取水及び処理水量 172,800 ㎥/日 
浄水能力 

生産水量 171,070 ㎥/日以上（新設配水池流入量） 

膜ろ過水濁度 0.01 度以下  
浄水水質 

配水池出口残留塩素濃度 目標値±0.05ｍg/L 

イ 耐震性能 

土木構造物や建築構造物の建設において、下表に示す耐震性能を有することを

要する。 

表 3-3 耐震性能 

分類 要求する耐震性能 

土木構造物 
レベル２対応 

重要度ランクＡ 
水道施設耐震工法指針・解説（1997 年版）

建築構造物 Ⅱ類 
官庁施設の総合耐震計画及び同解説 

（平成８年度版） 

 

ウ 構造物の耐用年数 

配水池や管廊等の土木構造物や建築構造物は事業期間終了後も水道局が継続し

て使用することから、次に示す耐用年数が維持できる仕様とすることを要する。

なお、事業期間終了後１年以内にこれらの構造物が本業務要求水準書に示された

性能を下回った場合（市の責めに帰すべき事由に起因する場合を除く。）、事業者

は自らの費用負担にて修繕を行うものとする。 
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表 3-4 構造物の耐用年数 

施設の内容 耐用年数 

土木構造物（配水池） 60 年 

建築構造物 50 年 

場内配管 40 年 

エ 設備の使用可能期間 

下記の設備は、事業期間中の修繕又は更新を行うことにより、以下の使用期間

について継続して機能を保持することを要する。なお、事業期間終了後１年以内

にこれらの設備が本業務要求水準書に示された性能を下回った場合（市の責めに

帰すべき事由に起因する場合を除く。）、事業者は自らの費用負担にて修繕を行う

ものとする。 

表 3-5 設備の使用可能期間 

設備名称 使用期間 備考 

受変電設備 

計装設備 

脱水設備 

自家発電設備

25 年 
事業期間終了後５年以上性能を保持することが

可能な仕様とすること。 

電気設備 

監視制御設備

薬品設備 

21 年 
事業期間終了後１年以上性能を保持することが

可能な仕様とすること。 

オ 電機設備の規格 

電気設備については、日本工業規格（ＪＩＳ）、日本電気工業会規格（ＪＥＭ）

及び電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ）の標準によることを要する。 

カ 膜ろ過装置 

膜ろ過装置は、事業期間にわたり適切な更新などを行い、事業期間終了後１年

以上の性能を保持する仕様とすることを要する。なお、事業期間終了後１年以内

に膜ろ過装置が本業務要求水準書に示された性能を下回った場合（市の責めに帰

すべき事由に起因する場合を除く。）、事業者は自らの費用負担にて修繕を行うも

のとする。 

 

（４）整備対象施設と業務範囲 

上記１（６）の対象となる施設と業務範囲の詳細を以下に示す。 

また、別紙７、別紙８において既設浄水場施設及び撤去対象施設位置図、新設対

象施設位置図（参考）をそれぞれ示す。 
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表 3-6 整備対象施設及び業務範囲 

業務範囲 
整備対象施設 設計・工事 

（新設・撤去） 
運転・保全管理 
を含む維持管理 

浄水施設 ○ ○ 

配水池 ○ ○ 

薬品設備 ○ ○ 

事業者用管理棟 ○ ○ 

排水処理施設 ○ ○ 

電気設備 ○ ○ 

計装設備 ○ ○ 

場内配管 ○ ○ 

新

設

対

象

施

設 

その他必要な附帯施設 ○ ○ 

旧緩速ろ過池（２池） ○ － 

配水池（１号・２号） ○ － 

場内配管 ○ － 

第 

一 

段 

階 
旧排水池 ○ － 

着水井 ○ － 

沈澱池（１号・２号・３号） ○ － 

急速ろ過池（８池） ○ － 

配水池（３号） ○ － 

排水池（３池） ○ － 

排泥池 ○ － 

揚水ポンプ所 ○ － 

場内配管 ○ － 

撤

去

対

象

施

設 

第 

二 

段 

階 

その他不要な附帯施設 ○ － 

 

上記に示す新設対象施設のうち、運転・保全管理を含む維持管理に関する業務範

囲は以下のとおりである。 

なお、各業務の詳細は、第２の細則に示す。 
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図 3-1 運転・保全管理を含む維持管理の業務範囲 

 

（５）整備対象施設の主な内容及び具体例 

整備対象施設の主な内容及びその具体例を以下に示す。 

なお、具体例については、整備対象施設に構成される設備・機器等を参考までに

示したものであり、各整備対象施設を構成する設備・機器等はこれに限られるもの

ではない。 

運転・保全を含む維持管理の業務範囲 

事業者の業務 市の業務 

取水・導水管理業務 

・取水コントロール 

・青山沈澱池の運転管理 

・導水管等の施設管理 

川井浄水場の計画・立案業務 

・取水から導水施設までの施設計画 

・川井浄水場の将来構想 

・見学者の受入れ対応 

原水水質試験 

配水管理業務 

・企業団受水の運転監視・報告 

・新設配水池水位監視・報告 

・場外系配水池の水位監視・報告 

・場外系施設の圧力及び水量監視・報告

浄水施設の運転管理業務 

電気設備、計装設備の点検・管理業務 

管理範囲における保安業務 

管理範囲における清掃業務 

新設する設備（膜ろ過を含む。）の修繕 

業務 

市が指示する浄水水質試験（別紙２参照）

排水処理施設の運転管理業務 

連続測定を行う水質項目の監視 

その他対象施設の適切な管理 

・配水池 

・事業者用管理棟 

・場内配管 

・附帯施設 

配水管理業務 

・企業団からの受水管理 

・場外系配水コントロール 

・場外系配水施設管理 
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表 3-7 整備対象施設の概要 

整備対象

施設 
施設の主な内容 具体例 

浄水施設 ・膜ろ過装置や洗浄装置を含む各種浄水設備 

・膜ろ過を行うに当たり必要な前処理設備 

・膜ろ過棟を含む浄水施設に必要な土木・建築構造物

・膜ろ過ユニット 

・洗浄ポンプ、装置 

・前処理槽 

・膜ろ過棟 

配水池 ・新設する 30,000 ㎥容量の配水池構造物 

・上記に付随する躯体付属配管 

・緊急遮断扉を含む配水池運転に必要な弁類 

・配水池や池内梯子 

・オーバーフロー管 

・緊急遮断扉 

薬品設備 ・次亜塩素酸ナトリウム（消毒用）の貯蔵～注入機及

び注入点までの配管を含む設備 

・前処理に必要となる薬品の貯蔵～注入機及び注入点

までの配管を含む設備 

・その他洗浄及び排水処理に必要となる薬品の貯蔵～

注入機及び注入点までの配管を含む設備 

・各種薬品貯蔵槽 

・薬品注入機 

・薬品注入用配管 

・廃液槽、防液提 

・薬品設備用上屋 

事業者用

管理棟 

・事業者の管理棟 

・自家発電設備の建屋 

・上記に付随する建築附帯設備 

・管理棟 

・自家発棟 

・消防、換気設備 

排水処理

施設 

・浄水処理過程で発生する排水等を処理するために 

必要な設備 

・排水処理施設で必要となる土木・建築構造物 

・汚泥掻寄機、濃縮槽

・脱水機棟、脱水機 

電気設備 ・受変電設備 

・動力設備 

・自家発電設備 

・受変電設備 

・動力設備 

・自家発電設備 

計装設備 ・浄水処理に必要な計装設備 

・配水池運転に必要な計装設備 

・排水処理に必要な計装設備 

・監視・制御設備 

・計算機システムや通信伝送装置 

・濁度計、流量計 

・水位計、残塩計 

・濃度計、界面計 

・監視制御設備 

・薬品注入用コントロ

ール設備 

・監視設備 

場内配管 ・導水分岐点から既設配水管分岐点までの場内配管 

・オーバーフロー管や洗浄排水管等の配管 

・その他返送及び排水処理等で必要となる配管 

・導水管 

・連絡管 

・排水管、返送管 

附帯施設 ・場内整備に必要となる舗装、門扉、フェンス等 

・緑化に伴う植栽 

・その他イメージアップ等に必要となる附帯施設 

・舗装、フェンス、門

扉 

・植栽 

・太陽光発電設備 

 

（６）電気・ガス等に関する契約 

電気・ガス・水道・下水道・電話等の使用に伴う契約は、事業者が行うものとす

る。 

 

４ 適用する仕様書等 

本業務に適用のある市の技術基準等、その他の指針等は以下のとおりであり、その

時点において最新版を適用するものとする。ただし、同等性能を確保した場合はこの

限りでなく、その他関係する要綱や各種基準等があればそれらを適用するものとする。

また、仕様書等に定めのないものは市の確認を要する。 
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ア 水道施設設計指針 2000 年版（平成 12 年３月 31 日） 

イ 水道施設耐震工法指針・解説 1997 年版（平成９年３月 31 日） 

ウ 水道維持管理指針 2006 年版（平成 18 年７月１日） 

エ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

オ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

カ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

キ 官庁施設の総合耐震計画基準 

ク 横浜市土木工事共通仕様書 

ケ 横浜市水道局水道工事標準仕様書 

コ 横浜市水道局水道工事施工要領 

サ 横浜市水道局設計標準図 

シ 横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（工事編） 

ス 横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（機器編） 

セ 横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（保守点検編）
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第２ 細則 

 

１ 細則の構成等 

（１）細則の構成 

細則においては、対象業務ごとに求める内容や規定する仕様その他留意事項を示

す。細則の構成としては、まずは対象業務に内包される作業内容を規定し、その上

で各作業内容を行うに当たり留意すべき事項を記載するものとする。 

 

（２）対象業務の名称と主な内容 

本事業における対象業務の名称と主な内容を以下に示す。 
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表 1-1 対象業務の名称と主な内容 

区

分 
対象業務の名称 主な内容 

用地測量 

地質調査 

地下埋設物調査 

土壌汚染測定 

事前調査業務 

雨水・汚水排水経路の確認 

浄水施設設計 

配水池設計 

薬品設備設計 

事業者用管理棟設計 

排水処理施設設計 

電気設備設計 

計装設備設計 

場内配管設計 

附帯施設設計 

設計業務 

撤去設計 

浄水施設建設工事 

配水池建設工事 

薬品設備設置工事 

事業者用管理棟築造工事 

排水処理施設建設工事 

電気設備工事 

計装設備工事 

場内配管工事 

附帯施設設置工事 

工事業務 

撤去工事及び仮設工事 

浄水施設建設工事監理 

配水池建設工事監理 

薬品設備設置工事監理 

事業者用管理棟築造工事監理 

排水処理施設建設工事監理 

電気設備工事監理 

計装設備工事監理 

場内配管工事監理 

附帯施設設置工事監理 

工事監理業務 

撤去工事及び仮設工事監理 

周辺影響調査 

電波障害調査 

浄

水

場

施

設

整

備

業

務 

周辺影響調査・電波障害

等対策業務 

生活環境影響調査 
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区

分 
対象業務の名称 主な内容 

浄水施設・薬品設備の運転管理 

排水処理施設の運転管理 

水道法上の責任 

運転管理業務 

水量管理 

建築物・土木構造物の点検管理 

各種設備の点検管理 

保全管理業務 

その他浄水場施設の点検管理 

原水水質の測定 水質管理業務 

浄水水質の測定 

危機管理マニュアルの作成 

災害、事故等の緊急時の体制の構築 

災害・事故対策業務 

災害、事故等の緊急時の対応 

安全管理・事故防止 安全衛生管理業務 

衛生管理 

施設公開業務 見学者対応 

保安業務 事業者側管理範囲の保安 

建築物・土木構造物の清掃 

外構の清掃 

清掃業務 

植栽の管理及び除草 

新設対象施設の引渡し 

土壌汚染測定 

事業終了時提出書類の作成・提出 

浄

水

場

施

設

維

持

管

理

業

務 

事業終了時の引継ぎ業務

運転マニュアルの作成・指導 
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２ 事前調査業務 

（１）本業務の内容 

本業務は設計業務や工事業務の前に行う事前調査業務であり、具体的には以下の

業務を含む。 

ア 用地測量 

（ｱ）本施設平面測量 

ａ 境界杭及びバルブ、電気ハンドホールや構造物等の実測 

（ｲ）レベル測量 

ａ 各施設のレベルとその他地盤面の高さ 

ｂ 既設浄水及び排水施設等の水位測量 

（ｳ）平面及び縦断図、横断図の作成 

イ 地質調査 

（ｱ）ボーリング調査（標準貫入試験、孔内水平載荷試験、現場透水試験等を含む。） 

（ｲ）物理試験（密度、含水量、粒度、液・塑性限界・湿潤密度等を含む。） 

（ｳ）力学試験（一軸圧縮、三軸圧縮、圧密を含む。）  

ウ 地下埋設物調査 

上下水道管路、電気ケーブル、ハンドホール等の既設埋設ルート及びレベルの

確認を行うこと。 

エ 土壌汚染測定 

本事業開始の際に土壌汚染対策法に基づき対象地域を調査すること。 

オ 雨水・汚水排水経路の確認 

工事用排水、常時の排水、豪雨時の排水等の経路を確認すること。 

排水経路等については、土木事務所との協議結果を踏まえた提案を求めるが、

事業実施に当たっては、再度、土木事務所との調整を行った上で排水の接続箇所

を決定すること。なお、雨水及び汚水の既設配管ルート図は別紙 12 に示すとおり

である。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 法的に必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人員を適切

に配置すること。 

イ 用地測量においては尺度を原則１/200 として、20ｍ毎のメッシュに区切って横

断測量を行うこと。 

ウ 必要箇所数（主要施設は最低１本以上とする。）のボーリング調査を行い、基盤

面までの確認を行うこと。 

エ 地下埋設物調査については、現況図面を基に現地調査を行い、埋設位置図の作

成を行うこと。必要に応じて、埋設位置確認を行うため試掘を行うこと。 

オ 貸し出しする既存の図面については、必ずしも最新の埋設状況を反映している

ものではないため、現地調査を行う際にはこの点に留意すること。 

カ 水道法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 45 号。最終改正平成 19 年厚生労働省令
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第 136 号）第 16 条に基づき、本業務に従事する作業員は概ね６か月ごとに赤痢菌、

サルモネラ菌、腸チフス菌、パラチフス菌、Ｏ157 の検便を行うこと。 
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３ 設計業務 

（１）本業務の内容 

本業務は浄水場施設の設計に関する業務であり、主として以下に示す設計を行う

ものとする。なお、本事業については補助対象業務となることから、補助申請用設

計書等の作成や会計検査用の補助資料作成も本業務に含まれる。 

ア 浄水施設設計 

イ 配水池設計 

ウ 薬品設備設計 

エ 事業者用管理棟設計 

オ 排水処理施設設計 

カ 電気設備設計 

キ 計装設備設計 

ク 場内配管設計 

ケ 附帯施設設計 

コ 撤去設計 

 

（２）浄水施設設計 

構造、仕様等は基本的に自由であるが、以下に示すものについては、下記の記載

に従って設計を行うこと。 

ア 膜ろ過装置 

（ｱ）膜ろ過装置の維持管理、交換時でも最大処理水量を浄水できる設備を設置する

こと。なお、設計に用いる膜ろ過流束が川井浄水場の原水に対して適切なもので

あること。 

（ｲ）膜ろ過装置については、財団法人水道技術研究センターの認定品とするが浸出

基準等の認定を受けてない膜ろ過装置については、水道法に定められた施設基準

を満足する装置とすること。また、維持管理期間中に膜モジュール交換が必要な

場合は、財団法人水道技術研究センターの「水道用膜モジュールＪＷＲＣ仕様」

を参考にして、汎用的な膜モジュールを考慮すること。 

（ｳ）膜損傷検知が可能なシステムとすること。 

（ｴ）膜ろ過の洗浄についてはオンサイト洗浄とし、事業者の責任において設計を行

うこと。 

（ｵ）膜ろ過水の配水池流入管の上流に電磁流量計を設置すること。 

（ｶ）流入する原水としては、別紙３に示す原水水質を参考に設備設計を行うこと。

なお、必要に応じて前処理設備を設置することは可能とする。 

イ 設計水位 

到達水位はＴＰ＋102.0ｍとする。 

ウ 膜ろ過棟 

（ｱ）想定される大規模な地震に対して、水道の基幹施設が有すべき耐震性（「官庁

施設の総合耐震計画及び同解説（平成８年度版）のⅡ類」相当）を有すること。

また、その他の建築仕様については、「公共建築工事標準仕様書」の各仕様に準
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拠すること。 

（ｲ）膜ろ過棟内には、本事業において設置する膜ろ過装置を格納すること。 

（ｳ）既設の着水井、沈澱池、急速ろ過池、３号配水池の機能を阻害することのない

場所に建設すること。なお、１、２号配水池及び旧緩速ろ過池の施設を撤去した

後に、膜ろ過棟を建設することは可能とする。 

（ｴ）新設する配水池の上部への建設や、事業者用管理棟との併設案についても可能

とする。 

（ｵ）構造については自由とするが、膜ろ過装置の交換を行える構造とする。 

（ｶ）見学者の来訪を想定した計画とすること。また、案内ルートについては、別紙

15を参考に設計すること。 

エ 浄水水質 

（ｱ）別紙２に示す浄水水質要求水準値を達成させる浄水施設を設計すること。 

（ｲ）将来、原水水質の引渡し条件内において原水水質の変化が生じた場合において

も、別紙２の項目に示す浄水水質要求水準値を事業期間にわたり達成しているこ

と。なお、測定限界以下の数値については、限界数値以下の数を切り捨て、上位

の数値を用いて表すこと。（例：限界数値が0.001の場合、0.001未満のときは0.0

として表す。） 

オ 青山沈澱池における市の対応 

別紙３に示す原水水質での受け渡しを行うために、市は青山沈澱池上流側にて

高濁度時にＰＡＣを注入させ、青山澱池内での沈降を行ってから、原水として流

出させることを計画している。 

 

（３）配水池設計 

配水池の構造や保有する機能及び維持管理上の考慮すべき事項については下表に

示す。下表の別紙 13 中の番号に該当する参考図面を参考に同等以上の機能を保有す

る施設として設計すること。 

表 3-1 基本条件 

項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

1-1 有効貯水量 30,000 ㎥  

1-2 高水位（ＨＷＬ） 90.5m  

1-3 低水位（ＬＷＬ） 84.5m  

1-4 構造形式（槽数） ２槽構造（１池当たり 15,000 ㎥）とし、清

掃時にも配水池の運用が可能な構造とする

こと。 

１、２ 

1-5 構造形式 ＲＣ構造とし、滞留の起こらない構造とする

こと。 

２、３、４、

７ 

1-6 基礎形式 基礎形式については自由とするが、支持層の

確認ができる工法を採用すること。 

３、４ 

1-7 耐震設計条件（レベル） 水道施設耐震工法指針・解説に基づきレベル

２・ランクＡ対応とすること。 
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項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

1-8 設計水平震度 

（地表面加速度） 

耐震基準としては、地表加速度を 800gal と

して水平震度を設定すること。 

 

1-9 耐震設計法 ３次元ＦＥＭモデルを用いた静的解析を行

うこと。このときの入力地震動はレベル１及

びレベル２とする。 

 

1-10 配置位置 既設の浄水処理工程を阻害することのない

場所に建設すること。１、２号配水池、旧緩

速ろ過池を取り壊し、その跡地に設置するこ

とも可能とする。 

 

1-11 荷重条件 

（組合せケース） 

上載荷重は上部利用により設定すること。 

常時、地震時とも空水及び満水及び片側満水

時の各組合せケースを用いて計算すること。 

 

 

表 3-2 躯体関係 

項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

2-1 導流壁 局部滞留の発生しない構造とし、停滞水がな

いようにすること。 

２、７ 

2-2 管廊 配置すること。 19、20、21

2-3 監視廊又は監視室 配置すること。 19、20、21

2-4 内面塗装 内面塗装は用いてはならない。  

2-5 鉄筋純被り コンクリートの中性化による鉄筋の腐食等の

対策として、内面の被りを 100 ㎜以上とする

こと。 

 

2-6 伸縮継目 配置すること。 ２、３ 

2-7 耐震壁 原則として配置すること。 ２、３、４

2-8 温度ひび割れ指数 温度ひび割れ発生確率５％以下とすること。  

2-9 セメントの種類 高炉セメントＢ又は低熱ポルトランドセメン

トとすること。 

 

2-10 ひび割れ誘発目地 水密性の確保を検討すること。  

2-11 ピット部落下防止壁 ＲＣ構造として設置すること。 ５ 

2-12 水位表示板 設置すること。 ６ 

2-13 排水溝（排水路） 別紙を参考に、池内清掃等の水抜きの際に排

水が残らないようにすること。 

７ 

2-14 階段・手摺り 

（池内、管廊） 

ＲＣ構造として設置すること。 ５、８、９、

10 

2-15 上部保護 上面保護を行うこと。  

 

表 3-3 設備・附帯関係 

項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

3-1 設備仕様 図面と同等以上を設置すること。 11、12、13

3-2 クレーン 設置すること。 11、17、18

3-3 照明等 図面と同等以上を設置すること。 11、14 

3-4 侵入防止設備 設置すること。 11、15 

3-5 換気用ダクト 配置すること。 11、16 
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項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

3-6 点検歩廊・手摺り 横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（工

事編）に準拠し、配置すること。 

11、19、20、

21 

3-7 足洗い場 設置すること。 11、16 

3-8 周回道路 原則として配置すること。  

 

表 3-4 配管関係  

項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

4-1 流入管 膜ろ過水流入管の口径をφ1350 ㎜とする。企

業団受水流入管として、西長沢系及び相模原

系ともにφ700 ㎜とする。また、損失を考慮

し、それぞれの配水池に水位差が生じないよ

うにすること。 

22、25、26、

27、28、30、

31 

4-2 流出管 φ1500 とすること。 22、25、26、

27、28、29、

31 

4-3 ドレーン管 ドレーン管を布設し、返送先は相模湖系導水

路とすること。このとき排水処理施設で設計

する放流管と接続することは不可能とする。 

22、25、26、

27、28、29、

30、31 

4-4 オーバーフロー管 オーバーフロー管を布設し、返送先は相模湖

系導水路とすること。このとき排水処理施設

で設計する放流管と接続することは不可能と

するが、配水池ドレーン管との接続は行って

もよい。 

22、25、26、

27、28、30

4-5 管外面の色 市と協議の上、決定すること。  

4-6 外面塗装 横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（工

事編）のとおりとすること。 

 

4-7 ラッパ口 流入管・オーバーフロー管にはラッパ口配管

を布設すること。 

 

4-8 フランジアダプター 流量計、弁類（管廊内）にはフランジアダプ

ターを設置すること。 

22、25、28、

29、30 

4-9 スティフナー付管 壁貫通部にスティフナー付管を布設するこ

と。また、躯体埋込み配管は、電気腐食が発

生しないように対策を施すこと。 

28、29、30

4-10 電動バタフライ弁 膜ろ過水の流入管２箇所及び企業団受水流入

管４箇所に電動バタフライ弁を設置し、遠方

での開閉が可能な構造とすること。 

22、25、29、

30、31 

4-11 電磁流量計（流入側） 点検・更新が可能となるように元弁を設置す

ること。また、バイパス管を設置すること。 

22、25、28、

30、31 

4-12 電磁流量計（流出側） 点検・更新が可能となるように元弁を設置す

ること。また、バイパス管を設置すること。 

22、25 

4-13 管廊部弁類受台 参考図面と同等とする。 22、25、31

4-14 緊急遮断扉 緊急時に水量を確保するため、設置すること。 22、25、29、

32、33、34

4-15 作動方式 

（緊急遮断扉） 

自動で作動すること。 22、25、29、

32、33、34
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項目 要求事項 
別紙 13 

参照 No. 

4-16 水撃圧対策 

（緊急遮断扉） 

急閉塞に伴う水撃圧の対策を施すこと。  

4-17 ベルマウス高（流入管） 上向きのラッパ口とし、高さは 89.5ｍとする

こと。 

26 

4-18 戻し配管・配水池バイ

パス管 

設置しない。 22、28 

 

（４）薬品設備設計 

ア 使用薬品 

使用する薬品については、水道施設の技術的基準を定める省令（平成12年厚生

省令第15号）第１条第１項十六を満足した薬品を使用すること。なお、消毒剤と

しては、次亜塩素酸ナトリウムを用いること。 

イ 次亜塩素酸ナトリウム注入システム 

（ｱ）注入配管については、二重化を行うこと。 

（ｲ）注入ポンプにより注入量を計測し注入を行うこと。また、予備機を設けること。 

（ｳ）配水池流入管への管注入を行うこと。 

ウ 次亜塩素酸ナトリウム貯蔵槽 

（ｱ）貯蔵槽は２槽設置すること。 

（ｲ）最大処理水量における平均注入量の10日分以上とすること。 

エ 次亜塩素酸ナトリウム管理 

（ｱ）貯蔵槽の温度管理を適切に行うため、空調設備を設置すること。 

（ｲ）電磁流量計を設置し次亜塩素注入量を測定し、無注入を検知することができる

こと。 

（ｳ）次亜塩素貯蔵槽から注入点まで容易にメンテナンスが可能な計画を行うこと。 

（ｴ）次亜塩素酸ナトリウムの漏洩を検出できる設備を設置するとともに、防液堤を

設置すること。 

（ｵ）注入前及び注入後の残塩を計測可能にすること。 

 

（５）事業者用管理棟設計 

ア 構造仕様 

（ｱ）構造仕様については、耐用年数を満足する形式を用いて設計すること。 

（ｲ）本事業により新たに建設される事業者用管理棟は、想定される大規模な地震に

対して、水道の基幹施設が有すべき耐震性（「官庁施設の総合耐震計画及び同解

説（平成８年度版）のⅡ類」相当）を有すること。 

イ 配置計画 

事業者用管理棟を新設し、本事業を遂行すること。配置位置は自由とするが、

現況の浄水工程を阻害若しくは改造等が発生する位置には設置を行わないこと。 

ウ 事業者用管理棟に建設する居室 

（ｱ）事務室 
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（ｲ）職員の休憩室（トイレ及び給湯室を含む。） 

（ｳ）中央監視室（浄水処理等の運転管理室） 

（ｴ）電気室（この室については、膜ろ過棟内に建設することも可能とする。） 

ａ 高圧電気室（受変電を含む。） 

ｂ 低圧電気室 

ｃ 計算機室 

 

（６）排水処理施設設計 

本施設内で発生する汚泥等について、本事業で新たに設置する施設で事業者の責

任において処理を行うこと。 

ア 処理量 

処理量については、想定する原水濁度データを基に、各自の浄水処理フローを

勘案して排水処理施設の設計を行うこと。 

イ 処理方式 

（ｱ）処理方式は自由とする。 

（ｲ）膜モジュールの薬品洗浄廃液（薬品洗浄後のすすぎ水を含む。）と物理洗浄排

水を明確に区別して、各々、適切な処理を行うこと。 

（ｳ）物理洗浄排水の返送水については、相模湖系導水路に返送を行うことも可能と

する。ただし、別紙11に示す水質を満たすこと。 

（ｴ）相模湖系導水路への接続位置については、場内配管を踏まえて接続を行うこと。  

なお、処理工程において薬品を使用する場合には、汚泥の有効利用及び返送水

の水質を考慮した上で使用すること。 

（ｵ）排水処理における臭気対策を施した提案をすること。 

ウ 既存の排水処理施設の流用 

既設の排水池及び排泥池については使用不可とする。 

エ 汚泥の有効利用 

環境に配慮し、セメントの原料に用いる等有効利用すること。 

 

（７）電気設備設計 

電気事業法（昭和 39 年法律 170 号）、電気事業法施行令（昭和 40 年政令 206 号）、

電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第 77 号）、電気設備に関する技術基準

を定める省令（平成９年通商産業省令第 52 号）、横浜市水道局機械・電気設備標準

仕様書（工事編）、及び同仕様書（機器編）に準拠し、設計すること。 

ア 規模 

新設対象施設で使用する電力を供給する電気設備を設計及び設置すること。な

お、受電点については電力会社と協議の上、決定すること。また、受変電設備に

おいては高圧電気室に配置すること。 

（ｱ）変圧器（応募者の必要容量とする。）はトップランナー変圧器を採用のこと。 

（ｲ）自家発電設備の容量は、全負荷の 100％の負荷量を見込んで設計すること。 

イ 高圧電気室、低圧電気室、計算機室の大きさ 
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大きさは応募者の自由とするが、事業者用管理棟に示す構成ごとに各部屋のス

ペースを想定の上、設計すること。 

ウ 設置場所 

既存の管理棟に今回設計する電気設備を設置することはできない。 

エ 受変電設備 

事業者用電気設備について、以下の点を踏まえて設計すること。 

（ｱ）使用電圧は、原則として高圧６ｋＶ、低圧 400Ｖ、200Ｖ、100Ｖとする。 

（ｲ）常用－予備２回線受電、変圧器２バンク方式とし、片側 100％容量とする。 

（ｳ）高圧閉鎖配電盤の保護構造は下記以上とする。（ＪＥＭ-1267、ＪＥＭ-1425 参

照） 

表 3-5 高圧閉鎖配電盤の保護等級 

保護等級 
種別 形式 

閉鎖箱 仕切板 

高圧引込盤 ＣＸ ＩＰ２Ｘ － 

受電盤・母線連絡盤・き電盤 ＰＷ ＩＰ２Ｘ ＩＰ２Ｘ 

断路器盤 ＣＸ ＩＰ２Ｘ － 

変圧器盤 ＣＹ ＩＰ２Ｘ － 

コンデンサ盤 ＣＸ ＩＰ２Ｘ － 

オ 自家発電設備 

（ｱ）必要容量は停電時 100％の負荷（浄水負荷、排水負荷、付帯負荷）に電力供給

が可能な容量とする。 

（ｲ）配電部位については、上記エ受変電設備に示す保護等級を用いること。 

（ｳ）エンジンはガスタービンエンジンとする。 

（ｴ）使用燃料は灯油又は軽油とし、燃料タンクは 10 時間分以上の容量を確保する

こと。 

カ 関係官庁提出書類 

自家用電気工作物保安規定を定めること。 

キ 電気ケーブルの布設 

（ｱ）本施設内の電気ケーブルを廃止し撤去するとともに、新しいケーブルを布設す

ること。 

（ｲ）地中に埋設する場合は、波付硬質合成樹脂管又はポリエチレンライニング管と

する。 

 

（８）計装設備設計 

横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（工事編）及び同仕様書（機器編）に準

拠し、設計すること。データの保存については下表のとおりとし、電子データで市

へ提出できるようにすること。ただし、連続監視する流量、濁度、残留塩素濃度等

については、リアルタイムで市へ伝送できるようにすること。 



 25

表 3-6 データの保存ファイルの内容 

項目 概要 作成周期 保存期間 

時間ファイル １分ごとのデータを１時間分保存し、

これを１レコードとして、任意時間分

保存する。 

１分 10 日 

日間ファイル 時間ファイル１レコードの集計データ

を、１日分保存し、これを１レコード

として任意日分保存する。 

 

１時間 

 

370 日 

月間ファイル 日間ファイル１レコードの集計データ

を、１月分保存し、これを１レコード

として任意月分保存する。 

 

１日 

 

120 か月 

年間ファイル 月間ファイル１レコードの集計データ

を、１年分保存し、これを１レコード

として任意年分保存する。 

 

１月 

 

10 年 

 

ア 監視制御設備 

新設対象施設を適切に運営できる監視制御設備を設置すること。また、監視制

御設備にはトレンド機能、帳票機能を設けること。 

（ｱ）トレンド機能 

各種計測値、演算値、各機器の運転停止等の重要項目を対象としてトレンド機

能の構築を行う。 

（ｲ）帳票機能 

各種水質計測項目、各種流量及び積算値、電力量等を対象として帳票機能の構

築を行う。なお、収納されたデータは外部記憶装置へ保存し、市販の表計算ソフ

トウェアでデータの利用が可能なものとする。 

イ 計測機器 

（ｱ）流量計 

原水水量、膜ろ過水量、配水池流出水量、企業団相模原系流入水量の測定は電

磁流量計を用いて行うこと。信号出力については瞬時 ＤＣ４～20ｍＡ、積算 

パルス若しくはＢＣＤとする。 

（ｲ）残留塩素計 

新設配水池流入前及び配水池出口後の残留塩素を連続して計測すること。 

（ｳ）濁度計 

原水濁度、膜ろ過水及び配水池出口濁度を連続して測定すること。 

（ｴ）ｐＨ計 

原水ｐＨ及び膜ろ過水ｐＨを連続して測定すること。 

（ｵ）水温 

原水を連続して測定すること。 

（ｶ）電気電導率 

原水を連続して測定すること。 

（ｷ）その他計装項目 

別紙９に示す配水池関連監視項目一覧表を基に、場内施設については以下の項



 26

目の制御・監視及び異常時警報の信号出力を行うとともに中継変換器盤までのケ

ーブル布設までを本工事で行う。 

ａ 新設配水池水位 … 瞬時 ＤＣ４～20ｍＡ 

ｂ 排水処理量（汚泥量及び排水量）… 瞬時 ＤＣ４～20ｍＡ 

積算 パルス若しくはＢＣＤ 

ウ 毒物検知 

原水の安全性を確認するため、生物による毒物検知装置を設けること。 

エ 切替手順 

（ｱ）水道局用管理棟の計装設備及び制御設備（計算機関連等）は、市が取外しを行

い、沈澱池等の各施設の設備は、撤去時期・順番等について、市と協議の上、事

業者が行うこと。 

（ｲ）新設膜ろ過装置の設置及び監視設備の設置後、別紙９に示す８～11の項目につ

いては、水道局用管理棟２階の計算機室に設置されている中継変換器盤に信号出

力を行うこと。また、中継変換器盤までのケーブル布設までを本工事とし、市側

監視盤への表示及び機能増設に必要なソフト改造等は市が行う。 

（ｳ）別紙10に示すNo. １、２、３、４、５、６、７、８の電動弁は、事業者で設置

し、監視及び制御を行うこと。またそれぞれの動力や開度、全開、全閉、故障の

制御出力の信号用のケーブルの布設については事業者が行うこと。 

（ｴ）別紙10に示すNo. ９、10、11、12、13、14、15の電動弁は、事業者で設置し、

市が監視及び制御を行う。またそれぞれの動力や開度、全開、全閉、故障の制御

出力の信号用のケーブルの布設については市が行う。 

 

（９）場内配管設計 

横浜市水道局設計標準図に準拠し設計すること。なお、これに記載のないものに

ついては、水道施設設計指針に準拠し設計すること。 

ア 布設対象管路 

布設対象管路を下表に示す。また、別紙 10 に場内配管計画図を示す。 
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表 3-7 布設対象管路一覧表 

区間 名称 管径 

原水連絡部 膜ろ過流入部 原水管 φ1500 

膜ろ過流出部 新設配水池流入部 膜ろ過水流入管 φ1350 

相模原流入管 

連絡部 
新設配水池流入部 相模原流入管 φ700 

西長沢流入管 

連絡部 
新設配水池流入部 西長沢流入管 φ700 

配水池流出部 Ａ部 
新設配水池流出管

① 
φ1500 

Ａ部 Ｂ部 
新設配水池流出管

② 
φ1350 

Ｃ部 
環状４号線 

（市施工）連絡部 
環状４号連絡管 φ1200 

Ｄ部 
鶴ヶ峰幹線 

（市施工）連絡部 
鶴ヶ峰幹線連絡管 φ1000 

Ｂ部 
既設三保幹線 

連絡部 
三保幹線連絡管 φ1100 

Ｂ部 
既設恩田幹線 

連絡部 
恩田幹線連絡管 φ1100 

Ａ部 
既設４号流入管 

連絡部 
４号配水池流入管 φ1000 

Ｅ部 
既設都岡幹線連絡

部 
都岡幹線連絡管 φ1000 

既設企業団 

連絡部 
Ｆ部 

企業団・三保幹線

バイパス管 
φ800 

Ｇ部 Ｈ部 
企業団・恩田幹線

バイパス管 
φ800 

Ｉ部 瀬谷高区線連絡部 
企業団・瀬谷高区

線バイパス管 
φ700 

Ｊ部 工業用水管連絡部 工業用水連絡管 φ500 

 

イ 場内配管仕様 

（ｱ）導水及び送配水管は耐震管とし、材質はダクタイル鋳鉄管又は鋼管とすること。

また、屋外の露出する配管についてはダクタイル鋳鉄管とすること。 

（ｲ）躯体との境界部には伸縮性可とう管を用いること。 

（ｳ）送配水管の管天高は、ＴＰ＋82.25ｍ以下とすること。 

（ｴ）流水の遮断、制御、水圧の調整等を有効かつ安全に運営するためにバルブを適

所に設置すること。 

（ｵ）管径 400 ㎜以上の弁はバタフライ弁とし、バイパス弁を設置すること。また、

埋設部には弁室を設けること。 

ウ 配管の離隔 

配管を設計するにあたり、並行する既設配管や埋設物との離隔は全国簡易水道

協議会「水道事業実務必携」の最新版における 第２部 第２章 第１節「掘削



 28

標準断面」に示す接合作業幅以上確保することとし、離れが確保できない場合は

市と協議を行い決定すること。 

エ 連絡工事 

別紙 10 に示す連絡箇所については、原水流入管及び既設場内配管等から不断水

分岐又は断水分岐を用いて行うこと。また、連絡箇所から上記の布設対象管路一

覧表に示す場内連絡管の布設を行うこと。 

オ 流量計室 

電磁流量計は、弁室内に設置すること。なお、居室に流量計を設置する場合に

は流量計室を設置する必要はない。 

 

（10）附帯施設設計 

ア 維持管理設備 

各施設の維持管理が容易となるように階段、スロープ、手摺等を設けること。 

イ 搬入設備 

各施設には設備機器の搬入・搬出が可能となる設備及び開口等を設けること。 

ウ 場内整備 

（ｱ）事業者側管理範囲について場内整備を行うこと。事業者側管理範囲外で事業者

が施工を行う範囲（例えば、既設急速ろ過池の撤去後跡地）については、発生土

で埋め戻し、不陸のないように留意すること。 

（ｲ）植栽については周辺環境に配慮すること。 

（ｳ）舗装構成については横浜市水道局設計標準図におけるＡ（２）タイプとするこ

と。 

（ｴ）消防署と協議の上、場内散水栓や消火栓を設置すること。 

エ 最終処分場の整備について 

（ｱ）市が第１段階の期間終了時までに廃止届けを提出する予定である。 

（ｲ）第１段階の期間終了時までに最終処分場へ本事業の工事で発生する発生土又は、

横浜市環境創造局広域利用事業建設発生土搬入手続に規定される発生土を用い

て 6,800 ㎥程度まで覆土し緑化すること。なお、緑化までの本整備については第

１段階終了時までに完了すること。 

オ 見学者対応 

別紙 15 を参考に、見学者対応が可能なように設計すること。 

カ 雨水排水経路 

雨水排水経路の経路を立案し、土木事務所と協議の上、別紙 12 を参考にφ600HP

に接続すること。 

キ 汚水排水経路 

（ｱ）建物内の汚水・雑排水は、公共下水管へ放流及び接続を行うこと。 

（ｲ）水質検査用などの薬品等を含む排水は、適正に処理すること。 

 

（11）撤去設計 

別紙７に示す撤去対象施設について、段階的に撤去を行うこと。 
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ア 撤去対象施設 

（ｱ）着水井 

（ｲ）沈澱池（１号・２号・３号） 

（ｳ）旧緩速ろ過池（２池） 

（ｴ）急速ろ過池（８池） 

（ｵ）配水池（１号・２号・３号） 

（ｶ）排水池（３池） 

（ｷ）排泥池 

（ｸ）旧排水池 

（ｹ）揚水ポンプ所 

（ｺ）場内配管 

（ｻ）その他不要な附帯施設（事業者側管理範囲における舗装、排水路等） 

イ 撤去品の再利用 

（ｱ）撤去品は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年５月 31

日法律第 104 号。以下「建設リサイクル法」という。）を踏まえ、できる限り再

資源化を行うこと。 

（ｲ）建設リサイクル法に基づく書類を提出すること。 

ウ 建設副産物 

本工事で発生する建設副産物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

年法律第 137 号）及び本市工事に伴い排出する建設副産物の処分要領（昭和 57 年

１月 25 日施行。平成 18 年４月１日直近改訂施行）等に従い、適切に処理を行う

こと。 

エ アスベスト（非飛散性） 

アスベストについては次表のとおりである。 

表 3-8 アスベスト対象表 

対象箇所 種別 解体別作業時の分類 

１号及び２号沈澱池内

原水分配管 1,040ｍ 

（１池当たり 520ｍ） 

呼び径 350 ㎜のアスベスト管

３種（含有率 20％） 
レベル３ 

揚水ポンプ場外壁材

（約 400 ㎡） 
成形板 レベル３ 

上記については、石綿障害予防規則（平成 17 年厚生労働省令第 21 号）、水道用

石綿セメント管の撤去作業等における石綿対策の手引き（平成 17 年８月。厚生労

働省策定）等の関係法令・基準に従い、適切に処理すること。 

オ 仮設工事 

既設浄水場施設の稼動を伴いながら新設施設への切替えを行うため、必要に応

じて仮設配管や仮設ケーブル等の布設を行うこと。 

カ 場内配管の撤去 

不要となる場内配管については、連絡部分等の必要な区間の撤去を行うこと。

また、撤去において残る配管については、管末保護を行うこと。 

キ 構造物の撤去 
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地下１ｍまでの施設を対象として撤去を行うこと。 

ク 撤去後の埋戻し 

本事業の工事で発生する発生土又は、横浜市環境創造局広域利用事業建設発生

土搬入手続で規定される発生土を用いて埋め戻し、整地すること。表面整備につ

いては、砕石を敷設すること。 

 

（12）照査業務 

本事業の設計業務について、工事監理業務を行う者が設計照査を行うこと。 

 

（13）環境への配慮 

提案に当たっては、次のとおり環境への配慮に留意すること。 

ア 未利用エネルギーの活用 

導水水圧を有効利用すること。 

その他、利用可能なエネルギーの活用に努めること。 

イ 省エネ設計の導入 

省エネルギーに配慮した設備の導入に努めること。 

ウ リサイクル 

グリーン購入等、省資源に配慮すること。廃棄物の再生利用に努めること。 

エ ヒートアイランド対策 

場内の緑地面積は、管理対象面積の 20％以上確保すること。なお、最終処分場

の緑化面積についても 20％に含むことができる。 

オ 地球温暖化ガスの排出抑制削減 

施設整備や導入する設備に対して、電気等のエネルギーの観点で効率的なもの

の導入を図り、ＣＯ２の排出抑制削減等に努めること。 
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４ 工事業務 

（１）本業務の内容 

本業務は下記の施設の新設工事及び既設撤去工事に関する業務である。 

ア 浄水施設建設工事 

イ 配水池建設工事 

ウ 薬品設備設置工事 

エ 事業者用管理棟築造工事 

オ 排水処理施設建設工事 

カ 電気設備工事 

キ 計装設備工事 

ク 場内配管工事 

ケ 附帯施設設置工事 

コ 撤去工事及び仮設工事 

 

工事工程としては、以下の工程において解体及び撤去、廃棄物の処分を行い、新

設対象施設の建設を行う。平成 21 年度から平成 25 年度までに第１段階を終えるこ

とを要する。ただし、最低でも 12 か月以上の工期短縮（工期短縮については、１年

度単位での短縮とすること）を図った場合は、給水開始の３か月前に通水検査を行

い、膜ろ過処理システムによる運用を開始することも可能とする。この場合、膜ろ

過処理システムの運転管理期間は、膜ろ過処理システム運転開始から 20 年間とする。 

また、第２段階の工事については、第１段階終了後３年以内に行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 工事工程 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 
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赤痢菌、サルモネラ菌、腸チフス菌、パラチフス菌、Ｏ157 の検便を行うこと。 

（ｲ）水道法第 21 条に基づき、本業務に従事する作業員は厚生労働省令の定めると

ころにより、定期及び臨時の健康診断を行わなければならない。同規定による健

康診断を行ったときは、これに関する記録を作成し、健康診断を行った日から起

算して１年間、これを保存しなければならない。 

イ 既設浄水場施設への影響 

施設を運営しながらの工事となることから、工事範囲を明確にし、稼動してい

る浄水施設への影響を及ぼさないようにすること。 

ウ 撤去時期 

撤去する施設としては、必要最小限として示す構築物については撤去すること

となるが、撤去時期について運転状況を勘案して適切な時期に実施すること。 

エ 切替確認 

施設の切替えや稼動の停止については、市の確認のもと、施工を行うこと。 

オ 試運転 

試運転実施計画書を作成し、試運転を実施すること。 

カ 完成検査 

施設の稼動前に市の完成検査を受けること。 

キ 提出書類の作成 

建設工事終了後行う完成検査時に、以下の図書を提出すること。また、電子デ

ータとしてＣＤ－Ｒでの納品も行う。 

① 各種完成図 

② 設計書及び数量調書 

③ 工事写真 
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５ 工事監理業務 

（１）本業務の内容 

「施設を運営しながらの更新工事」という本事業の特徴を踏まえ、新設等の切替

工事における調整の役割を担うことを目的とし、工事監理業務を実施する。 

本業務は、設計照査を行うとともに、下記の施設の工事を対象とする工事監理に

関する業務である。 

ア 浄水施設建設工事 

イ 配水池建設工事 

ウ 薬品設備設置工事 

エ 事業者用管理棟築造工事 

オ 排水処理施設建設工事 

カ 電気設備工事 

キ 計装設備工事 

ク 場内配管工事 

ケ 附帯施設設置工事 

コ 撤去工事及び仮設工事 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

ア 工事監理総括者 

（ｱ）各工事の工事監理者を総括する工事監理総括者を配置し、定期的に市に対して

工事及び工事監理の状況を報告すること。なお、工事監理総括者は、工事監理者

を兼ねることができる。 

（ｲ）工事監理総括者は、市が要請したとき及び完成検査時には、工事及び工事監理

の事前説明及び事後報告を行うとともに、工事現場での工事及び監理状況の説明

を書面等により行うこと。 

（ｳ）工事監理総括者は、市と打合せを行うものとし、その結果については「打合せ

記録簿」に記載し、相互に確認しなければならない。 

イ 工事監理者 

（ｱ）各工事を監理する工事監理者を配置し、工事監理者は工事監理総括者と定期的

に打合せを行い、工事及び工事監理の状況を報告すること。 

（ｲ）工事監理者は、請負工事等の契約書及び設計図書等の内容を十分理解し、工事

現場等の状況についても精通しておくこと。 

（ｳ）工事監理者は、業務に関する図書を適切に整備しておくこと。 

（ｴ）工事監理者は、工事請負者又は外部から通知若しくは報告を受けた場合、速や

かに工事監理総括者にその内容を正確に伝えること。 

（ｵ）工事監理者は、工事請負者又は外部への連絡若しくは通知を行う場合、その内

容を正確に相手に伝えること。 

（ｶ）建築工事の工事監理者については、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）及び

建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に規定される工事監理者を配置し、工事監理

を行うこと。 
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ウ 業務実施計画書 

工事監理統括者は、下記の項目について記載した業務実施計画書を作成し、市に

提出するものとする。 

（ｱ）業務の内容、実施項目 

（ｲ）業務の実施体制 

（ｳ）業務の実施方法 

（ｴ）連絡方法、連絡体制 

（ｵ）その他の業務実施上の必要となる事項 

エ 業務実施報告書 

工事監理総括者は、次に掲げる事項を記入した業務実施報告書を作成し、月ご

とにとりまとめて市に提出するものとする。 

（ｱ）実施した業務の内容 

（ｲ）その他必要事項 

オ 適切な技術者の配置 

本業務の技術者は、法的に必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験

を有する人員を適切に配置する。ただし、工事業務を担う者と工事監理業務を担

う者との兼務は認めない。また、子会社と親会社の関係にある者同士が工事業務

と工事監理業務を担うことも認めない。 
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６ 周辺影響調査・電波障害等対策業務 

（１）本業務の内容 

本業務は浄水場内の更新事業を行う上で必要となる周辺影響調査・電波障害等対

策に関する事前・事後調査業務である。 

ア 周辺影響調査 

イ 電波障害調査 

ウ 生活環境影響調査 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 事業者は以下を含む必要な調査を適切な方法により実施し、必要かつ適切な対

策を講じる。 

（ｱ）電波障害調査 

建造物によるテレビ受信障害調査報告書の提出等 

（ｲ）騒音・振動 

（ｳ）臭気 

（ｴ）車両交通 

（ｵ）家屋調査 

（ｶ）周辺通行者状況 

（ｷ）上記（ｱ）から（ｶ）のほか、工事に関連して必要と判断される調査等 

イ 事業者は、市が開催する説明会等に際して、以下の業務を行うこと。 

（ｱ）説明会資料作成及び説明会への出席 

（ｲ）その他必要な補助 
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７ 運転管理業務 

（１）本業務の内容 

本施設の運転管理を実施するに当たっては、市の他の水道施設も有機的に連動し

ていることから、事業者は場外施設についても理解することを要する。特に、道志

川系統のシステムについては熟知した上で運転に当たることが必要である。また、

運転マニュアルを作成し、市の承認を得ることも求められる。加えて、日報、月報、

年報を作成し、市に報告することを要する。第２ 細則の３（８）計装設備設計の

表 3-6 に示すデータを電子データで定められた期限内に提出すること。 

ア 基本事項 

（ｱ）膜ろ過装置を含む浄水施設の運転管理 

新設する膜ろ過装置を含め浄水施設に示す全ての施設において、設計諸元に示

す最大浄水量までの水量に対し、市の指示に応じた浄水量を生産するように運転

を行う。原水水質や浄水量を勘案し、必要に応じた設備の運転を日々行うもので

ある。 

浄水施設の運転管理については、財団法人水道技術研究センターの「膜ろ過浄

水施設維持管理マニュアル」に準拠した管理を行うこと。 

（ｲ）薬品設備の運転管理 

浄水工程や排水処理工程に必要とする薬品類の調達から注入までの管理を行

う。具体的には、薬品貯蔵量の確認から調達及び薬品の品質管理、さらには注入

設備類の運転や注入後の効果等についての管理を行う。ただし、注入に供する薬

品は、水道施設の技術的基準を定める省令の第１条第１項十六を満足すること。 

（ｳ）排水処理施設の運転管理、脱水汚泥の有効利用 

本事業において計画する排水処理施設について、市の指示に応じた浄水量を生

産する際に発生する排水処理施設の運転を行う。具体的には、洗浄排水の水質や

水量確認を行い、必要に応じた設備の運転を日々行うものである。また、脱水施

設において排出される汚泥については、有効利用として処理を事業者が行うこと。 

イ 水量管理 

（ｱ）新設配水池の運転管理水量管理 

本事業において新設する配水池については、別紙９に示す項目について制御及

び監視を行うこと。水量管理は市が行うため、緊急時等において監視する配水池

の水位コントロールが必要となる場合には、危険水位になる前に市が提示するマ

ニュアルに基づき市に報告を行うこと。 

（ｲ）場外系施設の監視 

場外系施設として別紙９に示す No.１、２、３、４、５、６、７、12、13、14、

15 について、24 時間の連続監視を行うこと。これらの監視については、市が提

示するマニュアルに基づき市が設置する情報端末機を用いて監視を行うこと。ま

た、緊急時には、市に報告を行うこと。情報端末機を用いて監視する濁度、残塩、

水圧、流量の警報が発生した場合には、警報レベルに応じて市に報告を行うこと。 
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（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 受託水道業務技術管理者を１名専任で配置すること。 

なお、受託水道業務技術管理者は、水道浄水施設管理技士１級又は技術士（技

術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める技術士で、上水道及び工業用水道の選

択科目を選択し、上下水道部門の資格を有する者）の資格を有すること。また、

受託水道業務技術管理者が技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める

技術士で、上水道及び工業用水道の選択科目を選択し、上下水道部門の資格を有

する者）のみを有している場合は別途水道浄水施設管理技士１級を取得した人員

を１名以上常勤させること。さらに受託水道業務技術管理者は１時間以内に事業

者側管理範囲に移動可能であること。その他法的に必要な有資格者及び業務に必

要な能力・資質・経験を有する人員を適切に配置すること。 

イ 運転管理員として必要な能力・資質・経験を有する運転員を２名以上、常時配

置させること。 

ウ 社員教育・研修により本業務に従事する社員の意識、知識及び技術の向上を図

り、質を確保する。 

エ 本施設はＩＳＯ9001 及びＩＳＯ14001 を取得している。そのため、事業者もＩ

ＳＯ9001 及びＩＳＯ14001 を取得すること。なお、新設対象施設の稼動後１年以

内に取得し、事業期間にわたり維持すること。 

オ 運転管理員が変更した場合でも対応可能なように配慮すること。 

カ 新設対象施設の試運転調整期間中における排水計画を市と協議の上、決定する

こと。 
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８ 保全管理業務 

（１）本業務の内容 

本業務は新設対象施設の点検、補修、修繕に関する業務であり、具体的には、以

下の業務を含む。 

ア 建築物・土木構造物の点検管理 

建築物・土木構造物各部の点検を通じて、設計書に定められた初期性能・機能

を維持することにより、円滑な浄水場運営に貢献することが求められる。そのた

め、保守点検マニュアルを作成し、市の承認を得ること。また、同マニュアルに

基づき施設の点検を定期的に行い、機能劣化を補うために補修や修繕を行うこと。 

イ 各種設備の点検管理 

各種設備の点検を通じて、設計書に定められた初期性能・機能を維持すること

により、円滑な各業務の運営に貢献することが求められる。そのため、電気設備・

計装設備や浄水・排水処理設備の設備において、定期的な巡視点検や定期点検及

び精密点検（試験検査等）を行い、機能劣化や設備故障の発生前に補修や修繕を

行うこと。各種点検管理の周期及び内容については、第１ 総則の３（３）エ記

載の使用期間を維持できるものとすること。 

ウ その他浄水場施設の点検管理 

その他浄水場施設の点検管理に必要な業務を行う。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 法的に必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人員を適切

に配置する。 

イ 社員教育・研修により本業務に従事する社員の意識、知識及び技術の向上を図

り、質を確保する。 

ウ 維持管理期間中の修繕計画等の立案を行い、実施すること。 

エ 受託水道業務技術管理者の管理のもと、保全管理を実施すること。 

オ 点検・修繕の頻度・内容は、現在、本施設で行われている頻度・内容と同程度

とする。現在、本施設で行われている頻度・内容は別紙 14 に示す。 

カ 日常点検表及び月例点検表を作成し、常に設備に問題がないことを確認するこ

と。また、不具合が生じた際は早急に対処すること。 

キ 保守点検マニュアルについては、モニタリング時や保守管理時に保守管理内容

が明確になるように留意し、作成すること。 

ク 膜ろ過装置の薬品洗浄は、オンサイト洗浄により行うこと。 

ケ 各施設等については、下表の内容を確実に行うこと。 

コ 更新する設備については、その時点における技術革新を考慮した仕様の設備と

すること。 
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表 8-1 点検項目等一覧表 

施設名 内容 

受変電設備 年１回の定期点検及び定期的な修繕を行うこと 

電気設備 年１回の定期点検及び定期的な修繕を行うこと。 

監視制御設備 年１回の定期点検及び定期的な修繕を行うこと。 

計装設備 年１回の定期点検及び定期的な修繕を行うこと。 

自家発電設備 年１回の定期点検及び定期的な修繕を行うこと。 

新設配水池 

・５年に１度は必ず清掃を行うこと。また、必要が生じた場合は、

その都度必ず清掃を行うこと。 

・市の指示に応じ、適宜対応すること。 
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９ 水質管理業務 

（１）本業務の内容 

本業務は、水道水の安全性の確保を目的として、以下の業務を行う。 

ア 原水水質の測定 

原水の測定については、浄水処理に必要となる項目について連続測定等を行い、

いかなるときも適切な浄水処理が行えるように監視を行うこと。 

イ 浄水水質の測定 

浄水水質の測定については、別紙２に示す項目について必要回数を実施の上、

市に提示すること。膜ろ過水の採水位置については、塩素注入点前とする。ただ

し、膜ろ過水濁度の測定については、膜の薬品洗浄、膜モジュールの交換等に備

えて設置する膜ろ過装置ユニットごとに行うこと。また、将来において、水質基

準の改定等に伴い測定水質項目の変更があった場合には、改定に伴う項目を測定

すること。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 膜ろ過水の保管 

膜ろ過水については１日１回２ℓ を採水し、14 日間にわたり冷蔵保存を行うこ

と。保管は、配水での水質異常が発生した際に、浄水処理の確実性を確認するた

めの試料として用いるために行うものである。保管期間終了後の膜ろ過水は、事

業者が処分すること。 

イ 水質管理計画、水質検査計画の策定 

水質管理計画、水質検査計画を策定し、市の承認を得ること。 

ウ 水質異常時の対応 

水質測定値に異常が認められた場合は、直ちに適切な処置を講ずるとともに、

市に報告すること。 

エ 毒物検知装置の監視 

生物による毒物検知装置を監視し、原水の安全性を常時確認すること。 
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10 災害・事故対策業務 

（１）本業務の内容 

災害、事故などのリスクに対して有効な対策を立てて実行し、被害の軽減を図る

こと、緊急事態が発生した場合の対応を行うことを目的とし、以下の業務を行う。 

ア 危機管理マニュアルの作成 

危機管理マニュアルを作成し、災害、事故などの緊急時の対応内容を明確にす

ること。 

イ 災害、事故等の緊急時の体制の構築 

災害、事故などにより故障が発生した場合でも部分的な機能停止となるように、

緊急時に留意した運転方法を立案し、実施すること。また、故障等により浄水及

び排水処理施設の一部に機能停止が発生した場合においても、早急に復旧できる

体制を確保すること。 

ウ 災害、事故等の緊急時の対応 

災害、事故等の緊急時には、危機管理マニュアルに従い対応すること。なお、

対応後は報告書を作成し、市に報告すること。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 市側管理範囲での事故 

上流側施設（市側管理範囲）で事故が発生した場合においては、応急措置を講

じ被害を最小限に抑え、速やかに本格復旧できる体制を確保すること。また、市

が実施する復旧作業の支援を行うこと。 

イ 地震災害時での対策 

地震災害時での事故対策としては、速やかに本格復旧できる体制を確保するこ

と。 

ウ 機器類等の事故対策 

設置する機器類等の故障が発生しないように予防保全を行うことは必須である

が、故障が発生した場合には早期な復旧が可能なように備品等を保管する等、故

障対応を考慮すること。 

エ 市への報告 

災害、事故、故障等により要求水準未達の可能性がある場合には、速やかに市

へ報告すること。 

 

 

 



 42

11 安全衛生管理業務 

（１）本業務の内容 

本施設の安全や衛生を保ち、良質な水の安定的・継続的な供給に寄与することを

目的とし、以下の業務を行う。 

ア 安全管理・事故防止 

本事業の実施に当たっては、安全管理、事故防止に努めるべく、必要な措置を

講じること。事業者側管理範囲における安全については、十分配慮し、管理を行

うこと。 

イ 衛生管理 

（ｱ）水道法施行規則第 16 条に基づき、本浄水施設維持管理業務に従事する職員に概

ね６か月ごとに赤痢菌、サルモネラ菌、腸チフス菌、パラチフス菌、Ｏ157 の検

便を行わせること。 

（ｲ）水道法第 21 条に基づき、本浄水施設維持管理業務に従事する職員について、

厚生労働省令の定めるところにより、定期及び臨時の健康診断を行わなければな

らない。同規定による健康診断を行ったときは、これに関する記録を作成し、健

康診断を行った日から起算して１年間、これを保存しなければならない。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 搬出入車両等の通行に当たっては、適切な交通安全対策を講じること。 

イ 浄水薬品の受入れ時に他の薬品の貯留槽に誤って受け入れることがないように、

受入れ前に確認をすること。 

ウ 設備の修繕や更新等の運転開始後に工事が発生する場合には、施工計画書を作

成するとともに、当該計画書に安全計画の具体的方法を記載すること。 
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12 施設公開業務 

（１）本業務の内容 

市が実施する本施設の見学者対応として、以下の業務を行う。 

ア 見学者対応 

市が実施する本施設の見学者対応として、事業者側管理範囲の説明を行うこと。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 別紙 15 を参考に、見学者対応を行うこと。見学者の受入れ対応可能人数は 120

名を見込むこととする。 

イ 見学者の受入れ対応については市で行うが、日程調整やタイムスケジュールに

ついて市と協議を行うこと。 
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13 保安業務  

（１）本業務の内容 

本業務は事業者側管理範囲における保安業務に関する業務であり、具体的には以

下の業務を行う。 

ア 事業者側管理範囲の保安 

事業者側管理範囲に第三者が自由に立ち入り、浄水施設等に危害が加えられな

いように出入口の施錠を確実に行うなど必要な対策をとること。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 維持管理期間中の保安業務計画の立案を行い、事業者側管理範囲の安全を確保

すること。 

イ 社員教育・研修により本業務に従事する社員の意識、知識及び技術の向上を図

り、質を確保する。 

ウ ＩＴＶカメラなど侵入監視設備を設置し、24 時間監視が可能なようにすること。 

エ １日に２回以上の事業者側管理範囲における周回点検を行うこと。 
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14 清掃業務 

（１）本業務の内容 

本施設の衛生や美観を保ち、良質な水の安定的・継続的な供給に寄与することを

目的とし、以下の業務を行う。 

ア 建築物・土木構造物の清掃 

事業者側管理範囲に含まれる全ての建築物・土木構造物の清掃業務を行うこと。 

イ 外構の清掃 

事業者側管理範囲の落葉や雑物の回収・処分を行うこと。 

ウ 植栽の管理及び除草 

事業者側管理範囲の植栽を点検・手入れすること及び除草を行うことにより、

常に整備された環境を維持すること。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 法的に必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人員を適切

に配置する。 

イ 社員教育・研修により本業務に従事する社員の意識、知識及び技術の向上を図

り、質を確保する。 

ウ 維持管理期間中の清掃業務計画の立案を行い、飲料水としての安全性を確保し、

職員の職場環境の向上に努めること。 

エ 安定的かつ継続的な維持管理を行うこと。 

オ 月１回以上の頻度で清掃を行うこと。 

カ 除草については、年３回を目安とし、適切な時期に実施すること。 

キ 廃棄物の保管、管理及び廃棄を行うこと。 
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15 事業終了時の引継ぎ業務 

（１）本事業の内容 

本事業の終了後に市が引き続き運転を継続できるようにするため、事業者が市に

対し適切な内容の引継ぎを行うことを目的とし、以下の業務を行う。 

ア 新設対象施設の引渡し 

事業期間終了時に、全ての新設対象施設が本書で示した性能を発揮できる機能

を有すること。事業期間終了後１年以内に更新及び経年劣化による修繕を要する

ことのない状態で施設等を引渡すこと。そのため、財団法人水道技術研究センタ

ーの「水道施設機能診断の手引き」中の「3.2 個別機能診断」を参考に各新設対象

施設の機能能力表を作成し要求する機能を有していることを証明した上で、引明

渡しを行うこと。なお、事業期間終了後１年以内に新設対象施設が本業務要求水

準書に示された性能を下回った場合（市の責めに帰すべき事由に起因する場合を

除く。）、事業者は自らの費用負担にて修繕を行うものとする。 

イ 土壌汚染測定 

本事業終了後の引渡しの際に、事前調査業務で行った土壌汚染調査を基に調査

を行い、本事業において土壌汚染が発生していないことを証明すること。 

ウ 事業終了時提出書類の作成・提出 

事業終了時に本事業で作成した月報等を整理した事業報告書を提出すること。 

エ 運転マニュアルの作成・指導 

新設対象施設の運転マニュアルを編集して提出すること。また、事業終了前の

適切な時期に、本マニュアルを基に市に対し運転方法等の指導を行うこと。 

 

（２）本業務の実施に当たっての留意事項 

本事業者は、本業務の実施に当たり、以下の事項に留意する。 

ア 引継ぎ業務の実施時期 

本業務の実施時期については、事業開始前に実施時期を設定するが、事業終了

時の１年前に実施時期を市と協議の上、決定すること。 

イ 提出書類の内容、形式及び部数 

提出書類の内容、形式及び部数については、提出前に市と協議の上、決定する

こと。 
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別紙２　浄水水質要求水準値

項目

№
膜ろ
過水

配水池
出口

1 一般細菌 1個/ml以下 1 52
検査方法告示の別表第1に定める方法
標準寒天培地法

○ ○

2 大腸菌 不検出 52
検査方法告示の別表第2に定める方法
特定酵素基質培地法

○ ○

3 カドミウム及びその化合物 0.001mg/L以下 0.00007 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

4 水銀及びその化合物 0.0001mg/L以下 0.00005 4
検査方法告示の別表第7に定める方法
還元気化-AA

○

5 セレン及びその化合物 0.001mg/L以下 0.0004 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

6 鉛及びその化合物 0.001mg/以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

7 ヒ素及びその化合物 0.001mg/L以下 0.00006 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

8 六価クロム化合物 0.005mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

9 シアン化物イオン及び塩化シアン 0.001mg/L以下 0.001 4
検査方法告示の別表第12に定める方法
IC-PC

○

10 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 2mg/L以下 0.01 12
検査方法告示の別表第13に定める方法
IC

○ ○

11 フッ素及びその化合物 0.2mg/L以下 0.01 4
検査方法告示の別表第13に定める方法
IC

○ ○

12 ホウ素及びその化合物 0.1mg/L以下 0.002 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

13 四塩化炭素 0.0004mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

14 1,4-ジオキサン 0.005mg/L以下 0.0001 4
検査方法告示の別表第16に定める方法
SPE-GC-MS

○

15 1,1-ジクロロエチレン 0.002mg/L以下 0.0003 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

16 シス-1,2-ジクロロエチレン 0.004mg/L以下 0.0001 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

17 ジクロロメタン 0.002mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

18 テトラクロロエチレン 0.001mg/L以下 0.0003 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

19 トリクロロエチレン 0.003mg/L以下 0.0003 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

20 ベンゼン 0.001mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

21 塩素酸 0.1mg/L以下 0.01 4
水質管理目標設定項目の検査方法
IC

○

22 クロロ酢酸 0.003mg/L以下 0.003 4
検査方法告示の別表第17に定める方法
SE-GC-MS

○

23 クロロホルム 0.006mg/L以下 0.0001 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

24 ジクロロ酢酸 0.004mg/L以下 0.001 4
検査方法告示の別表第17に定める方法
SE-GC-MS

○

25 ジブロモクロロメタン 0.01mg/L以下 0.0001 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

26 臭素酸 0.001mg/L以下 0.001 4
検査方法告示の別表第18に定める方法
IC-PC

○

27 総トリハロメタン 0.01mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

28 トリクロロ酢酸 0.02mg/L以下 0.002 4
検査方法告示の別表第17に定める方法
SE-GC-MS

○

29 ブロモジクロロメタン 0.003mg/L以下 0.0001 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

30 ブロモホルム 0.009mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第14に定める方法
PT-GC-MS

○

31 ホルムアルデヒド 0.008mg/L以下 0.001 4
検査方法告示の別表第19に定める方法
SE-誘導体化-GC-MS

○

32 亜鉛及びその化合物 0.1mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

33 アルミニウム及びその化合物 0.05mg/L以下 0.0004 12
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○ ○

34 鉄及びその化合物 0.03mg/L以下 0.01 12
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○ ○

35 銅及びその化合物 0.1mg/L以下 0.0002 4
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○

36 ナトリウム及びその化合物 20mg/L以下 0.1 4
検査方法告示の別表第5に定める方法
ICP-AES

○

37 マンガン及びその化合物 0.005mg/L以下 0.00008 12
検査方法告示の別表第6に定める方法
ICP-MS

○ ○

38 塩化物イオン 20mg/L以下 0.1 12
検査方法告示の別表第13に定める方法
IC

○ ○

39 カルシウム，マグネシウム等（硬度） 90mg/L以下 1 12
検査方法告示の別表第5に定める方法
ICP-AES

○ ○

40 蒸発残留物 150mg/L以下 1 4
検査方法告示の別表第23に定める方法
重量法

○

41 陰イオン界面活性剤 0.02mg/L以下 0.002 4
検査方法告示の別表第24に定める方法
SPE-HPLC

○

42 ジェオスミン 0ng/L 0.000002 12
検査方法告示の別表第27に定める方法
SPE-GC-MS

○ ○

43 2-メチルイソボルネオール 0ng/L 0.000002 12
検査方法告示の別表第27に定める方法
SPE-GC-MS

○ ○

44 非イオン界面活性剤 0.008mg/L以下 0.008 4
検査方法告示の別表第28に定める方法
SPE-吸光光度法

○

45 フェノール類 0.0005mg/L以下 0.0001 4
検査方法告示の別表第29に定める方法
SPE-誘導体化-GC-MS

○

46 有機物（全有機炭素(TOC)の量） 1.0mg/L以下 0.1 52
検査方法告示の別表第30に定める方法
全有機炭素計測定法

○ ○

47 ｐＨ値 7.0～8.6 連続(52)
検査方法告示の別表第31に定める方法
ガラス電極法

○ ○

48 味 異常でないこと 365
検査方法告示の別表第33に定める方法
官能法

○ ○

49 臭気 異常なし 365
検査方法告示の別表第34に定める方法
官能法

○ ○

50 色度 1度以下 0.5 52
検査方法告示の別表第36に定める方法
透過光測定法(100mm,390nm)

○ ○

51-1 濁度（膜ろ過水） 0.01度以下 連続 検査方法告示の別表第41に定める方法 ○

51-2 濁度（配水池出口） 0.1度以下 0.1 連続(52) 検査方法告示の別表第41に定める方法 ○

　水質基準項目

測定箇所
最低測定
数（回/年）

測定限界 試験方法水質項目 要求水準値
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別紙３-１　　原水水質引渡し条件（１／２）

項目

№ 最小 平均 最大

1 一般細菌 39 907 5600 12

2 大腸菌 1.0未満 87 370 12

3 カドミウム及びその化合物 0.00007未満 0.00007未満 0.00007未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

4 水銀及びその化合物 0.00005未満 0.00005未満 0.00005未満 4 原水水質は0.000１mg/L以下

5 セレン及びその化合物 0.0004未満 0.0004未満 0.0004未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

6 鉛及びその化合物 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

7 ヒ素及びその化合物 0 0.0002 0.001 4 原水水質は0.001mg/L以下

8 六価クロム化合物 0.0002未満 0.0002未満 0.0005 4 原水水質は0.005mg/L以下

9 シアン化物イオン及び塩化シアン 0.001未満 0.001未満 0.001未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

10 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 0.49 0.75 1.18 12 原水水質は2mg/L以下

11 フッ素及びその化合物 0.02 0.03 0.1 4 原水水質は0.2mg/L以下

12 ホウ素及びその化合物 0 0.005 0.016 4 原水水質は0.1mg/L以下

13 四塩化炭素 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 4 原水水質は0.0004mg/L以下

14 1,4-ジオキサン 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 4 原水水質は0.005mg/L以下

15 1,1-ジクロロエチレン 0.0003未満 0.0003未満 0.0003未満 4 原水水質は0.002mg/L以下

16 シス-1,2-ジクロロエチレン 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 4 原水水質は0.004mg/L以下

17 ジクロロメタン 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 4 原水水質は0.002mg/L以下

18 テトラクロロエチレン 0.0003未満 0.0003未満 0.0003未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

19 トリクロロエチレン 0.0003未満 0.0003未満 0.0003未満 4 原水水質は0.003mg/L以下

20 ベンゼン 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

21 塩素酸 0.01未満 0.01未満 0.01未満 4 原水水質は0.06mg/L以下

22 クロロ酢酸 0.003未満 0.003未満 0.003未満 4 原水水質は0.003mg/L以下

23 クロロホルム 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 4 原水水質は0.006mg/L以下

24 ジクロロ酢酸 0.001未満 0.001未満 0.001未満 4 原水水質は0.004mg/L以下

25 ジブロモクロロメタン 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 4 原水水質は0.01mg/L以下

26 臭素酸 0.001未満 0.001未満 0.001未満 4 原水水質は0.001mg/L以下

27 総トリハロメタン 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 4 原水水質は0.01mg/L以下

28 トリクロロ酢酸 0.002未満 0.002未満 0.002未満 4 原水水質は0.02mg/L以下

29 ブロモジクロロメタン 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 4 原水水質は0.003mg/L以下

30 ブロモホルム 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 4 原水水質は0.009mg/L以下

31 ホルムアルデヒド 0.001未満 0.001未満 0.001未満 4 原水水質は0.008mg/L以下

32 亜鉛及びその化合物 0 0.00056 0.002 4 原水水質は0.1mg/L以下

33 アルミニウム及びその化合物 0.01 0.21 1.9 12 原水水質は2.0mg/L以下

34 鉄及びその化合物 0.01 0.16 1.5 12 原水水質は2.0mg/L以下

35 銅及びその化合物 0 0.0005 0.0031 4 原水水質は0.1mg/L以下

36 ナトリウム及びその化合物 1.8 3.8 5.2 4 原水水質は20mg/L以下

37 マンガン及びその化合物 0.00034 0.005 0.041 12 原水水質は0.05mg/L以下

38 塩化物イオン 1.2 1.9 3.1 12 原水水質は20mg/L以下

39 カルシウム，マグネシウム等（硬度） 25 41 47 12 原水水質は90mg/L以下

40 蒸発残留物 62 79 97 4 原水水質は150mg/L以下

41 陰イオン界面活性剤 0.002未満 0.002未満 0.01 4 原水水質は0.02mg/L以下

42 ジェオスミン 0.000002未満 0.000002未満 0.000003 12 原水水質は0.000002mg/L未満

43 2-メチルイソボルネオール 0.000005未満 0.000005未満 0.000007 12 原水水質は0.000002mg/L未満

44 非イオン界面活性剤 0.008未満 0.008未満 0.008未満 4 原水水質は0.008mg/L以下

45 フェノール類 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 4 原水水質は0.0005mg/L以下

46 有機物（全有機炭素(TOC)の量） 0.3 0.80 2 52 原水水質は2mg/L以下

47 ｐＨ値 7.11 8.01 8.86 連続(52) 原水水質は7.0～8.6

48 臭気 なし なし 藻臭 365

49 色度 1 2.2 14 52 原水色度は15度以下

50 濁度 0.4 3.3 33 連続(52) 原水濁度は30度以下

　水質基準項目

水質項目
原水水質参考値（H14,15,16,17,18）

引渡し水質条件
測定回数
（回/年）
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別紙３-２　原水水質引渡し条件（２／２）

項目

№ 最小 平均 最大

1 アンチモン及びその化合物 0.00003未満 0.00003未満 370 2 原水水質は0.015mg/L以下

2 ウラン及びその化合物 0.00001未満 0.00001未満 0 2 原水水質は0.002mg/L以下

3 ニッケル及びその化合物 0.0004未満 0.0004未満 0 2 原水水質は0.01mg/L以下

4 亜硝酸態窒素 0.005未満 0.005未満 0.0005 12 原水水質は0.05mg/L以下

5 1,2-ジクロロエタン 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 2 原水水質は0.004mg/L以下

6 トランス-1,2-ジクロロエチレン 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 2 原水水質は0.04mg/L以下

7 1,1,2-トリクロロエタン 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 2 原水水質は0.006mg/L以下

8 トルエン 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 2 原水水質は0.2mg/L以下

9 フタル酸ジ（2-エチルヘキシル） 0.002未満 0.002未満 0.002未満 2 原水水質は0.1mg/L以下

10 ジクロロアセトニトリル 0.001未満 0.001未満 0.001未満 2 原水水質は0.04mg/L以下

11 抱水クロラール 0.001未満 0.001未満 0.001未満 4 原水水質は0.03mg/L以下

12 農薬類 0.001未満 0.001未満 0 2 原水水質は1以下

13 1,1,1-トリクロロエタン 0.0003未満 0.0003未満 0.0003未満 2 原水水質は0.3mg/L以下

14 メチル-t-ブチルエーテル 0.0002未満 0.0002未満 0.0002未満 2 原水水質は0.02mg/L以下

15 臭気強度（ＴＯＮ） 0 0.0 0 適宜

項目

№ 最小 平均 最大

1 銀 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 2

2 バリウム 0.001未満 0.001未満 0.002 2 原水水質は0.7mg/L以下

3 ビスマス 0.0001未満 0.0001未満 0.0001未満 2

4 モリブデン 0.01 0.160333333 1.5 2 原水水質は0.07mg/L以下

5 アクリルアミド 0.00001未満 0.00001未満 0.00001未満 2 原水水質は0.0005mg/L以下

6 17-β-エストラジオール 0.00005未満 0.00005未満 0.00005未満 2 原水水質は0.00008mg/L以下

7 エチニル-エストラジオール - - - 2 原水水質は0.00002mg/L以下

8 エチレンジアミン四酢酸（EDTA） - - - 2 原水水質は0.5mg/L以下

9 ダイオキシン類 7.11 8.01 8.86 2 原水水質は1pg-TEQ/L以下

10 ノニルフェノール 0.01未満 0.01未満 0.01未満 2 原水水質は0.3mg/L以下

11 ビスフェノールＡ 0.01未満 0.01未満 0.01未満 2 原水水質は0.1mg/L以下

12 フタル酸ジ（n-ブチル） 0.002未満 0.002未満 0.002未満 2 原水水質は0.2mg/L以下

13 フタル酸ブチルベンジル 0.002未満 0.002未満 0.002未満 2 原水水質は0.5mg/L以下

14 キシレン 0.0003未満 0.0003未満 0.0003未満 2 原水水質は0.4mg/L以下

項目

№ 最小 平均 最大

1 水温 - - - 52

2 アンモニア態窒素 0 0.02 0.2 12

3 総トリハロメタン生成能 0.008 0.02 0.042 4

4 生物 9 259 1565 52

5 従属栄養細菌 400 57661 400000 4

6 クリプトスポリジウム 0 0.05 1 4

7 ジアルジア 0 0.15 3 4

8 総アルカリ度 21 35 43 4

9 電気伝導率 6.8 10 12.7 12

10 塩素要求量 - - - 12

11 硫酸イオン 4.4 7 10 4

12 溶存鉄 0 0.004 0.02 4

13 溶存マンガン 0 0.0005 0.003 4

　その他自主項目

水質項目
原水水質参考値（H14,15,16,17,18） 測定

回数
引渡し水質条件

　要検討項目

水質項目
原水水質参考値（H14,15,16,17,18） 測定

回数
引渡し水質条件

　水質管理目標設定項目

水質項目
原水水質参考値（H14,15,16,17,18） 測定

回数
引渡し水質条件
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別紙４　　第三者委託における業務範囲

業務名称 事業者（受託者）
第三者
委託

市（水道事業者）

水道施設の施設基準の適合性検査（第5条） ○ 給水装置の検査（第17条）

給水開始前検査（第13条） ○

取水から導水施設までの施設計画

川井浄水場の将来構想

浄水施設、送水施設、配水池における運転マニュアルの
作成

○ 取水の停止措置

日報、月報、年報の作成及び市への報告 ○ 給水の停止措置

ユーティリティ調達（薬品等） ○ 新設配水池の水量管理

原水の受入れ停止措置 ○ 取水コントロール

送配水の停止措置 ○ 青山沈澱池の運転管理

企業団受水の受入れ停止措置 ○ 企業団からの受入管理

膜ろ過装置を含む浄水施設の運転管理 ○ 導水管等の施設管理

薬品設備の運転管理 ○ 場外系配水コントロール

排水処理施設の運転管理 場外系配水施設管理

脱水汚泥の有効利用

場外系施設の監視

新設施設の試運転 ○

事業者側管理範囲の保守点検マニュアルの作成 市側管理範囲の点検管理

事業者側管理範囲の修繕計画等の立案及び実施 市側管理範囲の修繕計画等の立案及び実施

事業者側管理範囲の建築物・土木構造物の点検管理

事業者側管理範囲の電気設備・計装設備の点検管理

事業者側管理範囲の浄水・排水処理設備の点検管理

事業者側管理範囲のその他浄水場施設の点検管理

膜ろ過装置の薬品洗浄（オンサイト洗浄）

事業者側管理範囲における水質の連続測定 ○ 水道法第20条に基づく水質検査

事業者側管理範囲における毒物検知装置の監視 ○ 事業者策定の水質管理計画、水質検査計画の確認

膜ろ過水の保管 水質異常時の取水停止や配水系統切替等の対応

水質管理計画、水質検査計画の策定

事業者側管理範囲における水質異常時の対応 ○

事業者側管理範囲の危機管理マニュアルの作成 ○ 市側管理範囲の災害、事故等の緊急時の体制の構築

事業者側管理範囲の災害、事故等の緊急時の体制の構
築

○ 市側管理範囲の災害、事故等の緊急時の対応

事業者側管理範囲の災害、事故等の緊急時の対応 ○
市側管理範囲の災害・事故時における厚生労働省へ
の報告

事業者側管理範囲の災害・事故時における厚生労働省
への報告

○

市が実施する復旧作業の支援

事業者側管理範囲の機器類等の事故対策 ○

市への報告

事業者側管理範囲における安全管理・事故防止 ○ 市側管理範囲における安全管理・事故防止

事業者の水道法第22条に基づく衛生上の措置 ○ 市の水道法第22条に基づく衛生上の措置

事業者の水道法第21条に基づく定期及び臨時の健康診
断

○ 市の水道法第21条に基づく定期及び臨時の健康診断

施設公開業務 事業者側管理範囲の見学者対応 見学者の受入れ対応

事業者側管理範囲の保安 市側管理範囲の保安

維持管理期間中の保安業務計画の立案

社員教育・研修

事業者側管理範囲における周回点検

事業者側管理範囲の清掃 市側管理範囲の清掃

事業者側管理範囲の植栽の管理及び除草 市側管理範囲の植栽の管理及び除草

事業者側管理範囲の廃棄物の保管、管理及び廃棄 市側管理範囲の廃棄物の保管、管理及び廃棄

維持管理期間中の清掃業務計画の立案

清掃業務

水質管理業務

災害・事故対
策業務

安全衛生管理
業務

保安業務

供用開始業務

計画・立案業
務

運転管理業務

保全管理業務
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別
紙
９
－

１
　
配
水
池
関
連
監
視
項
目
：
一
覧
表 平
常
時

※
2

切
替
時

※
3

1
道
志
川

系
導

水
量

既
設

川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

2
連
絡
坑

放
流

量
既
設

川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

3
上
大
島

接
合

井
水

位
既

設
無
し

無
し

川
井
電
機

事
業
者

監
視

は
事

業
者

が
行
い
、
異
常
時
は
川
井
電
機
係
に
連
絡

流
入
バ
ル
ブ
制
御
時
上
大
島
の
堰
の
監
視
の
た
め
現
場
へ
出
る
。

4
谷
ヶ
原

取
水

量
既
設

川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

5
下
九
沢

取
水

量
既

設
川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

6
相
模
原

沈
殿

池
流

入
量

既
設

川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

7
相
模
湖

系
流

入
量

既
設

川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

川
井

計
算

機
に
て
制

御
監

視
は

事
業

者
が
行
い
、
異
常
時
は
川
井
電

機
係
に
連
絡

8
道
志
川

系
着

水
量

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

9
膜
ろ
過

流
量

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

1
0

新
設
配

水
池

水
位

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

1
1

排
水
処

理
量

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

新
設

配
水

池
流

入
前

残
留

塩
素

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

新
設

配
水

池
出

口
後

残
留

塩
素

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

原
水

濁
度

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

膜
ろ
過

水
濁

度
新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

新
設

配
水

池
出

口
後

濁
度

新
設

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

原
水
ｐ
Ｈ

新
設

無
し

無
し

事
業
者

事
業
者

新
設
配
水
池
流
入
前
ｐ
H

新
設

無
し

無
し

事
業
者

事
業
者

原
水

水
温

新
設

無
し

無
し

事
業
者

事
業
者

原
水

電
気

電
導

率
新
設

無
し

無
し

事
業
者

事
業
者

新
設

配
水

池
流

出
量

新
設

事
業
者

事
業
者

川
井
電
機

事
業
者

監
視

は
事

業
者

が
行
い
、
異
常
時
は
川
井
電
機
係
に
連
絡

1
2

小
雀
系

流
入

量
既

設
川
井
計
算
機
自
動

川
井
計
算
機
手
動

川
井
電
機

事
業
者

環
状

幹
線

か
ら
都

岡
幹

線
経

由
で
4
号

に
流

入
川

井
計

算
機

に
て
制

御
監

視
は

事
業

者
が
行
い
、
異
常
時
は
川
井
電

機
係
に
連
絡

1
3

企
業
団

流
入

量
既
設

企
業
団

企
業
団

企
業
団

事
業
者

監
視

は
事

業
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別紙 11－1 相模湖系導水路への排出基準 

 

（単位：mg／L、ダイオキシン類については pg－TEQ／L） 

水質汚濁防止法許容限度 

神奈川県上乗せ条例 項      目 

乙水域 

カドミウム及びその化合物 0.1 

シアン化合物 1 

有機燐化合物 0.2 

鉛及びその化合物 0.1 

六価クロム化合物 0.5 

砒素及びその化合物 0.1 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 

アルキル水銀化合物 ※１ 

ポリ塩化ビフェニル（PCB） 0.003 

トリクロロエチレン 0.3 

テトラクロロエチレン 0.1 

ジクロロメタン 0.2 

四塩化炭素 0.02 

1，2－ジクロロエタン 0.04 

1，1－ジクロロエチレン 0.2 

シス－1，2－ジクロロエチレン 0.4 

1，1，1－トリクロロエタン 3 

1，1，2－トリクロロエタン 0.06 

1，3－ジクロロプロペン 0.02 

チラウム 0.06 

シマジン 0.03 

チオベンカルブ 0.2 

ベンゼン 0.1 

セレン及びその化合物 0.1 

ほう素及びその化合物 10 

ふっ素及びその化合物 8 

ｱﾝﾓﾆｱ、ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物

※２ 
100 

有 

 

害 

 

項 

 

目 

ダイオキシン類 10     ※３ 
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別紙 11－2 相模湖系導水路への排出基準 

 

水質汚濁防止法許容限度 

神奈川県上乗せ条例 項      目 

河川乙水域 

水素イオン濃度（ｐH） 
5.8 以上 

8.6 以下 

生物化学的酸素要求量 60（50） 

化学的酸素要求量 60（50） 

浮遊物質量 90（70） 

ノルマルヘキサン抽出物質量（鉱油類含有量） 5 

ノルマルヘキサン抽出物質量（動植物油脂類含有量） 10 

大腸菌群数（個／cm3） 3000 

窒素含有量 30(20) 

燐含有量 8(4) 

外 観 ※４ 

臭 気 ※５ 

フェノール類 0.5 

銅及びその化合物    1 

亜鉛及びその化合物   3 

鉄及びその化合物    ※６ 10 

マンガン及びその化合物 ※６ 1 

ニッケル及びその化合物 1 

一 

 

般 

 

項 

 

目 

 

クロム及びその化合物 1 

※１ 検出されないこと。 

※２ アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量として。 
※３ 横浜市生活環境の保全等に関する条例/河川/既設の排水規制基準を適用する。 

※４ 受け入れる水を著しく変化させるような色又は濁度を増加させるような色又は濁りがないこと。 

※５ 受け入れる水に臭気を帯びさせるようなものを含んでいないこと。 

※６ 溶解性の物に限る。 

（ ）内は日間平均値 
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別紙 12－1 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【1】 

 

 

 

【１】 
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別紙 12－2 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【２】 

 

 

 

【２】 
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別紙 12－3 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【３】 

 

 

 

【３】 
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別紙 12－4 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【４】 

 

 

 

【４】
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別紙 12－5 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【５】 

 

 

 

【５】 
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別紙 12－6 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【６】 

 

 

 

【６】 
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別紙 12－7 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【７】 

 

 

 

【７】 
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別紙 12－8 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【８】 

 

 

 

【８】
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別紙 12－9 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【９】 

 

 

 

【９】 
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別紙 12－10 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【10】 

 

 

 

 

【10】
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別紙 12－11 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【11】 

 

 

【11】 
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別紙 12－12 川井浄水場廻り既設雨水・汚水配管ルート図 

【12】 
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別紙14-1　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

断
路
器

２ヶ月 １ 損傷、過熱、変色、汚損及
び発錆の有無

１ 年 １ 各部の清掃及び注油
２ 締付部の増締め
３ 接触子の損耗状態及
び接触機構の状態
４ 操作機構の点検
５ 鎖錠装置の点検
６ 補助接触子の点検
７ 開閉動作試験
８ 絶縁抵抗測定

真
空
遮
断
器

（
開
閉
器
含
む

）

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無

１ 年 １ 各部の清掃及び注油
２ 締付部の増締め
３ 真空バルブの取付状態
４ 操作機構の点検
５ 引出し機構の点検
６ 補助接触子の点検
７ 開閉動作試験
８ 絶縁抵抗測定

６ 年 １ 真空バルブの真空度確認
（漏れ電流測定）
２ 開閉特性試験

磁
気
遮
断
器

（
開
閉
器
含
む

）

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無

１ 年 １ 各部の清掃及び注油
２ 締付部の増締め
３ 接触子の損耗状態
４ 消弧装置の点検
５ 操作機構の点検
６ 引出し機構の点検
７ 補助接触子の点検
８ 開閉動作試験
９ 絶縁抵抗測定

気
中
遮
断
器

（
Ｌ
Ｂ
Ｓ
・

開
閉
器
含
む

）

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無

１ 年 １ 各部の清掃及び注油
２ 締付部の増締め
３ 接触子の損耗状態
４ 操作機構の点検
５ 補助接触子の点検
６ 開閉動作試験

高
低
圧
・
油
入

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、過熱、
汚損、発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 油量及び油もれの有無

１ 年 １ 本体各部（ブッシング・計器
類を含む）の清掃
２ 締付部の増締め
３ 絶縁抵抗測定
４ 絶縁油酸価値測定

６ 年 １ 絶縁油耐電圧試験

高
低
圧
・
乾
式

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、過熱、
汚損、発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 巻線、絶縁物の外観点検

１ 年 １ 本体各部（巻線、絶縁物、
ブッシング、計器等）の清掃
２ 締付部の増締め
３ 絶縁抵抗測定

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

変
圧
器
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別紙14-2　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

電
力
用
コ
ン
デ
ン
サ
・

リ
ア
ク
ト
ル

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、過熱、
汚損、発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ ケース膨張及び油もれの
有無

１ 年 １ 本体各部の清掃
２ 締付部の増締め
３ 絶縁抵抗測定

６ 年 １ コンデンサ容量測定

充
電
判
定

装
置

２ヶ月 １ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ 表示灯の確認

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 端子の増締め
４ 設定値の確認及び調整

受
配
電
盤

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 計器、表示灯の良否
４ 保護継電器の表示器確認

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 締付部の増締め
３ 母線、配線、補助リレー、
パワーヒューズ、 開閉器、操
作スイッチ等盤取付器具の異
常の有無
４ 接地線接続部の点検
５ 扉の施錠具合の点検
６ 絶縁抵抗測定
７ 保護継電器の各種特性試
験

12年 １ パワーヒューズの交換
２ ＰＴヒューズの交換

ケ
ー

ブ
ル

２ヶ月 １ ヘッドの状態
２ 過熱、汚損、損傷の有無

１ 年 １ 絶縁抵抗測定
２ 漏洩電流の測定（高圧）

ケ
ー

ブ
ル
支
持
物

１ 年 １ マンホール、ハンドホール
等の排水状態
２ ラック類の損傷、発錆の有
無
３ 標識、他物との離隔距離

配
線
用

遮
断
器

低
圧
用

２ヶ月 １ 損傷、過熱、汚損、変色及
び発錆の有無

１ 年 １ 締付部の増締め
２ 動作試験

漏
電

遮
断
器

低
圧
用

２ヶ月 １ 損傷、過熱、変色及び発錆
の有無

１ 年 １ 清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 動作試験

電
線
路
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別紙14-3　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

コ
ン
ト
ロ
ー

ル
セ
ン
タ

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 計器、表示灯の良否

１ 年 １ 盤内各部の清掃
２ 母線、配線、配線用遮断
器、電磁接触器、保護リレー
等盤取付器具の異常の有無
３ 接地線接続部の点検
４ 扉の施錠具合の点検
５ 漏電リレー動作試験
６ 絶縁抵抗測定

現
場
盤

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、
汚損、発錆の有無
２ 露出充電部変色の
有無
３ 計器、表示灯の良
否

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 配線、ヒューズ、抵
抗器、操作スイッチ等
盤取付器具の異常の
有無
４ R･I/O取り付け状態
５ 各スイッチ動作点検
６ 表示器点灯点検
７ 各部電源電圧測定及
びリップル測定
８ テストプログラム動
作試験
９ オンライン動作確認
10 プリント板の清掃

監
視
盤
・

制
御
盤
・
計
装
盤

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、
汚損、発錆の有無
２ 計器、表示灯の良
否

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 配線、操作スイッチ、
リレー類、プリント板
等盤取付器具の異常
の有無

継
電
器
盤
・

中
継
盤

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、
汚損、発錆の有無

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 配線、リレー類等盤
取付器具の異常の有
無
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別紙14-4　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

過
電
流
タ
イ
プ

２ヶ月 １ 表示器の状態確認 １ 年 １ 各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ 最小動作電流試験
４ 限時特性試験
５ 瞬時動作試験（受電部）
６ シーケンス試験

電
圧
タ
イ
プ

２ヶ月 １ 表示器の状態確認 １ 年 １ 各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ 動作電圧、復帰電圧の測
定
４ 限時特性試験
５ シーケンス試験

差
動
タ
イ
プ

２ヶ月 １ 表示器の状態確認 １ 年 １ 各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ 最小動作電流試験
４ 限時特性試験
５ 比率作動試験
６ シーケンス試験

方
向
タ
イ
プ

２ヶ月 １ 表示器の状態確認 １ 年 １ 各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ 最小動作値試験
４ 位相特性試験
５ 電圧・電流特性試験
６ 限時特性試験
７ シーケンス試験

２
Ｅ
・
３
Ｅ

タ
イ
プ

２ヶ月 １ 表示器の状態確認 １ 年 １ 各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ 最小動作電流試験
４ 動作時間特性試験
５ シーケンス試験

保
護
継
電
器
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別紙14-5　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

充
電
器

（
整
流
器

）

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、
汚損、発錆の有無
２ 露出充電部変色の
有無
３ 計器、表示灯の良
否

設置
後
7 年ま
では1
回/2
年
7 年以
降は1
回/年

１ 各部の清掃
２ 締付部の増締め
３ 設定電圧、出力電圧調整
範囲、垂下特性の確認及び
出力電圧波形の観測
４ 自動、手動切替試験及び
浮動、均等切替試験
５ 警報回路の動作試験
６ 負荷補償装置の動作確認
７ 絶縁抵抗測定

イ
ン
バ
ー

タ
装
置

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 計器、表示灯の良否

１ 各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ サイリスタターンオ
フタイム、出力電圧特
性の測定及び出力電
圧波形の観測
４ 起動試験及び切替試
験
５ 警報回路の動作試験
６ 絶縁抵抗測定

２ヶ月 １ 異臭、損傷、過熱、腐食、
発錆の有無
２ 液面及び液もれの有無

１ 各セル及び架台の清
掃
２ 端子部の増締め
３ 陰、陽極板及びセパレータ
の点検
４ 電池電圧、電解液比重の
測定
５ 均等充電の実施
６ 液温の測定

１ 年 １ 電池電圧の測定

２ヶ月 １ 異臭、損傷、過熱、腐食、
発錆の有無
２ 液もれの有無

１ 各セル及び架台の清掃
２ 端子部の増締め
３ 電池電圧の測定

１ 年 １ 電池電圧の測定

ア
ル
カ
リ
蓄
電
池

陰
極
吸
収
式

シ
ー

ル
型
鉛
蓄
電
池

無
停
電
電
源
装
置
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別紙14-6　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

制
御
装
置

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発錆の
有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 計器、表示灯の良否
４ 冷却ファンの点検

３ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 締付部の増締め
３ シリコン整流素子及びサイ
リスタ素子の外観点検及び漏
えい電流測定
４ 母線、配線、リレー類、操
作スイッチ等盤取付器具の異
常の有無
５ 速度制御特性試験
６ 保護装置の動作試験
７ 各種電源電圧の測定及び
波形測定

変
圧
器
及
び

Ｄ
Ｃ
リ
ア
ク
ト
ル

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発錆の
有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 巻線、絶縁物の外観点検

６ 年 １ 本体各部の清掃
２ 端子部の増締め
３ 絶縁抵抗の測定

照
明
設
備

１ 年 １ 照明効果
２ 非常灯バッテリー動作確認
３ 絶縁抵抗測定

１
次
周
波
数
制
御
装
置
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別紙14-7　電気機械設備保守点検基準　：　電力設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

デ
ィ
ー

ゼ
ル

１ヶ月 １ 外観点検
２ 燃料貯油槽
３ 燃料油系統
４ 潤滑油系統
５ 冷却水系統
６ 始動空気系統
７ 吸排気系統
８ 試運転

１ 年 １ 作動点検
燃料系、潤滑油系、冷
却水系、始動停止用空
気系、保護装置、運転
時の諸元計測
２ 機関内部点検
３ 燃料噴射弁分解及び
圧力テスト
４ 燃料系潤滑油系フィ
ルタ分解
５ パッキン交換
６ 締付部の増締め

２ 年

３ 年

不定
期

１ 空気圧縮機分解

１ 潤滑油交換

１ 機関分解
２ 空気槽内部点検
３ 排気設備
４ 部品交換
５ 各部主要摩耗部
品の寸法測定

ガ
ス
タ
ー

ビ
ン

３ヶ月 １ 外観点検
２ 燃料油系統
３ 潤滑油系統
４ 吸排気系統
５ 実負荷試運転
６ 燃料貯油槽

１ 年 １ 作動点検
減速機、燃料系、潤滑油系、
セルモータ、点火系統、エン
ジン保護装置及び制御装
置、運転時の諸元計測
２ 燃料系、潤滑油系フ
ィルタ交換
３ 締付部の増締め

３ 年

６ 年

１ 燃料フィルタ交換
２ 温度センサー交換

１ 燃料系ポンプ噴射弁及び
Ｏリング交換
２ ガバナー分解
３ 潤滑油交換
４ 潤滑油系ポンプ及びフィル
タ交換
５ 潤滑油系ストレーナ分解
６ 制御機器交換
７ 点火プラグ及びエキサイ
ティング交換

地
下
タ
ン
ク

設
備

１ヶ月 （消防法による点検）
１ 漏液検知

１ 年

太
陽
電
池
モ
ジ

ュ
ー

ル

２ヶ月 １ 年 １ 損傷、汚損、変色及び発錆
の有無

パ
ワ
ー

コ
ン
デ
ィ
シ

ョ
ナ

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 露出充電部変色の有無
３ 計器、表示灯の良否
４ 冷却ファンの点検

１ 年 １ 端子部の増締め
２ 盤取付けの確認
３ 動作試験
４ 絶縁抵抗試験
５ 各部電圧測定

非
常
用
発
電
装
置

常
用
発
電
装
置
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別紙14-8　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

電
磁
流
量
計

検
出
器
及
び
変
換
器

２ヶ月 １ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ データ照合

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 変換器各部電圧電流測定
（供給電圧、ＤＣ電圧、比較電
圧等）
５ 励磁コイル絶縁抵抗測定
６ 電極間抵抗測定
７ 模擬入力による入出力変
換特性試験
８ 再現性確認
９ 90°ノイズ調整及び波形
観測
10 零点確認及び調整
11 監視機能の確認
12 パラメータの確認（機能の
あるもの）
13 電極とケース間の絶縁抵
抗測定

超
音
波
流
量
計

検
出
器
及
び
変
換
器

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、
発熱、発錆の有無
２ データ照合

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 振動子取付位置の確認及
び取付ワイヤーのゆるみ点
検
５ 振動子、同軸ケーブルの
絶縁抵抗測定
６ 送・受信波形観測及び基
本回路部動作確認
７ 模擬入力による入出力変
換特性試験
８ 零点確認及び調整
９ 監視機能の確認
10 変換器各部電圧測定
11 パラメータの確認（機能の
あるもの）

差
圧
式
流
量
計

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 圧力導入部のもれ確認

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 電気回路各部電圧測定及
び絶縁抵抗測定
５ 実加圧による入出力変換
特性試験
６ 零点確認及び調整
７ 実レベルとの比較調整
８ ダイヤフラム等の感圧部の
状態確認
９ パラメータの確認（機能の
あるもの）
10 導圧配管等のドレーンフ
ラッシング及びエア抜き

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検
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別紙14-9　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

圧
力
式
レ
ベ
ル
計

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 圧力導入部のもれ確認

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 電気回路各部電圧測定及
び絶縁抵抗測定
５ 実加圧による入出力変換
特性試験
６ 零点確認及び調整
７ 実レベルとの比較調整
８ ダイヤフラム等の感圧部の
状態確認
９ パラメータの確認（機能の
あるもの）

超
音
波
レ
ベ
ル
計

検
出
器
及
び
変
換
器

２ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 波防管の取付確認

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 電気回路各部電圧測定
５ 検出器、同軸ケーブル絶
縁抵抗測定
６ 送・受信波形観測及び基
本回路部動作確認
７ 模擬入力による入出力変
換特性試験
８ 実レベルでの零点調整(零
レベルが作れる場合)及び実
測比較調整
９ 監視機能の確認

フ
ロ
ー

ト
式
レ
ベ
ル
計

(
工
業
用
水

)

２ヶ月 １ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ 取付状態の確認
３ フロートと重りの波防管接
触、引掛りの有無

１ 年 １ 計器内外部の清掃
２ 締付部の増締め
３ 検出器及び信号ケーブル
の絶縁抵抗測定
４ 機構部の注油
５ 入出力変換特性試験
６ 実レベルでの実測比較及
び調整
７ 機械式指示計と出力電流
の確認
８ テープ、ワイヤー、フロー
ト、重り等の不具合点検

静
電
容
量
式
レ
ベ
ル
計

２ヶ月 １ 外観の確認
２ 指示計、表示灯の確認

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ プローブ検出部の絶縁抵
抗測定
５ 等価入力による入出力変
換特性試験
６ 再現性確認
７ 実レベルでの実測比較及
び調整
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別紙14-10　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

汚
泥
界
面
計

２ヶ月 １ 送受波器の清掃 １ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ プローブ検出部の絶縁抵
抗測定
５ 等価入力による入出力変
換特性試験
６ 再現性確認
７ 実レベルでの実測比較及
び調整
８ 接続箱の開放点検

測
温
抵
抗
体

（
温
度
計

）

２ヶ月 １ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 直流抵抗測定
５ 絶縁抵抗測定（４、５はＪＩＳ
の測定方法による）

残
留
塩
素
計

（
無
試
薬

）

１ヶ月 １ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ ゼロ、スパン調整
３ 実測値と指示値の比較
４ 測定水流量調節

１ 年 １ 指示計と出力電流の
比較調整
２ 締付部の増締め
３ 回転電極と電極リー
ド線間の接触抵抗測
定
４ 回転電極と温度補償
部の絶縁抵抗測定
５ ビーズの劣化判定及
び補充
６ 回転電極水銀溜の清
掃
７ パラメータの確認
(機能があるもの)
８ 脱泡槽及び水廻り部
の清掃
９ ビーズの清掃

残
留
塩
素
計

（
有
試
薬

）

１ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ ゼロ、スパン調整
３ 実測値と指示値の比較
４ 薬液注入ポンプ及び採水
ポンプ点検
５ 試薬タンクの点検及び補充

１ 年 １ 指示計と出力電流の比較
調整
２ 締付部の増締め
３ 回転電極と電極リード線間
の接触抵抗測定
４ 回転電極と温度補償部の
絶縁抵抗測定
５ ビーズの劣化判定及び補
充
６ 砂濾過器の点検及び砂補
充（機能があるもの）
７ パラメータの確認（機能が
あるもの）
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別紙14-11　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

ア
ル
カ
リ
度
計

１ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 取付状態の確認
３ 計器内外部の清掃
４ ゼロ、スパン調整
５ 実測値と指示値の比較
６ 試薬タンクの点検及び補充

１ 年 １ 指示計と出力電流の比較
調整
２ 締付部の増締め
３ 空気圧測定
４ 砂濾過器点検及び砂補充
５ サンプル採取量及び試薬
注入量の点検
６ リレー、電磁弁等の動作確
認

ｐ
 
Ｈ
 

計

１ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 清掃
３ 実測値と指示値の比較調
整
４ 試薬の点検補充

１ 年 １ pH標準液による入出力変
換特性試験
２ 実測値と指示値の比較調
整
３ 締付部の増締め
４ 電極点検
５ 起電力測定
６ 応答性測定
７ 再現性測定
８ 超音波洗浄装置の周波数
測定
９ 液絡部の劣化の判定
10 パラメータの確認（機能が
あるもの）

１ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 取付状態の確認
３ データ照合
４ 測定水流量調節

２ヶ月 １ 実測値と指示値の比較調
整

電
気
電
導
度
計

２ヶ月 １ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ 取付状態の確認

１ 年 １ 計器内外部の清掃
２ 締付部の増締め
３ 電極間及びケーブル絶縁
抵抗測定
４ 温度補償部抵抗測定
５ 模擬抵抗入力による入出
力変換特性試験
６ 再現性確認

１ 年
小雀
場
内の
制
御用
は
２ ヶ
月、監
視用
は
４ヶ月

１ 指示計と出力電流の比較
調整
２ 締付部の増締め
３ 電気回路の絶縁抵抗測定
４ 光学系の確認、調整(ラン
プ・光電池の劣化状態判定、
光軸調整)
５ ゼロ、スパン調整
６ 超音波洗浄装置の周波数
測定(機能のあるもの)
７ 脱泡槽及び水廻り各部清
掃、乾燥剤の点検、再生
８ 計器内部清掃

濁
度
計
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別紙14-12　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

２ヶ月 １ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ 取付状態の確認

２ヶ月 １ 締付部の増締め
２ 光学系の点検
３ ゼロ、スパン調整
４ 自動ゼロ調整及びバラン
ス調整
５ 自動洗浄プログラムの点
検

１ 年 １ 信号変換器の入出力特性
確認
２ 記録計の点検
３ 総合ループ試験
４ 絶縁抵抗測定

ア
ン
モ
ニ
ア
分
析
計

１ヶ月 １ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 取付状態の確認
３ 校正試験及び出力測定
４ 応答速度及び超電力の点
検
５ pH及び温度の調節機能点
検
６ 自動洗浄機能点検
７ 駆動部（定量ポンプ、撹拌
モータ）点検

原
水
・
処
理
水

２ヶ月 １ 外観点検
２ セル洗浄

２ 年 （工場持込）
１ レーザー光源交換
２ 粒径別校正(９通り)
３ セル洗浄
４ 各プリント基板点検
５ セルユニット分解、組立て
６ 点検調整、総合試験

ろ
過
水

２ヶ月 １ 外観点検
２ セル洗浄

２ 年 （工場持込）
１ レーザー光源交換
２ ２点校正
３ セル洗浄
４ 各プリント基板点検
５ セルユニット分解、組立て
６ 点検調整、総合試験

有
機
汚
濁
計

（
Ｕ
Ｖ
計

）

粒
子
計

76



別紙14-13　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

レ
ー

ザ
ー

濁
度
計

２ヶ月 １ 外観点検
２ セル洗浄

２ 年 （工場持込）
１ レーザー光源交換
２ ２点校正
３ セル洗浄
４ 各プリント基板点検
５ セルユニット分解、組立て
６ 点検調整、総合試験

１ 週 １ 外観点検
２ 魚数の確認及び死んだ魚
の除去・補充
３ データ回収

2～4週１ 水槽の清掃

１ 週 １ 外観点検
２ 魚数の確認及び死んだ魚
の除去・補充
３ データ回収

１ヶ月 １ 中和液(ハイポ)補充

２ヶ月 １ 水槽の清掃

日常
（日に
１度）

１ ストレーナ式試料前処理器
の点検・清掃
２ 警報・エラーの点検

１ 週 １ 希釈水の補充

１ヶ月 １ 廃液の処理
２ 試薬の交換
３ UV計測定セル清掃

６ヶ月 １ ８ポートバルブのロータ交
換(P,N)
２ プランジャチップの交換
(P,N)
３ チューブポンプのポンプ
ヘッド交換(P,N)
４ 純水カートリッジ、DI-PAC
の交換(P,N)
５ プリンタ用紙の交換

１ 年 １ UV ランプの交換(UV)
２ リアクタ容器の交換
(P,N,UV)
３ 活性炭フィルタの交換(UV)

１ 年 １ 活動量のデータ及び警報
の確認
２ 流量及び水温の確認
３ 魚数の確認及び死んだ魚
の除去
４ 水槽の清掃
５ ブランク値の測定
６ 信号処理装置の点検
７ 付属機器の確認（中和滴
定装置含む）
８ 設定環境の確認

浄
水

全
リ
ン
・
全
窒
素
・
Ｕ
Ｖ
計

１ 年 １ 活動量のデータ及び警報
の確認
２ 流量及び水温の確認
３ 魚数の確認及び死んだ魚
の除去
４ 水槽の清掃
５ ブランク値の測定
６ 信号処理装置の点検
７ 付属機器の確認
８ 設定環境の確認水

質
自
動
監
視
装
置

原
水
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別紙14-14　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
計

１ヶ月 １ 廃液の処理
２ 試薬の交換

警
報
設
定
器

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ プリント板の清掃
４ 締付部の増締め
５ 警報設定値における警報
動作確認
６ リレー接点状態の確認

調
節
計

（
ア
ナ
ロ
グ

）

２ヶ月 １ 外観の確認
２ 調節計の切替

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ プリント板の清掃
４ 締付部の増締め
５ コネクタ装着状態の点検
６ 設定部擢動抵抗の点検清
掃及びギャ機構部の注油
７ 偏差指示計較正試験及び
ゼロ・スパン調整
８ 手動・自動及びリモート・
ローカル切換スイッチの動作
試験
９ 手動操作機構及び指示計
の点検
10 調節部（Ｐ･Ｉ･Ｄ）の動作特
性試験

変
換
器

（
Ｉ

／
Ｖ
 
Ｖ
／
Ｉ
 
Ｒ
／
Ｉ

等

）

１ 年 １ 基準入力による入出力変
換特性試験（ループ試験によ
る）
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別紙14-15　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

演
算
器

シ
ー

ケ
ン
サ
等

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ プリント板の点検清掃
３ プリント板、ヒューズ、コネ
クタ、端子台等の各接続部の
ゆるみ点検
４ 各スイッチ動作点検
５ 各表示器点灯点検
６ アナログ入出力精度試験
７ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
８ テストプログラム動作試験
９ オンライン動作確認

投
込
圧
力
式
レ
ベ
ル
計

検
出
器
及
び
変
換
器

２ヶ月 １ 外観の確認（変換
器）
２ 指示計、表示灯の確
認

１ 年 １ 計器内外部の清掃
２ 端子の弛み点検及び増締
め
３ 中空ケーブル、吊下チェー
ン、本体ベローズ等の損傷及
び腐食の有無
４ 検出部の膨張又は収縮の
有無
５ プリント板（避雷、変換器）
の異常の有無
６ 大気補正用パイプの詰ま
り、折損の有無
７ 実加圧による入出力変換
特性試験
８ 実レベルの実測比較及び
調整
９ 信号ケーブルと対アース間
の絶縁測定
10 電源及び信号ケーブルと
対アース間の電圧測定
11 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無（変換器）

電
源
装
置

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 端子の増締め
４ 入力電圧の測定
５ 出力電圧の測定及び
リップル値の測定
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別紙14-16　電気機械設備保守点検基準　：　工業計器

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

精 密 点 検巡 視・点 検 定 期 点 検

調
節
計

（
デ
ジ
タ
ル

）

２ヶ月 １ 外観の確認
２ 調節計の切替

１ 年 １ 計器内外部の清掃
２ 端子の増締め
３ コネクタの装着状態の点検
４ 調節動作（ＰＩＤ）の特性試
験
５ モード切換機能の確認
６ 電源電圧の測定
７ アナログ、デジタル、パル
ス等の入出力機能の確認
８ プログラム、パラメータ、メ
モリ内容の確認
９ 警報機能の確認
10 バックアップ電池の確認

Ｉ
Ｔ
Ｖ
シ
ス
テ
ム

２ヶ月 １ 外観の確認 １ 各部清掃
２ ケーブル、接栓、ネジゆる
み点検
３ 回転動作、回転範囲確認
４ 動作中の異音確認
５ フォーカス、映像レベル確
認
６ レンズの取付状態確認
７ レンズ部動作確認（ズー
ム、ＥＥ）
８ カメラケース動作確認（ワ
イパー、デフロスター、ヒー
ター）
９ リモート操作確認

侵
入
防
止
装
置

１ヶ月 １ センサーチェック
２ 各部動作確認
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別紙14-17　電気機械設備保守点検基準　：　電算機設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

中
央
処
理
装
置

２ヶ月 １ 異音、異臭、発熱、損傷、
発錆の有無
２ 各表示器、ヒューズの良否
３ 冷却ファンの動作点検
４ ディスク回転異音の有無の
点検

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ エアフィルタの清掃
３ 冷却ファンの清掃動作点
検
４ プリント板の清掃
５ バックボードピンの目視点
検
６ プリント板、ヒューズ、コネ
クタ、端子台等の各接続部の
ゆるみ点検
７ 各スイッチ動作点検
８ 表示器点灯点検
９ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
10 テストプログラム動作試験
11 オンライン動作確認

入
出
力
制
御
装
置

２ヶ月 １異音、異臭、発熱、損傷、発
錆の有無
２各表示器、ヒューズの良否
３冷却ファンの動作点検

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ エアフィルタの清掃
３ 冷却ファンの清掃動作点
検
４ Ｉ／Ｏ取り付け状態
５ 筺体内ケーブル状態の目
視点検
６ ヒューズ、コネクタ、端子台
等の各接続部のゆるみ点検
７ 各スイッチ動作点検
８ 表示器点灯点検
９ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
10 テストプログラム動作試験
11 オンライン動作確認
12 プリント板の清掃

プ
ロ
セ
ス
入
出
力
装
置

２ヶ月 １ 異音、異臭、発熱、損傷、
発錆の有無
２ 各表示器、ヒューズの良否
３ 冷却ファンの動作点検

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ エアフィルタの清掃
３ 冷却ファンの清掃動作点
検
４ Ｉ／Ｏ取り付け状態
５ 筺体内ケーブル状態の目
視点検
６ ヒューズ、コネクタ、端子台
等の各接続部のゆるみ点検
７ 各スイッチ動作点検
８ 表示器点灯点検
９ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
10 テストプログラム動作試験
11 オンライン動作確認
12 プリント板の清掃

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検
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別紙14-18　電気機械設備保守点検基準　：　電算機設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

Ｃ
Ｒ
Ｔ
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
装
置

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ ＣＲＴ、キーボードの清掃点
検
３ エアフィルタの清掃
４ 冷却ファンの清掃動作点
検
５ プリント板の清掃
６ プリント板、ヒューズ、コネ
クタ、端子台等の各接続部の
ゆるみ点検
７ 各スイッチ、キーボード
キーの動作点検
８ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
９ ＣＲＴ画面の色ずれ、位置
ずれ、白バランス、濃度等表
示状態の点
10 ライトペン動作点検
11 テストプログラム動作試験
12 オンライン動作確認
13 タッチパネル動作点検

操
作
卓

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ エアフィルタの清掃
３ 冷却ファンの清掃動作点
検
４ Ｉ／Ｏ取り付け状態
５ 筺体内ケーブル状態の目
視点検
６ ヒューズ、コネクタ、端子台
等の各接続部のゆるみ点検
７ 各スイッチ動作点検
８ 表示器点灯点検
９ 各部電源電圧測定及び
リップル測定

グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
パ
ネ
ル

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ ヒューズ、コネクタ、端子台
等の各接続部のゆるみ点検
３ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
４ テストプログラム動作試験
５ オンライン動作確認
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別紙14-19　電気機械設備保守点検基準　：　電算機設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

ラ
イ
ン
プ
リ
ン
タ

（
ロ
ギ
ン
グ
タ
イ
プ
ラ
イ
タ

）

６ヶ月 １ 筺体内外の各部清掃
２ 印字機構部、紙送り機構
部等の動作点検、部品摩耗
の点検及び注油
３ エアフィルタの清掃
４ 冷却ファンの清掃動作点
検
５ 各スイッチ動作点検
６ 各表示器点灯点検
７ 各部の基本波形測定
８ プリント板、ヒューズ、コネ
クタ、端子台等の各接続部の
ゆるみ点検
９ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
10 テストプログラム動作試験
11 オンライン動作確認
12 誤印字、印字位置、印字
濃度等印字品質の点検

カ
ラ
ー

ハ
ー

ド
コ
ピ
ー

装
置

６ヶ月 １ 筺体内外の各部清掃
２ 印刷部、紙送り機構部等
の
動作点検、部品摩耗点検及
び注油
３ 各スイッチ動作点検
４ ヒューズ、コネクタ、端子
台等の各接続部のゆるみ点
検
５ 表示エリア、コピー品質の
点検
６ サーマルヘッドの清掃点検
７ テストプログラムによる
動作試験
８ オンライン動作確認

Ｐ
Ｃ
Ｓ
盤

２ヶ月 １ 異音、異臭、発熱、損傷、
発錆の有無
２ 各表示器、ヒューズの良否
３ 冷却ファンの動作点検
４ エアフィルタの点検

１ 年 １ 筺体内外の各部清掃
２ エアフィルタの清掃
３ 冷却ファンの清掃動作点
検
４ Ｉ／Ｏ取り付け状態
５ 筺体内ケーブル状態の目
視点検
６ ヒューズ、コネクタ、端子台
等の各接続部のゆるみ点検
７ 各スイッチ動作点検
８ 表示器点灯点検
９ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
10 テストプログラム動作試験
11 オンライン動作確認
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別紙14-20　電気機械設備保守点検基準　：　電算機設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

継
電
器
盤
・
中
継
変
換
器
盤

２ヶ月 １ 異音、異臭、発熱、損傷、
発錆の有無の確認
２ 各表示器、ヒューズの良否
３ 冷却ファンの動作点検
４ エアフィルタの点検

１ 年 １ 外観、構造点検
(1)筺体内外の各部清掃
(2)プリント板、ヒュー ズ、コネ
クタ、端子台等の各接続部の
ゆるみ点検
(3)エアフィルタの清掃
(4)冷却ファンの清掃動作点
検
(5)リレー、ヒューズ、抵抗器
及びその他筺体内取付器具
の異常の有無の確認
(6)リレー接点の接触状態の
確認
(7)絶縁抵抗の測定
２ 電源部の点検調整
(1)各部電源電圧測定及び
リップル測定
(2)保護装置の動作確認
３ シミュレーションパネルの
点検
(1)パネルスイッチ操作により
機能確認
(2)出力信号を受けランプ点
灯確認
(3)リレーの正常動作の確認

漢
字
プ
リ
ン
タ

（
ペ
ー

ジ
プ
リ
ン
タ

）

Ｌ
Ｂ
Ｐ
含
む

６ヶ月 １ 筺体内外の各部清掃
２ 印字機構部、紙送り機構
部等の動作点検、部品摩耗
点検及び注油
３ 各スイッチ動作点検
４ プリント板、ヒューズ、コネ
クタ、端子台等の各接続部の
ゆるみ点検
５ 各部電源電圧測定及び
リップル測定
６ 誤印字、印字位置、印字濃
度等の印字品質点検
７ テストプログラムによる動
作試験
８ オンライン動作確認
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別紙14-21　電気機械設備保守点検基準　：　機械設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

汚
泥
ポ
ン
プ

２ヶ月 １ 外観、異音、振動、温度、
異臭の有無
２ 粉塵付着の状態
３ 軸受けの発熱
４ オイル漏れの有無
５ オイルの給油、補充
６ 軸封装置の封水漏れ
７ Ｖベルトのずれ、張りの状
態
８ 圧力計の確認
９ 逆止弁動作確認

１年 １ 各部の清掃
２ 絶縁抵抗測定

10年 分解点検清掃
１ 各部の清掃
２ 各部品点検（発錆､損傷､磨
耗）
３ 磨耗劣化部品の交換
４ 塗装

空
気
圧
縮
機

２ヶ月 １ 外観点検
２ 異音、異臭、過熱の有無
３ ベルト点検
４ 冷却水の点検
５ オイルの点検

２ 年 分解点検清掃
１ 各部品点検（発錆、損傷、
摩耗）
２ 摩耗劣化部品の交換
３ 摩耗部品の寸法測定
４ 潤滑油交換

脱
湿
装
置

２ヶ月 １ 外観点検
２ 異音、異臭、過熱の有無
３ 計器、表示灯の良否
４ ドレン点検

２ 年 分解点検清掃
１ 各部品点検（発錆、損傷、
摩耗）
２ 摩耗劣化部品の交換
３ 吸着剤交換
４ 動作試験

減
変
速
機

２ヶ月 １ 異音、異臭、過熱、振動の
有無
２ グリース、オイル等の点検

４ 年 分解点検清掃

汚
泥
掻
寄
機

２ヶ月 １ 外観点検
２ 異常検出装置動作試験

ロープ
式は２
年
ベルト
式は５
年

分解点検清掃

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検
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別紙14-22　電気機械設備保守点検基準　：　機械設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

電
動
弁

２ヶ月 １ 異音、振動、発錆、
漏れの有無
２ オイル点検

１ 年 １ 異音、振動、発錆、漏れの
有無
２ オイルの点検
３ 動作試験

10 年 １ 電動操作機の分解点検清
掃
２ 摩耗劣化部品の交換

電
動

調
節
弁

２ヶ月 １ 異音、振動、発錆、
漏れの有無
２ オイル点検

５ 年 １ 電動操作機の分解点検清
掃
２ 摩耗劣化部品の交換

緊
急
遮
断
弁

２ヶ月 １ 異音、振動、発錆、漏れの
有無
２ オイルの点検
３ 機能点検

10 年 １ 電動操作機の分解点検清
掃
２ 油圧装置の点検
３ 摩耗劣化部品の交換

排
泥
弁

１ 異音、振動、発錆、漏れの
有無
２ 外観点検
３ 動作確認
４ 作動用空気配管
の点検

10 年 １ 空気操作機の分解点検清
掃
２ 摩耗劣化部品の交換

採
水
ポ
ン
プ

２ヶ月 １ 異音・振動・過熱・発錆の
有無
２ グランドパッキン・配管の
状態
３ 吐出圧力確認

不定期１ 故障時は更新

ス
ト
レ
ー

ナ

２ヶ月 １ 目視点検
２ １次､2次圧確認
３ 動作確認
４ 電動機､ポンプの動作確認

１ 年 １ 分解点検清掃

弁
類
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別紙14-23　電気機械設備保守点検基準　：　機械設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

送
・
排
風
機

２ヶ月 １ 異音・異臭・振動・騒音・過
熱・発錆・汚れの有無
２ Ｖベルトのずれ、張りの状
態
３ 動作確認

空
調
機

冷
房
・
送
風
の
み

２ヶ月 １ 異音・異臭・振
動・騒音・過熱・
発錆・汚れ・水漏
れの有無
２ 動作確認

電
動
門
扉

３ヶ月 １ 外観点検
２ センサーチェック
３ 異音・異臭・振動・騒音・過
熱・発錆・汚れの有無
４ 駆動部の点検調整
５ 摺動部の摩耗劣化測定
６ 動作確認
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別紙14-24　電気機械設備保守点検基準　：　空調設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

真
空
式
給
湯
暖
房
温
水
器

（
ガ
ス
焚

）

３ヶ月 １ 本体外観点検清掃異音・
異臭、水高計、安全弁外観、
ダンパー機能他
２ バーナー各部点検
３ 安全装置の機能点検
４ 煙突・煙道点検
５ 操作盤外観点検
６ 給湯装置の点検
７ ガス供給装置点検
８ 熱交換器点検

水
槽
類

(

膨
張
タ
ン
ク

)

３ヶ月 １ 外観点検
汚損・損傷・発錆
２ 給水系統の点検

排
煙
濃
度
計

３ヶ月 １ 計器盤の点検
２ 投光器、受光器の点検清
掃

配
管
・
弁
類

１ 年 １ 外観点検
破損・水漏れ、発錆、
ラッキング
２ 取付支持部の点検

加
温
設
備

軟
水
・
純
水
発
生
装
置

2回/年１ 外観点検清掃
２ 破損・漏水点検
３ 据付、ラッキングの状況点
検
４ 装置の動作確認
５ 水質分析

定 期 点 検 精 密 点 検巡 視・点 検
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別紙14-25　電気機械設備保守点検基準　：　空調設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

定 期 点 検 精 密 点 検巡 視・点 検

除
湿
・
乾
燥
機

３ヶ月 １ 外観点検
２ フィルタ点検
３ ヒータ動作確認
４ 制御盤点検

３ヶ月 １ 本体点検
フィルタ清掃点検他
２ 圧縮機点検
３ 凝縮器点検
４ 室外機点検
５ 蒸発器点検
６ 送風機点検
７ 制御装置点検
８ 保護装置点検

暖房期１ 加湿装置(器)点検
２ 暖房装置(器)点検

水
熱
源
ヒ
ー

ト

ポ
ン
プ
ユ
ニ

ッ
ト

３ヶ月 １ パネル・ドレンパン点検
２ 取付状態の点検
３ 異音・振動・水漏れ点検
４ 警報装置の動作確認
５ フィルタ点検

冷
却
塔

2回/年１ 外観点検清掃
２ ルーバー・充填材の点検
３ ファン・モータの点検
４ 散水装置の点検
５ 給水系統の点検
６ 絶縁抵抗の測定

ポ
ン
プ
・
モ
ー

タ

３ヶ月 １ 外観点検清掃
２ 回転部の点検調整
３ 制御盤の点検清掃
４ 絶縁抵抗の測定

空
調
機

エ
ア
ハ
ン
・
フ

ァ
ン
コ
イ
ル
・
パ

ッ
ケ
ー

ジ

(

マ
ル
チ
含
む

)

・
外
気
処
理
ユ
ニ

ッ
ト
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別紙14-26　電気機械設備保守点検基準　：　空調設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

定 期 点 検 精 密 点 検巡 視・点 検

薬
注
装
置

３ヶ月 (軟水器保護用防錆剤注入装
置)
１ 外観点検清掃
２ 液量の確認
３ 設置状況の確認

送
排
風
機

（
エ
ア
カ
ー

テ
ン

）

３ヶ月 １ 外観点検清掃
２ ファン及びモータの点検
３ 軸受部の点検及びＶベルト
の点検
４ 異音・振動の有無
５ 制御盤の点検清掃
６ 絶縁抵抗の測定

５ 年 １ 現場分解点検清掃

全
熱
交
換
機

３ヶ月 １ 外観点検清掃
２ フィルタ点検清掃
３ 回転部の点検
４ 制御盤の点検
５ ロールフィルタ点検
６ 絶縁抵抗の測定

加
湿
器

2回/年１ 外観点検清掃
２ 各部動作及び吐出部の点
検
３ 制御盤の点検
４ 絶縁抵抗の測定

ダ
ク
ト
設
備

３ヶ月 １ 吸出口、吸込口、ダンパー
類の点検調整
２ ＦＤ、ＳＦＤのヒューズ確認
３ 外観点検

冷
温
水
発
生
機

（
ガ
ス
焚

）

３ヶ月 １ 本体外観点検清掃
異音・振動、異温、
各部の温度設定他
２ 機器設置確認
３ 燃焼管理
４ 各部の温度測定
５ 溶液管理
６ 真空管理
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別紙14-27　電気機械設備保守点検基準　：　消防設備

対象消防設備 点検内容及び方法 点検周期

消火器具
消防機関へ通報する火災報知設備
誘導灯
誘導標識
消防用水
非常用コンセント設備
無線通信補助設備

機器点検 ６ヶ月

屋内消火栓設備
スプリンクラー設備
水噴霧消火設備
泡消火設備
不活性ガス消火設備
ハロゲン化物消火設備
粉末消火設備
屋外消火栓設備
動力消防ポンプ設備
自動火災報知設備
ガス漏れ火災警報設備
漏電火災警報器
非常警報器具及び設備
避難器具
排煙設備
連結散水設備
連結送水管
非常電源（配線の部分を除く）
操作盤

総合点検 １ 年

配線 総合点検 １ 年

　消防設備の点検は、消防法第17条の３の３の規定に基づいて行われ、点検内容及び方
法等は消防庁告示に基づいて行うものとする。
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別紙14-28　電気機械設備保守点検基準　：　薬品注入設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

注
入
設
備
・
架
台

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液、発錆の有無
２ 注入ポンプの点検調整
３ 小出し槽の点検
４ 背圧弁の動作確認
５ 安全弁の点検
６ 圧力計の点検
７ アキュームレータの点検
８ 防液堤内状況確認
９ 移送ポンプの異音、漏
液、発錆の有無

５ 年 １ 注入ポンプの交換
２ 背圧弁の交換
３ 安全弁の交換
４ 圧力計の交換
５ 移送ポンプのオーバーホール

貯
留
槽

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液の有無
２ 液位計の点検

不定期 １ 貯留槽の交換

配
管
類

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液の有無
２ 出口弁の動作確認

不定期 １ 配管、弁類の交換

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

次
亜
塩
素
注
入
設
備

（
場
内

）
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別紙14-29　電気機械設備保守点検基準　：　薬品注入設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

注
入
設
備

・
架
台

受入時
又は
２ヶ月

１ 移送ポンプの異音、漏
液、発錆の有無
２ 小出し槽の点検
３ 排水ピット状況確認
４ 防液堤内状況確認

５ 年 １ 移送ポンプのオーバーホール 不定期 １ 排水ポンプの交
換

貯
留
槽

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液の有無
２ 液位計の点検
３ 電極の点検

不定期 １ 貯留槽の交換
２ 液位計の交換
３ 電極の交換

不定期 （鋼製貯留槽）
１ 内面ライニング
部のピンホール試
験
２ 外面塗装

配
管
類

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液の有無
２ 出口弁、仕切弁の動作確
認
３ ストレーナの目視点検

不定期 １ 配管、弁類の交換

制
御
盤

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 計器、表示灯の良否

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 配線、操作スイッチ、リレー類、プリント板
等盤取付器具の異常の有無

電
磁
流
量
計

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ データ照合

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 変換器各部電圧電流測定（供給電圧、Ｄ
Ｃ電圧、比較電圧等）
５ 励磁コイル絶縁抵抗測定
６ 電極間抵抗測定
７ 模擬入力による入出力変換特性試験
８ 再現性確認
９ 90°ノイズ調整及び波形観測
10 零点確認及び調整
11 監視機能の確認
12 パラメータの確認（機能のあるもの）
13 電極とケース間の絶縁抵抗測定

超
音
波
レ
ベ
ル
計

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、損傷、
発熱、発錆の有無
２ 波防管の取付確認

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 電気回路各部電圧測定
５ 検出器、同軸ケーブル
絶縁抵抗測定
６ 送・受信波形観測及び
基本回路部動作確認
７ 模擬入力による入出力
変換特性試験
８ 実レベルでの零点調整
( 零レベルが作れる場
合)及び実測比較調整
９ 監視機能の確認

調
節
弁

受入時
又は
２ヶ月

１ 電動調節弁の動作確認
２ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無

５ 年 １ 電動操作機の分解点検清掃
２ 摩耗劣化部品の交換

Ｐ
Ａ
Ｃ
注
入
設
備
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別紙14-30　電気機械設備保守点検基準　：　薬品注入設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

注
入
設
備
・
架
台

受入時
又は
２ヶ月

１ 移送、注入ポンプの漏
液、発錆の有無
２ 小出し槽の点検
３ 保護具の確認
４ 消火設備の保管状況
５ 防液堤内ピット等腐食状
況確認
６ 取扱注意事項等掲示板
の状況確認

５ 年 １ 移送、注入ポンプの分解点検
２ 摩耗劣化部品の交換

貯
留
槽

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液の有無
２ 液位計の点検
３ 上部ミスト漏洩の有無

不定期 １ 貯留槽の交換

配
管
類

受入時
又は
２ヶ月

１ 漏液の有無
２ 出口弁の動作確認
３ 排気管、除湿器等の確認
４ 受入口の摩耗、腐食状況
確認
５ 注入点の配管状況確認

不定期 １ 配管、弁類の交換

制
御
盤

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 計器、表示灯の良否

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 配線、操作スイッチ、リレー類、プリント板
等盤取付器具の異常の有無

電
磁
流
量
計

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ データ照合

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 変換器各部電圧電流測定（供給電圧、Ｄ
Ｃ電圧、比較電圧等）
５ 励磁コイル絶縁抵抗測定
６ 電極間抵抗測定
７ 模擬入力による入出力変換特性試験
８ 再現性確認
９ 90°ノイズ調整及び波形観測
10 零点確認及び調整
11 監視機能の確認
12 パラメータの確認（機能のあるもの）
13 電極とケース間の絶縁抵抗測定

超
音
波
レ
ベ
ル
計

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 波防管の取付確認

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 電気回路各部電圧測定
５ 検出器、同軸ケーブル絶縁抵抗測定
６ 送・受信波形観測及び基本回路部動作確
認
７ 模擬入力による入出力変換特性試験
８ 実レベルでの零点調整( 零レベルが作れ
る場合)及び実測比較調整
９ 監視機能の確認

ｐ
 
Ｈ
 

計

受入時
又は
２ヶ月

１ 異音、異臭、損傷、発熱、
発錆の有無
２ 清掃
３ 実測値と指示値の比較調
整
４ 試薬の点検補充

１ 年 １ pH標準液による入出力変換特性試験
２ 実測値と指示値の比較調整
３ 締付部の増締め
４ 電極点検
５ 起電力測定
６ 応答性測定
７ 再現性測定
８ 超音波洗浄装置の周波数測定
９ 液絡部の劣化の判定
10 パラメータの確認（機能があるもの）

硫
酸
注
入
設
備

94



別紙14-31　電気機械設備保守点検基準　：　薬品注入設備

項目

対象 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容 周 期 点 検 内 容

巡 視・点 検 定 期 点 検 精 密 点 検

注
入
設
備

・
架
台

日常
（日に
１度）

１ 注入ポンプ・モータの異
音、漏液、発錆の有無
２ 駆動用Ｖベルトの摩耗状
況確認
３ 投入ホッパーの点検

５ 年 １ 注入ポンプ・モータの分解点検
２ 摩耗劣化部品の交換

貯
留
槽
・
溶
解
槽

日常
（日に
１度）

１ 漏液の有無
２ 液位計の点検
３ 溶解槽撹拌機の異音、異
臭、振動の有無
４ 溶解槽撹拌機のＶベルト
の摩耗状況確認
５ ドライブユニットのオイル
レベル、漏洩の点検

不定期 １ 貯留槽の交換
２ 摩耗劣化部品の交換
３ ドライブユニットオーバーホール

配
管
類

日常
（日に
１度）

１ 漏液の有無
２ 出口弁の動作確認
３ 溶解水配管、弁類の摩耗
状況確認
４ 注入点の配管状況確認
５ 空気配管状況確認

不定期 １ 配管、弁類の交換

制
御
盤

日常
（日に
１度）

１ 異音、異臭、損傷、汚損、
発錆の有無
２ 計器、表示灯の良否

１ 年 １ 盤内外各部の清掃
２ 端子締付部の増締め
３ 配線、操作スイッチ、リレー類、プリント板
等盤取付器具の異常の有無

電
磁
流
量
計

日常
（日に
１度）

１ 異音、異臭、破損、損傷、
発熱、発錆の有無
２ データ照合

１ 年 １ 検出部取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 変換器各部電圧電流測定（供給電圧、Ｄ
Ｃ電圧、比較電圧等）
５ 励磁コイル絶縁抵抗測定
６ 電極間抵抗測定
７ 模擬入力による入出力変換特性試験
８ 再現性確認
９ 90°ノイズ調整及び波形観測
10 零点確認及び調整
11 監視機能の確認
12 パラメータの確認（機能のあるもの）
13 電極とケース間の絶縁抵抗測定

超
音
波
レ
ベ
ル
計

日常
（日に
１度）

１ 異音、異臭、損傷、
発熱、発錆の有無
２ 波防管の取付確認

１ 年 １ 取付状態の確認
２ 計器内外部の清掃
３ 締付部の増締め
４ 電気回路各部電圧測定
５ 検出器、同軸ケーブル
絶縁抵抗測定
６ 送・受信波形観測及び
基本回路部動作確認
７ 模擬入力による入出力
変換特性試験
８ 実レベルでの零点調整
( 零レベルが作れる場
合)及び実測比較調整
９ 監視機能の確認

高
分
子
凝
集
剤

（
ポ
リ
マ
ー

）
注
入
設
備
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別紙 15-1 見学者対応について 

【現状の説明内容】 

現在、本施設では小学生４年生を中心として、40 名～120 名程度までの見学者対応を行ってい

る。 

このとき、浄水場での業務内容を中心に、１グループ 40 名程度のグループ毎に説明を行って

いる。 

説明方法としては市職員が対応を行い、バスで来場した見学者を会議室へ集めた後、浄水場内

の施設と役割を掲示板等を用いながら説明をする。 

次に下図に示すルートに沿って、現地見学を行う。現地では要所施設ごとに説明を行い、先に

会議室で伝えた事項の補足やスケール等を伝えている。 

その後、会議室に戻り、現地見学の質疑を行って終了に至る。 

必要時間としては１グループ２時間程度で行っている。 

 

 

現状見学ルート図

スタート

96



別紙 15-2 見学者対応について 

【ＰＦＩ事業後の見学者対応】 

ＰＦＩ事業において、市側で現在と同様に見学者対応を行う。このうち、事業者側管理範囲内

施設の対応について協力すること。 

本事業は膜ろ過方式を導入することから、その処理工程の現地見学が可能となるように考慮し

ていただき、特に膜ろ過ユニット内部の通水工程が解るように努めていただきたい。 

そのため、膜ろ過棟内には、見学者が入れる通路やスペースを設置し、一部見学者用の見学窓

等の配置にも配慮していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見学ルートイメージ図
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第１ 落札者決定基準の位置づけ 

 

本落札者決定基準（以下「落札者決定基準」という。）は、横浜市（以下「市」と

いう。）が「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平

成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）に規定に基づき、平成20年３月３日

に特定事業として選定した川井浄水場再整備事業（以下「本事業」という。）を実施

するに当たり、落札者を決定する方法及び基準を示すものである。  

 
 
第２ 事業者の選定方法 

 

本事業を実施する事業者（以下「事業者」という。）には、浄水場施設の設計、建

設、工事監理、維持管理に関する技術やノウハウが求められるため、総合評価一般競

争入札方式を採用し、入札価格のほか、設計、建設、工事監理、維持管理及び事業計

画等に関する提案内容を総合的に評価する。  

最優秀提案の選定に当たっての審査は、公平性及び透明性を確保するとともに、客

観的な評価等を行うため設置している横浜市ＰＦＩ事業審査委員会（以下「審査委員

会」という。）において行う。 

 



 2

第３ 落札者決定の手順  

 

１ 落札者決定までの手順 

落札者決定までの手順は、次のとおりである。  

 

入札参加資格確認申請時 

必要書類の確認 

入札参加資格保有の確認 

入札価格の確認 

基礎審査 

定量化審査 

総合評価点の算出 

最優秀提案者の選定 

落札者の決定 

欠格 

欠格 

無効 

失格 

提出書類の不備 

入札参加資格の不備 

予定価格の超過 

業務要求水準の未達等 

入札時必要書類の確認 

無効 
提出書類の不備 

入札参加資格の確認

提案内容の審査
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２ 各審査の内容 

審査は、入札参加資格の確認、提案内容の審査の順に実施する。各審査の内容は、

次のとおりである。  

（１）入札参加資格の確認  

ア 入札参加資格確認申請時必要書類の確認 

市は、本事業に参加を希望する者（以下「応募者」という。）に求めた入札参加

資格確認申請時必要書類が全て揃っていることを確認する。書類不備の場合は欠

格とする。ただし、軽微な書類不備等の場合は、この限りではない。 

イ 入札参加資格保有の確認 

市は、入札参加資格の確認として、応募者の構成員が本事業を実施するために

必要な資格を有していることを確認する。 

具体的には、以下のとおり、応募者の構成員が入札説明書で規定する本事業の

入札参加資格要件を満たしていることを確認する。入札参加資格を確認できない

場合は欠格とする。なお、協力会社についても、以下の協力会社としての資格要

件を満たしている必要があるが、この確認は事業契約の締結日に行うものとする。 
（ｱ）応募者の構成等に関する規定を遵守しているか（入札説明書第３ ３（１）の

規定を遵守しているか） 
（ｲ）応募者の入札参加資格要件が満たされているか（入札説明書第３ ３（２）の

要件が満たされているか） 
 

（２）提案内容の審査  

ア 入札時必要書類の確認 

市は、応募者に求めた入札時必要書類が全て揃っていることを確認する。書類

不備の場合は無効とする。  

イ 入札価格の確認  

市は、応募者が提出する入札書に記載された入札価格が、予定価格の範囲内で

あることを確認する。  

予定価格を超える場合は無効とする。  

ウ 基礎審査 

市は、入札価格が予定価格の範囲内である応募者を対象として、以下を確認す

る。 

（ｱ）業務要求水準達成の確認 

提案内容が入札説明書別添資料１「業務要求水準書」に定められた業務要求水

準を満たしていること。 

（ｲ）事業シミュレーション内容の確認 

サービスの対価の算定方法が入札説明書等に示した前提条件を正確に反映し

ていること。確認方法、確認項目及び内容は、別紙１ １に示す。 

（ｳ）事業遂行能力の確認 

別紙１ ２に示す事業遂行能力を有していること。  
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業務要求水準又は要件を明らかに満たしていない又は事業遂行能力を有して

いないと判断された場合は、その応募者は失格とする。  

エ 定量化審査  

基礎審査で業務要求水準及び水準を満たしていると認められた応募者の提案の

うち性能について、審査委員会において評価を行う。  

この性能の評価においては、応募者から提出された提案書の内容を、別紙２に

示す視点から評価し、審査項目ごとに得点を付与する（以下、付与された得点を

「性能評価点」という。）。  

 
（３）総合評価点の算出及び最優秀提案者の選定  

ア 総合評価点の算出 

審査委員会は、各応募者について、性能評価点及び価格を点数化した価格点を

合計し、総合評価点を算出する。  

イ 最優秀提案者の選定  

審査委員会は、各応募者の総合評価点が最も高い提案を最優秀提案とし、最優

秀提案者を選定する。  

なお、総合評価点が最も高い提案を提出した者が２者以上あるときは、入札価

格が最も低い提案を行った者を最優秀提案者として選定する。入札価格が同額の

場合は、当該者にくじを引かせて決定する。当該者のうちくじを引かない者があ

るときは、当該入札事務に関係のない市の職員が代わりにくじを引き、落札者を

決定する。 

 

３ 落札者の決定  

市は、審査委員会の選定結果を基に、落札者を決定する。 
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第４ 総合評価点の内容  

 
１ 総合評価点の配点方針 

  性能評価点と価格点のウェイトは、６：４とする。 

性能評価点×0.6と価格点×0.4の合計値が総合評価点となる。 

 

２ 審査項目及び配点  

性能評価点及び価格点の審査項目及び配点は、次のとおりである。  

審査項目 配点 

Ａ 性能評価点 100 点  

 施設整備に関する事項 45 点  

 浄水施設設計における提案 （15 点） 

 排水処理施設設計における提案 （６点） 

 電気設備・計装設備設計における提案 （６点） 

 環境への配慮 （８点） 

 設計共通事項 （６点） 

 

工事・工事監理における提案 （５点）  

維持管理に関する事項 25 点  

 運転管理業務における提案 （11 点） 

 保全管理業務における提案 （２点） 

 水質管理業務における提案 （６点） 

 災害・事故対策業務における提案 （４点） 

 

保安業務における提案 （２点）  

事業計画に関する事項 20 点  

 事業の安全性 （12 点）  

事業の実施体制 （８点）  

全体に関する事項 10 点  

  提案全体のバランス （４点） 

  先進性 （３点） 

  独自性 （３点） 
 

Ｂ 価格点 100 点  
て 

総合評価点   合計（Ａ×0.6＋Ｂ×0.4） 100 点  

 
３ 性能評価点の得点化方法 

性能評価点は、別紙２に示す評価項目ごとに次のとおり４段階の評価を行い、得点

化する。なお、性能評価点は、小数点第二位までを求める。 

判断基準 評価 得点化方法 

特に優れている Ａ 配点×1.00 

優れている Ｂ 配点×0.70 

やや優れている Ｃ 配点×0.30 

業務要求水準書の規定どおり Ｄ 配点×0.00 

 

４ 価格点の得点化方法 

以下の算定式により得点を付与する。  
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価格点＝（最も低い入札価格÷各応募者の入札価格）×100  

なお、価格点は、小数点第三位以下を四捨五入し、小数点第二位までを求める。 
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別紙１ 基礎審査における事業シミュレーション内容の確認、事業遂行能力の確認 

 

１ 事業シミュレーション内容の確認 

（１）確認方法 

サービスの対価の算定方法が入札説明書等に示した前提条件を正確に反映している

かについて確認する。サービスの対価の算定方法に誤りがあることが明らかな場合は、

市は内容を確認の上、失格とするか否かの判断を行う。 

 

（２）確認項目及び内容 

確認項目及び内容は、以下のとおりである。 

 確認項目 確認内容 

物価変動率を見込まないで計算しているか。 

入札説明書等で指定した基準金利を用いているか。 

前提条件が正確に反映されて

いること 

入札説明書で付保を条件としている第三者賠償保険の

保険料が適切に見込まれているか。 

支払利息の計算方法は適正か。 

 

算定方法 

サービスの対価の総額が、業務ごとに見積もられた費

用を基に、適正に算定されているか。 

 

２ 事業遂行能力の確認 

（１）確認の対象及び方法 

ア 確認の対象 

特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）に出資又は劣後ローンを拠出する者 

イ 確認の方法 

後記（２）に基づき、以下の（ｱ）から（ｳ）を評価することにより確認する。各

確認項目に対応した指標が一定の基準に達しておらず、かつ、代替信用補完措置も

提案されていない場合は、失格とする。 

（ｱ）資力 

事業を行うに当たっての資金確保が可能か。 

（ｲ）信用力 

事業を計画どおり実施し得る財政力があるか。 

（ｳ）債務返済能力 

返済不能となる危険性がないか。 
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（２）確認項目及び内容 

ア 確認基準 

確認項目 確認内容 確認に用いる指標 確認基準 

事業キャッシュフロ

ー規模 

事業キャッシュフロー規模

が３期連続で総額がマイナ

スでないこと。 

資力 提案事業に必要

な資金が既存の

事業活動の中で

生み出されてい

るか。 
総キャッシュフロー

規模 

総キャッシュフロー規模が

３期連続で総額がマイナス

でないこと。 

経常損益 経常損益が３期連続で赤字

でないこと。 

信用力 過去の経営状況

を反映した総合

的な信用力があ

るか。 
自己資本金額 自己資本金額が３期連続で

債務超過でないこと。 

利払能力 利払能力の最近期の値が

1.0 以上であること。 

債務返済能力 ＳＰＣの債務を

負担し得る能力

があるか。 
有利子負債比率 有利子負債比率の最近期の

値が 100％未満であるこ

と。 

代替信用 

補完措置 

 個々の補完措置ごと

に判断 

代替信用補完措置が必要と

なる者がいる場合、その役

割に応じた代替信用補完措

置を付していること。 

イ 確認に用いる指標の算出根拠 

確認項目 
確認に用いる 

指標 
算出根拠 

資力 事業キャッシュ

フロー規模 
事業損益－支払利息・割引料＋減価償却費＋諸引当

金等（※１） 

 総キャッシュフ

ロー規模 
当期純損益－配当・賞与＋減価償却費＋諸引当金等

（※２） 

信用力 経常損益 経常損益 

 自己資本金額 資本の部合計 

債務返済能力 利払能力 （事業損益＋減価償却費）／支払利息・割引料 

 有利子負債比率 有利子負債／使用総資本 

（※１）売上原価及び販売費・一般管理費に含まれる引当金繰入額 
（※２）当期費用に含まれる引当金繰入額及びその他の現金支出を伴わない費用 
（注） 確認に用いる指標としては、単体の財務諸表を使用する。 

指標項目の内容は、次のとおりである。 
事業損益＝営業損益＋受取利息＋配当金 
賞与＝利益処分の中で行われる賞与 
使用総資本＝流動資産＋固定資産＋繰延資産＋割引譲渡  
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別紙２ 性能評価の視点 

 

審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No. 

施設整備に関する事項（45） 

膜ろ過装置（２）

安定性① 

膜ろ過施設の通常時の維持管理におけ

る必要な浄水能力の確保対策として配

慮した事項とその具体性について評価

する。 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-14-② 

Ⅲ-16 

Ⅲ-17 

Ⅲ-50 

Ⅲ-66 

膜ろ過装置（２）

安定性② 

 

膜ろ過施設の異常時や緊急時及び原水

到達水位の変動時における必要な浄水

能力の確保対策として配慮した事項と

その具体性について評価する。 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-14-② 

Ⅲ-16 

Ⅲ-17 

Ⅲ-36 

Ⅲ-50 

Ⅲ-53-① 

Ⅲ-75 

膜ろ過装置（３）

安全性 

膜損傷時等の安全対策、対処方法の内容

とその具体性について評価する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-14-② 

Ⅲ-16 

Ⅲ-17 

Ⅲ-50 

Ⅲ-66 

膜ろ過装置（３）

汎用性 

汎用性の高い膜モジュールとなってい

るかを評価する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-66 

Ⅲ-67-① 

Ⅲ-67-② 

浄水水質（３） 

 

膜ろ過設備で処理する項目と、それ以外

で対応する項目（臭気対策を除く。）に

ついて検討がなされ、現況よりも高品質

の水質を達成可能であるかを評価する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

Ⅲ-50 

Ⅲ-74 

薬品設備設計

（２） 

 浄水施設設計

における提案 

（15） 

薬品注入設備の

安全性 

薬品を確実に注入する方法に対して、配

慮した事項とその具体性について評価

する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-25 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

Ⅲ-56 
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審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No.

処理方式（１）  

 

維持管理や汚泥の有効利用に対して、

容易性かつ経済性に優れている提案を

評価する。 

 

Ⅲ-16 

Ⅲ-17 

Ⅲ-18 

Ⅲ-20 

Ⅲ-22 

Ⅲ-53-② 

Ⅲ-55 

処理方式（２）  

膜モジュールの

薬品洗浄廃液 

薬品洗浄廃排液の処分方法について、

配慮した事項とその具体性について評

価する。 

 

Ⅲ-16 

Ⅲ-17 

Ⅲ-27 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

処理方式（２） 

物理洗浄排水の

返送水 

場内排水を相模湖系導水路へ返送しな

い方法、若しくは返送を行う場合の返

送水の安全確保策とその具体性につい

て評価する。 

Ⅲ-16 

Ⅲ-17 

Ⅲ-20 

Ⅲ-22 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

処理方式（１） 

 

排水処理施

設設計にお

ける提案 

（６） 

臭気対策 

排水処理施設の臭気対策とその具体性

について評価する。 

 

Ⅲ-20 

Ⅲ-22 

自家発電設備

（１） 

 

 

自家発電設備の性能、操作性について

評価する。 

 

Ⅲ-30 

Ⅲ-68 

監視制御設備

（２） 

 

 

新設対象施設を適切に運営できる中央

監視の役割の明確化、中央での操作内

容の具体性を評価する。 

 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

Ⅲ-50 

Ⅲ-51 

Ⅲ-52 

Ⅲ-54 

Ⅲ-55 

Ⅲ-56 

Ⅲ-57 

Ⅲ-74 

 計測機器（２） 

 

電気設備・計

装設備設計

における提

案（５） 

原水水質の確認

方法 

原水水質の変化への対応方法につい

て、内容と具体性を評価する。 

 

Ⅲ-32 

Ⅲ-36 

Ⅲ-50 

Ⅲ-70 

Ⅲ-74 
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審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No.

 未利用エネルギ

ーの活用（３） 

  

水位差の有効利用方法とその他未利用

エネルギーの活用方法の具体性を評価

する。 

Ⅲ-８ 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-40 

Ⅲ-50 

Ⅲ-61 

 省エネ設計の導

入（１） 

  

導入する設備に対して、環境面を配慮

した事項とその具体性を評価する。 

Ⅲ-40 

 リサイクル（１）

  

省資源、廃棄物の再利用方法などを評

価する。 

Ⅲ-40 

Ⅲ-43 

ヒートアイラン

ド対策（１） 

 

 

事業者側管理範囲の面積内の緑化率及

びその他の対策提案を評価する。 

Ⅲ-37 

Ⅲ-39 

 

 地球温暖化ガス

の排出抑制削減

（２） 

 

環境への配

慮（８） 

 

設備の運転動力から発生する二酸化炭

素排出量を評価する。 

Ⅲ-61-① 

Ⅲ-61-② 

配水池・事業者用

管理棟等の構造

仕様（２） 

 

構造物において、次期設備更新時の配

慮や維持管理への配慮、施設の耐久性

に対する対応が優れている提案につい

て評価する。 

 

Ⅲ-10 

Ⅲ-11 

見学者対応（２）

 

見学者対応の内容とその具体性につい

て評価する。 

 

Ⅲ-37 

Ⅲ-77 

配置計画（２） 

設計共通事

項（６） 

 

構造物の外装や外観について評価す

る。 

 

Ⅲ-10 

Ⅲ-11 

Ⅲ-13 

工事業務（２） 

既設浄水場施設

への影響 

工事期間中、稼動している浄水場施設

の影響や周辺環境への影響について評

価する。 

 

Ⅲ-43 

Ⅲ-44 

Ⅲ-47 

工事業務（１） 

撤去工事及び仮

設工事 

各撤去対象施設に対して、工事の難易

度に応じた工夫の内容とその具体性に

ついて評価する。 

 

Ⅲ-41 

Ⅲ-43 

 

工事・工事監

理における

提案（５） 

工事監理業務

（２） 

工事監理業務の内容・体制、工事監理

業務のポイント等について評価する。 

 

Ⅲ-44 

Ⅲ-45 
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審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No. 

維持管理に関する事項（25） 

浄水施設の運転

管理（３） 

 

 

原水水質の変動を考慮した浄水処理の

各工程の管理目標値等について、留意

した事項とその具体性を評価する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-50 

Ⅲ-52 

Ⅲ-53-① 

Ⅲ-74 

 薬品設備の運転

管理（１） 

  

薬品設備の各工程の管理目標値等につ

いて、留意した事項とその具体性を評

価する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-25 

Ⅲ-52 

Ⅲ-56 

Ⅲ-66 

排水処理施設の

運転管理（１） 

 

 

排水処理の各工程の管理目標値等につ

いて、留意した事項とその具体性を評

価する。 

 

Ⅲ-14-① 

Ⅲ-20 

Ⅲ-22 

Ⅲ-52 

Ⅲ-55 

脱水汚泥の有効

利用（１） 

 

 

有効利用ルートや処分量等について、

具体性や有効利用容量を評価する。 

 

Ⅲ-58 

Ⅲ-59 

Ⅲ-60  

 新設配水池の運

転管理水量管理

（１） 

  

新設配水池の運転管理における目標値

等について、留意した事項とその具体

性を評価する。 

Ⅲ-52 

Ⅲ-54 

Ⅲ-57 

Ⅲ-74 

留意事項（３）  

必要な資格・資

質・能力 

運転員の構成や資格取得者の配置人数

等に対して、具体的数値や管理体制や

指揮系統等の方法を評価する。 

 

Ⅲ-48 

Ⅲ-49 

留意事項（１）  

運転管理業務

における提案 

（11） 

社員教育、技術の

向上 

 

運転員の資質向上に向けた取組みにつ

いて、提案の内容やその具体性から評

価する。 

Ⅲ-62 
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審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No. 

建築物・土木構造

物 の 点 検 管 理

（１） 

 

 

日常及び定期点検、保守点検について、

提案の内容や具体性を評価する。 

 

Ⅲ-64 

Ⅲ-65-① 

Ⅲ-65-② 

各種設備の点検

管理（１） 

 

保全管理業務

における提案 

（２） 

 

日常及び定期点検、保守点検について、

提案の内容や具体性を評価する。 

 

Ⅲ-66 

Ⅲ-67-① 

Ⅲ-67-② 

Ⅲ-68 

Ⅲ-69-① 

Ⅲ-69-② 

Ⅲ-70 

Ⅲ-71-① 

Ⅲ-71-② 

Ⅲ-72 

Ⅲ-73-① 

Ⅲ-73-② 

水 質 管 理 計 画

（３） 

 

 

異常時の対応など、水質管理の内容や

その信頼性を評価する。 

 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

Ⅲ-74 

毒物検知装置の

監視（３） 

 

水質管理業務

における提案 

（６） 

 

原水の安全性に対して用いる生物によ

る毒物検知について、確実性と信頼性

を評価する。 

 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

Ⅲ-74 

緊急時の体制と

対応（２） 

 

 

緊急出動体制について、提案の内容と

具体性を評価する。 

 

Ⅲ-52 

Ⅲ-75 

機器類等の事故

対策（２） 

 

災害・事故対

策業務におけ

る提案 

（４） 

 

 

監視制御設備の異常時対策やシステム

の信頼性について、実績や具体性を評

価する。 

 

Ⅲ-32 

Ⅲ-33 

Ⅲ-36 

事業者側管理範

囲の保安（２） 

 保安業務にお

ける提案 

（２） 

 

 

監視体制について、提案の内容と具体

性を評価する。 

 

Ⅲ-37 

Ⅲ-78 
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審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No. 

事業計画に関する事項（20） 

 資金・収支計画の

確実性（２） 

資金調達計画、資金計画及び収支計画

の確実性を評価する。 

Ⅳ-10 

Ⅳ-11 

Ⅳ-12 

Ⅳ-13-①

Ⅳ-13-②

Ⅳ-14 

 事 業 の 確 実 性

（３） 

事業の確実性を維持するための考え

方、運転資金が不足した場合の対応、

出資者の事業への関与が維持される仕

組み、事業者の責による事業の破綻を

回避するための金融機関の関与の方法

を評価する。 

 

Ⅳ-15 

 費用計画の妥当

性（４） 

主要業務（施設整備業務、維持管理業

務のうち運転管理業務、保全管理業務、

水質管理業務）について、仕様の内容

が費用計画に適切に反映されている

か、提案した条件その他費用計画の根

拠が妥当なものとなっているかを評価

する。 

 

Ⅳ-７ 

①・② 

Ⅳ-８ 

 

事業の安全性 

（12） 

リスクへの対応

（３） 

リスクの把握及び分担、リスク対応策

について、内容とその具体性を評価す

る。 

 

Ⅳ-16 

 適切な役割分担

（２） 

構成員、協力会社の役割分担の適切さ

及び明確さ、運転管理業務の実施を担

う者の実績を評価する。 

Ⅳ-１-① 

Ⅳ-１-② 

Ⅳ-２-① 

Ⅳ-２-② 

Ⅳ-２-③ 

Ⅳ-３ 

 円滑で確実な業

務引継ぎの仕組

み（３） 

主要業務において、現に請け負う業務

受託企業が業務を継続できなくなった

場合でも、業務継続がなされる仕組み

を有しているかを評価する。 

 

Ⅳ-６ 

 

事業の実施体

制（８） 

適切なセルフモ

ニタリング（３）

業務の実施プロセス及び結果の把握方

法、業務受託企業を要求水準達成に向

かわせる仕組み、要求水準未達が継続

した場合の対応方法、市が行うモニタ

リングとの整合が図られているかにつ

いて、内容とその具体性を評価する。 

 

Ⅳ-５ 
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審査項目 評価項目 主な審査の視点 様式 No. 

全体に関する事項（10） 

 提案全体のバラ

ンス（４） 

バランスの取れている提案や将来の技

術革新における市民還元の提案、他の

評価項目では評価の対象とならなかっ

た提案を評価する。 

 

様式Ⅲ 

 先進性（３） 先進性があり、かつ、他の評価項目で評

価の対象とならなかった提案を評価す

る。 

 

様式Ⅲ 

 

全体に関する

事項（10） 

独自性（３） 

 

 

独自性があり、かつ、他の評価項目で評

価の対象とならなかった提案を評価す

る。 

 

様式Ⅲ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川井浄水場再整備事業 

入札説明書別添資料３ 提出書類作成要領及び様式集 
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第１ 提出書類作成要領 

 

１ 提出書類 

（１）入札参加資格確認申請時必要書類（関係様式：様式Ⅰ） 

入札参加資格確認審査時の必要書類は、以下のとおりである。いずれについても

各１部を提出する。 

ア 入札参加資格確認申請時必要書類一覧表（様式Ⅰ－１） 

イ 入札参加表明書（様式Ⅰ－２） 

ウ 応募者の構成員一覧表（様式Ⅰ－３） 

エ 委任状（様式Ⅰ－４） 

オ 入札参加資格確認申請書（様式Ⅰ－５） 

カ 受託実績申請書兼誓約書（様式Ⅰ－６） 

 

（以下、添付書類） 

（ｱ）応募者の構成員すべてに係るもの 

ａ 会社概要（最新のもの・パンフレット等の使用も可とする。） 

ｂ 法人登記簿謄本（調達公告日以降に交付されたもの） 

（ｲ）設計業務の実施を担う者が、入札説明書第３ ３（２）イ（ｱ）の要件を満た

していることを示す書類 

ａ 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所

の登録を行っている者であることを証明する書類の写し 

ｂ 技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める技術士で、上水道及び

工業用水道の選択科目を選択し、上下水道部門の資格を有する者）が１名以上

在籍していることを証明する書類の写し 

（ｳ）膜ろ過装置の製造を担う者が、入札説明書第３ ３（２）イ（ｲ）の要件を満

たしていることを示す書類 

ａ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

日量１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有する膜ろ過装置の製造・設置実績

を有していることを確認できる契約書原本及び仕様書等の写し 

（ｴ）工事業務の実施を担う者が、入札説明書第３ ３（２）イ（ｳ）の要件を満た

していることを示す書類 

ａ 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項に基づく土木一式工事、建

築一式工事、機械器具設置工事、電気工事及び水道施設工事につき、各建設工

事を実施するための各々の担当する特定建設業の許可を受けていることを証

明する書類の写し 

ｂ 建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の23第１項に定める経営事項審査

において、直近かつ有効な総合評定値が土木一式、建築一式については1,200

点、機械器具設置工事、電気工事については1,100点以上であることを示す「総

合評定値通知書」（入札参加資格申請日前で有効かつ最新なものとする。）の

写し 
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ｃ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

貯留量１万㎥以上（公称能力）の規模を有する配水池の建設実績（元請として

の施工実績）を有していることを確認できる契約書原本及び仕様書等の写し 

なお、他社と共同で履行した場合は、共同事業体の構成員として、10分の２

以上の出資比率を有するものであること。 

（ｵ）工事監理業務の実施を担う者が、入札説明書第３ ３（２）イ（ｴ）の要件を

満たしていることを示す書類 

ａ 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所

の登録を行っている者であることを証明する書類の写し 

ｂ 技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める技術士で、上水道及び

工業用水道の選択科目を選択し、上下水道部門の資格を有する者）が１名以上

在籍していることを証明する書類の写し 

（ｶ）維持管理業務の実施を担う者が、入札説明書第３ ３（２）イ（ｵ）の要件を

満たしていることを示す書類 

ａ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

日量１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有する膜ろ過装置の運転管理実績を

有していることを確認できる契約書原本及び仕様書等の写し 

ｂ 平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時必要書類の提出までの間に、

膜の薬品洗浄について、オンサイト洗浄の実績を有していることを確認できる

契約書原本及び仕様書等の写し 

ｃ 維持管理業務のうち、運転管理業務を担う者が平成８年４月１日から入札参

加資格確認申請時必要書類の提出までの間に受託した、日量１千㎥以上（公称

能力）の浄水能力を有する浄水場の運転管理業務に関する契約書原本の写し、

及び各業務の履行が完了していること若しくは継続中であることを証明する

書類 

 

（２）入札時必要書類（関係様式：様式Ⅰ～Ⅳ） 

入札時の必要書類は、以下のとおりである。アについては１部、イからオについ

ては各々１分冊とし、オは５部、それ以外は各30部を提出する。 

ア 入札書類  

･ 入札時必要書類一覧表（様式Ⅱ－１） 

･ 入札書（様式Ⅱ－２） 

･ 委任状（代理人が入札する場合）（様式Ⅱ－３） 

･ 委任状（復代理人が入札する場合）（様式Ⅱ－４） 

･ 入札説明書等に関する誓約書（様式Ⅱ－５） 

イ 技術提案書 

･ 技術提案概要説明書（様式Ⅲ－１） 

･ 関係法令・仕様書リスト（様式Ⅲ－２） 

･ 用地測量計画（様式Ⅲ－３） 

･ 地質調査計画（様式Ⅲ－４） 
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･ 地下埋設物調査計画（様式Ⅲ－５） 

･ 土壌汚染測定計画（様式Ⅲ－６） 

･ 雨水・汚水排水経路計画（様式Ⅲ－７） 

･ エネルギー有効利用計画（様式Ⅲ－８） 

･ 工事工程表（様式Ⅲ－９） 

･ 浄水施設計画（建築構造物）（様式Ⅲ－10） 

･ 浄水施設計画（土木構造物）（様式Ⅲ－11） 

･ 浄水施設主要施設リスト（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－12） 

･ 外観計画（様式Ⅲ－13） 

･ 浄水施設計画（機械設備）（様式Ⅲ－14－①） 

･ 水処理フローシート（様式Ⅲ－14－②） 

･ 浄水施設主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－15） 

･ 水収支フロー図（様式Ⅲ－16） 

･ 水収支計算書（様式Ⅲ－17） 

･ 排水処理施設計画（建築構造物・土木構造物)（様式Ⅲ－18） 

･ 排水処理主要施設リスト（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－19） 

･ 排水処理施設計画（機械設備）（様式Ⅲ－20） 

･ 排水処理主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－21） 

･ 排水処理フローシート（様式Ⅲ－22） 

･ 配水池計画（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－23） 

･ 配水池主要施設リスト（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－24） 

･ 薬品設備計画（機械設備）（様式Ⅲ－25） 

･ 薬品設備主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－26） 

･ 薬品洗浄廃液の処分計画（様式Ⅲ－27） 

･ 場内配管計画（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－28） 

･ 場内配管主要リスト（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－29） 

･ 電気設備計画（様式Ⅲ－30） 

･ 電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31） 

･ 計装設備計画（様式Ⅲ－32） 

･ 監視制御設備計画（様式Ⅲ－33） 

･ 計装設備主要設備リスト（様式Ⅲ－34） 

･ 監視制御設備主要設備リスト（様式Ⅲ－35） 

･ 計装における非常時の考え方（様式Ⅲ－36） 

･ 場内整備計画（様式Ⅲ－37） 

･ 場内整備附帯施設主要施設リスト（様式Ⅲ－38） 

･ 植樹地率計算書（様式Ⅲ－39） 

･ 環境面への配慮（様式Ⅲ－40） 

･ 撤去設計計画（様式Ⅲ－41） 

･ 主要撤去施設リスト（様式Ⅲ－42） 

･ 撤去工事における環境配慮（様式Ⅲ－43） 
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･ 既存施設と新設施設の関連工事計画（様式Ⅲ－44） 

･ 工事監理計画（様式Ⅲ－45） 

･ 試運転調整期間における排水計画（様式Ⅲ－46） 

･ 工事に伴う周辺への配慮（様式Ⅲ－47） 

･ 運転管理業務（運転管理計画）（様式Ⅲ－48） 

･ 運転管理業務（運転管理体制）（様式Ⅲ－49） 

･ 運転管理業務（浄水施設）（様式Ⅲ－50） 

･ 運転管理業務（水量管理）（様式Ⅲ－51） 

･ 管理目標値の明確化（様式Ⅲ－52） 

･ 時間別最大濁度発生時シミュレーション（浄水処理）（様式Ⅲ－53－①） 

･ 時間別最大濁度発生時シミュレーション（排水処理）（様式Ⅲ－53－②） 

･ 運転管理業務（配水池）（様式Ⅲ－54） 

･ 運転管理業務（排水処理施設）（様式Ⅲ－55） 

･ 運転管理業務（薬品設備）（様式Ⅲ－56） 

･ 運転管理業務（場外系施設）（様式Ⅲ－57） 

･ 脱水汚泥有効利用の記載内容（様式Ⅲ－58－①） 

･ 脱水汚泥再生利用計画書（様式Ⅲ－58－②） 

･ 受入表明書（様式Ⅲ－58－③） 

･ 脱水汚泥再生利用フロー図（様式Ⅲ－59） 

･ 脱水汚泥保管計画書（様式Ⅲ－60） 

･ エネルギー使用量計算書（様式Ⅲ－61－①･②） 

･ 運転管理の考え方（教育計画）（様式Ⅲ－62） 

･ 年度別維持管理計画表（様式Ⅲ－63－①･②･③･④） 

･ 保全管理業務（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－64） 

･ 点検リスト（建築物・土木構造物）（様式Ⅲ－65－①） 

･ 修繕リスト（建築物・土木構造物）（様式Ⅲ－65－②） 

･ 保全管理業務（機械設備）（様式Ⅲ－66） 

･ 点検リスト（機械設備）（様式Ⅲ－67－①） 

･ 修繕リスト（機械設備）（様式Ⅲ－67－②） 

･ 保全管理業務（電気設備）（様式Ⅲ－68） 

･ 点検リスト（電気設備）（様式Ⅲ－69－①） 

･ 修繕リスト（電気設備）（様式Ⅲ－69－②） 

･ 保全管理業務（計装設備）（様式Ⅲ－70） 

･ 点検リスト（計装設備）（様式Ⅲ－71－①） 

･ 修繕リスト（計装設備）（様式Ⅲ－71－②） 

･ 保全管理業務（監視制御設備）（様式Ⅲ－72） 

･ 点検リスト（監視制御設備）（様式Ⅲ－73－①） 

･ 修繕リスト（監視制御設備）（様式Ⅲ－73－②） 

･ 水質管理業務（様式Ⅲ－74） 

･ 災害・事故対策業務（様式Ⅲ－75） 
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･ 安全衛生管理業務（様式Ⅲ－76） 

･ 施設公開業務（見学者対応）（様式Ⅲ－77） 

･ 保安業務（様式Ⅲ－78） 

･ 清掃業務（様式Ⅲ－79） 

･ 業務の引継ぎに対する考え方（様式Ⅲ－80） 

･ ＩＳＯ取得計画（様式Ⅲ－81） 

ウ 事業提案書 

･ ＳＰＣの設立計画（様式Ⅳ－１－①・②） 

･ 事業実施体制（様式Ⅳ－２－①・②・③） 

･ 全体マネジメント体制（様式Ⅳ－３） 

･ 事業スケジュール（様式Ⅳ－４） 

･ セルフモニタリング計画（様式Ⅳ－５） 

･ 円滑で確実な業務引継ぎの仕組み（様式Ⅳ－６） 

･ 施設整備費用計画（様式Ⅳ－７－①・②） 

･ 維持管理費用計画（様式Ⅳ－８） 

･ 年度別サービスの対価の支払予定表（様式Ⅳ－９） 

･ 収入計画及び資金計画（様式Ⅳ－10） 

･ 資金調達の確実性（様式Ⅳ－11） 

･ 借入金返済計画等（様式Ⅳ－12） 

･ 長期収支計画（様式Ⅳ－13－①・②） 

･ キャッシュフロー計画（様式Ⅳ－14） 

･ 事業の確実性維持計画（様式Ⅳ－15） 

･ リスク対応計画（様式Ⅳ－16） 

･ 履行保証金に関する考え方（様式Ⅳ－17） 

エ 提案書要約版（指定様式なし） 

オ 有価証券報告書等 

 

（３）その他の書類（関係様式：様式Ⅴ） 

その他の書類は、以下のとおりである。 

ア 入札説明書等に関する説明会参加申込書（様式Ⅴ－１）  

イ 参考資料の貸与申込書（様式Ⅴ－２） 

ウ 参考資料の受取書兼誓約書（様式Ⅴ－３） 

エ 入札説明書等に関する質問書（様式Ⅴ－４） 

オ 入札辞退届（様式Ⅴ－５） 

カ 入札参加資格の確認結果に関する説明の要求書（様式Ⅴ－６） 

キ 提案内容の審査結果に関する説明の要求書（様式Ⅴ－７） 
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２ 作成要領 

（１）全般的事項 

ア 言語、単位及び時刻 

各書類に用いる言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第 51 号）に定める

もの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

 

（２）入札参加資格確認申請時必要書類（関係様式：様式Ⅰ） 

ア 記載要領 

Ａ４版の用紙を縦に使用し、横書きで記載する。 

 

イ 提出要領 

指定様式のあるものについてはMicrosoft社製Wordで作成し、持参により提出す

る。 

 

（３）入札時必要書類（関係様式：様式Ⅱ～Ⅳ） 

ア 提出書類及び記載要領 

（ｱ）入札書類（様式Ⅱ） 

いずれの様式もＡ４版の用紙を縦に使用し、横書きで記載する。 

（ｲ）技術提案書（様式Ⅲ） 

Ａ４版の用紙の縦使用を基本とするが、必要に応じ、Ａ３版の用紙の横使用も

可とする。いずれも横書きで記載する。 

（ｳ）事業提案書（様式Ⅳ） 

Ａ４版の用紙の縦使用を基本とするが、必要に応じ、Ａ３版の用紙の横使用も

可とする。いずれも横書きで記載する。 

（ｴ）提案書別添資料（指定様式なし） 

技術提案書（様式Ⅲ）及び事業提案書（様式Ⅳ）については、別添資料の添付

を認める旨の記載がある様式は、別添資料を添付することが可能である。別添資

料の一覧表を作成の上、Ａ４版の用紙の縦使用を基本とするが、必要に応じ、Ａ

３版の用紙の横使用も可とする。いずれも横書きで記載する。 

（ｵ）提案書要約版（指定様式なし） 

上記（ｲ）及び（ｳ）の内容を簡単に要約し、Ａ３版の用紙10枚に記載する。記

載に当たっては、文章に加え、イラスト、イメージ図等を用いることができる。 

なお、Ａ３版の用紙を横に使用し、横書きとする。 

（ｶ）有価証券報告書等 

特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）に出資又は劣後ローンを拠出する者

は、有価証券報告書のうち以下のａからｅまでの該当箇所の写し（報告書を作成

していない場合は、税務申告書の該当部分）を提出する。 

なお、入札説明書別添資料２「審査基準」第３ ２（２）ウ（ｳ）の「事業遂

行能力」の保有に不安がある応募者は、代替信用補完措置について記載の上、提

出すること。 
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ａ 企業単体の貸借対照表及び損益計算書（最近３期分） 

ｂ 企業単体の減価償却明細書（最近３期分） 

ｃ 企業単体の利益処分計算書（最近３期分） 

ｄ 諸引当金等が記載された資料（最近３期分） 

ｅ 代替信用補完措置（必要な場合のみ） 

 

イ 提出要領 

指定様式のあるものについては、文書は Microsoft 社製 Word で、シミュレーシ

ョンは Microsoft 社製 Excel で作成し、郵送若しくは持参により提出する。 

入札書類（様式Ⅱ－１～５）については各１部を提出する。なお、このうち入

札書（様式Ⅱ－１）は、封印すること。 

技術提案書（様式Ⅲ）、事業提案書（様式Ⅳ）、提案書別添資料、提案書要約版、

有価証券報告書等については、各々１分冊とし、有価証券報告書等は５部、それ

以外は各 30 部を提出する。なお、提案書要約版のみＡ３版横長左綴じ、それ以外

はＡ４版縦長左綴じとし、それぞれ表紙（様式自由）を付ける。 

また、技術提案書（様式Ⅲ）、事業提案書（様式Ⅳ）、提案書要約版については、

電子データが保存されているフロッピーディスク又はＣＤ－ＲＯＭを１セット提

出すること。なお、計算式及び関数を用いている様式は、これらを付けたままで

提出すること。 

 

ウ 提出に当たっての留意事項 

（ｱ）入札時の施設整備費の積算の前提となる基準金利は、東京時間午前 10 時にテ

レレート 17143 頁に発表される平成 20 年４月 25 日のＴＳＲ６か月ＬＩＢＯＲベ

ース７年物（円－円）金利スワップレート及び 10 年物（円－円）金利スワップ

レートの中値（1.757％）に、提案するスプレッドを加えたものとする。 
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第２ 様式集  

 

提出書類の作成に当たっては、第１の提出書類作成要領を参考に、次頁以降の添付

の様式に従い、記載する。 
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（様式Ⅰ－１） 

平成  年  月  日 

 

入札参加資格確認申請時必要書類一覧表 
 

提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

様式Ⅰ 入札参加資格確認申請時必要書類 

◆ 入札参加資格確認申請時必要書類一覧表 様式Ⅰ－１ １部 □ □ 

◆ 入札参加表明書 様式Ⅰ－２ １部 □ □ 

◆ 応募者の構成員一覧表 様式Ⅰ－３ １部 □ □ 

◆ 委任状 様式Ⅰ－４ １部 □ □ 

◆ 入札参加資格確認申請書 様式Ⅰ－５ １部 □ □ 

◆ 受託実績申請書兼誓約書 様式Ⅰ－６ １部 □ □ 

（以下、添付資料） 

□ 会社概要（応募者の構成員すべてに係るも

の） 
－ １部 □ □ 

□ 法人登記簿謄本（応募者の構成員すべてに

係るもの） 
－ １部 □ □ 

□ 設計業務の実施を担う者の一級建築士事

務所の登録を証明する書類の写し 
－ １部 □ □ 

□ 設計業務の実施を担う者の技術士の在籍

を証明する書類の写し 
－ １部 □ □ 

□ 膜ろ過装置の製造を担う者の膜ろ過装置

の製造・設置実績を確認できる契約書原本

及び仕様書等 

－ － □ □ 

□ 工事業務の実施を担う者が特定建設業の

許可を受けていることを証明する書類の

写し 

－ １部 □ □ 

□ 工事業務の実施を担う者に関する「総合評

定値通知書」の写し 
－ １部 □ □ 

□ 工事業務の実施を担う者の配水池の建設

実績（元請としての施工実績）を確認でき

る契約書原本及び仕様書等 

－ － □ □ 

□ 工事監理業務の実施を担う者の一級建築

士事務所の登録を証明する書類の写し 
－ １部 □ □ 

□ 工事監理業務の実施を担う者の技術士の

在籍を証明する書類の写し 
－ １部 □ □ 
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提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

□ 維持管理業務の実施を担う者の膜ろ過装

置の運転管理実績を確認できる契約書原

本及び仕様書等 

－ － □ □ 

□ 維持管理業務の実施を担う者のオンサイ

ト洗浄の実績を確認できる契約書原本及

び仕様書等 

－ － □ □ 

□ 維持管理業務のうち、運転管理業務を担う

者が受託した日量１千㎥以上（公称能力）

の浄水能力を有する浄水場の運転管理業

務に関する契約書原本の写し、及び各業務

の履行が完了していること若しくは継続

中であることを証明する書類  

－ － □ □ 

（注）必要書類の種類と部数を確認し、「応募者確認」欄をチェックしてください。 
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（様式Ⅰ－２） 

平成  年  月  日 

 

入札参加表明書 
 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名              印 

 

 

平成 20 年６月３日付で公表されました「川井浄水場再整備事業」に係る総合評価一般競

争入札に参加することを表明いたします。 

 

 

（注）提出書類の確認のため、様式Ⅰ－１の入札参加資格確認申請時必要書類一覧表の「応

募者確認」欄にチェックの上、あわせてご提出ください。 
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（様式Ⅰ－３） 

平成  年  月  日 

 

応募者の構成員一覧表 

 

１【代表企業：企業名】  業種名              

  商号又は名称 

  所  在  地 

  代 表 者 名                            印 

  連絡先  氏 名 

         所 属 

         所在地 

         電話／ＦＡＸ 

         電子メール 

 

２【膜ろ過装置の製造を担う者：企業名】  業種名              

  商号又は名称 

  所  在  地  

  代 表 者 名                            印 

  連絡先  氏 名 

         所 属 

         所在地 

         電話／ＦＡＸ 

         電子メール 

 

３【第三者委託を受託する者：企業名】  業種名              

  商号又は名称 

  所  在  地  

  代 表 者 名                            印 

  連絡先  氏 名 

         所 属 

         所在地 

         電話/ＦＡＸ 

         電子メール 

 

４【その他の構成員：企業名】  業種名              

  商号又は名称 

  所  在  地  

  代 表 者 名                            印 

  連絡先  氏 名 

         所 属 

         所在地 

         電話/ＦＡＸ 

         電子メール 

 

（注）記入欄は適宜追加の上、記入してください。 
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（様式Ⅰ－４） 

平成  年  月  日 

 

委任状 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

応募者の 

構成員 

商号又は名称 

所  在  地 

代 表 者 名 

印 

商号又は名称 

同上 所  在  地 

代 表 者 名 

印 

商号又は名称 

同上 所  在  地 

代 表 者 名 

印 

商号又は名称 

同上 所  在  地 

代 表 者 名 

印 

商号又は名称 

同上 所  在  地 

代 表 者 名 

印 

（注）記入欄は適宜追加の上、記入してください。 

 

私は、下記の企業をグループの代表企業とし、「川井浄水場再整備事業」に関し、下記の

権限を委任します。 

 

商号又は名称 

受任者 所  在  地 

代 表 者 名 

印 

１ 入札参加資格確認申請に関する件 

委任事項 ２ 入札に関する件 

３ 入札辞退に関する件 
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（様式Ⅰ－５） 

平成  年  月  日 

 

入札参加資格確認申請書 
 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名              印 

 

 

平成 20 年６月３日付で公表されました「川井浄水場再整備事業」に係る入札参加資格の

確認のために、必要書類を添付して申請します。 

なお、入札説明書に定められた入札参加資格要件等を満たしていること、及び提出書類

の記載事項及び添付資料のすべての記載事項が事実と相違ないことを誓約します。 
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（様式Ⅰ－６） 

平成  年  月  日 

 

受託実績申請書兼誓約書 
 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名              印 

 

 

運転管理業務の実施を担う者が平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時までの間

に受託した、日量１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有する浄水場における運転管理業

務の実績を別添のとおり申請するとともに、下記の事項を市に対して誓約します。 

 

記 

 

１ 別添に示す実績一覧は、運転管理業務の実施を担う者が平成８年４月１日から入札参

加資格確認申請時までの間に受託した、日量１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有す

る浄水場における運転管理業務の実績の全てを掲載していること。 

 

２ 別添に示す実績の記載事項及び添付資料の全ての記載事項が事実と相違ないこと。 
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（別添） 

 

日量１千㎥以上（公称能力）の浄水能力を有する浄水場における 

運転管理業務の実績一覧 

（平成８年４月１日から入札参加資格確認申請時までの間に受託したもの） 

 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

１ 

受託期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

２ 

受託期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

３ 

受託期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

４ 
受託期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

５ 

受託期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

６ 

受託期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

（注）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。 
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（様式Ⅱ－１） 

平成  年  月  日 

 

入札時必要書類一覧表 
 

提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

様式Ⅱ 入札書類 

◆ 入札書 様式Ⅱ－２ １部 □ □ 

◆ 委任状（代理人が入札する場合） 様式Ⅱ－３ １部 □ □ 

◆ 委任状（復代理人が入札する場合） 様式Ⅱ－４ １部 □ □ 

◆ 入札説明書等に関する誓約書 様式Ⅱ－５ １部 □ □ 

様式Ⅲ 技術提案書 

◆ 技術提案概要説明書 様式Ⅲ－１ 30 部 □ □ 

◆ 関係法令・仕様書リスト 様式Ⅲ－２ 30 部 □ □ 

◆ 用地測量計画 様式Ⅲ－３ 30 部 □ □ 

◆ 地質調査計画 様式Ⅲ－４ 30 部 □ □ 

◆ 地下埋設物調査計画 様式Ⅲ－５ 30 部 □ □ 

◆ 土壌汚染測定計画 様式Ⅲ－６ 30 部 □ □ 

◆ 雨水・汚水排水経路計画 様式Ⅲ－７ 30 部 □ □ 

◆ エネルギー有効利用計画 様式Ⅲ－８ 30 部 □ □ 

◆ 工事工程表 様式Ⅲ－９ 30 部 □ □ 

◆ 浄水施設計画（建築構造物） 様式Ⅲ－10 30 部 □ □ 

◆ 浄水施設計画（土木構造物） 様式Ⅲ－11 30 部 □ □ 

◆ 浄水施設主要施設リスト（建築構

造物・土木構造物） 
様式Ⅲ－12 30 部 □ □ 

◆ 外観計画 様式Ⅲ－13 30 部 □ □ 

◆ 浄水施設計画（機械設備） 様式Ⅲ－14－① 30 部 □ □ 

◆ 浄水処理フローシート 様式Ⅲ－14－② 30 部 □ □ 

◆ 浄水施設主要設備リスト（機械設

備） 
様式Ⅲ－15 30 部 □ □ 

◆ 水収支フロー図 様式Ⅲ－16 30 部 □ □ 

◆ 水収支計算書 様式Ⅲ－17 30 部 □ □ 

◆ 排水処理施設計画（建築構造物・

土木構造物） 
様式Ⅲ－18 30 部 □ □ 
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提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

◆ 排水処理主要施設リスト（建築構

造物・土木構造物） 
様式Ⅲ－19 30 部 □ □ 

◆ 排水処理施設計画（機械設備） 様式Ⅲ－20 30 部 □ □ 

◆ 排水処理主要設備リスト（機械設

備） 
様式Ⅲ－21 30 部 □ □ 

◆ 排水処理フローシート 様式Ⅲ－22 30 部 □ □ 

◆ 配水池計画（建築構造物・土木構

造物） 
様式Ⅲ－23 30 部 □ □ 

◆ 配水池主要施設リスト（建築構造

物・土木構造物） 
様式Ⅲ－24 30 部 □ □ 

◆ 薬品設備計画（機械設備） 様式Ⅲ－25 30 部 □ □ 

◆ 薬品設備主要設備リスト（機械設

備） 
様式Ⅲ－26 30 部 □ □ 

◆ 薬品洗浄廃液の処分計画 様式Ⅲ－27 30 部 □ □ 

◆ 場内配管計画（建築構造物・土木

構造物） 
様式Ⅲ－28 30 部 □ □ 

◆ 場内配管主要リスト（建築構造

物・土木構造物） 
様式Ⅲ－29 30 部 □ □ 

◆ 電気設備計画 様式Ⅲ－30 30 部 □ □ 

◆ 電気設備主要設備リスト 様式Ⅲ－31 30 部 □ □ 

◆ 計装設備計画 様式Ⅲ－32 30 部 □ □ 

◆ 監視制御設備計画 様式Ⅲ－33 30 部 □ □ 

◆ 計装設備主要設備リスト 様式Ⅲ－34 30 部 □ □ 

◆ 監視制御設備主要設備リスト 様式Ⅲ－35 30 部 □ □ 

◆ 計装における非常時の考え方 様式Ⅲ－36 30 部 □ □ 

◆ 場内整備計画 様式Ⅲ－37 30 部 □ □ 

◆ 場内整備附帯施設主要施設リスト 様式Ⅲ－38 30 部 □ □ 

◆ 植樹地率計算書 様式Ⅲ－39 30 部 □ □ 

◆ 環境面への配慮 様式Ⅲ－40 30 部 □ □ 

◆ 撤去設計計画 様式Ⅲ－41 30 部 □ □ 

◆ 主要撤去施設リスト 様式Ⅲ－42 30 部 □ □ 

◆ 撤去工事における環境配慮 様式Ⅲ－43 30 部 □ □ 

◆ 既存施設と新設施設の関連工事計

画 
様式Ⅲ－44 30 部 □ □ 
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提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

◆ 工事監理計画 様式Ⅲ－45 30 部 □ □ 

◆ 試運転調整期間における排水計画 様式Ⅲ－46 30 部 □ □ 

◆ 工事に伴う周辺への配慮 様式Ⅲ－47 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（運転管理計画） 様式Ⅲ－48 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（運転管理体制） 様式Ⅲ－49 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（浄水施設） 様式Ⅲ－50 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（水量管理） 様式Ⅲ－51 30 部 □ □ 

◆ 管理目標値の明確化 様式Ⅲ－52 30 部 □ □ 

◆ 時間別最大濁度発生時シミュレー

ション（浄水処理） 
様式Ⅲ－53－１ 30 部 □ □ 

◆ 時間別最大濁度発生時シミュレー

ション（排水処理） 
様式Ⅲ－53－２ 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（配水池） 様式Ⅲ－54 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（排水処理施設） 様式Ⅲ－55 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（薬品設備） 様式Ⅲ－56 30 部 □ □ 

◆ 運転管理業務（場外系施設） 様式Ⅲ－57 30 部 □ □ 

◆ 脱水汚泥有効利用の記載内容 様式Ⅲ－58－① 30 部 □ □ 

◆ 脱水汚泥再生利用計画書 様式Ⅲ－58－② 30 部 □ □ 

◆ 受入表明書 様式Ⅲ－58－③ 30 部 □ □ 

◆ 脱水汚泥再生利用フロー図 様式Ⅲ－59 30 部 □ □ 

◆ 脱水汚泥保管計画書 様式Ⅲ－60 30 部 □ □ 

◆ エネルギー使用量計算書 様式Ⅲ－61－①･② 30 部 □ □ 

◆ 運転管理の考え方（教育計画） 様式Ⅲ－62 30 部 □ □ 

◆ 年度別維持管理計画表 様式Ⅲ－63－①～④ 30 部 □ □ 

◆ 保全管理業務（建築構造物・土木

構造物） 
様式Ⅲ－64 30 部 □ □ 

◆ 点検リスト（建築構造物・土木構

造物） 
様式Ⅲ－65－① 30 部 □ □ 

◆ 修繕リスト（建築構造物・土木構

造物） 
様式Ⅲ－65－② 30 部 □ □ 

◆ 保全管理業務（機械設備） 様式Ⅲ－66 30 部 □ □ 

◆ 点検リスト（機械設備） 様式Ⅲ－67－① 30 部 □ □ 

◆ 修繕リスト（機械設備） 様式Ⅲ－67－② 30 部 □ □ 
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提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

◆ 保全管理業務（電気設備） 様式Ⅲ－68 30 部 □ □ 

◆ 点検リスト（電気設備） 様式Ⅲ－69－① 30 部 □ □ 

◆ 修繕リスト（電気設備） 様式Ⅲ－69－② 30 部 □ □ 

◆ 保全管理業務（計装設備） 様式Ⅲ－70 30 部 □ □ 

◆ 点検リスト（計装設備） 様式Ⅲ－71－① 30 部 □ □ 

◆ 修繕リスト（計装設備） 様式Ⅲ－71－② 30 部 □ □ 

◆ 保全管理業務（監視制御設備） 様式Ⅲ－72 30 部 □ □ 

◆ 点検リスト（監視制御設備） 様式Ⅲ－73－① 30 部 □ □ 

◆ 修繕リスト（監視制御設備） 様式Ⅲ－73－② 30 部 □ □ 

◆ 水質管理業務 様式Ⅲ－74 30 部 □ □ 

◆ 災害・事故対策業務 様式Ⅲ－75 30 部 □ □ 

◆ 安全衛生管理業務 様式Ⅲ－76 30 部 □ □ 

◆ 施設公開業務（見学者対応） 様式Ⅲ－77 30 部 □ □ 

◆ 保安業務 様式Ⅲ－78 30 部 □ □ 

◆ 清掃業務 様式Ⅲ－79 30 部 □ □ 

◆ 業務の引継ぎに対する考え方 様式Ⅲ－80 30 部 □ □ 

◆ ＩＳＯ取得計画 様式Ⅲ－81 30 部 □ □ 

様式Ⅳ 事業提案書 

◆ ＳＰＣの設立計画 様式Ⅳ－１－①・② 30 部 □ □ 

◆ 事業実施体制 
様式Ⅳ－２－①・②・

③ 
30 部 □ □ 

◆ 全体マネジメント体制 様式Ⅳ－３ 30 部 □ □ 

◆ 事業スケジュール 様式Ⅳ－４ 30 部 □ □ 

◆ セルフモニタリング計画 様式Ⅳ－５ 30 部 □ □ 

◆ 円滑で確実な業務引継ぎの仕組み 様式Ⅳ－６ 30 部 □ □ 

◆ 施設整備費用計画 様式Ⅳ－７－①・② 30 部 □ □ 

◆ 維持管理費用計画 様式Ⅳ－８ 30 部 □ □ 

◆ 年度別サービスの対価の支払予定表 様式Ⅳ－９ 30 部 □ □ 

◆ 収入計画及び資金計画 様式Ⅳ－10 30 部 □ □ 

◆ 資金調達の確実性 様式Ⅳ－11 30 部 □ □ 

◆ 借入金返済計画等 様式Ⅳ－12 30 部 □ □ 
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提出書類の種類 様式 No. 部数 
応募者 

確認 

市 

確認 

◆ 長期収支計画 様式Ⅳ－13－①・② 30 部 □ □ 

◆ キャッシュフロー計画 様式Ⅳ－14 30 部 □ □ 

◆ 事業の継続性維持計画 様式Ⅳ－15 30 部 □ □ 

◆ リスク対応計画 様式Ⅳ－16 30 部 □ □ 

◆ 履行保証金に関する考え方 様式Ⅳ－17 30 部 □ □ 

◆ 提案書概要版 － 30 部 □ □ 

◆ 有価証券報告書等 － ５部 □ □ 

（注）必要書類の種類と部数を確認し、「応募者確認」欄をチェックしてください。 
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（様式Ⅱ－２） 

平成 年 月 日 

 

入札書 
 

 

件  名 川井浄水場再整備事業 

 

入札金額 金               円也（消費税及び地方消費税を除く。） 

 

 

「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名              印 

 

 

（注１）代理人が入札をするときは、応募者の代表企業の商号又は名称、所在地及び代表

者名、並びに代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記載し、かつ、押印する

こと。 

（注２）復代理人が入札をするときは、応募者の代表企業の商号又は名称、所在地及び代

表者名、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名、並びに復代理人であることの

表示及び当該復代理人の氏名を記載し、かつ、押印すること。 
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（様式Ⅱ－３） 

平成 年 月 日 

 
委任状 

 

 

私は                  印 を代理人と定め、下記の権限を委任し

ます。 

 

記 

 

 

 事業名：川井浄水場再整備事業 

 

１ 入札に関する一切の件 

 

２ 復代理人選任の件 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

委任者 

 名  称 

 所 在 地 

代表者名             印 
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（様式Ⅱ－４） 

平成 年 月 日 

 
委任状 

 

 

私は                  印 を復代理人と定め、下記の権限を委任

します。 

 

記 

 

 

 事業名：川井浄水場再整備事業 

 

１ 入札に関する一切の件 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

委任者 

 名  称 

 所 在 地 

氏  名             印 
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（様式Ⅱ－５） 

 

入札説明書等に関する誓約書 
 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名              印 

 

 

平成 20 年６月３日付で入札公告のありました「川井浄水場再整備事業」の入札に対する

提出書類の一式は、入札説明書、業務要求水準書、基本協定書（案）及び事業契約書（案）

等の入札説明書等に示した条件及び水準等を満たし、又はそれ以上の条件及び水準等であ

ることを誓約します。 
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提案
（様式Ⅲ－１） 

技術提案概要説明書 

 

施設整備に関する提案及び維持管理に関する提案（以下「技術提案」という。）の概

要や特色、セールスポイントについて記載してください。なお、本様式は、応募者の

技術提案の骨子や提案全体のバランス、将来の技術革新における市民還元の提案につ

いての考え方を理解するための資料として用いるため、簡潔にまとめ、分かりやすく

記述してください。 

備考 Ａ３版３ページ以内で具体的に記述してください。 



 

 27

提案
（様式Ⅲ－２） 

関係法令・仕様書リスト 

 

名称法令等に基づく届出、許認可等の手続が必要と想定するものについて、適用を受

ける時期ごと（設計・工事段階、維持管理段階）に区分して○を付けてください。 

 

適用 適用 
関係法令等 設計・ 

工事段階 

維持管理

段階 

関係法令等 設計・ 

工事段階 

維持管理

段階 

水道法   水質汚濁防止法   

建築基準法   大気汚染防止法   

都市計画法   騒音規制法   

河川法   振動規制法   

廃棄物の処理及び清

掃に関する法律 
  悪臭防止法 

  

電気事業法   自然環境保全条例   

労働安全衛生法      

消防法      

 

上記以外に適用される法令等がある場合は、表を加工して同様に記述してください。 

 

備考 Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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提案
（様式Ⅲ－３） 

用地測量計画 

 

測量を実施すると考えている内容について規模等を記載し、合わせて断面図として

測定するラインを平面図上に示してください。 

備考 Ａ３版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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提案
（様式Ⅲ－４） 

地質調査計画 

 

ボーリングを予定している地点について、平面図上に示してください。また、地質

調査で行う試験内容について記載してください。 

備考 Ａ３版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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提案
（様式Ⅲ－５） 

 

地下埋設調査の内容について、下表に概要を示してください。対象範囲については、調査

を行うと想定する対象面積や、深さについて記載してください。 

地下埋設物調査計画 

調査項目 対象範囲 方法 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

備考 Ａ４版１ページ以内に記述してください。 
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提案
（様式Ⅲ－６） 

土壌汚染測定計画 

 

土壌汚染調査を行うと想定する地点を平面図上に示してください。また、調査概要に

ついて記載してください。 

備考 Ａ４版１ページ以内で具体的に記述してください。 
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提案
（様式Ⅲ－７） 

雨水・汚水排水経路計画 

 

場外に排水する項目と水量について、排水位置ごとに記載してください。また、排水

接続位置で計測する項目についても記載してください。 

備考 Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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提案
（様式Ⅲ－８） 

エネルギー有効利用計画 

 

提案を行う浄水施設について、水理計算概要を記載してください。また、水頭エネ

ルギーを有効的に用いていると考える内容については、有効的であると判断した理

由や特徴等を記載してください。必要に応じて、水理計算書を別添資料として添付

してください。 

備考 Ａ４版５ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－９） 

工事工程表 

 

本事業を行うに当たって事前調査・設計から試運転までの工程について、次の項目ごとにバーチャートにて記述してください。該当しない

項目についてはバーチャートを記入せず、また、追加項目が必要な場合は様式を加工して記入してください。 

Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロード可）によりＡ３版横書き２ページ以内で記述してください。 

4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12

ア 調査設計

イ 浄水施設(建築)

ウ 浄水施設(土木構造物)

エ 浄水施設(機械)

オ 排水処理施設(土木構造物)

カ 排水処理施設(建築)

キ 排水処理施設(建築・機械)

ク 配水池(建築)

ケ 配水池(土木構造物)

コ 薬品設備(機械)

サ 場内配管(建築･土木構造物)

シ 電気設備

ス 計装設備

セ 監視制御設備

ソ 外構工事

タ 第1段階撤去工事

チ 第2段階撤去工事

ツ その他工事

テ 試運転

H28年度H21年度 H22年度 H23年度 H24年度　　　　　　　　　　　年度

工種
H25年度 H26年度 H27年度
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（様式Ⅲ－10） 

浄水施設計画（建築構造物） 

 

浄水処理を行う上で必要と考える建築構造物の施設計画について、次の観点から簡潔

に記述してください。動線計画等については、配置図等を基に、具体的に記入してく

ださい。 

 

１ 耐用年数に対して配慮した事項 

２ 耐震性向上について留意した事項 

３ 動線計画、ゾーニングの考え方 

４ 機器の搬出入計画 

 

備考 Ａ３版４ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－11） 

浄水施設計画（土木構造物） 

 

浄水処理を行う上で必要と考える土木構造物の施設計画について、次の観点から簡潔

に記述してください。管理動線計画については、配置図などを基に、具体的に記入し

てください。 

 

１ 耐用年数に対して配慮した事項 

２ 耐震性向上について留意した事項 

３ 管理動線計画（維持管理に配慮した事項を含む。） 

４ 基礎形式 

備考 Ａ３版４ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－12） 

提案を行う浄水施設の建築構造物及び土木構造物について、下表に概要を示してください。 

 

浄水施設主要施設リスト（建築構造物・土木構造物） 

番号 構造物名称 主な用途 仕様 

1 例：膜ろ過棟 膜ろ過施設の上屋 
平屋建：ＲＣ造 Ｗ 40.0×Ｌ 80.0×Ｈ 12.0 ｍ

基礎は配水池として一体構造 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

備考 Ａ４版２ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－13） 

外観計画 

 

提案する新設対象施設について、周辺環境や本事業のイメージアップに配慮した事項

をピーアールすることを目的として、高さや大きさ、配色等がわかるよう鳥瞰図や立

面図を提出してください。 

備考 Ａ３版３ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－14－①） 

浄水施設計画（機械設備） 

 

浄水処理を行う上で必要と考える機械設備計画について、次の観点から簡潔に記述し

てください。なお、容量計算や根拠資料等については、別添資料として添付してくだ

さい。 

 

１ 濁度 30 度以下の原水を 171,000 ㎥/日浄水するために提案される設備概要 

２ 膜交換時の対応方法 

３ 膜損傷検知の考え方 

４ 洗浄方法と留意した事項 

５ 提案する膜について水質向上面での優位性やＰＲ事項 

備考 Ａ４版 10 ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－14－②） 

浄水処理フローシート 

 

提案を行う浄水処理フローシートについて数を参考に記述してください。 

浄水処理フローシートに示す設備名や番号については、主要設備リスト（様式Ⅲ－12、15、21、26）と整合させてください。 

 

備考 Ａ３版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－15） 

提案を行う浄水施設の主要機械設備について、下表に記述してください。このとき、台数

や機器名については、Ⅲ－14－①で記述する設備容量計算と合わせてください。また、番

号についても、浄水処理フローシート（様式Ⅲ－14－②）と合わせてください。 

 

浄水施設主要設備リスト（機械設備） 

番号 機器名称 主寸法 定格 台数 仕様 

101 例：逆洗ポンプ φ○.○○ｍ △△ｋｗ □ ステンレス製 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－16） 

水収支フロー図 

 

水収支フロー図について記述してください。 

水収支フロー図に示す各水量については、水収支計算書（様式Ⅲ－17）に示す最大数値を記述してください。また、各フローでの番号（ ）数値と各施設での番号[ ]数値も水収支計算書（様式Ⅲ－17） 

と合わせてください。 

 

〔例〕 

 

 

備考 Ａ３版１ページ以内で記述してください。なお上記に示す[１]着水井や[２]除濁装置等は要求水準書で規定するものではないため、提案にない施設の場合には削除し、また今回の提案にその他必要な施設がある

場合は別途追加して記述してください。その場合においても水収支計算書との整合をとるようにしてください。

[ 3 ] 凝集混和槽 [ 4 ] 膜ろ過設備 [ 6 ] 配水池[ 1 ] 着水井

(1) 172,800m3/日 (2) (4) (5) (11)

[ 101 ] 排水槽 [ 102 ] 濃縮槽 [ 103 ] 脱水機

[ 104 ] 上澄水槽 [ 105 ] 回収系設備 [ 106 ] 薬品洗浄設備

PACpH調整剤

次亜塩素

(10)
処理水

(9) 物理洗浄水

(105) 薬品洗浄水

(110) 物理洗浄排水

(103) 水質計器

(102) 物理洗浄排水

(106) (111)

(108)

産廃処分

(114)

ケーキホッパ

場外搬出

(112)

原水 配水

(107) 上澄水

[ 2 ] 除濁装置

(3)

[ 5 ] 物理洗浄水槽

(6)

(7) 循環水

(101) 排水

相模湖系

(113) ろ液

(104)
物理洗浄水

(8)

(109) 循環水
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 （様式Ⅲ－17） 

水収支計算書 

 

計算条件に基づき、提案をする施設の月別平均運転時での水収支計算を行ってください。このときの洗浄間隔や膜ろ過流速については、

浄水施設計画（機械設備）（様式Ⅲ－14－①）に示す内容を基本として収支計算を行ってください。ただし、実績やその他条件を勘案ｓ

て設備諸元を浄水施設計画（機械設備）（様式Ⅲ－14－①）と変える場合は、別添資料を添付し備考欄に変更した内容を記載して下さい。 

Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロード可）によりＡ３版横書き２ページ以内で記述してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

種別 番号 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（1） 取水量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800

水温 （℃） 17.8 20.8 25.9 27.0 25.2 19.1 22.5 15.8 15.2 9.0 13.0 11.3

原水濁度 （度） 7.1 1.3 1.4 2.8 1.1 2.1 1.7 0.8 1.0 3.8 0.5 0.8

ｐＨ （－） 7.87 7.83 7.99 7.91 8.08 7.87 7.85 8.17 7.76 7.77 7.76 7.92

SS換算係数 （－） 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

濁度由来流入固形物量 （kgDS/日） 5,889 1,078 1,161 2,322 912 1,742 1,410 664 829 3,152 415 664

[１]着水井 （1） 着水井流入量 （m3/日）

[２]除濁装置 （2） 除濁装置流入量 （m3/日）

(101) 排水量 （m3/日）

排水ロス （％）

[３]凝集混和槽 （3） 凝集混和槽流入量 （m3/日）

ＰＡＣ注入率 （mg/L）

ＰＡＣ注入量 （L/日）

ＰＡＣ由来流入固形物量 （kgDS/日）

[４]膜ろ過設備 (4) 膜ろ過設備流入量 （m3/日）

膜モジュール単位面積 （m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）

膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）

膜モジュール総面積 （m2）

膜ろ過流束 （m/日）

膜ろ過水量 （m3/日）

物理洗浄周期 （時間/回）

物理洗浄回数 （回）

膜ろ過設備流入固形物量 （kgDS/日）

(7) 循環水 （m3/日）

循環率 （％）

(9) 単位膜面積当り物理洗浄水量 （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/日）

(102) 物理洗浄排水量 （m3/日）

膜ろ過設備回収率 （％）

(103) 水質計器排水量 （m3/日）

[５]物理洗浄水槽 (5) 処理水量（膜ろ過設備より） （m3/日）

(8) 物理洗浄水槽流入流量 （m3/日）

[６]配水池 (6) 配水池流入流量 （m3/日）

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/日）

(104) 物理洗浄水量 （m3/日）

(105) 薬品洗浄水量 （m3/日）

(11) 配水量 （m3/日）

[101]排水槽 (101) 排水量 （m3/日）

(102) 物理洗浄排水量 （m3/日）

(103) 水質計器排水量 （m3/日）

(109) 循環水 （m3/日）

循環率 （％）

(110) 物理洗浄排水量 （m3/日）

[102]濃縮槽 (106) 濃縮槽流入量 （m3/日）

濃縮槽流入固形物量 （kgDS/日）

濃縮槽流入濃度 （％）

濃縮槽排泥濃度 （％）

[103]脱水機 (111) 脱水機投入汚泥量 （m3/日）

脱水機投入固形物量 （kgDS/日）

脱水ケーキ含水率 （％）

脱水ケーキ水分量 （m3/日）

(112) 脱水ケーキ発生量 （TON/日）

(113) ろ液 （m3/日）

[104]上澄水槽 (107) 上澄水流入量 （m3/日）

[105]回収系設備 (108) 回収系膜ろ過設備流入量 （m3/日）

膜モジュール単位面積 （m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）

膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）

膜モジュール面積 （m2）

膜ろ過流束 （m/日）

物理洗浄周期 （時間/回）

物理洗浄回数 （回）

回収系設備流入固形物量 （m3/日）

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/日）

(104) 単位膜面積当り物理洗浄水量（回収系） （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/日）

(110) 物理洗浄排水量 （m3/日）

回収系膜ろ過設備回収率 （％）

[106]薬品洗浄設備 (105) 薬品洗浄必要水量 （m3/系列）

薬品洗浄水量 （m3/日）

(114) 薬品洗浄排水量 （m3/日）

回収率 （％）

細目

計算条件
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（様式Ⅲ－18） 

排水処理施設計画（建築構造物･土木構造物） 

 

排水処理を行う上で必要と考える土木・建築構造物の施設計画について、次の観点か

ら簡潔に記述してください。管理動線計画については、配置図などを基に、具体的に

記入してください。 

 

１ 耐用年数に対して配慮した事項 

２ 耐震性向上について配慮した事項 

３ 管理動線計画(維持管理に配慮した事項も含む) 

４ 基礎形式 

 

備考 Ａ３版３ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－19） 

提案を行う排水処理施設の建築構造物及び土木構造物について、下表に概要を示してくだ

さい。 

 

排水処理主要施設リスト（建築構造物・土木構造物） 

番号 構造物名称 主な用途 仕様 

51 例：脱水機室 脱水設備用の建屋 
ＲＣ造 Ｗ 15.0 ｍ×Ｌ 20.0 ｍ×Ｈ 8.0 ｍ 

ＰＨＣ杭基礎 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

備考 Ａ４版１ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－20） 

排水処理施設計画（機械設備） 

 

排水処理を行う上で必要と考える機械設備計画について、次の観点から簡潔に記述し

てください。なお、設備容量計算や根拠資料等については、別添資料として添付して

ください。 

 

１ 排水処理の提案設備概要 

２ 返送水質の安全確保について考慮した事項 

３ 臭気対策 

４ 汚泥の処分方法について考慮した事項 

備考 Ａ４版４ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－21） 

提案を行う排水処理施設の主要機械設備について、下表に記述してください。 

このとき、台数や機器名については、Ⅲ-20 で記述する設備容量計算書と合わせてくださ

い。また、番号については、排水処理フローシート（様式Ⅲ－22）と合わせてください。 

 

排水処理主要設備リスト（機械設備） 

番号 機器名称 主寸法 定格 台数 仕様 

201 例：排水用攪拌機 φ○.○○ｍ △△ｋｗ □ ＳＳ製（エポキシ樹脂塗装） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版２ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－22） 

排水処理フローシート 

 

排水処理施設計画（機械設備）（様式Ⅲ－20）の１に示す設備概要を補完するための排水処理フローシートについて下図を参考にを記述してください。 

また、排水処理フローシートに示す設備名及び番号については、主要設備リスト（様式Ⅲ－12、15、21、26）と整合させてください。 

 

 

備考 Ａ３版２ページ以内で具体的に記述してください。
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（様式Ⅲ－23） 

配水池計画（建築構造物・土木構造物） 

 

新設配水池計画について、次の観点から記述してください。 

 

１ 耐用年数に対して配慮した事項 

２ 耐震性向上に対して配慮した事項 

３ 清掃時等の運用上に考慮した事項 

４ 基礎形式の決定根拠 

５ 上部利用方法 

６ 躯体に併設する施設概要 

備考 Ａ４版５ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－24） 

提案を行う配水池について、下表に概要を示してください。 

 

配水池主要施設リスト（建築構造物・土木構造物） 

番号 名 称 寸法 仕様 

301 例：配水池 ○m×○m×○m ＲＣ造 

302 例：緊急遮断扉 □φ1000×φ1000 ＦＣＤ製 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

備考 Ａ４版１ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－25） 

薬品設備計画（機械設備） 

 

浄水処理及び排水処理を行う上で必要と考える薬品設備について、次の観点から簡潔

に記述してください。なお設備容量計算や根拠資料等については、別添資料として添

付してください。 

 

１ 使用する薬品とその注入率や目的 

２ 貯蔵量の決定や貯蔵槽の規模・特性 

３ 注入方式と予備系列の有無及び制御方法 

４ 注入点までの布設方法とメンテナンス時の対応 

５ 漏洩対策 

 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－26） 

提案を行う主要な薬品設備について、下表に記述してください。このとき、台数や機器名

については、Ⅲ-25 で記述する設備容量計算書と合わせてください。 

また、番号については、浄水処理フローシート（様式Ⅲ－14－②）及び排水処理フローシ

ート（様式Ⅲ－22）に示す番号と合わせてください。 

薬品設備主要設備リスト（機械設備） 

番号 機器名称 主寸法 定格 台数 仕様 

401 例：次亜注入ポンプ φ○.○○ｍ △△ｋＷ □  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版２ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－27） 

薬品洗浄廃液の処分計画 

 

提案する薬品洗浄廃液の処分方法について、配慮した事項を簡潔に記述してくださ

い。 

 

備考 Ａ４版２ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－28） 

場内配管計画（建築構造物・土木構造物） 

 

場内配管計画平面図を作成してください。 

また、本平面図に場内配管主要リスト（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－29）で記

述する管路名称を示してください。 

備考 Ａ３版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－29） 

場内配管計画（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－28）に示す場内配管図を補完するた

めの概要を以下に示してください。 

 

場内配管主要リスト（建築構造物・土木構造物） 

番号 区間 管路名称 材質等 管径 

501 例：原水連絡 膜ろ過流入部 原水管 ＤＩＰ、ＵＦ型 φ1500 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版１ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－30） 

電気設備計画 

 

電気設備（受変電・動力・自家発設備）計画について、次の観点から簡潔に記述して

ください。また単線結線図（受変電～動力設備まで）を作成してください。このとき、

電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31）と番号等を合わせてください。 

なお、設備容量計算や根拠資料等については、別添資料として添付してください。 

 

１ 動力負荷量の概要と配電方法の考え方 

２ 受変電負荷量の概要 

３ 自家発負荷量の概要と仕様 

４ 上記設備の切替計画 

 

備考 単線結線図はＡ３版１ページ以内、その他はＡ４版３ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－31） 

提案を行う電気設備について、下表に記述してください。 

また、番号については、電気設備計画（様式Ⅲ－30）中の単線結線図と合わせてください。 

電気設備主要設備リスト 

番号 機 器 名 称 構 造 形 式 等 配電盤の規格 主要設備の規格 

601 例： 引込受電盤 屋内単位閉鎖形 ＣＷ－○○ ＪＥＭ-○○○○ ＪＥＣ-○○○○ 
ＪＥＣ-○○○○ 

     
 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版２ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－32） 

計装設備計画 

 

計装設備計画について、次の観点から簡潔に記述してください。 

また、計装フローシートを作成してください。このとき、計装設備主要設備リスト（様

式Ⅲ－34）と番号等を合わせてください。なお、非常時の考え方の概要について記述

する場合には、計装における非常時の考え方（様式Ⅲ－36）と整合して内容を記述し

てください。 

 

１ 原水水質の計装概要 

２ 浄水処理における計装概要 

３ 排水処理における計装概要 

 

備考 計装フローシートはＡ３版２ページ以内、その他はＡ４版３ページ以内で具体的に記

述してください。 
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（様式Ⅲ－33） 

監視制御設備計画 

 

監視・制御設備計画について、中央監視での対策を含め次の観点から簡潔に記述して

ください。また、システム構成図を作成してください。このとき、監視制御設備主要

設備リスト（様式Ⅲ－35）と番号等を合わせてください。 

 

１ 浄水処理における監視、制御概要 

２ 排水処理における監視、制御概要 

３ 連続監視を行う項目と、市側への伝送項目 

 

備考 システム構成図はＡ３版２ページ以内、その他はＡ４版４ページ以内及びで記述して

ください。 
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（様式Ⅲ－34） 

提案を行う計装設備について、主要なものを下表に記述してください。 

また、番号については、計装設備計画（様式Ⅲ－32）における計装フローシートと合わせ

てください。 

 

計装設備主要設備リスト 

番号 機 器 名 称 型 式 使用目的 測定スパン 測定頻度 

701 
例：配水池流量計 

（瞬時）（積算） 

電 磁 式 Φ

1500 
配水量の確認 0～○○○m3/ｈ 常時 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－35） 

提案を行う監視制御設備について、主要なものを下表に示してください。 

また、番号については監視制御整備計画（様式Ⅲ－33）と合わせてください。 

 

監視制御設備主要設備リスト 

番号 機 器 名 称 監視方式 入出力点数 速  度 備  考 

801 例：監視制御装置 ○台 
ＣＲＴ方式 

（液晶パネル）

最大ＡＩＯ ○点

最大ＤＩＯ ○点

最大ＰＩＯ  ○点

ＬＡＮ 

○ 

Ｍｂ／Ｓ

記憶装置 

日報 370 日 

月報 120 か月 

年報 10 年 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版２ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－36） 

計装における非常時の考え方 

 

提案する計装設備の非常時の場合の設計思想について、次の観点から簡潔に記述して

ください。 

 

１ 異常監視方法や異常発生時の対応方法 

２ システムの信頼性 

３ 故障時の連絡体制 

 

備考 Ａ４版４ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－37） 

場内整備計画 

 

管理対象となる場内整備計画について、次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 場内動線計画と道路計画概要 

２ 植栽計画 

３ 手摺、フェンス等の設置計画 

４ ヒートアイランド対策について配慮した事項 

 

備考 Ａ３版２ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－38） 

提案を行う場内整備計画について、主要な工種を下表に示してください。 

 

場内整備附帯施設主要施設リスト 

番

号 
工種 概略数量 備考 

901 例：張芝 ○ｍ 2  

902 例：植栽   

903 例：フェンス  ステンレス製 Ｈ＝2.0 ｍ 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

備考 Ａ４版１ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－39） 

植樹地率計算書 

 

緑地計画 

事業者側管理範囲における緑地計画の考え方を記述してください。 

なお、樹木による緑地面積の算出に当たっては、下記の基準により行ってください。 

また全体平面図に緑地計画を分かりやすく示してください。 

 

分類 樹高（植裁時） 植栽密度 緑化面積 

低木 1.0 ｍ未満 4 本／ｍ 2 0.25 ｍ 2／本 

中木 1.0 ｍ以上 3.0 ｍ未満 1 本／ｍ 2 1.0 ｍ 2／本 

高木 3.0 ｍ以上 0.25 本／ｍ 2 4.0 ｍ 2／本 

 

 

 

 

 

 

植樹地率計算 

事業者側管理範囲区域における植樹地率を計算してください。 

  敷地面積 植樹地面積（内樹木部面積） 

新設施設区域       ㎡      ㎡（      ㎡） 

植樹地率       ％ 

 

 

 

 

備考 Ａ３版２ページで具体的に記述してください。  
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（様式Ⅲ－40） 

環境面への配慮 

 

提案を行う浄水場施設整備業務や浄水場施設維持管理業務において、温暖化防止対策

や資源の有効利用等の環境面に配慮した内容を記述してください。なお、省エネルギ

ー設計の根拠資料等については、別添資料として添付してください。 

備考 Ａ４版２ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－41） 

撤去設計計画 

 

撤去を行う施設について、次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 撤去施設名と撤去する深さや撤去工事概要（対象範囲も含む） 

２ 撤去に伴う仮設工事の有無と仮設概要配管 

 

 

備考 Ａ４版４ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－42） 

提案を行う撤去施設について、構造物名称とその撤去時期を下表に記述してください。撤

去時期については、工事工程表（様式Ⅲ－９）と合わせてください。 

 

主要撤去施設リスト 

撤去時期 撤去施設名称 撤去方法 

第１段階 

Ｈ○年△月 
旧緩速ろ過池（２号） 圧砕機による取壊 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

備考 Ａ４版１ページ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－43） 

撤去工事における環境配慮 

 

撤去工事における環境負荷などの配慮について、次の観点から簡潔に記述してくださ

い。 

 

１ 周辺への配慮事項 

２ 廃棄物のリサイクル 

 

備考 Ａ４版２ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－44） 

既存施設と新設施設の関連工事計画 

 

既設浄水場の運転を行いながら新設対象施設の建設工事を行う上で留意した事項を

簡潔に記述してください。 

備考 Ａ４版２ページ以内で記述してください。 



 

 71

（様式Ⅲ－45） 

工事監理計画 

 

工事監理を行う者の業種と総括者の業務を簡潔に記述してください。 

また、本工事での工事監理を行う上で重要と考える事項を記載してください。 

備考 Ａ４版２ページ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－46） 

試運転調整期間における排水計画 

 

試運転調整を行う上で必要となる各工程のトータル排水量と、時間当たりの想定排水

量を記述してください。 

備考 Ａ４版１ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－47） 

工事に伴う周辺への配慮 

 

提案を行う工事を実施するに当たり、周辺環境において調査すべき事項とその内容に

ついて下表に記述してください。 

 

調査項目 実施時期 対象範囲 概要 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

     

備考 Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。 



 

 74

（様式Ⅲ－48） 

運転管理業務（運転管理計画） 

 

本施設の運転における概要を、次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 第三者委託として運転管理を行う上で留意した点 

２ 提案する受託水道業務技術管理者の選定方法 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 



 

 75

（様式Ⅲ－49） 

運転管理業務（運転管理体制） 

 

運転管理体制（人数を含む。）と責任範囲を図示し、各運転管理員の主な業務項目と

作業内容及び取得資格人数と資格種類について、下表に示す組織表を参考に記載して

ください。 

 

運転管理体制（例） 

職名 勤務時間 人数 
法的資格者 

の名称 
配置場所 契約状態 

受託水道業務

技術管理者 

8：30～17：15 まで 

8 時間勤務 
１人   直営 

副総括責任者 

（副所長） 

8：30～17：15 まで 

8 時間勤務 
１人   直営 

運転管理 

責任者 

8：30～17：15 まで 

8 時間勤務 
１人 水道技術管理者  

再委託 

再委託企業Ａ 

運転管理 

副責任者 

8：30～17：15 まで 

８時間勤務 
１人 

第３種電気主任

技術者 
 

再委託 

再委託企業Ａ 

運転員 
（3人班）×5班 

ローテーション 
15 人   

再委託 

再委託企業Ａ 

 １勤 
8：30～17：15 まで 

８時間勤務 

班数 

13 人 
  

再委託 

再委託企業Ａ 

内訳 ２勤 
16：45～1：00 まで 

８時間勤務 

班数 

13 人 
  

再委託 

再委託企業Ａ 

 ３勤 
0：45～8：45 まで 

８時間勤務 

班数 

13 人 
  

再委託 

再委託企業Ａ 

事務員 
8：30～17：15 まで 

８時間勤務 
１人   

再委託 

再委託企業Ａ 

（注）土日、祝日は運転員の監視業務のみ行います。 

 

 

業務内容(例) 

名称 業務内容 

受託水道業務技術管理者 事業統括、窓口 

副総括責任者 総括責任代行 

運転管理責任者 
施設運転管理の総括等、ＳＰＣとの連絡報告業務、中央監視・巡回点

検・運転管理業務全般 

運転管理副責任者 運転管理責任者代行、中央監視・巡回点検・運転管理業務全般 

日勤者 監視、設備機器点検、水質管理データの記録 

運転員 

夜勤者 監視、データの記録等 

事務員 管理記録業務、購買請求業務、安全衛生業務 
 

備考 Ａ３版５ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－50） 

運転管理業務（浄水施設） 

 

提案を行う浄水施設について、運転管理上の留意した点や配慮した事項について簡潔

に記載してください。 

備考 Ａ４版４ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－51） 

運転管理業務（水量管理） 

 

提案を行う施設の運転を行う上で、水量管理を図る上から留意した点や配慮した事項

について簡潔に記載してください。 

備考 Ａ４版４ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－52） 

管理目標値の明確化 

 

提案を行う浄水処理の各工程の適正な管理目標値等について、留意した事項を簡潔に

記述してください。 

また、浄水処理の各工程において設定する管理目標値と想定運転値について、計装設

備主要設備リスト（様式Ⅲ－34）の番号と合わせて記述してください。 

 

番号 機器名称 
管理 

目標値 
想定運転値 設定値範囲外を計測した場合の対応 

例：

701 

配水池流量計 

（瞬時）（積算） 

111m3/min 

～119 m3/min 

111m3/min 

～119 m3/min

過流量の場合は、管の破断等の恐れがある

ため市に報告し、配水池流出バルブを閉め

１池停止する。 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

      

備考 Ａ４版４ページ以内で記述してください。
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（様式Ⅲ－53－①） 

時間別最大濁度発生時シミュレ－ション（浄水処理） 
・ 様式Ⅲ－12、15、24、26 で設定した施設・設備を用いて、下記に示す時間別最大濁度発生時シミュレ－ションを作成してください。 
・ 最大固形物発生量は事業者の提案による設定値により、シミュレ－ションを作成してください。 
・ 数値については小数点以下第２位を四捨五入してください。 
・ Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロ－ド可）によりＡ３横書き１ページ以内とし、該当しない項目には記入せず、追記を必要とする場合は表を加工してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 番号 1h 2h 3h 4h 5h 6h 7h 8h 9h 10h ・・・ 35h 36h 37h 38h 39h 40h 41h 42h 43h 44h 45h 46h 47h 48h

（1） 取水量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 ・・・ 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

水温 （℃） 18.2 18.1 18.0 18.0 17.9 17.9 17.8 17.8 17.9 17.9 ・・・ 18.1 18.2 18.3 18.3 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.3

原水濁度 （度） 9.8 12.2 15.0 22.5 28.5 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 ・・・ 29.5 27.7 26.6 25.7 24.6 24.2 23.5 22.3 21.7 21.3 20.9 20.7 20.4 19.7

ｐＨ （－） 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.3 7.3 ・・・ 7.6 7.6 7.6 7.7 7.7 7.7 7.6 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7

SS換算係数 （－） 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 ・・・ 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

濁度由来流入固形物量 （kgDS/時） 339 422 518 778 985 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 ・・・ 1,020 957 919 888 850 836 812 771 750 736 722 715 705 681

[１]着水井 （1） 着水井流入量 （m3/時）

[２]除濁装置 （2） 除濁装置流入量 （m3/時）

(101) 排水量 （m3/時）

排水ロス （％）

[３]凝集混和槽 （3） 凝集混和槽流入量 （m3/時）

ＰＡＣ注入率 （mg/L）

ＰＡＣ注入量 （L/時）

ＰＡＣ由来流入固形物量 （kgDS/時）

[４]膜ろ過設備 (4) 膜ろ過設備流入量 （m3/時）

膜モジュール単位面積 （m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）

膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）

膜モジュール総面積 （m2）

膜ろ過流束 （m/時）

膜ろ過水量 （m3/時）

物理洗浄周期 （時間/回）

物理洗浄回数 （回）

膜ろ過設備流入固形物量 （kgDS/時）

(7) 循環水 （m3/時）

循環率 （％）

(9) 単位膜面積当り物理洗浄水量 （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/時）

(102) 物理洗浄排水量 （m3/時）

膜ろ過設備回収率 （％）

(103) 水質計器排水量 （m3/時）

[５]物理洗浄水槽 (5) 処理水量（膜ろ過設備より） （m3/時）

(8) 物理洗浄水槽流入流量 （m3/時）

[６]配水池 (6) 配水池流入流量 （m3/時）

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/時）

(104) 物理洗浄水量 （m3/時）

(105) 薬品洗浄水量 （m3/時）

(11) 配水量 （m3/時）

細目

計算条件
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（様式Ⅲ－53－②） 

時間別最大濁度発生時シミュレ－ション（排水処理） 

・ 様式Ⅲ－19、21、26 で設定した施設・設備を用いて、下記に示す時間別最大濁度発生時シミュレ－ションを作成してください。 
・ 最大時の固形物発生量は事業者の提案による設定値により、シミュレ－ションを作成してください。 
・ 汚泥の含水率は、事業者が提案により設定してください。 
・ 数値については小数点以下第２位を四捨五入してください。 
・ Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロ－ド可）によりＡ３横書き１ページ以内とし、該当しない項目には記入せず、追記を必要とする場合は表を加工してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 番号 1h 2h 3h 4h 5h 6h 7h 8h 9h 10h ・・・ 35h 36h 37h 38h 39h 40h 41h 42h 43h 44h 45h 46h 47h 48h

（1） 取水量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 ・・・ 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

水温 （℃） 18.2 18.1 18.0 18.0 17.9 17.9 17.8 17.8 17.9 17.9 ・・・ 18.1 18.2 18.3 18.3 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.3

原水濁度 （度） 9.8 12.2 15.0 22.5 28.5 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 ・・・ 29.5 27.7 26.6 25.7 24.6 24.2 23.5 22.3 21.7 21.3 20.9 20.7 20.4 19.7

ｐＨ （－） 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.3 7.3 ・・・ 7.6 7.6 7.6 7.7 7.7 7.7 7.6 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7

SS換算係数 （－） 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 ・・・ 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

濁度由来流入固形物量 （kgDS/時） 339 422 518 778 985 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 ・・・ 1,020 957 919 888 850 836 812 771 750 736 722 715 705 681

[101]排水槽 (101) 排水量 （m3/時）

(102) 物理洗浄排水量 （m3/時）

(103) 水質計器排水量 （m3/時）

(109) 循環水 （m3/時）

循環率 （％）

(110) 物理洗浄排水量 （m3/時）

[102]濃縮槽 (106) 濃縮槽流入量 （m
3
/時）

濃縮槽流入固形物量 （kgDS/時）

濃縮槽流入濃度 （％）

濃縮槽排泥濃度 （％）

[103]脱水機 (111) 脱水機投入汚泥量 （m3/時）

脱水機投入固形物量 （kgDS/時）

脱水ケーキ含水率 （％）

脱水ケーキ水分量 （m3/時）

(112) 脱水ケーキ発生量 （TON/時）

(113) ろ液 （m3/時）

[104]上澄水槽 (107) 上澄水流入量 （m3/時）

[105]回収系設備 (108) 回収系膜ろ過設備流入量 （m3/時）

膜モジュール単位面積 （m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）

膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）

膜モジュール面積 （m2）

膜ろ過流束 （m/時）

物理洗浄周期 （時間/回）

物理洗浄回数 （回）

回収系設備流入固形物量 （m
3
/時）

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/時）

(104) 単位膜面積当り物理洗浄水量（回収系） （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/時）

(110) 物理洗浄排水量 （m3/時）

回収系膜ろ過設備回収率 （％）

[106]薬品洗浄設備 (105) 薬品洗浄必要水量 （m3/系列）

薬品洗浄水量 （m3/時）

(114) 薬品洗浄排水量 （m3/時）

回収率 （％）

細目

計算条件
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（様式Ⅲ－54） 

運転管理業務（配水池） 

 

提案を行う配水池について、運転管理上の留意した点や配慮した事項について簡潔に

記載してください。 

備考 Ａ４版４ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－55） 

運転管理業務(排水処理施設) 

 

提案を行う排水処理施設について、運転管理上の留意した点や配慮した事項について

簡潔に記載してください。 

備考 Ａ４版４ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－56） 

運転管理業務（薬品設備） 

 

提案を行う薬品設備の管理における留意した点について、次の観点から簡潔に記述し

てください。 

 

１ 薬品別使用量と搬入計画 

２ 貯蔵槽の管理 

３ 注入機の管理 

備考 Ａ４版４ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－57） 

運転管理業務（場外系施設） 

 

提案する場外系施設の監視について、運転管理上の対応を簡潔に記載してください。 

備考 Ａ４版４ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－58－①） 

脱水汚泥有効利用の記載内容  

 

脱水汚泥再生利用計画書（様式Ⅲ－58－②）及び受入表明書（様式Ⅲ－58－③）は次の

記述要領に従って記入してください。 

 

脱水汚泥再生利用計画書（様式Ⅲ－58－②） 

 

１ 再生利用番号 

受入先が複数ある場合は複写し記述してください。 

また、提出していただく資料には再生利用番号を付けて添付してください。 

２ 再生品の用途 

セメント等の用途を記述してください。 

３ 受入可能量 

再生利用先と交わされる契約で設定する脱水汚泥受入量について、運営初年度分を記述してくだ

さい。脱水汚泥量は乾燥重量（t－Ds）で記述してください。 

４ 受入先の脱水汚泥含水率・形態 

∙  受入先の含水率を記述してください。 

∙  形態：脱水汚泥が産業廃棄物又は有価物のいずれかを選んでください。 

∙  産業廃棄物の場合は受入先に処分業の許可書あり・申請中・申請予定のいずれかを選んでくだ

さい。 

・許可書のある場合は、写しを添付し記入欄に資料番号を記入してください。 

５ 受入先（再生利用会社名等）計画 

受入先が分かるよう会社名・所在地・連絡先を記述してください。会社名については受入表明書

（様式Ⅲ－58－③）で受入表明を添付してください。 

６ 受入先（再生利用会社等）の実績・市場規模 

∙ 直近３年間の建設発生土、上下水道汚泥等の再生利用に実績がある場合は記述してください。 

∙ 再生利用の市場規模を記述してください。市場規模が不明な場は、空欄としてください。 

７ 脱水汚泥が再生利用となるまでの運搬経路 

脱水汚泥が再生利用されるまでの最終処分先（再生工場等）までの運搬経路を例にならって記述

してください。 

運搬経路には運搬機種（例えばダンプトラック 10t 車等）、運搬先の名称、運搬先の住所、運搬

距離を記述してください。施設名称等は脱水汚泥利用計画書（様式Ⅲ－58－②）で用いた表記番号

で記述してください。 

８ 加工工程 

脱水汚泥が再生利用されるまでの全ての加工工程（中間処理を含む。）を主要設備とともに記述

してください。 

パンフレット等に記述されている場合は［資料番号と紹介資料参照］と記述してください。 

 

受入表明書（様式Ⅲ－58－③） 

脱水汚泥の再生利用に対して、受入先（再生利用会社）の受入表明書等が取り交わされている場合

は、次の４点を記述した受入表明書を作成してください。 

∙ 企業名 

∙ 受入脱水汚泥量（t－Ds/年） 

∙ 再生利用方法 

∙ 受入条件（受入れるための契約条件、含水率や脱水汚泥の発生量変動時にそれをカバ－しうる

受入変動許容量等があれば記述してください。） 

 

書式変更: インデント : ぶら下
げインデント :  3.36 字, 箇
条書き + レベル : 2 + 整列 : 
21 pt + タブ :  33 pt + イ
ンデント :  33 pt
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（様式Ⅲ－58－②） 

脱水汚泥再生利用計画書 

 

脱水汚泥再生利用計画と受入先概要（再生利用会社等）とを記述要領に従って最終の

受入先ごとに記述し、右上に再生利用番号を付してください。 

 

再生利用番号 № 

①再生品の用途  

②受入可能量 （    ）t－Ds／年 

③含 水 率 （    ）％   受入先脱水汚泥含水率 

有価物 or 産業廃棄物注 1） 

受

入

条

件 ④形 態 受入先は処分業の許可書有り or 申請中 or 申請予定 

企業（組織）名  

所在地  

連絡先  
⑤脱水汚泥受入先 

資料番号      別添資料等の資料番号を記入してください。 

実 績 

記述例 

・平成○年○月より○○県○○局より下水道汚泥を年間○○○○㎥受入れセメント

原料として再生利用している。 
⑥受入先の

実績等 

市場規模 
記述例 

県内のセメント需要の約○○％を販売している。 

運搬経路

運搬先 

排水処理場内貯留ホッパ－

排水処理施設 

保管場所 

表記番号 

中間処理工場 

表記番号 

再生工場 

表記番号  

住 所 
  県

 市 

 県

 市 

 県

 市 

⑦再生利用

されるまで

の運搬経路 

 

 運搬機種 

輸送距離 

例）ダンプトラック  t 

 km

 t 

 km

 t 

 km 

⑧加工工程 

 

(注）記載ができない項目

（例として加工を行わな

い等）については、空欄

としてください。 

 

 



 

87 

（様式Ⅲ－58－③） 

記述例 

 

 代表企業名       殿 

受入会社名          印 

 

 

 

受 入 表 明 書 

 

川井浄水場再整備事業の実施に伴い、川井浄水場より搬出される脱水汚泥を受入れること

を表明します。 

 

 

受入量                 t－Ds/年 

 

 

再生利用方法                  

 

 

 

受入条件 

(受入変動許容量)                
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（様式Ⅲ－59） 

脱水汚泥再生利用フロ－図 

 

・ 排水処理施設内の脱水汚泥貯留設備から再生利用するまでの各工程を記述例のよ

うに示してください。施設番号及び工場番号は受入表明（様式Ⅲ－58－③）で用い

た表記番号で記述してください。 

 

・ 各工程の脱水汚泥の計測項目と計測方法を記述してください。また、市が再生利用

量を確認するための方法（マニフェスト等）を記述してください。 

 

 

 

 

 

 

備考 Ａ３版１ペ－ジで記述してください。 

排水処理場内 再生品の用途 保管場所
(必要な場合のみ記入)

再生利用先中間処理工場
(必要な場合のみ記入)

例)園芸用土

施設番号 工場番号 工場番号

搬入量

例)
台貫車に
よる計測

搬出量

例)
台貫車に
よる計測

搬入量

例)
台貫車に
よる計測

搬出量

例)
計量器付
き貯留
ホッパー

取引量

例)
台貫車に
よる計測

県の確認
方法

例)
マニフェ
スト

計測項目

計測方法

工場番号

例)セメント

計測項目

計測方法

施設番号 工場番号 工場番号

例)軽量骨材

取引量

例)
場外搬出
量にて確
認

県の確認
方法

例)
受入証明
書

搬入量

例)
台貫車に
よる計測

搬出量

例)
台貫車に
よる計測

搬入量

例)
台貫車に
よる計測

搬出量

例)
計量器付
き貯留
ホッパー

取引量

例)
台貫車に
よる計測

県の確認
方法

例)
マニフェ
スト

計測項目

計測方法

計測項目

計測方法

貯留ホッパー

場外
搬出量

計量器付
き貯留
ホッパー
にて計測
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（様式Ⅲ－60） 

脱水汚泥保管計画書 

 

・再生利用用途とその計測方法に基づき、保管を計画している場合は脱水汚泥の保管計画を記述してください。 

脱水汚泥保管計画（単位：t－Ds/月） 

保管場所 最大保管量 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

保管量（t－ds/月）  

 

管理方法 

保管量（t－ds/月）  

 

管理方法 

保管量（t－ds/月）  

 

管理方法 

保管量（t－ds/月）  

 

管理方法 

 保管量合計（t－ds/月）  

（注１）表中の数値は整数止めとし、小数点以下第１位を四捨五入してください。 

（注２）保管場所の欄には、所在地、施設名称等を記述してください。 

（注３）場外保管場所については、それぞれの保管場所の周辺地図（1／1500 程度）に資料番号を記入して添付してください。ただし、施設

の固有名称が分かる場合には、固有名称を消去し、様式Ⅲ－58－②の表記番号を示してください。 

（注４）記入欄が不足する場合は表を加工してください。（場内及び場外保管場所ともに記述してください。） 
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（様式Ⅲ－61－①） 

エネルギー使用量計算書（１／２） 

様式Ⅲ－17 で示すシミュレーションに対して、必要と考える設備稼働時間や、負荷率を記述して頂き、設備の運転動力を示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）浄水施設主要設備リスト(機械設備)（様式Ⅲ-15）、排水処理施設主要設備リスト(機械設備)（様式Ⅲ－21）、配水池主要施設リスト(建築構造物・土木構造物)（様式Ⅲ－24）、薬品設備主要設備リスト（様

式Ⅲ－26）、電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31）、計装設備主要設備リスト（様式Ⅲ－34）、監視制御主要設備リスト（様式Ⅲ－35）、場内整備附帯施設主要設備リスト（様式Ⅲ－38）に基づき、主要設

備の電力使用量を算出してください。 

（注２）項目が足りない場合、必要に応じて追加してください。 

（注３）Microsoft 社製 Excel 版で作成し、Ａ３版３ペ－ジ以内で提出してください。 

（注４）力率は単機容量に含めてください。 

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

101 例：原水ポンプ 37 10 370 8 296 24 20 1,420.8 8 296 24 25 1,776.0 8 296 24 30 2,131.2 8 296 24 35 2,486.4 8 296 24 40 2,841.6

計

番号
設置
容量
kW

5月 6月4月

施設 機器名称
設置
台数

7月 8月
単機
容量
kW

浄水施設設
備

薬品設備

事業者用管
理棟設備

排水処理施
設設備

電気設備

計装設備

監視制御設
備

附帯施設設
備
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（様式Ⅲ－61－②） 

エネルギー使用量計算書（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）浄水施設主要設備リスト(機械設備)（様式Ⅲ-15）、排水処理施設主要設備リスト(機械設備)（様式Ⅲ－21）、配水池主要施設リスト(建築構造物・土木構造物)（様式Ⅲ－24）、薬品設備主要設備リスト（様

式Ⅲ－26）、電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31）、計装設備主要設備リスト（様式Ⅲ－34）、監視制御主要設備リスト（様式Ⅲ－35）、場内整備附帯施設主要設備リスト（様式Ⅲ－38）に基づき、主要設

備の電力使用量を算出してください。 

（注２）項目が足りない場合、必要に応じて追加してください。 

（注３）Microsoft 社製 Excel 版で作成し、Ａ３版３ペ－ジ以内で提出してください。 

（注４）力率は単機容量に含めてください。 

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時間
ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

7 259 24 45 2,797.2 8 296 24 20 1,420.8 8 296 24 25 1,776.0 8 296 24 30 2,131.2 8 296 24 35 2,486.4 8 296 24 40 2,841.6 7 259 24 45 2,797.2

3月11月 12月 1月 2月

備考

9月 10月
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（様式Ⅲ－62） 

運転管理の考え方（教育計画） 

 

運転管理業務（運転管理体制）（様式Ⅲ－49）を基に、運転員の教育計画について、

次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 教育方法 

２ 運転員変更時の留意点 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。
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（様式Ⅲ－63－①） 

年度別維持管理計画表（１／４）                                                                                       
維持管理の考え方に沿って行う維持管理・運営業務に係る費用について記入してください。 

・ Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロ－ド可）によりＡ３版８ペ－ジ以内で提出してください。行が不足する場合は表を加工してください。 

・ 名称に示す内訳項目は、様式Ⅲ－65－①、65－②、67－①、67－②、69－①、69－②、71－①、71－②、73－①、73－②、29、38 に記した対象箇所（名称）と合わせて記述してください。 

・ 維持管理期間は第１四半期（４～６月）を「第１」、第２四半期（７～９月）を「第２」、第３四半期（10～12 月）を「第３」、第４四半期（１～３月）を「第４」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位（千円） 

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
工種 - - - - - - - - - - - - - - - -

上記費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

工種
上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
工種

上記費用
合計

その他必要な附帯
施設

場内整備附帯施設主要
施設リスト

場内配管 場内配管主要リスト

計装設備

計装設備主要設備リスト

監視制御主要設備リスト

電気設備 電気設備主要設備リスト

排水処理施設

排水処理主要施設リスト
（建築・土木構造物）

排水処理主要施設リスト
（機械設備）

事業者用管理棟
浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

薬品設備 薬品設備主要設備リスト

配水池
配水池及び主要設備リス
ト

浄水施設

浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

1 膜ろ過棟

浄水施設主要設備リスト
（機械設備）

維持管理費用
上段：工種
下段：金額

維持管理期間
1年目 2年目 3年目 4年目

様式Ⅳ-8
分類

区分 番号 名称
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（様式Ⅲ－63－②） 

年度別維持管理計画表（２／４）                                                                                        
維持管理の考え方に沿って行う維持管理・運営業務に係る費用について記入してください。 

・ Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロ－ド可）により A３版８ペ－ジ以内で提出してください。行が不足する場合は表を加工してください。 

・ 名称に示す内訳項目は、様式Ⅲ－65－①、65－②、67－①、67－②、69－①、69－②、71－①、71－②、73－①、73－②、29、38 に記した対象箇所（名称）と合わせて記述してください。 

・ 維持管理期間は第１四半期（４～６月）を「第１」、第２四半期（７～９月）を「第２」、第３四半期（10～12 月）を「第３」、第４四半期（１～３月）を「第４」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

単位（千円） 

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
- 屋根修繕 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

0 3,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理期間
5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目
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（様式Ⅲ－63－③） 

年度別維持管理計画表（３／４）                                                                                        
維持管理の考え方に沿って行う維持管理・運営業務に係る費用について記入してください。 

・ Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロ－ド可）によりＡ３版８ページ以内で提出してください。行が不足する場合は表を加工してください。 

・ 名称に示す内訳項目は、様式Ⅲ－65－①、65－②、67－①、67－②、69－①、69－②、71－①、71－②、73－①、73－②、29、38 に記した対象箇所（名称）と合わせて記述してください。 

・ 維持管理期間は第１四半期（４～６月）を「第１」、第２四半期（７～９月）を「第２」、第３四半期（10～12 月）を「第３」、第４四半期（１～３月）を「第４」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

単位（千円） 

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理期間
11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目
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（様式Ⅲ－63－④） 

年度別維持管理計画表（４／４）                                                                                        
維持管理の考え方に沿って行う維持管理・運営業務に係る費用について記入してください。 

・ Microsoft 社製 Excel（ホームページよりファイルのダウンロ－ド可）によりＡ３版８ページ以内で提出してください。行が不足する場合は表を加工してください。 

・ 名称に示す内訳項目は、様式Ⅲ－65－①、65－②、67－①、67－②、69－①、69－②、71－①、71－②、73－①、73－②、29、38 に記した対象箇所（名称）と合わせて記述してください。 

・ 維持管理期間は第１四半期（４～６月）を「第１」、第２四半期（７～９月）を「第２」、第３四半期（10～12 月）を「第３」、第４四半期（１～３月）を「第４」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位（千円） 

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
- - - - - - - - - - - - - 屋根修繕 - -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,000 0 0 6,000

維持管理期間

合計17年目 18年目 19年目 20年目
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（様式Ⅲ－64） 

保全管理業務（建築構造物・土木構造物） 

 

浄水施設主要施設リスト（建築・土木構造物）（様式Ⅲ－12）、排水処理施設主要施設

リスト（建築構造物・土木構造物）（様式Ⅲ－19）に基づく建築構造物・土木構造物

の保全管理について、次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 初期機能を維持するために行う保守管理 

２ セルフモニタリング 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－65－①） 

建築物、コンクリ－ト構造物及びそれらの付属設備に対する日常点検の項目、内容、箇所を

記入してください。 

点検リスト（建築構造物・土木構造物） 

対象施設 番号 構造物名称 点検項目 方法 頻度 

例：浄水施設 1 膜ろ過棟 躯体の亀裂 現場作業員による目視点検 １回／１年 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版１ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－65－②） 

建築物、コンクリ－ト構造物及びそれらの付属設備に対する、保守管理上、修繕、更新を行

う箇所を記入してください。 

頻度については、修繕を行う間隔を記入してください。 

修繕リスト（建築構造物・土木構造物） 

番号 構造物名称 対象箇所 修繕項目 頻度 修繕内容 

51 例：脱水機室 外壁 亀裂 １回/年 業者による施工 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版１ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－66） 

保全管理業務（機械設備） 

 

浄水施設主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－15）、排水処理主要設備リスト（機

械設備）（様式Ⅲ－21）、薬品設備計画（機械設備）（様式Ⅲ－26）に基づく機械設備

の保全管理について、次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 初期性能を維持するために行う保守内容 

２ セルフモニタリング 

３ 膜ろ過設備の更新内容と時期 

４ 将来における汎用性の高い膜モジュ－ルとの整合について 

５ 将来更新を行うと想定する設備について、コスト縮減に向けた取組みや市に対

するコスト低減提案などのＰＲ事項 

 

備考 Ａ４版４ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－67－①） 

機械設備における日常点検の項目、内容、箇所等を記入してください。 

浄水施設主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－15）、排水処理主要設備リスト（機械設備）

（様式Ⅲ－21）、薬品設備主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－26）で作成した主要設備

リストに記述された設備を対象とし、名称及び番号を整合させてください。 

点検リスト（機械設備） 

番号 対象施設 機器名称 点検項目 方法 頻度 

例：

101 
浄水施設 逆洗ポンプ 減速部の軸・軸受け メ－カによる点検 １回／年 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－67－②） 

機械設備の保守管理上、修繕、更新を行う箇所を記入してください。 

浄水施設主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－15）、排水処理主要設備リスト（機械設備）

（様式Ⅲ－21）、薬品設備主要設備リスト（機械設備）（様式Ⅲ－26）で作成した主要設備

リストに記述された設備を対象とし、名称及び番号を整合させてください。 

頻度については、部品交換の頻度について記入してください。 

修繕リスト(機械設備) 

番号 対象施設 機器名称 修繕項目 頻度 修繕内容 

例 ： 10

○ 
浄水施設 主系膜ろ過装置 膜ろ過装置交換 １回／5年

メーカーによる

交換 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版４ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－68） 

保全管理業務（電気設備） 

 

電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31）に基づく電気設備の保全管理について、次の

観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 初期性能を維持するために行う保守内容 

２ セルフモニタリング 

３ 電気設備の更新内容と時期 

４ 将来更新を行うと想定する設備について、コスト縮減に向けた取組みや市に対

するコスト低減提案などのＰＲ事項 

 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－69－①） 

電気設備に対する日常点検の項目、内容、箇所等を記入してください。 

電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31）で作成した主要設備リストに記述された設備を対象

とし、名称及び番号を整合させてください。 

点検リスト（電気設備） 

番号 対象箇所 機器名称 点検項目 方法 頻度 

例 ： 60

○ 
受変電設備 変圧器 

保護装置の配線、接続部

の状況 

メーカーによる 

点検 
１回／１年 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－69－②） 

電気設備について、保守管理上、修繕、更新を行う箇所を記入してください。 

電気設備主要設備リスト（様式Ⅲ－31）で作成した主要設備リストに記述された設備を対象

とし、名称及び番号を整合させてください。 

頻度については、部品交換の頻度を記入してください。 

修繕リスト（電気設備） 

番号 対象箇所 機器名称 修繕項目 頻度 修繕内容 

例 ： 60

○ 
受変電設備 変圧器 コンデンサ 1 回／10 年

メーカーによる 

交換 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－70） 

保全管理業務（計装設備） 

 

計装設備主要設備リスト（様式Ⅲ－34）に基づく計装設備の保全管理について、次の

観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 初期性能を維持するために行う保守内容 

２ セルフモニタリング 

３ 計装設備の更新内容と時期 

４ 将来更新を行うと想定する設備について、コスト縮減に向けた取組みや市に対

するコスト低減提案などのＰＲ事項 

 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。 



 

 
107

（様式Ⅲ－71－①） 

計装設備に対する日常点検の項目、内容、箇所等について記述してください。 

計装設備主要設備リスト（様式Ⅲ－34）で作成した主要設備リストに記述された設備を対象

とし、名称及び番号を整合させてください。 

点検リスト（計装設備） 

番号 対象箇所 機器名称 点検項目 方法 頻度 

例 ： 70

○ 
配水池 電磁流量計 ゼロ点校正 

メーカーによる 

点検 
１回／１年 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－71－②） 

計装設備について、保守管理上、修繕、更新を行う箇所を記入してください。 

計装設備主要設備リスト（様式Ⅲ－34）で作成した主要設備リストに記述された設備を対象

とし、名称及び番号を整合させてください。 

頻度については、部品交換の頻度について記入してください。 

修繕リスト（計装設備） 

番号 対象箇所 機器名称 修繕項目 頻度 修繕内容 

例 ： 70

○ 
配水池 電磁流量計 本体交換 1 回／15 年

メーカーによる 

交換 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－72） 

保全管理業務（監視制御設備） 

 

監視制御設備主要設備リスト（様式Ⅲ－35）に基づく監視制御設備の保全管理につい

て、次の観点から簡潔に記述してください。 

 

１ 初期性能を維持するために行う保守内容 

２ セルフモニタリング 

３ 監視制御設備の更新内容と時期 

４ 将来更新を行うと想定する設備について、コスト縮減に向けた取組みや市に対

するコスト低減提案などのＰＲ事項 

 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－73－①） 

監視制御設備に対する日常点検の項目、内容、箇所等について記述してください。 

監視制御設備主要設備リスト（様式Ⅲ－35）で作成した主要設備リストに記述された設備を

対象とし、名称及び番号を整合させてください。 

点検リスト（監視制御設備） 

番号 対象箇所 機器名称 点検項目 方法 頻度 

例：80○ 管理室 
プロセス入出

力装置 

冷却ファン清掃動作点

検 
清掃、動作確認 １回／１年 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－73－②） 

監視制御設備について、保守管理上修繕、更新を行う箇所を記入してください。 

監視制御主要設備設備リスト（様式Ⅲ－35）で作成した主要設備リストに記述された設備を

対象とし、名称及び番号を整合させてください。 

頻度については、部品交換の頻度について記入してください。 

修繕リスト（監視制御設備） 

番号 対象箇所 機器名称 修繕項目 頻度 修繕内容 

例：80○ 管理室 
プロセス入出

力装置 
本体交換 1 回／15 年

メーカーによる 

交換 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

備考 Ａ４版３ペ－ジ以内に記述してください。 
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（様式Ⅲ－74） 

水質管理業務 

 

提案する浄水水質の安全性、安定性を保つために行う水質管理計画について、次の観

点から簡潔に記述してください。 

 

１ 連続で測定する項目 

２ 人的に測定する項目と周期 

３ 浄水水質の保管 

４ 水質管理計画 

５ 毒物検知方法と導入箇所 

備考 Ａ４版５ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－75） 

災害・事故対策業務 

 

浄水場施設の運転を安定的に行うための災害・事故時対策の内容について、次の観点

から簡潔に記述してください。 

 

１ 想定する設備事故内容とその対策 

２ 故障が発生した場合の想定する内容とその対策 

３ 地震災害時での復旧体制 

４ その他想定する災害（水質事故、管路事故、停電、風水害、テロ）内容と

その時の対策 

備考 Ａ３版３ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－76） 

安全衛生管理業務 

 

本施設の事業者側管理範囲における安全衛生管理の内容を簡潔に記載してください。 

 

 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅲ－77） 

施設公開業務（見学者対応） 

 

本施設で行う見学者対応について、次の観点から図面等を用いて具体的に記述してく

ださい。 

 

１ 事業者側管理範囲内の見学者ル－ト 

２ 膜ろ過棟内の見学者対応方法と展示内容 

３ その他水道事業へのイメ－ジアップに対する配慮 

 

備考 Ａ３版４ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－78） 

保安業務 

 

本施設の事業者側管理範囲における保安業務の内容を簡潔に記載してください。 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－79） 

清掃業務 

 

本施設の事業者側管理範囲における清掃業務の内容を簡潔に記載してください。 

備考 Ａ４版２ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－80） 

業務の引継ぎに対する考え方 

 

事業終了時の引継ぎ時において市民へのサ－ビス低下が起こらないために必要であ

ると考えている内容を、次の観点から記載してください。 

 

１ 運転方法の引継ぎのために、局側に対して行う内容と期間 

２ 引渡し前に行う施設性能保障 

３ 引渡し前に行う設備性能保障 

４ 提出書類と形式 

備考 Ａ４版６ペ－ジ以内で記述してください。 
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（様式Ⅲ－81） 

ＩＳＯ取得計画 

 

新設膜ろ過施設稼動後１年以内にＳＰＣがＩＳＯ 9001 及び 14001 を取得し、事業期

間にわたり維持するための計画を簡潔に記述してください。 

 

 

備考 Ａ４版１ペ－ジ以内で記述してください。 



（様式Ⅳ－１－①） 

ＳＰＣの設立計画 ① －ＳＰＣの組織概要－ 

 

出資構成、出資予定者、役員構成など、ＳＰＣの組織概要を記述してください。 

 

 

 

備考 Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－１－②） 

ＳＰＣの設立計画 ② －ＳＰＣの経営方針－ 

 

ＳＰＣの経営方針について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ ＳＰＣの経営目標及び経営理念 

２ 利益計上の考え方 

３ 配当政策及び投下資本の回収に対する考え方 

４ ＳＰＣの経営の安定性確保策 

 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－２－①） 

事業実施体制 ① －事業スキーム図－ 

 

ＳＰＣと応募者の構成員、協力会社、融資者等との関係を図示してください。 

 

（例示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）構成員、協力会社、融資者等の名称も記載してください。ただし、協力会

社の企業名の表記は可能な範囲で結構です。 

備考 Ａ３版１ページ以内で具体的に記述してください。 

ＳＰＣ 

発注者 融資団 

事業契約

直接協定 

資金提供・返済 

建設会社 設計会社 
 

維持管理会社

業務委託 

契約 請負契約 

工事監理会社設備会社 膜ろ過装置

製造会社

請負契約 請負契約 

出資者 
 

代表企業 

構成員：膜ろ過装置の 
製造を担う者 

融資者

出資・

配当 

構成員：第三者委託を 
受託する企業 

構成員 

・水道技術管理者 
・マネジメント

受託水道業務技術管理者・水道業務技術管理者

・マネジメント

ＳＰＣと各種業務を受託する企業 

との請負契約又は業務委託契約 

業務委託

契約 
業務委託 

契約 

業務委託 

契約 

第三者委託を
受託する企業 
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（様式Ⅳ－２－②Ａ） 

事業実施体制 ②Ａ －構成員、協力会社役割分担表－ 

 

応募者の構成員、協力会社の役割について、以下に記入してください。 

 

＜構成員＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 代 表 企 業 の 名 称         ）       業 種 名  

 出資： 

 （記入内容 ⇒出資額、議決権割合） その他の資金支援： 

 （記入内容 ⇒ 増資の予定等） 

 応募者内での業務の役割： 

 （記入内容 ⇒ 交渉窓口、ＳＰＣの税務・会計・決算事務等の業務内容等） 

 

（膜ろ過装置の製造を担う者の名称        ）   業種名  

上記と同様に記述してください。 

 

（ 第 三 者 委 託 を 受 託 す る 者 の 名 称       ）   業 種 名  

上記と同様に記述してください。 

 

（ 上 記 以 外 の 構 成 員 の 名 称       ）   業 種 名  

上記と同様に記述してください。 
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（様式Ⅳ－２－②Ｂ） 

事業実施体制 ②Ｂ －構成員、協力会社役割分担表－ 

 

＜協力会社＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）構成員及び工事業務の実施を担う者については、企業名を明記してくださ

い。協力会社の企業名の表記は可能な範囲で結構です。 

（注２）膜ろ過装置の製造を担う者、維持管理業務のうち第三者委託を受託する者

は、構成員であることが必要です。 

（注２）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。 

 

（ 協 力 会 社 の 名 称          ）   業 種 名  

上記と同様に記述してください。 

 

（協力会社の名称        ）  業種名              

上記と同様に記述してください。 
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（様式Ⅳ－２－③） 

事業実施体制 ③ －運転管理業務の実施を担う者の実績－ 

 

運転管理の実施を担う者の実績を以下に記入してください。 

 

 

企業名  

主な実績 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

業務期間 平成  年  月  日～平成  年  月  日 
業

務

概

要 

業務内容  

 

 

 

 

 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

業務期間 平成  年  月  日～平成  年  月  日 
業

務

概

要 

業務内容  

 

 

 

 

 

業務名称  

発注者名称  

施設名称  

浄水処理能力（㎥/日）  

業務期間 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

 

 

 

業

務

概

要 
業務内容  

 

 

 

 

 

 

（注）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。 
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（様式Ⅳ－３） 

全体マネジメント体制 

 

全体マネジメント体制について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ 設計・工事期間中、維持管理期間中のそれぞれの段階における全体マネ

ジメント体制 

２ 当面のマネジメント担当予定者の経歴、実績等 

３ 代表企業のサポート体制 

 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－４） 

事業スケジュール 

 

入札説明書 第２ 10 の事業スケジュールを踏まえ、事業全体のスケジュールを

記述してください。 

 

（注）詳細な工事工程は、様式Ⅲ－９で示すものとし、ここでは概略を記載し

てください。 

 

備考 Ａ４版２ページ以内又はＡ３版１ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－５） 

セルフモニタリング計画 

 

セルフモニタリング計画について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ セルフモニタリングの具体的方法 

２ サービスの質を恒常的に維持するための工夫 

３ サービスの質が要求水準を下回った場合の改善プロセス 

 

（注）設計・工事段階、維持管理段階に分けて記述してください。 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－６） 

円滑で確実な業務引継ぎの仕組み 

 

当面のみならず、維持管理業務開始後相当期間が経過してから、不測の事態が発生

し（業務受託企業が経営不振により倒産した場合や業務要求水準を満たしたサービ

スの提供ができないなど）、主要業務において、現に請け負う業務受託企業が業務

を継続できなくなった場合に、新たな企業等に円滑かつ確実に引き継ぐための仕組

みを記述してください。 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－７－①Ａ） 

施設整備費用計画 ①Ａ －施設整備費積算表－ 

 

１ 費用見積り 

施設整備業務に係る費用見積りを記載してください。 

（単位：千円） 

 項目 
平成 

20 

年度 

平成 

21 

年度 

 

… … 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

開業関連費 

 事前調査費       

 設計費       

 工事監理費       

 周辺影響調査・電波障害等対策費       

 契約関連経費       

 その他（注３）       

小計       

直接工事費 

 浄水施設       

  膜ろ過装置       

  その他       

 配水池       

 薬品設備       

 事業者用管理棟       

 排水処理施設       

 電気設備       

 計装設備       

 場内配管       

 その他必要な附帯施設       

 その他（注３）       

小計       

共通費 

 共通仮設費       

 現場管理費       

 一般管理費       

小計        

工事費 計       

 消費税・地方消費税抜き       

消費税・地方消費税相当額       合計 

 消費地方消費税税込み       

（注１）各項目の例示を踏まえて積算し、その根拠を積算根拠欄に記入してく

ださい。 

（注２）その他については、可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注３）提案内容により、適宜費目を訂正・追加の上、記入してください。 

（注４）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。 

（注５）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してくださ

い。 



（様式Ⅳ－７－①Ｂ） 

施設整備費用計画 ①Ｂ －施設整備費積算表－ 

 

２ 積算根拠 

施設整備業務に係る費用の積算根拠を記載してください。 

 

項目 積算根拠 

開業関連費 

事前調査費  

 

 

 

 

 

設計費 

工事監理費  

 

 

周辺影響調査・電波

障害等対策費 

 

 

 

契約関連経費  

 

 

その他（注１）  

 

 

直接工事費 

浄水施設  

 

 

配水池  

 

 

薬品設備  

 

 

事業者用管理棟  

 

 

排水処理施設  

 

 

電気設備  
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（様式Ⅳ－７－①Ｃ） 

施設整備費用計画 ①Ｃ －施設整備費積算表－ 

 

 

項目 積算根拠 

直接工事費 

計装設備  

 

 

場内配管  

 

 

その他必要な附帯

施設 

 

 

 

その他（注１）  

 

 

共通費 

共通仮設費  

 

 

現場管理費  

 

 

一般管理費  

 

 

 

（注１）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注２）提案内容により、費用の積上げに必要な費目を適宜訂正・追加の上、記

入してください。 

（注３）施設整備費用計画 ①Ａ（様式Ⅳ－７－①Ａ）と整合性の取れる形で記入

してください。 
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（様式Ⅳ－７－②） 

施設整備費用計画 ② －積算に当たっての考え方－ 

 

積算に当たっての考え方について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ 設計・工事段階での費用内容とその考え方 

２ 各新設対象施設のコスト配分の方針 

 

（注）上記においては、施設整備費用計画 ①（様式Ⅳ－７－①）の主な内容につ

いて説明してください。 

備考 Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－８Ａ） 

維持管理費用計画 Ａ －維持管理業務費用見積り－ 

＜修繕費を除く維持管理費＞ 

１ 費用見積り及び積算根拠 

維持管理業務に係る費用見積り及びその積算根拠を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）物価変動を除いた額を記入してください。 

（注２）初年度の４月～翌年３月の１年間の費用を記入してください。 

（注３）積算根拠は、可能な限り具体的に記入してください。 

（注４）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。 

（注５）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 

項目 年額（千円） 積算根拠 

人件費   運転管理業務費

光熱水費   

薬品費   

薬品洗浄費   

汚泥処理費   

電力費   

その他   

小計   

人件費   

諸経費   

保全管理業務費
（修繕費を除く。）

その他   

小計   

人件費   水質管理業務費

諸経費   

その他   

小計   

人件費   

諸経費   

災害・事故対策

業務費 

その他   

小計   

人件費   

諸経費   

安全衛生管理業

務費 

その他   

小計   

人件費   施設公開業務費

諸経費   

その他   

小計   

人件費   保安業務費 

諸経費   

その他   

小計   

人件費   清掃業務費 

諸経費   

その他   

小計   

その他の費用   

合計   
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（様式Ⅳ－８Ｂ） 

維持管理費用計画 Ｂ －維持管理業務費用見積り－ 

２ 積算根拠（詳細） 

 維持管理費のうち、運転管理業務費、保全管理業務費、水質管理業務費の積算

根拠の詳細を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）提案内容により、各業務における費用の積上げに必要な費目ごとに、積

算根拠を記入してください。 

（注２）維持管理費用計画 Ａの１（様式Ⅳ－８Ａ）と整合性が取れる形で記入

してください。 

 

項目 積算根拠（詳細） 

運転管理業務費  

 

 

 

 

 

 

 

 

保全管理業務費  

（修繕費を除く。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

水質管理業務費  
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（様式Ⅳ－８Ｃ） 

維持管理費用計画 Ｃ －維持管理業務費用見積り－ 

 

＜修繕費＞ 

１ 費用見積り 

  修繕費の費用見積りを記載してください。 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年目 ２年目 ･‥ 20年目         年度 

 

   項目 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

合計 平成 
… 

45年度 

浄水施設    

    

    

    

    

 小計   

配水池    

    

    

    

    

 小計   

薬品設備    

    

    

    

    

 小計   

事業者用    

管理棟    

    

    

    

 小計   

   排水処理 

   施設 

   

   

   

小計   

   電気設備 

   

   

   

   

小計   
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（様式Ⅳ－８Ｄ） 

維持管理費用計画 Ｄ －維持管理業務費用見積り－ 

 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）提案内容に応じて項目を適宜設定の上、対応する金額を記入してくださ

い。 

（注２）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。 

（注３）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注４）入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６ ３（２）イに該当す

る費用は、本費用見積りに計上してください 

（注５）各年の費用には実態に即した内容（年度ごとに支出状況が異なる点を反

映させた内容）を計上してください。 

（注６）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。 

（注７）金額は、年度別維持管理計画表（様式Ⅲ－63）及び長期収支計画（様式Ⅳ

－13）と整合性の取れる形で記入してください。 

（注８）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 

 

１年目 ２年目 ･‥ 20年目         年度 

 

   項目 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

合計 平成 
… 

45年度 

計装設備    

    

    

    

    

 小計   

場内配管    

    

    

    

    

 小計   

   その他 

   必要な 

   附帯設備 

   

   

小計   

その他    

（注３）    

    

    

    

 小計   
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（様式Ⅳ－８Ｅ） 

維持管理費用計画Ｅ －維持管理業務費用見積り－ 

  

２ 積算根拠 

修繕費の積算根拠を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注２）提案内容により、費用の積上げに必要な費目を適宜訂正・追加の上、記

入してください。 

項目 積算根拠 

浄水施設  

 

 

 

配水池  

 

 

 

薬品設備  

 

 

 

事業者用管理棟  

 

 

 

排水処理施設  

 

 

 

電気設備  

 

 

 

計装設備  

 

 

 

場内配管  

 

 

 

その他必要な附帯施設  

 

 

 

その他（注１）  
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（様式Ⅳ－９） 

年度別サービスの対価支払予定表 

 

各業務の見積りを基に、事業期間中の年度別サービスの対価支払予定表を記載して

ください。 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。 

（注２）各項目の分類は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６の費

目に沿ってください。 

（注３）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注４）施設整備費及び支払利息は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」

別紙６に記載の算定方法により積算の上、記入してください。なお、提案書

における基準金利は、本提案書類作成要領及び様式集第１ ２（３）ウ（ｱ）

に記載のとおりとし、スプレッドは応募者の提案によるものとします。 

（注５）維持管理費は、事業に要する費用に基づき、維持管理期間にわたって平準

化して支払を受ける前提で応募者が提案する金額を記入してください。 

（注６）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してくだ

さい。 

（注７）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 

 

          年度 
平成 平成 平成 平成 平成 

合計 26 年度 26 年度 27 年度 27 年度 ‥‥ 45 年度 
 項目 前期 後期 前期 後期 後期 

施設整備費及び支払利息        

設計・第１段階工事期間        
 

にかかる費用 

 上記の支払利息        

設計・第２段階工事期間        
 

にかかる費用 

 上記の支払利息        

維持管理費        

 修繕費を除く維持管理費        

 修繕費        

総計        
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（様式Ⅳ－10Ａ） 

収入計画及び資金計画 Ａ 

 

現在想定している収入計画及び資金計画の内容を記載してください。 

 

１ 収入計画 

（１）施設整備費の積算根拠となる７年物（円－円）金利スワップレート及び 10

年物（円－円）金利スワップレートに上乗せするスプレッド、及びその根拠 

 

ア スプレッド（注２） 

 

 

 

 

イ 根拠 

 

 

 

 

 

 

 

（２）余裕金運用についての考え方 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他収入についての考え方 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）施設整備費、維持管理に係る費用見積り及びこれらの積算根拠は、施設

整備費用計画 ①（様式Ⅳ－７－①Ａ～Ｃ）、施設整備費用計画 ②（様式Ⅳ

－７－②）、維持管理費用計画（様式Ⅳ－８Ａ～Ｅ）の該当する様式に記入

してください。 

（注２）入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６ ３（１）イ（ｱ）に

記載のとおり、基準金利は７年物（円－円）金利スワップレート及び 10

年物（円－円）金利スワップレートの２つですが、提案する上乗せのスプ

レッドは１つとしてください。また、その計算過程は、イの「根拠」欄に

必ず記入してください。 

（注３）その他収入を想定している場合は、本欄に記入してください。 

スプレッド ％

 融資者分 ％

 ＳＰＣ分 ％

 

 

（注３） 
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（様式Ⅳ－10Ｂ） 

収入計画及び資金計画 Ｂ 

 

２ 資金計画 

（１）必要な資金と調達方法                   （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）出資金の内訳   （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）外部借入金の内訳                    （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）その他の調達方法の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）その他の様式における費目との関係が分かるように表現してください。 

（注２）借入時期、利率、返済期間等を記入してください。利率は、基準金利と

これに上乗せされるスプレッド（融資者分）が分かるように記入してくだ

さい。 

（注３）出資金、外部借入金以外の資金調達方法を検討している場合は、本欄に

記入してください。 

（注４）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。 

必要な資金 金額 調達方法 金額 

（注１）   

   

    

合計  合計  

借入先 金額 借入条件（注２） 

   

   

   

合計  

（注３） 

出資企業名 金額 

  

  

  

合計  
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（様式Ⅳ－11） 

資金調達の確実性 

 

資金面でのアドバイザーを付ける、融資者から関心表明等を受けるなど、資金調達

を確実に行うための工夫を記述してください。 

なお、融資者からの関心表明がある場合は、別紙で写しを添付してください。 

備考 Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－12） 

借入金返済計画等 

 

現在想定している借入金返済計画の内容及び資金管理に関する考え方を記載して

ください。 

 

１ 借入金返済計画 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）借入ごとに作成してください。 

（注２）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入して

ください。 

（注３）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 

 

２ 資金管理に関する考え方 

口座管理や資金管理に関する基本方針及び考え方を記入してください。その

際、事業者の責により事業が終了した場合の損害金に対する手当てについても、

あわせて記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     年度 

 項目 

平成 

26 年度 

前期 

平成 

26 年度

後期 

平成 

27 年度

前期 

平成 

27 年度

後期 

‥‥ 

平成 

45 年度 

前期 

平成 

45 年度 

後期 

期初元本        

返済合計        

 金利返済        

 元本返済        

元本残高        

前提条件 

借入金額 円

利率 ％

 基準金利 ％

 スプレッド ％

返済期間 年
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（様式Ⅳ－13－①Ａ） 

長期収支計画 ①Ａ 

 

現在想定している長期収支計画を記載してください。 

                             （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         年度 

 項目 

平成 

20 年度

平成 

21 年度

平成 

22 年度

平成 

23 年度
‥‥ 

平成 

45 年度 
合計 

収入 計        

 サービスの対価        

 余裕金運用益        

 その他（注２）        

支出 計        

 維持管理費        

 保険料        

 公租公課        

 支払利息        

 割賦原価        

 その他（注２）        

税引前当期損益        

法人税等        

収
支
計
画 

税引後当期損益        

資金需要        

 開業費        

 初期投資        

 設備投資        

 借入金返済        

 配当        

 その他（注２）        

資金調達        

 税引後当期損益        

 割賦原価戻入れ        

 借入金        

 資本金        

 その他（注２）        

当期資金過不足        

資金過不足累計        

借入残高        

 当初借入金        

資
金
計
画 

 運転借入金        

 



（様式Ⅳ－13－①Ｂ） 

長期収支計画 ①Ｂ 

 

（前頁からの続き） 

★ 応募者において想定するダウンサイドケースについても、想定条件ととも

に、作成してください。 

（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。 

（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注３）収支計画における収入のうちの余裕金運用益、その他の積算根拠について

は、本様式に別紙の形式で添付してください。 

（注４）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してくだ

さい。 

（注５）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 
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（様式Ⅳ－13－②） 

長期収支計画 ② 

 

長期収支計画の前提について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ 会計処理（収益、費用の計上方法等）について 

２ 消費税・地方消費税の課税について 

３ 配当の考え方について 

４ 収入計画の前提について 

（１）収入の前提 

 

 

 

 

 

 

 

（２）支出の前提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注１）消費税及び地方消費税、を除いた額を記入してください。 

（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注３）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。 

（注４）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入し

てください。 

 

５ その他特記すべき事項 

初年度の金額
項目 内訳・積算根拠 

（千円） 

サービスの対価  様式Ⅳ－9に記載 

余裕金運用益   

その他   

初年度の金額
項目 内訳・積算根拠 

（千円） 

維持管理費  様式Ⅳ－8Ａ～Ｅに記載 

保険料   

公租公課   

支払利息   

割賦原価   

その他   
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（様式Ⅳ－14） 

キャッシュフロー計画 

 

現在想定しているキャッシュフロー計画を記載してください。 

（単位：円） 

平成 平成 平成 平成

20年度 21年度 22年度 45年度

サービスの対価
余裕金運用益
その他（注３）
計

維持管理費
保険料
公租公課
支払利息
法人税等
その他（注３）
計

有価証券等売却収入
その他（注３）
計

開業費
初期投資
設備投資
その他（注３）
計

資本金
借入金
その他（注３）
計

借入金返済
その他（注３）
計

％
％
％

合計

財務活動によるキャッシュ・アウトフロー

財務活動によるキャッシュフロー

　　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　項目

営業活動によるキャッシュ・インフロー

投資活動によるキャッシュフロー

総キャッシュフロー

財務活動によるキャッシュ・インフロー

‥‥

配当ＥＩＲＲ

営業活動によるキャッシュ・アウトフロー

その他（注３）
ＤＳＣＲ
ＰＩＲＲ
ＥＩＲＲ

配当

営業活動によるキャッシュフロー

投資活動によるキャッシュ・インフロー

投資活動によるキャッシュ・アウトフロー

 
（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。 

（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。 

（注３）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してくだ

さい。 

（注４）記入欄は、必要に応じ、適宜修正・追加してください。 

（注５）Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 
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様式Ⅳ－14 キャッシュフロー計算 指標の定義（付属） 

 

 

 

ＤＳＣＲ、ＰＩＲＲ、ＥＩＲＲの各指標の定義は、下記のとおりとする。 

 

 

 

 

ＤＳＣＲｎ＝  

Ｃｄｎ： ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価＋支払利息 
Ｃｄｎ 

Ｐｎ ： ｎ年目の借入金返済額（借入金元本償還額） 
Ｐｎ＋Ｉｎ  

 

 

 

 

Ｉｎ ： ｎ年目の支払利息額 

Ｉ  ： 設備投資額（建中金利、開業時公租公課を含む。）
 

Ｃｎ Ｃｎ ： ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価＋支払利息 Ｉ＝Σ 
（1＋ｒ）ｎ

ｒ  ： 割引率（ＰＩＲＲ）  

 

 

 
Ｃａｐ： 出資額  

 

Ｃａｐ＝Σ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃａｐ＝Σ 

Ｃｅｎ： ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価－借入金元

本償還額 

Ｃｅｎ 

（１＋ｒｅ）ｎ 

ｒｅ ： 割引率（ＥＩＲＲ） 

 

 

 

 

Ｃａｐ： 出資額 
Ｄｎ 

Ｄｎ ： ｎ年目の配当 

（１＋ｒｅ）ｎ 
ｒｅ ： 割引率（配当ＥＩＲＲ） 
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（様式Ⅳ－15） 

事業の確実性維持計画 

 

事業の確実性の維持方策について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ 事業の確実性を維持するための考え方 

２ サービスの対価の減額などにより、運転資金が不足した場合の対応方法 

 

次表から想定ケースを選択し（複数可）、想定している金額及び具体的な対

応策を記入してください。複数選択した場合は、選択項目別にすべて記入して

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な対応策（例：金額、劣後ローンの返済条件、配当の考え方、積立の

方法や期間等）を記入してください。想定ケース１及び２を選択した場合は、

具体的な株主名について記述してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。 

 

 

３ 出資者の事業への関与が維持される仕組み 

４ 事業者の責による事業の破綻を回避するための融資者の関与の方法 

（例えば、ＳＰＣに社外取締役を設置させる、代替となる第三者の候補を市

に推薦するなど） 

チェック欄 
 想定ケース 

（該当に○印） 

１ 株主等による追加出資、劣後ローン  

２ 株主等の信用力による運転資金枠の設定  

３ 配当部分の一部積み立て  

４ 予備費を含めた資金調達  

５ その他  

該当 No. 具体的な対応策 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

備考 Ａ４版４ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－16） 

リスク対応計画 

 

リスクに対する対応策について、以下に言及しつつ、記述してください。 

 

１ ＳＰＣ内におけるリスク分担の考え方 

２ 想定するリスクの種類及び各リスクについての対応策及び対応の主体 

３ 保険の付保計画及び各保険の付保内容（保険契約者、被保険者、対象範

囲、保険期間、てん補限度額、保険料、免責金額など） 

 

（注１）設計・工事段階、維持管理段階に分けて記述してください。 

（注２）上記２における想定するリスクの種類には、本事業の実施方針別紙２

のリスク分担表に記載のリスクを網羅してください。 

備考 Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。 
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（様式Ⅳ－17） 

履行保証金に関する考え方 

 

 契約保証金についての考え方を記載してください。 

（１、２、３のうち、該当するものに○を付けてください。） 

 

 

１ 契約保証金を納付する。 

 

 

２ 次により契約保証金の納付に代える。（該当する・に○を付けてください。） 

・横浜市債の提供 

 

・国債証券の提供 

 

・地方債の提供 

 

・日本銀行適格担保社債の提供 

 

・銀行が振り出し若しくは支払保証した小切手の提供 

 

・政府保証債の保証 

 

・金融機関の保証 

 

・保証事業会社の保証 

 

 

３ 次により契約保証金の免除を受ける。 

・履行保証保険の付保 

 

 

（注）履行保証保険を付保する場合には、保険契約書案及び保険内容に関する資料

を添付してください。 
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（様式Ⅴ－１） 

平成  年  月  日 

 

入札説明書等に関する説明会参加申込書 

 

 

「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等に関する説明会に、以下のとおり申し込みます。 

 

氏（法人）名 参加者名 所属部署名 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

担当者名： 

所属部署名： 

電話： 

ＦＡＸ： 

（連絡先） 

 

氏（法人）名： 

電子メール： 

（注） Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 
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（様式Ⅴ－２） 

平成  年  月  日 

 

参考資料の貸与申込書 

 

 

下記の＜参考資料の貸与に際しての条件＞を承諾して、「川井浄水場再整備事業」に関す

る参考資料のＣＤ－Ｒ（以下「本資料」という。）の貸与を希望しますので、以下のとおり

申し込みます。 

 

氏（法人）名  

所在地（住所）  

法人の場合の所属  

担当者氏名  

電話：  

ＦＡＸ：  連絡先 

電子メール：  

（注） Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 

 

 
＜参考資料の貸与に際しての条件＞ 

１ 本事業の入札の参加を検討する目的以外の目的で、本資料を利用しないこと。 

２ 貸与を受けた本資料を秘密として保持するものとし、第三者に開示しないこと。 

３ 前項までに定める秘密の保持は、本事業の入札に応じない場合及び入札に応じ落札

者とならなかった場合であっても、存続するものとする。また、本資料の印刷及びコ

ピーデータは落札者決定後、速やかに適切な方法で破棄するものとする。 

４ 本資料の利用により得た情報の利用に当たっては、第三者の権利利益を損なうこと

のないよう十分に留意すること。万一、第三者の権利利益を侵害した場合は、利用者

が一切の責任を負うこと。 

５ 本資料については、汚損又はき損することのないよう、丁寧に取り扱うこと。万一、

き損等の事態が生じた場合は、直ちに入札説明書第６ ８の本事業の事務局あてに申

し出て、職員の指示に従うこと。 

６ 本資料の貸出しを受けた場合は、落札者以外の応募者は落札者決定後、速やかに返

却し、返却時においては職員の確認を受けること。 
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（様式Ⅴ－３） 

平成  年  月  日 

 

参考資料の受取書兼誓約書 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                  

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名              印 

 

 

平成 20 年６月３日に公表されました「川井浄水場再整備事業」（以下、「本事業」とい

う）に係る水質データ及び既存図面等のＣＤ－Ｒ（以下､「本資料」という。）を確かに受

け取りました。なお、本資料の貸与を受けるに当たっては､下記事項を遵守することを市に

対して誓約します。 

記 

 

１ 本事業の入札の参加を検討する目的以外の目的で、本資料を利用しないこと。 

 

２ 貸与を受けた本資料を秘密として保持するものとし、第三者に開示しないこと。 

 

３ 前項までに定める秘密の保持は、本事業の入札に応じない場合及び入札に応じ落札者

とならなかった場合であっても、存続するものとする。また、本資料の印刷及びコピー

データは落札者決定後、速やかに適切な方法で破棄するものとする。 

 

４ 本資料の利用により得た情報の利用に当たっては、第三者の権利利益を損なうことの

ないよう十分に留意すること。万一、第三者の権利利益を侵害した場合は、利用者が一

切の責任を負うこと。 

 

５ 本資料については、汚損又はき損することのないよう、丁寧に取り扱うこと。万一、

き損等の事態が生じた場合は、直ちに入札説明書第６ ８の本事業の事務局あてに申し

出て、職員の指示に従うこと。 

 

６ 本資料の貸出しを受けた場合は、落札者以外の応募者は落札者決定後、速やかに返却

し、返却時においては職員の確認を受けること。 
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（様式Ⅴ－４） 

平成  年  月  日 

 

入札説明書等に関する質問書 

 

 

「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等について、以下のとおり質問を提出します。 

 

氏（法人）名  

所在地（住所）  

法人の場合の所属  

質問者氏名  

電話：  

ＦＡＸ：  連絡先 

電子メール：  

 

No. 
質問項目 

（タイトル） 
頁 対応箇所 内容 

  ・入札説明書 

・業務要求水準書

第１、

第２ 

など 

１、

２ 

（１）、

（２）

など 

ア、

イ 

など

（ｱ）、 

（ｲ） 

 

など など 

ａ、ｂ 

など 

 

例 質問の受付期間 11 第３ ５ （２） イ （ア） ｂ 

（a） 

入札説明書  

1           

2           

3           

4           

5           

6           

7           

8           

9           

10           

11           

12           

13           

14           

15           

16           

17           

（注） Microsoft 社製 Excel（Windows 版）のファイル形式で提出してください。 
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（様式Ⅴ－５） 

平成  年  月  日 

 

入札辞退届 
 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名               印 

 

 

平成20年６月３日付で公表された「川井浄水場再整備事業」の入札参加資格確認申請を

行いましたが、入札を辞退します。 
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（様式Ⅴ－６） 

平成  年  月  日 

 
入札参加資格の確認結果に関する説明の要求書 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名               印 

 

 

「川井浄水場再整備事業」における入札参加資格の確認結果に関する説明を要求します。 
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（様式Ⅴ－７） 

平成  年  月  日 

 
提案内容の審査結果に関する説明の要求書 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

                 〔代表企業〕 

                  商号又は名称 

                  所 在 地 

                  代 表 者 名               印 

 

 

「川井浄水場再整備事業」における提案内容の審査結果に関する説明を要求します。 
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工事工程表 （様式Ⅲ－９）
　　　　　　　　　　　年度
工種

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12 4 8 12

ア 調査設計

イ 浄水施設(建築)

ウ 浄水施設(土木構造物)

エ 浄水施設(機械)

オ 排水処理施設(土木構造物)

カ 排水処理施設(建築)

キ 排水処理施設(建築・機械)

ク 配水池(建築)

ケ 配水池(土木構造物)

コ 薬品設備(機械)

サ 場内配管(建築･土木構造物)

シ 電気設備

ス 計装設備

セ 監視制御設備

ソ 外構工事

タ 第1段階撤去工事

チ 第2段階撤去工事

ツ その他工事

テ 試運転



水収支計算書 （様式Ⅲ－17）
種別 番号 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考(計算式）

（1） 取水量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800
水温 （℃） 17.8 20.8 25.9 27.0 25.2 19.1 22.5 15.8 15.2 9.0 13.0 11.3
原水濁度 （度） 7.1 1.3 1.4 2.8 1.1 2.1 1.7 0.8 1.0 3.8 0.5 0.8
ｐＨ （－） 7.87 7.83 7.99 7.91 8.08 7.87 7.85 8.17 7.76 7.77 7.76 7.92
SS換算係数 （－） 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2
濁度由来流入固形物量 （kgDS/日） 5,889 1,078 1,161 2,322 912 1,742 1,410 664 829 3,152 415 664

[１]着水井 （1） 着水井流入量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800
[２]除濁装置 （2） 除濁装置流入量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800

(101) 排水量 （m3/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
排水ロス （％）

[３]凝集混和槽 （3） 凝集混和槽流入量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800
ＰＡＣ注入率 （mg/L）
ＰＡＣ注入量 （L/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＰＡＣ由来流入固形物量 （kgDS/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

[４]膜ろ過設備 (4) 膜ろ過設備流入量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800
膜モジュール単位面積 （m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）
膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）
膜モジュール総面積 （m2） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
膜ろ過流束 （m/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
膜ろ過水量 （m3/日） 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800 172,800
物理洗浄周期 （時間/回）
物理洗浄回数 （回） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
膜ろ過設備流入固形物量 （kgDS/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(7) 循環水 （m3/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
循環率 （％）

(9) 単位膜面積当り物理洗浄水量 （L/m2）
物理洗浄水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(102) 物理洗浄排水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
膜ろ過設備回収率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(103) 水質計器排水量 （m3/日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
[５]物理洗浄水槽 (5) 処理水量（膜ろ過設備より） （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(8) 物理洗浄水槽流入流量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
[６]配水池 (6) 配水池流入流量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
(104) 物理洗浄水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
(105) 薬品洗浄水量 （m3/日） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(11) 配水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

[101]排水槽 (101) 排水量 （m3/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(102) 物理洗浄排水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
(103) 水質計器排水量 （m3/日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
(109) 循環水 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

循環率 （％）
(110) 物理洗浄排水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

[102]濃縮槽 (106) 濃縮槽流入量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
濃縮槽流入固形物量 （kgDS/日） 5,889 1,078 1,161 2,322 912 1,742 1,410 664 829 3,152 415 664
濃縮槽流入濃度 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
濃縮槽排泥濃度 （％）

[103]脱水機 (111) 脱水機投入汚泥量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
脱水機投入固形物量 （kgDS/日） 5,889 1,078 1,161 2,322 912 1,742 1,410 664 829 3,152 415 664
脱水ケーキ含水率 （％）
脱水ケーキ水分量 （m3/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(112) 脱水ケーキ発生量 （TON/日） 5.889 1.078 1.161 2.322 0.912 1.742 1.410 0.664 0.829 3.152 0.415 0.664
(113) ろ液 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

[104]上澄水槽 (107) 上澄水流入量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
[105]回収系設備 (108) 回収系膜ろ過設備流入量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

膜モジュール単位面積 （m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）
膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）
膜モジュール面積 （m2） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
膜ろ過流束 （m/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
物理洗浄周期 （時間/回）
物理洗浄回数 （回） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
回収系設備流入固形物量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
(104) 単位膜面積当り物理洗浄水量（回収系） （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
(110) 物理洗浄排水量 （m3/日） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

回収系膜ろ過設備回収率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
[106]薬品洗浄設備 (105) 薬品洗浄必要水量 （m3/系列）

薬品洗浄水量 （m3/日） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(114) 薬品洗浄排水量 （m3/日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

回収率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

細目

計算条件



時間別最大濁度発生時シミュレーション（1／2） （様式Ⅲ－53－①・②）

種別 番号 1h 2h 3h 4h 5h 6h 7h 8h 9h 10h 11h 12h 13h 14h 15h 16h 17h 18h 19h 20h 21h 22h 23h 24h 25h 26h 27h 28h 29h 30h 31h 32h
（1） 取水量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

水温 （℃） 18.2 18.1 18.0 18.0 17.9 17.9 17.8 17.8 17.9 17.9 18.0 18.1 18.2 18.3 18.3 18.3 18.3 18.4 18.4 18.4 18.4 18.5 18.5 18.5 18.5 18.5 18.4 18.4 18.3 18.2 18.2 18.1
原水濁度 （度） 9.8 12.2 15.0 22.5 28.5 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0
ｐＨ （－） 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.3 7.3 7.3 7.4 7.4 7.4 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6
SS換算係数 （－） 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2
濁度由来流入固形物量 （kgDS/時） 339 422 518 778 985 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037

[１]着水井 （1） 着水井流入量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
[２]除濁装置 （2） 除濁装置流入量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

(101) 排水量 （m3/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
排水ロス （％）

[３]凝集混和槽 （3） 凝集混和槽流入量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
ＰＡＣ注入率 （mg/L）
ＰＡＣ注入量 （L/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＰＡＣ由来流入固形物量 （kgDS/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

[４]膜ろ過設備 (4) 膜ろ過設備流入量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
膜モジュール単位面積 m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）
膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）
膜モジュール総面積 （m2） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
膜ろ過流束 （m/時） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

膜ろ過水量 （m3/時） 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
物理洗浄周期 （時間/回）
物理洗浄回数 （回） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

膜ろ過設備流入固形物量 （kgDS/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(7) 循環水 （m3/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

循環率 （％）
(9) 単位膜面積当り物理洗浄水量 （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(102) 物理洗浄排水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

膜ろ過設備回収率 （％） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(103) 水質計器排水量 （m3/時） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

[５]物理洗浄水槽 (5) 処理水量（膜ろ過設備より） （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(8) 物理洗浄水槽流入流量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

[６]配水池 (6) 配水池流入流量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/時） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(104) 物理洗浄水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(105) 薬品洗浄水量 （m3/時） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(11) 配水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

[101]排水槽 (101) 排水量 （m3/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(102) 物理洗浄排水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(103) 水質計器排水量 （m3/時） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
(109) 循環水 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

循環率 （％）
(110) 物理洗浄排水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

[102]濃縮槽 (106) 濃縮槽流入量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
濃縮槽流入固形物量 （kgDS/時） 339 422 518 778 985 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037
濃縮槽流入濃度 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

濃縮槽排泥濃度 （％）
[103]脱水機 (111) 脱水機投入汚泥量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

脱水機投入固形物量 （kgDS/時） 339 422 518 778 985 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037 1,037
脱水ケーキ含水率 （％）
脱水ケーキ水分量 （m3/時） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(112) 脱水ケーキ発生量 （TON/時） 0.339 0.422 0.518 0.778 0.985 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037
(113) ろ液 （m3/時） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

[104]上澄水槽 (107) 上澄水流入量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
[105]回収系設備 (108) 回収系膜ろ過設備流入量 （m3/時） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

膜モジュール単位面積 m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）
膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）
膜モジュール面積 （m2） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
膜ろ過流束 （m/時） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

物理洗浄周期 （時間/回）
物理洗浄回数 （回） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

回収系設備流入固形物量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
(10) 処理水量（回収系設備より （m3/時） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(104) 単位膜面積当り物理洗浄水量（回収系） （L/m2）
物理洗浄水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

(110) 物理洗浄排水量 （m3/時） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
回収系膜ろ過設備回収率 （％） ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

[106]薬品洗浄設備 (105) 薬品洗浄必要水量 （m3/系列）
薬品洗浄水量 （m3/時） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

(114) 薬品洗浄排水量 （m3/時）
回収率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

細目

計算条件



時間別最大濁度発生時シミュレーション（2／2） （様式Ⅲ－53－①・②）

種別 番号
（1） 取水量 （m3/時）

水温 （℃）
原水濁度 （度）
ｐＨ （－）
SS換算係数 （－）
濁度由来流入固形物量 （kgDS/時）

[１]着水井 （1） 着水井流入量 （m3/時）
[２]除濁装置 （2） 除濁装置流入量 （m3/時）

(101) 排水量 （m3/時）
排水ロス （％）

[３]凝集混和槽 （3） 凝集混和槽流入量 （m3/時）
ＰＡＣ注入率 （mg/L）
ＰＡＣ注入量 （L/時）
ＰＡＣ由来流入固形物量 （kgDS/時）

[４]膜ろ過設備 (4) 膜ろ過設備流入量 （m3/時）
膜モジュール単位面積 m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）
膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）
膜モジュール総面積 （m2）
膜ろ過流束 （m/時）
膜ろ過水量 （m3/時）
物理洗浄周期 （時間/回）
物理洗浄回数 （回）
膜ろ過設備流入固形物量 （kgDS/時）

(7) 循環水 （m3/時）
循環率 （％）

(9) 単位膜面積当り物理洗浄水量 （L/m2）
物理洗浄水量 （m3/時）

(102) 物理洗浄排水量 （m3/時）
膜ろ過設備回収率 （％）

(103) 水質計器排水量 （m3/時）
[５]物理洗浄水槽 (5) 処理水量（膜ろ過設備より） （m3/時）

(8) 物理洗浄水槽流入流量 （m3/時）
[６]配水池 (6) 配水池流入流量 （m3/時）

(10) 処理水量（回収系設備より） （m3/時）
(104) 物理洗浄水量 （m3/時）
(105) 薬品洗浄水量 （m3/時）
(11) 配水量 （m3/時）

[101]排水槽 (101) 排水量 （m3/時）
(102) 物理洗浄排水量 （m3/時）
(103) 水質計器排水量 （m3/時）
(109) 循環水 （m3/時）

循環率 （％）
(110) 物理洗浄排水量 （m3/時）

[102]濃縮槽 (106) 濃縮槽流入量 （m3/時）
濃縮槽流入固形物量 （kgDS/時）

濃縮槽流入濃度 （％）
濃縮槽排泥濃度 （％）

[103]脱水機 (111) 脱水機投入汚泥量 （m3/時）
脱水機投入固形物量 （kgDS/時）

脱水ケーキ含水率 （％）
脱水ケーキ水分量 （m3/時）

(112) 脱水ケーキ発生量 （TON/時）
(113) ろ液 （m3/時）

[104]上澄水槽 (107) 上澄水流入量 （m3/時）
[105]回収系設備 (108) 回収系膜ろ過設備流入量 （m3/時）

膜モジュール単位面積 m2/ﾓｼﾞｭｰﾙ）
膜モジュール数 （ﾓｼﾞｭｰﾙ/系列）

系列数 （系列）
膜モジュール面積 （m2）
膜ろ過流束 （m/時）
物理洗浄周期 （時間/回）
物理洗浄回数 （回）
回収系設備流入固形物量 （m3/時）

(10) 処理水量（回収系設備より （m3/時）
(104) 単位膜面積当り物理洗浄水量（回収系） （L/m2）

物理洗浄水量 （m3/時）
(110) 物理洗浄排水量 （m3/時）

回収系膜ろ過設備回収率 （％）
[106]薬品洗浄設備 (105) 薬品洗浄必要水量 （m3/系列）

薬品洗浄水量 （m3/時）
(114) 薬品洗浄排水量 （m3/時）

回収率 （％）

細目

計算条件

33h 34h 35h 36h 37h 38h 39h 40h 41h 42h 43h 44h 45h 46h 47h 48h 備考（計算式）
7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
18.1 18.1 18.1 18.2 18.3 18.3 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.3
30.0 30.0 29.5 27.7 26.6 25.7 24.6 24.2 23.5 22.3 21.7 21.3 20.9 20.7 20.4 19.7
7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.7 7.7 7.7 7.6 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7
1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

1,037 1,037 1,020 957 919 888 850 836 812 771 750 736 722 715 705 681

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200
7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
1,037 1,037 1,020 957 919 888 850 836 812 771 750 736 722 715 705 681

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
1,037 1,037 1,020 957 919 888 850 836 812 771 750 736 722 715 705 681

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1.037 1.037 1.020 0.957 0.919 0.888 0.850 0.836 0.812 0.771 0.750 0.736 0.722 0.715 0.705 0.681

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######
###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ######

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!



エネルギー使用量計算書 （様式Ⅲ－61－①・②）

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

常用
台数

常用
容量
ｋW

稼働時
間

ｈ/日

負荷率
%

電力量
kWh/日

101 例：原水ポンプ 37 10 370 8 296 24 20 1,420.8 8 296 24 25 1,776.0 8 296 24 30 ###### 8 296 24 35 ###### 8 296 24 40 ###### 7 259 24 45 ###### 8 296 24 20 ###### 8 296 24 25 ###### 8 296 24 30 ###### 8 296 24 35 ###### 8 296 24 40 ###### 7 259 24 45 2,797.2

計 1,420.8 1,776.0 ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### ###### 2,797.2

電気設備

計装設備

監視制御
設備

附帯施設
設備

浄水施設
設備

薬品設備

事業者用
管理棟設
備

排水処理
施設設備

備考

4月

施設 機器名称
設置
台数

7月 8月 9月 10月
単機
容量
kW

番号

3月
設置
容量
kW

11月 12月 1月 2月5月 6月



年別維持管理計算書 （様式Ⅲ－63）

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
工種 - - - - - - - - - - - - - - - - - 屋根修繕 - -

上記費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,000 0 0

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

監視制御主要設備リスト

場内配管主要リスト

維持管理費用
上段：工種
下段：金額

番号 名称

1

場内整備附帯施設主要
施設リスト

区分

排水処理主要施設リスト
（建築・土木構造物）

排水処理主要施設リスト
（機械設備）

電気設備主要設備リスト

計装設備主要設備リスト

浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

浄水施設主要設備リスト
（機械設備）

配水池及び主要設備リ
スト

薬品設備主要設備リスト

電気設備

様式Ⅳ-8
分類

配水池

1年目

合計

排水処理施設

計装設備

事業者用管理棟
浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

場内配管

その他必要な附
帯施設

2年目 3年目 4年目

浄水施設

5年目

薬品設備

膜ろ過棟

維持管理期間



年別維持管理計算書

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

監視制御主要設備リスト

場内配管主要リスト

維持管理費用
上段：工種
下段：金額

番号 名称

1

場内整備附帯施設主要
施設リスト

区分

排水処理主要施設リスト
（建築・土木構造物）

排水処理主要施設リスト
（機械設備）

電気設備主要設備リスト

計装設備主要設備リスト

浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

浄水施設主要設備リスト
（機械設備）

配水池及び主要設備リ
スト

薬品設備主要設備リスト

電気設備

様式Ⅳ-8
分類

配水池

合計

排水処理施設

計装設備

事業者用管理棟
浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

場内配管

その他必要な附
帯施設

浄水施設

薬品設備

膜ろ過棟

（様式Ⅲ－63）

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9年目 10年目7年目 8年目6年目
維持管理期間



年別維持管理計算書

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

監視制御主要設備リスト

場内配管主要リスト

維持管理費用
上段：工種
下段：金額

番号 名称

1

場内整備附帯施設主要
施設リスト

区分

排水処理主要施設リスト
（建築・土木構造物）

排水処理主要施設リスト
（機械設備）

電気設備主要設備リスト

計装設備主要設備リスト

浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

浄水施設主要設備リスト
（機械設備）

配水池及び主要設備リ
スト

薬品設備主要設備リスト

電気設備

様式Ⅳ-8
分類

配水池

合計

排水処理施設

計装設備

事業者用管理棟
浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

場内配管

その他必要な附
帯施設

浄水施設

薬品設備

膜ろ過棟

（様式Ⅲ－63）

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13年目 14年目 15年目11年目 12年目
維持管理期間



年別維持管理計算書

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

工種
上記費用

監視制御主要設備リスト

場内配管主要リスト

維持管理費用
上段：工種
下段：金額

番号 名称

1

場内整備附帯施設主要
施設リスト

区分

排水処理主要施設リスト
（建築・土木構造物）

排水処理主要施設リスト
（機械設備）

電気設備主要設備リスト

計装設備主要設備リスト

浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

浄水施設主要設備リスト
（機械設備）

配水池及び主要設備リ
スト

薬品設備主要設備リスト

電気設備

様式Ⅳ-8
分類

配水池

合計

排水処理施設

計装設備

事業者用管理棟
浄水施設主要施設リスト
（建築・土木構造物）

場内配管

その他必要な附
帯施設

浄水施設

薬品設備

膜ろ過棟

（様式Ⅲ－63）

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４
- - - - - - - - - - - - - - - - - 屋根修繕 - -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,000 0 0 6000

合計17年目 18年目 19年目 20年目16年目
維持管理期間



施設整備費用計画 ①Ａ －施設整備費積算表－ （様式Ⅳ－７－①Ａ）

１　費用の見積り
    施設整備業務に係る費用見積りを記載してください。

（単位：千円）

　項目
平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

20 21 22 23 24 25 26 27 28

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

開業関連費

事前調査費

設計費

工事監理費

周辺影響調査・電波障害等対策費

契約関連経費

その他（注３）

小計

直接工事費

浄水施設

膜ろ過装置

その他
配水池

薬品設備

事業者用管理棟

排水処理施設

電気設備

計装設備

場内配管

その他必要な附帯施設

その他（注３）

小計

共通費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

小計  

工事費　計

合計
消費税・地方消費税抜き

消費税・地方消費税相当額

消費税・地方消費税込み

（注１）各項目の例示を踏まえて積算し、その根拠を積算根拠欄に記入してください。
（注２）その他については、可能な範囲で具体的に記入してください。
（注３）提案内容により、適宜費目を訂正・追加の上、記入してください。
（注４）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。
（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。



維持管理費用計画 Ａ －維持管理業務費用見積り－ （様式Ⅳ－８Ａ）
＜Ａ　修繕費を除く維持管理費＞
１　費用見積り及び積算根拠
    維持管理業務に係る費用見積り及びその積算根拠を記載してください。

項目 年額（千円） 積算根拠

運転管理業務費 人件費
光熱水費
薬品費

薬品洗浄費
汚泥処理費

電力費

その他

小計
保全管理業務費（修繕
費を除く。）

人件費
諸経費

その他

小計
水質管理業務費 人件費

諸経費

その他

小計
災害・事故対策業務費 人件費

諸経費

その他

小計
安全衛生管理業務費 人件費

諸経費

その他

小計
施設公開業務費 人件費

諸経費

その他

小計
保安業務費 人件費

諸経費

その他

小計
清掃業務費 人件費

諸経費

その他

小計
その他の費用

合計

（注１）物価変動を除いた額を記入してください。
（注２）初年度の４月～翌年３月の１年間の費用を記入してください。
（注３）積算根拠は、可能な限り具体的に記入してください。
（注４）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。
（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。



（様式Ⅳ－８Ｃ・Ｄ）
＜Ｃ　修繕費＞
１　費用見積り
　　修繕に係る費用の見積りを記載してください。 （単位：千円）

　　　　　　年度
　項目

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目 17年目 18年目 19年目 20年目
合計平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度
浄水施設

小計
配水池

小計
薬品設備

小計
事業者用
管理棟

小計
排水処理
施設

小計
電気設備

小計
計装設備

小計
場内配管

小計
その他
必要な
附帯施設

小計
その他
（注３）

小計
合計

（注１）提案内容に応じて項目を適宜設定の上、対応する金額を記入してください。
（注２）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。
（注３）可能な範囲で具体的に記入してください。
（注４）入札説明書別添資料５「事業契約書」別紙６　３（２）イに該当する費用は、本費用見積りに計上してください
（注５）各年の費用には実態に即した内容（年度ごとに支出状況が異なる点を反映させた内容）を計上してください。
（注６）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。
（注７）金額は、年度別維持管理計画表（様式Ⅲ－63）及び長期収支計画（様式Ⅳ－13）と整合性の取れる形で記入してください。
（注８）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。



年度別サービスの対価支払予定表 （様式Ⅳ－９）

　　各業務の見積りを基に、事業期間中の年度別サービスの対価支払予定表を記載してください。
（単位：円）

　　　　　　　　　　　年度

　項目

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

26年度 26年度 27年度 27年度 28年度 28年度 29年度 29年度 30年度 30年度 31年度 31年度 32年度 32年度 33年度 33年度 34年度 34年度 35年度 35年度

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

施設整備費及び支払利息

設計・第１段階工事期間

にかかる費用

上記の支払利息

設計・第２段階工事期間

にかかる費用

上記の支払利息
維持管理費

修繕費を除く維持管理費

修繕費

総計

　　　　　　　　　　　年度

　項目

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

合計36年度 37年度 37年度 38年度 38年度 39年度 39年度 40年度 40年度 41年度 41年度 42年度 42年度 43年度 43年度 44年度 44年度 45年度 45年度

後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

施設整備費及び支払利息

設計・第１段階工事期間

にかかる費用

上記の支払利息

設計・第２段階工事期間

にかかる費用

上記の支払利息
維持管理費

修繕費を除く維持管理費

修繕費

総計

（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。
（注２）各項目の分類は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６の費目に沿ってください。
（注３）可能な範囲で具体的に記入してください。
（注４）施設整備費及び支払利息は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６に記載の算定方法により積算の上、記入してください。なお、提案書における基準金利は、本提案書類作成要領及び様式集第１ ２（３）ウに記載のと
おりとし、スプレッドは応募者の提案によるものとします。
（注５）維持管理費は、事業に要する費用に基づき、維持管理期間にわたって平準化して支払を受ける前提で応募者が提案する金額を記入してください。
（注６）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。
（注７）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。



借入金返済計画等 （様式Ⅳ－12）

　　現在想定している借入金返済計画の内容及び資金管理に関する考え方を記載してください。

１　借入金返済計画

利率
基準金利
スプレッド

返済期間

（単位：円）
平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

26年度 26年度 27年度 27年度 28年度 28年度 29年度 29年度 30年度 30年度 31年度 31年度 32年度 32年度 33年度 33年度 34年度 34年度 35年度 35年度

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

金利返済

元本返済

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

36年度 37年度 37年度 38年度 38年度 39年度 39年度 40年度 40年度 41年度 41年度 42年度 42年度 43年度 43年度 44年度 44年度 45年度 45年度

後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

金利返済

元本返済

（注３）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

２　資金管理に関する考え方
口座管理や資金管理に関する基本方針及び考え方を記入してください。その際、事業者の責により事業が終了した場合の損害金に対する手当てについても、あわせて記入してください。

返済合計

元本残高

（注２）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。
（注１）借入ごとにご作成ください。

期初元本

返済合計

元本残高

　　　　年度

　項目
合計

前提条件

借入金 円
％
％
％
年

期初元本

　　　　年度

　項目



長期収支計画 ①Ａ （様式Ⅳ－13－①Ａ・Ｂ）

現在想定している長期収支計画を記載してください。
（単位：千円）

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度

サービスの対価

余裕金運用益

その他
（注２）

維持管理費

保険料

公租公課

支払利息

割賦原価

その他
（注２）

開業費

初期投資

設備投資

借入金返済

配当
その他
（注２）

税引後当期損益

割賦原価戻入れ

借入金

資本金
その他
（注２）

当初借入金

運転借入金

★ 応募者において想定するダウンサイドケースについても、想定条件とともに、作成してください。
（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。
（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。
（注３）収支計画における収入のうちの余裕金運用益、その他の積算根拠については、本様式に別紙の形式で添付してください。
（注４）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。
（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

資金調達

当期資金過不足

資金過不足累計

借入残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
項目

収
支
計
画

収入　計

支出　計

税引前当期損益

法人税等

税引後当期損益

資
金
計
画

資金需要

合計



キャッシュフロー計画 （様式Ⅳ－14）

現在想定しているキャッシュフロー計画を記載してください。

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度

％

％

％

（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。
（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。
（注３）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。
（注４）記入欄は、必要に応じ、適宜修正・追加してください。
（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

17年目 18年目 19年目 20年目５年目 ６年目 ７年目１年目 ８年目 16年目９年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目

営業活動によるキャッシュフロー

２年目 ３年目 ４年目

支払利息
法人税等
その他（注３）
計

保険料
公租公課

その他（注３）

計

投資活動によるキャッシュフロー

財務活動によるキャッシュ・インフロー

投資活動によるキャッシュ・アウトフロー

初期投資
開業費

設備投資

その他（注３）
計

営業活動によるキャッシュ・アウトフロー
維持管理費

　
　　　　　　　　　　　　　年度

　　項目

営業活動によるキャッシュ・インフロー
サービスの対価
余裕金運用益

投資活動によるキャッシュ・インフロー
有価証券等売却収入
その他（注３）

計

資本金
借入金
その他（注３）

計

財務活動によるキャッシュ・アウトフロー

借入金返済
その他（注３）

計

財務活動によるキャッシュフロー

総キャッシュフロー

ＤＳＣＲ

配当

その他（注３）

ＰＩＲＲ

ＥＩＲＲ

配当ＥＩＲＲ

25年目 26年目
合計

21年目 22年目 23年目 24年目



（様式Ⅴ－１）

平成　年　月　日

「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等に関する説明会に、以下のとおり申し込みます。

氏（法人）名 参加者名 所属部署名

（連絡先）

氏（法人）名：

（注） Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

電子メール：

入札説明書等に関する説明会参加申込書

担当者名：
所属部署名：
電話：
ＦＡＸ：



（様式Ⅴ－２）

平成　年　月　日

「川井浄水場再整備事業」に関する参考資料のＣＤ－Ｒ（以下「本資料」という）の貸与を希望します

以下のとおり申し込みます。

電話：

ＦＡＸ：

電子メール：

（注） Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

連絡先

参考資料の貸与申込書

氏（法人）名

所在地（住所）

法人の場合の所属

担当者氏名

＜参考資料の貸与に際しての条件＞
１　本事業の入札の参加を検討する目的以外の目的で、参考資料を利用しないこと。
２　貸与を受けた本資料を秘密として保持するものとし、第三者に開示しないこと。
３　前項までに定める秘密の保持は、本事業の入札に応じない場合及び入札に応じ落札
者とならなかった場合であっても、存続するものとする。また、本資料の印刷及びコ
ピーデータは落札者決定後、速やかに適切な方法で破棄するものとする。
４　本資料の利用により得た情報の利用に当たっては、第三者の権利利益を損なうこと
のない　　よう十分に留意すること。万一、第三者の権利利益を侵害した場合は、利用
者が一切の責任を負うこと。
５　本資料については、汚損又はき損することのないよう、丁寧に取り扱うこと。万
一、き損　　等の事態が生じた場合は、直ちに入札説明書第６　８の本事業の事務局あ
てに申し出て、職員の指示に従うこと。
６　本資料の貸出しを受けた場合は、落札者以外の応募者は落札者決定後、速やかに返
却し、返却時においては職員の確認を受けること。



（様式Ⅴ－４）

平成　年　月　日

No.
質問項目

（タイトル）
頁 内容

・入札説明書
・業務要求水準書

第１
第２
など

１
２
など

（１）
（２）
など

ア
イ
など

（ｱ）
（ｲ）
など

ａ
ｂ
など

例 質問の受付期
間

3 第１ １ （５） イ （ｲ） ａ …

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

（注）Microsoft社製　Excel(Windows版）のファイル形式で提出してください。

対応箇所

質問者氏名

法人の場合の所属

所在地（住所）

電子メール：

ＦＡＸ：

電話：連絡先

入札説明書等に関する質問書

　「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等について、以下のとおり質問を提出します。

氏（法人）名



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川井浄水場再整備事業 

入札説明書別添資料４ 基本協定書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年●月●日 

横浜市 

［代表企業］ 

［ 構成員 ］ 

［ 構成員 ］ 

［ 構成員 ］



 

 1

川井浄水場再整備事業基本協定書（案） 

 

 川井浄水場再整備事業（以下「本事業」という。）に関し、横浜市（以下「甲」という。）

と代表企業●●、構成員●●及び構成員●●（以下「乙」と総称し、乙の代表企業である

●●を「代表企業」、「代表企業」を含む乙の各構成員を個別に「各構成員」という。）との

間で、以下のとおり、基本協定（以下「本基本協定」という。）を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 本基本協定は、本事業に関し乙が落札者として決定されたことを確認し、甲と、

乙が設立する本事業の遂行者（以下「事業者」という。）とが、川井浄水場に係る新設対

象施設（平成 20 年５月横浜市「川井浄水場再整備事業業務要求水準書」（その後の改訂

を含み、以下「業務要求水準書」という。）に定義される意味を有する。）の建設、撤去

対象施設（業務要求水準書に定義される意味を有する。）の撤去及び新設対象施設の維持

管理、その資金調達並びにこれらに付随し、関連する一切の事項に関する契約（以下「事

業契約」という。）を締結することに向けた甲及び乙の義務を定めるものとする。 

 

 （当事者の義務） 

第２条 甲及び乙は、甲と事業者とが締結する事業契約の締結に向けて、それぞれ誠実に

対応しなければならない。 

２ 乙は、事業契約締結のための協議においては、入札説明書等、提案書及びヒアリング

での説明（各々、平成 20 年５月横浜市「川井浄水場再整備事業入札説明書」（その後の

改訂を含み、以下「入札説明書」という。）において定義又は使用される意味を有する。）

を遵守する。また、甲の要望事項を甲乙間で協議し、合意した事項について事業者に引

き継がせ、事業契約書に反映させなければならない。 

 

 （事業者の設立） 

第３条 乙は、本基本協定締結後１か月以内に、次の各号の条件に従い事業者を設立し、

その設立登記の完了後 10 日以内に、その商業登記簿謄本を甲に提出するものとする。 

（１）事業者は、会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社とすること。 

（２）事業者の本店所在地は、横浜市内とすること。 

２ 各構成員は、必ず事業者にそれぞれ出資することを要し、各構成員が保有する議決権

の割合は、次の各号の条件に従うものとする。 

（１）各構成員の議決権割合の合計が事業者の総株主の議決権の２分の１を超えること。 

（２）代表企業の議決権割合が事業者の総株主中の唯一最大となるようにすること。 

（３）各構成員の当初の出資額及び議決権割合は以下のとおりとすること。 

         

            出資額 議決権割合 

  【代表企業】 ：   ●円   ●％ 

  【構成員】  ：   ●円   ●％ 
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  【構成員】  ：   ●円   ●％ 

 

 （株式の譲渡） 

第４条 各構成員は、事業契約が終了するまで事業者の株式を保有するものとし、保有す

る事業者の株式の譲渡、担保権の設定又はその他の処分を行う場合には、事前に書面に

よる甲の承諾を得なければならない。ただし、各構成員は、いかなる場合も、反社会的

勢力（集団的に又は常習的に違法行為（犯罪行為を含むが、これに限られない。）を行う

ことを助長するおそれがある団体又はかかる団体の構成員をいう。）その他これに類する

者に対し、かかる処分を行ってはならない。 

 

 （事業契約） 

第５条 乙は、本基本協定締結後平成 21 年３月 31 日までに、事業者をして、甲との間で

事業契約を締結せしめるものとする。 

２ 甲及び乙は、事業契約締結後も、本事業の実施のために互いに誠実に協力しなければ

ならない。 

３ 乙は、甲と事業者との間での事業契約の締結と同時に別紙の様式による出資者誓約書

兼保証書を作成して甲に提出するものとする。 

４ 第１項の規定に関わらず、事業契約の締結までに、本事業の入札に関し落札者の各構

成員に次の各号のいずれかの事由が生じた場合には、甲は事業契約を締結しないことが

できる。 

（１）各構成員のいずれかが、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 49 条第７項の規定により排除措置命

令が確定したとき、又は、同法第 49 条第６項、第 52 条第３項、第 66 条第２項に規定

する審決を受け、かつ、当該審決の取消しの訴えを同法第 77 条第１項に規定する期間

内に提起しなかったとき。 

（２）各構成員のいずれかが、独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反す

るとして、同法第 50 条第５項の規定により課徴金納付命令が確定したとき、又は同法

第 50 条第４項、第 52 条第３項、第 66 条第２項に規定する審決を受け、かつ、当該審

決の取消しの訴えを同法第 77 条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。 

（３）各構成員のいずれかが、独占禁止法第 77 条第１項の規定により審決の取消しの訴え

を提起した場合において、当該訴えを却下し、又は棄却する判決が確定したとき。 

（４）各構成員のいずれかの役員又は使用人について、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第

96 条の３又は第 198 条に規定する刑が確定したとき。 

（５）前各号のほか、事業契約の締結までに、各構成員のいずれかが、入札説明書におい

て提示された入札参加資格の全部又は一部を喪失したとき。 

 

 （事業契約不調の場合の処理） 

第６条 事業者と甲との間で事業契約の締結に至らなかった場合、甲及び乙並びに事業者

が本事業の実施のための準備に関して既に支出した費用は各自の負担とし、甲及び乙並
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びに事業者は、相互に債権債務関係の生じないことを確認するものとする。ただし、平

成 21 年３月 31 日までに事業者と甲との間で事業契約の締結に至らなかった場合、入札

説明書に定める入札保証金は甲に帰属する。なお、乙が、乙又は事業者の責に帰すべき

事由以外の事由により、事業契約の締結に至らなかったことを合理的な資料をもって証

明した場合に限り、入札説明書に定める入札保証金を乙に返還するものとする。 

 

 （秘密保持） 

第７条 甲及び乙は、本基本協定に関する事項につき知り得た情報を相手方の事前の承諾

を得ることなく第三者に開示しないこと及び本基本協定の履行の目的以外には使用しな

いことを確認する。ただし、本基本協定の前に既に自ら保有していた場合、公知であっ

た場合、本基本協定に関して知った後自らの責めによらずして公知になった場合、本基

本協定に関して知った後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せられ

ることなしに取得した場合、裁判所により開示が命じられた場合、乙が本事業に関する

資金調達を図るために合理的に必要なものとして開示する場合、乙が本事業の対象業務

（業務の内容は業務要求水準書「第２ 細則」に定めるところによる。）を委託し又は請

け負わせる者に対して当該業務の実施に合理的に必要なものとして開示する場合、甲が

法令等に基づき開示する場合及び甲又は乙がそれぞれの弁護士等のアドバイザーに守秘

義務を課して開示する場合は、この限りではない。 

 

 （協議） 

第８条 本基本協定の規定又は本基本協定に定めのない事項につき疑義が生じた場合、本

基本協定の当事者は誠意をもって協議により解決するものとする。 

 

 （準拠法及び裁判管轄） 

第９条 本基本協定は日本国の法令に従い解釈されるものとし、本基本協定に関する一切

の紛争については、甲の所在地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とす

る。 

 

 以上を証するため、本書を２通作成し、甲及び各構成員がそれぞれ記名押印の上、甲及

び代表企業が各１通を保有する。 

 

平成 20 年●月●日 

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝 
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●グループ 

 

●会社 （代表企業） 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 
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（別紙） 

 

 

平成●年●月●日 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝 

 

 

出 資 者 誓  約  書 兼 保  証  書 

 

 

 

 横浜市（以下「市」という。）及び[ＳＰＣ名称]（以下「事業者」という。）との間で、

平成●年●月●日付で締結された「川井浄水場再整備事業事業契約書」（以下「本契約」と

いう。）に関して、事業者の出資者である●会社、●会社、●会社及び●会社（以下「当社

ら」と総称します。）は、本日付けをもって、後記の事項を市に対して誓約し、かつ、表明

及び保証いたします。なお、特に明示のない限り、本出資者誓約書兼保証書において使用

される用語は、本契約において定義された意味を有するものとします。 

 

記 

 

１ 事業者が、平成●年●月●日に、会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社

として適法に設立され、本日現在、有効に存続していること。 

 

２（１）本日現在における事業者の発行済株式総数は●株であり、総株主の議決権数は●個

であること。 

（２）当社らの保有する事業者の株式に係る議決権の総数は●個であり、そのうち●個

は●会社が、●個は●会社が、●個は●会社がそれぞれ保有すること。 

（３）当社らではない者が保有する事業者の議決権の総数は●個であり、そのうち●個

は●会社が、●個は●会社が、●個は●会社がそれぞれ保有すること。 

 

３ 事業者が本事業の実施に必要な資金調達を行うことを目的として、当社らが保有する

事業者の株式を譲渡し又は同株式に担保権を設定する場合、事前にその旨を市に書面で

通知し、市の書面による承諾を得ること。この場合、担保権設定契約書及び融資契約書

その他市が合理的に要求する資料の写しを速やかに市に提出すること。 
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４ 当社らは、本契約が終了するまでの間、事業者の議決権を各保有するものとし、「川井

浄水場再整備事業基本協定書」第３条第２項を遵守するとともに、市の事前の書面によ

る承諾がある場合（第３項に定める承諾がある場合を含む。）を除き、事業者の株式の譲

渡、担保権の設定その他一切の処分を行わないこと。ただし、当社らは、いかなる場合

も、反社会的勢力（集団的に又は常習的に違法行為（犯罪行為を含むが、これに限られ

ない。）を行うことを助長するおそれがある団体又はかかる団体の構成員をいう。）その

他これに類する者に対し、かかる処分を行わないこと。 

 

５ 当社らが保有する事業者の株式を譲渡することが許容される場合において、譲渡を行

う場合、当社らは、譲受予定者から別添の誓約書を徴求の上、市に提出すること。 

 

以上 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 
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（別添） 

 

 

平成●年●月●日 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝 

 

 

誓 約 書 

 

 

 横浜市（以下「市」という。）及び[ＳＰＣ名称]（以下「事業者」という。）との間で、

平成●年●月●日付で締結された「川井浄水場再整備事業事業契約書」（以下「本契約」と

いう。）に関して、当社は、下記の事項を市に対して誓約し、かつ、表明及び保証いたしま

す。なお、特に明示のない限り、本誓約書において使用される語句は、本契約において定

義された意味を有するものとします。 

 

記 

 

１ 本日現在、当社が保有する事業者の株式に係る議決権数は●個であること。 

 

２ 当社が保有する事業者の株式の譲渡、担保権の設定その他の処分を行う場合、事前に

市に書面で通知し、市の書面による承諾を得ること。 

 

３ 当社が保有する事業者の株式を譲渡することが許容される場合において、譲渡を行う

場合、譲受予定者から本誓約書と同じ様式の誓約書を徴求の上、市に提出すること。 

 

以 上 

 

 

住所 

氏名  ●会社 

  代表者 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川井浄水場再整備事業 

入札説明書添付資料５ 事業契約書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21 年●月●日 

横浜市 

［ＳＰＣ名称］ 

 



 

 

川井浄水場再整備事業事業契約書（案） 

 

  

１ 事 業 名 川井浄水場再整備事業 

 

２ 事 業 場 所 横浜市旭区上川井町 2555 番地 

 

３ 事 業 期 間 平成 21 年●月●日～平成 46 年３月 31 日 

          （ただし、引渡予定日 平成●年●月●日） 

 

４ 契 約 金 額 ￥●－ 

         （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥●－） 

          （施設整備費にかかる支払利息の額￥●－（非課税）） 

 

５ 契約保証金 要する【ただし、第 10 条第１項第１号ただし書き以下に定める場合は

この限りではない。】 

 

 

前記の事業について、横浜市は、事業者●●との間で、各々の対等な立場における合意

に基づいて、別添の条項による公正な事業契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行

するものとする。 

 

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成 21 年●月●日 

 

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝 

 

 

事業者 

 

  住所  

 

  名称  
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第１章 総則 

 

 （契約の目的） 

第１条 本契約は、横浜市（以下「甲」という。）及び事業者（以下「乙」という。）が

相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （事業の趣旨の尊重） 

第２条 乙及び本事業の実施に携わる民間事業者は、本事業が、高度な公共性を有する浄

水場施設の整備を行い、その機能と性能を将来にわたって適切に維持管理する事業であ

ることを十分に理解し、本事業の実施にあたっては、その趣旨を尊重するものとする。 

２ 甲は、本事業が民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、民間事業者の自主性

と創意工夫を尊重することにより、効率的かつ効果的に実施するものであることを十分

に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

 

 （用語等の解釈） 

第３条 本契約において用いられる用語の意義は、別紙１の「定義集」に定めるところに

よるものとする。 

２ 本契約における各条項の見出しは、参照の便宜のためであり、本契約の各条項の解釈

に影響を与えないものとする。 

 

 （秘密の保持） 

第４条 甲又は乙は、本契約の締結過程及び履行過程で知り得た甲又は乙の秘密に属する

事項及び情報を、甲若しくは乙の株主以外の第三者に漏えいし、又は本契約の履行以外

の目的に使用してはならない。ただし、甲又は乙が司法手続又は法令等に基づき開示す

る場合及び弁護士その他本事業に関わる当該契約の当事者のアドバイザー及び金融機関

に本条で規定された内容と実質的に同じ内容の守秘義務を課して開示する場合にはこの

限りでない。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する情報については、適用されない。 

（１）開示の時点で公知となっており、又は開示を受けた当事者による本契約上の義務違

反によることなく公知となった情報 

（２）開示の時点で開示を受けた当事者が既に適法に保有していた情報 

（３）開示を受けた当事者が、第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に入手した情

報 

 

 （共通事項） 

第５条 本契約の履行に関して甲及び乙間で用いる言語は、日本語とする。 

２ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 
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３ 本契約に基づく金銭債務の額は、円を最低額の単位として算定し、当該単位に満たな

い端数はこれを切り捨てる。 

４ 本契約の履行に関して甲及び乙間で用いる計量単位は、本契約、入札説明書等及び事

業者提案に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第 51 号。その後の改正

を含む。）に定めるものとする。 

５ 本契約の履行に関する期間の定めについては、本契約、業務要求水準書及び事業者提

案に特別の定めがある場合を除き、民法（明治 29 年法律第 89 号。その後の改正を含

む。）及び会社法（平成 17 年法律第 86 号。その後の改正を含む。）の定めるところに

よるものとする。 

６ 本契約の履行に関して用いる時刻は、日本標準時とする。 

７ 本契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

８ 本契約で規定されている法令等が改正（新たな制定を含む。）された場合には、当該

改正された法令等が本契約に適用される。 

９ 本契約に関する紛争又は訴訟については、横浜地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所

とする。 

10 本契約及びこれに基づき締結される一切の合意に定める請求、通知、報告、申出、承

諾、確認、質問、回答、解除、指示、是正勧告及び是正命令は、書面により行わなけれ

ばならない。ただし、甲が書面によることを不要と認めた場合にはこの限りでない。 

 

第２章 本事業の実施に関する事項 

 

 （本契約の期間） 

第６条 本契約は、締結日からその効力を生じ、原則として平成 46 年３月 31 日に終了す

るものとする。なお、この期間を本契約の事業期間とする。 

 

 （本事業の概要） 

第７条 本事業は、本事業対象業務及びこれらの業務の実施にかかる資金調達とこれらに

付随し、関連する一切の業務により構成されるものとする。なお、乙は本事業に関連の

ない事業を行ってはならない。 

２ 本事業は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、乙が適正かつ確実に実施

するものとし、甲は本契約の定めるところにより乙による本事業の適正かつ確実な実施

を確保するための措置をとるものとする。 

３ 乙は、本契約に定める本事業の実施に関する各業務を、本契約の事業期間内に完了す

るものとする。 

 

 （乙に対する支払） 

第８条 甲は、本契約の定めるところによりサービスの対価を乙に支払う。 
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２ 甲は、本契約に基づいて生じた乙に対する債権及び債務を、法令等の範囲内において

サービスの対価と対当額で相殺することができるものとする。 

 

 （遅延損害金） 

第９条 甲又は乙が、本契約に基づく支払を遅延した場合には、本契約に別段の定めがあ

る場合を除き、未払額につき履行期日の翌日から起算して、当該金銭債務の支払が完了

した日までの期間の日数に応じ、履行期日時点における政府契約の支払遅延防止等に関

する法律（昭和 24 年法律第 256 号。その後の改正を含む。）第８条第１項の規定に基づ

き財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅延利息をそれぞれ相手方に支払わなけ

ればならない。これらの場合の遅延利息の計算方法は、年 365 日の日割計算とする。 

 

 （履行保証） 

第 10 条 乙は、以下のとおり、契約保証金を納付しなければならない。 

（１）設計・工事期間中の契約保証金の額は、施設整備費（消費税及び地方消費税を含

む。）及びこれにかかる支払利息の 100 分の 10 に相当する金額とし、乙は、事業契約

締結と同時に納付する。ただし、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第７条第４項及

び第 27 条第３項第１号に規定する担保を提供することにより、契約保証金の支払に代

えることができる。上記に関わらず、事業契約締結と同時に、乙が自己の責任及び費用

負担において、甲又は乙を被保険者とし、施設整備費（消費税及び地方消費税を含

む。）の 100 分の 10 以上に相当する金額を保証金額とする履行保証保険契約を自ら締

結し、若しくは工事請負人等をして履行保証保険契約を締結させることにより、契約保

証金を免除する。なお、乙は、自らを被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合

には、保険金請求権に質権を設定し、甲に対して当該債券に係る証書及び当該債券に係

る債務者の承諾を証する確定日付のある書面を提出しなければならない。甲は、設計・

工事期間中、契約保証金を返還せず、かつ、これに利子を付さない。設計・工事期間が

終了したときには、甲は、事業者の請求に基づき、速やかに契約保証金相当額を返還し、

又は担保の提供による場合、返還に代わる適切な措置をとるものとする。 

（２）契約保証金は、前号に定めるほか、第 87 条第２項、第 88 条又は第 89 条の規定によ

り、事業契約が終了又は解除された場合に返還する。第 87 条第１項の規定により事業

契約が解除された場合は、甲に帰属するものとするが、甲が必要であると認めるときは、

その全部又は一部を返還し、又は担保の提供による場合、返還に代わる適切な措置をと

ることができる。なお、返還する契約保証金には利子を付さない。 

 

 （規定の適用関係） 

第 11 条 本事業の実施により甲と乙の間において生じる権利又は義務については本契約

の規定が適用されるものとする。 

２ 本契約、業務要求水準書、入札説明書等（業務要求水準書を除く。）、事業者提案及

び実施方針の記載内容に矛盾又は相違がある場合は、本契約、業務要求水準書、入札説
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明書等（業務要求水準書を除く。）、事業者提案及び実施方針の順に優先して適用され

るものとする。 

３ 本契約の書類間で疑義が生じた場合は、甲及び乙の間において協議の上、かかる記載

内容に関する事項を決定するものとする。 

４ 業務要求水準書と事業者提案の内容に差異がある場合は、事業者提案に記載された提

案内容が業務要求水準書に記載された業務要求水準を上回るとき（甲及び乙が事業者提

案について確認した事項を含む。）に限り、事業者提案が優先して適用されるものとす

る。 

 

 （責任の負担） 

第 12 条 乙は、本契約に別段の定めがある場合を除き、本事業を実施するために必要な

一切の手段を自らの責任において定め、本事業の実施に係る一切の責任を負うものとす

る。 

２ 乙は、甲の責めに帰すべき事由による場合、法令等の変更又は不可抗力による場合を

除き、乙が当該手段を決定しなかった若しくはできなかった場合又は乙が決定した手段

により乙が本契約上の義務を履行しなかった若しくはできなかった場合でも、本契約上

の乙のいかなる責任をも免れず、乙の責めに帰すべき事由があったものとして、本契約

上の責任を負う。 

３ 本契約に別段の定めがある場合を除き、乙の本業務の履行に関する甲による確認若し

くは立会い又は乙からの甲に対する報告、通知若しくは説明を理由として、乙は、いか

なる本契約上の乙の責任をも免れず、当該確認若しくは立会い又は報告、通知若しくは

説明を理由として、甲は何ら責任を負担しない。 
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 （業務受託企業の使用等） 

第 13 条 乙は、本事業対象業務の全部又は一部を業務受託企業に委託し、又は請け負わ

せることができるものとする。この場合において、乙は業務受託企業に委託又は請け負

わせる契約において、業務受託企業をして、本契約に基づいて乙が負担するものと同水

準以上の秘密保持義務を負わせるものとする。なお、第 71 条の規定により第三者委託を

受託する者は、乙の出資者であることを要する。 

２ 乙は、前項の定めるところにより本事業対象業務を業務受託企業に委託し、又は請け

負わせようとするときは、当該業務の委託又は請負に係る契約締結予定日の 14 日前（閉

庁日を含む。）までに、甲に対し、その者の氏名又は名称及び住所その他必要な事項を

記載した書面により通知するとともに、当該契約書案を提示し、甲の事前の書面による

承諾を得なければならない。当該契約書の重要な部分を変更しようとするときも同様と

する。また、業務受託企業を変更しようとする場合も同様とする。 

３ 乙は、前項に定めるところにより甲の承諾を受けた業務受託企業又は第三者の使用に

関する一切の責任を負うものとし、業務受託企業又は第三者の責めに帰すべき事由は、

事由の如何を問わず乙の責めに帰すべき事由とみなす。 

４ 乙は、前項に定める場合のほか、業務受託企業をその当事者又は関係者とする紛争、

訴訟等に起因して、本契約に定める業務が遅延した場合その他の増加費用、損害及び損

失の一切を負担しなければならない。 

 

 （業務受託企業の一括委任又は一括下請負の禁止） 

第 14 条 乙は、設計企業又は監理企業が乙から受託し又は請け負った設計業務又は工事

監理業務の全部を一括して若しくはその主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせ

てはならない。 

２ 乙は、工事企業が乙から受託し又は請け負った建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。そ

の後の改正を含む。）の適用対象となる本工事の全部若しくはその主たる部分又は他の

部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委託し、又は請

け負わせようとする場合にあっては、同法第 22 条第３項に定める承諾を行ってはならな

い。 

３ 乙は、維持管理企業が乙から受託し又は請け負った維持管理業務の全部又は主たる部

分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 
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 （乙の資金調達等） 

第 15 条 本事業の実施に関する一切の費用は、本契約で別段の定めがある場合を除き、

すべて乙が負担するものとし、また、本事業に関する乙の資金調達はすべて乙の責任に

おいて行うものとする。 

２ 甲は、乙が本事業を実施するに当たり、財政上及び金融上の支援を受けることができ

る可能性があり、乙から甲に対して支援の要請があった場合には、その支援を乙が受け

ることができるよう、可能な限りその協力を行うものとする。 

３ 甲及び乙は、本事業の実施に関して国庫補助金の支給を受けることができるよう相互

に協力する。甲に対する国庫補助金の支給が確定した場合には、これを乙が負担する施

設整備費及び支払利息の一部に充当するものとし、当該国庫補助金相当額につき甲は乙

に対する施設整備の支払義務を免れるものとする。 

４ 本事業の実施に関して、乙の責めに帰すべき事由により、前項に定める国庫補助金が

交付されないことが確定した場合には、甲は、乙に対して支払うべきサービスの対価か

ら、得べかりし交付金金額の 10％に相当する金額を減額する。 

 

 （財務書類の提出） 

第 16 条 乙は、本契約の事業期間中の各事業年度最終日より３ヶ月以内に、会社法第 435

条第２項に定義する計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書（乙が会計監査人

設置会社であるか否かを問わず、公認会計士又は監査法人による監査済みのものに限

る。）を甲に提出しなければならない。なお、甲は計算書類及び事業報告を公開するこ

とができるものとする。 

２ 乙は、本契約の事業期間の終了に至るまで、半期に係る財務書類を作成し、作成後速

やかに甲に提出するものとする。また、甲が要求したときは、乙は直ちに、その財務状

況を甲に対して報告しなければならない。 

３ 乙は、本契約の終了に伴い自らの株主総会において解散を決議したときは、代表清算

人をして、直ちに甲に対してその旨を通知し、解散時の財産目録及び貸借対照表並びに

解散事業年度の確定申告書の写しを甲に提出しなければならない。なお、乙は、甲の事

前の書面による承諾がない限り、解散を決議することができない。 

 

 （設計・工事期間の保険） 

第 17 条 乙は、別紙２ ●に規定された種類及び内容の各保険を自己の負担において付

保し、当該別紙に定められた措置をとらなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる条件をすべて充足している場合には、乙

は、当該充足している期間、前項で規定された乙の義務を免れる。 

（１）設計企業又は工事企業のいずれか一方又は双方が別紙２ ●に規定された種類及び

内容の各保険を、同項で規定された日までに付保し、かつ、同項で規定された期間当該

保険を維持していること。 

（２）乙又は設計企業若しくは工事企業のいずれか一方若しくは双方が前号で規定された

保険に係る保険証券の原本証明付写しを甲に対して提出したこと。 
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 （維持管理期間の保険） 

第 18 条 乙は、別紙２ ●に規定された種類及び内容の各保険を自己の負担において付

保し、当該別紙に定められた措置をとらなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる条件をすべて充足している場合には、乙

は、当該充足している期間、前項で規定された乙の義務を免れる。 

（１）維持管理企業が別紙２ ●に規定された種類及び内容の各保険を、同項で規定され

た日までに付保し、かつ、同項で規定された期間当該保険を維持していること。 

（２）乙又は維持管理企業のいずれか若しくは双方が前号で規定された保険に係る保険証

券の原本証明付写しを甲に対して提出したこと。 

 

 （公租公課の負担） 

第 19 条 乙は、本契約及びこれに基づき締結される合意に関連して生じる租税のすべて

を負担する。 

２ 甲は、本契約の定めるところにより乙に支払うサービスの対価に係る消費税及び地方

消費税を支払うものとする。 

３ 甲は、本契約に関連して生じるすべての租税について、本契約に別段の定めがある場

合を除き、負担しない。 

 

 （許認可の取得等） 

第 20 条 本契約に基づく義務を履行するために必要となる一切の許認可は、乙が自らの

責任及び費用負担により取得し、維持するものとし、また、乙が本契約に基づく義務を

履行するために必要となる一切の届出又は報告は、乙がその責任において作成し、提出

するものとする。ただし、甲が許認可の取得又は届出若しくは報告をする必要がある場

合には、甲が必要な措置を講ずるものとし、当該措置について乙の協力を求めた場合に

は、乙はこれに応じるものとする。 

２ 乙は、前項ただし書に定める場合及び第 69 条第２項ただし書に定める場合を除き、本

事業の履行に必要な許認可の取得又は維持に関する責任及び費用（許認可取得の遅延か

ら生じる増加費用を含む。以下同じ。）を負担するものとし、その遅延が甲の責に帰す

べき事由による場合には、甲がその責任及び損害を負担するものとする。 

３ 甲は、乙が甲に対して書面により要請した場合、乙による許認可の取得又は届出若し

くは報告について、法令等の範囲内において必要に応じて協力するものとする。 

４ 乙は、本契約に基づく義務を履行するために必要となる許認可の原本を保管し、甲の

要請があった場合には原本を提示し、又は原本証明付写しを甲に提出するものとする。 
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 （法令等の変更による措置） 

第 21 条 本契約の締結後において、法令等の変更又は新設により、本事業の実施に関し

て増加費用が発生した場合の負担は、別紙３に記載する「法令等の変更による費用の負

担割合」に定めるところによる。 

２ 乙は、前項に掲げる法令等の変更又は新設により増加費用の発生が予想される場合に

あっては、その増加が最小限となるように本事業を実施しなければならない。 

３ 甲は、第１項に掲げる法令等の変更又は新設により甲が過分の費用を負担することと

なる場合は、甲は乙と協議の上、第 89 条に基づき本契約を解除し、第 98 条又は第 101

条に規定する措置をとることができるものとする。 

４ 本契約の締結後において、既存の租税についての税率の変更又は新たな税が設置され

たことにより、本契約及びこれに基づき締結される合意に関連して生じる租税の追加的

な費用負担が発生した場合は、別紙３に記載する「法令等の変更による費用の負担割

合」に定めるところによる。 

５ 甲又は乙が、技術革新等により、サービスの対価の減額を目的とした業務要求水準書

の変更又は業務遂行方法の採用が可能であると認めたときは、第 41 条、第 42 条、第 78

条及び第 79 条の規定にかかわらず、甲又は乙は相手方に対して書面によりサービスの

対価の減額方法を通知し、横浜市契約後ＶＥ方式実施要綱（平成 14 年９月３日、企技

第 50 号。その後の改正を含む。）を準用し、当該方法の採用の可否について協議を行

うものとする。 

 

 （不可抗力による措置） 

第 22 条 甲及び乙は、不可抗力により本契約に基づく義務の全部又は一部の履行ができ

なくなったときは、その内容の詳細を記載した書面をもって直ちに相手方に通知しなけ

ればならない。この場合において、通知を行った者は、通知を発した日以降、本契約に

基づく履行期日における履行義務の全部又は一部を免れるものとする。ただし、各当事

者は不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければならない。 

２ 甲及び乙は、前項に定める通知を発した日以後、直ちに本事業の継続の可否について

協議するものとし、本事業の継続に関して増加費用が発生する場合にあっては、乙が当

該増加費用の額及び当該増加費用を最小限とするような対策を検討し、その対策の合理

性について甲と協議しなければならない。 

３ 甲及び乙は、前項の協議の結果を踏まえ、本契約の締結後における不可抗力により生

じる合理的な追加費用及び損害額を別紙４に記載する「不可抗力による費用分担」に定

める方法により負担する。ただし、本事業の継続に過分の費用を要する場合は、甲は乙

と協議の上、第 89 条に基づき本契約を解除し、第 98 条又は第 101 条に規定する措置を

とることができるものとする。 

４ 第３項本文の規定にかかわらず、台風及び風水害により生じる追加費用及び損害額に

ついては、乙がこれを負担するものとする。 
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 （第三者に対する損害） 

第 23 条 乙が、本事業対象業務を履行する過程で、又は履行した結果、乙の責めに帰す

べき事由により第三者に損害が発生したとき（新設対象施設の劣化又は維持管理の不備

により見学者に損害が発生した場合を当然に含む。）は、乙がその損害を賠償するもの

とし、甲の責めに帰すべき事由により第三者に損害が発生したとき（業務要求水準書に

基づき本工事の施工について甲の提示した条件による場合を当然に含む。）は、甲がそ

の損害を賠償する。本事業対象業務の履行に伴い通常避けることができない騒音、振動、

臭気の発生等により第三者に損害が発生したときは、乙がその損害を賠償する。 

２ 乙が、本事業対象業務を履行する過程で、又は履行した結果、不可抗力により第三者

に生じた損害の負担は、別紙４に記載する「不可抗力による費用分担」に定める方法に

よる。 

 

 （事業工程表） 

第 24 条 乙は、本契約の締結後 14 日以内に本契約、入札説明書等及び事業者提案に基づ

き、本契約の締結日から事業期間の終了日までの事業工程表を作成し、甲に提出し、甲

の了解を得なければならない。 

２ 乙は、本事業を事業工程表に従い実施するものとし、事業工程表において新設対象施

設の引渡日を確定させるものとする。 

３ 乙は、前項に定める事業工程表に基づく工程の管理を、自らの責任において、適正に

行わなければならない。 

 

 （権利義務の譲渡等） 

第 25 条 乙は、甲の事前の書面による承諾を得た場合を除き、本契約上の地位又は本契

約により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させ、若しくは担保提供

その他一切の処分（他の法人との合併、他の法人との間で行う会社分割等の組織再編に

よる承継を含む。）を行ってはならない。 

２ 乙は、甲の事前の書面による承諾を得た場合を除き、株式、新株予約権、新株予約権

付社債その他乙の株式を取得することができる権利を付与する行為を行ってはならない。

ただし、乙の出資者であって、甲に附則第１条に定める「出資者誓約書兼保証書」を提

出しているものについては、この限りではない。 

３ 乙は、甲の事前の書面による承諾を得た場合を除き、業務受託企業を変更してはなら

ない。 

４ 甲は、業務受託企業又は下請負人若しくは再受託先が乙の経営若しくは本事業の安定

性を著しく阻害し、又は本事業に関与することが適当でないと合理的に認めた場合には、

乙に対し、当該者との契約を解除するよう求めることができる。 
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 （成果物及び新設対象施設の利用及び著作権） 

第 26 条 甲は、成果物及び新設対象施設について、甲の裁量により利用する権利及び権

限を有するものとし、その利用の権利及び権限は、本契約の終了後も存続するものとす

る。 

２ 前項の成果物及び新設対象施設が著作権法（昭和 45 年法律第 48 号。その後の改正を

含む。）第２条第１項第１号に定める著作物に該当する場合には、同法第２章及び第３

章に規定する著作者の権利の帰属は、同法の定めるところによる。 

３ 乙は、甲が、成果物及び新設対象施設を次の各号に掲げるところにより利用をするこ

とができるようにしなければならず、自ら又は著作権者（甲を除く。）をして、著作権

法第 19 条第１項又は第 20 条第１項に定める権利を行使し又は行使させてはならない。 

（１）著作者名を表示せずに成果物の全部若しくは一部又は新設対象施設の内容を自ら公

表若しくは広報に使用し、又は甲が認めた公的機関をして公表若しくは広報に使用さ

せること。 

（２）成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 

（３）新設対象施設の完成、増築、改築、修繕等のために必要な範囲で甲、甲の委託する

第三者をして複製、頒布、展示、改変、翻案その他の修正をすること。 

（４）新設対象施設を写真、模型、絵画その他の方法により表現すること。 

（５）新設対象施設を増築し、改築し、修繕若しくは模様替えにより改変し、取り壊すこ

と。 

４ 乙は、自ら又は著作権者をして、第１項の著作物に係る著作権を第三者に譲渡し、又

は承継させてはならない。ただし、事前の甲の書面による承諾を得た場合は、この限り

でない。 

５ 乙は、自ら又は著作権者をして、次の各号に掲げる行為をなしてはならない。ただし、

事前の甲の書面による承諾は、この限りでない。 

（１）成果物及び新設対象施設の内容を公表すること。 

（２）新設対象施設に乙の実名又は変名を表示すること。 

（３）成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 

 

 （第三者の知的財産権等の侵害） 

第 27 条 乙は、本契約の履行に当たり、第三者の有する知的財産権等を侵害しないこと、

並びに新設対象施設及び乙が甲に対して提供する成果物の利用が第三者の有する知的財

産権等を侵害していないことを、甲に対して保証する。 

２ 乙が本契約の履行に当たり第三者の有する知的財産権等を侵害し、又は新設対象施設

若しくは乙が甲に対して提供するいずれかの成果物の利用が第三者の有する知的財産権

等を侵害する場合には、乙は、乙の責めに帰すべき事由の有無の如何にかかわらず、当

該侵害に起因して甲に直接又は間接に生じた全ての損失、損害及び費用につき、甲に対

して補償及び賠償し、又は甲が指示する必要な措置を行う。 
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 （用地の使用等） 

第 28 条 乙は、事業期間の終了までの間、本事業の実施に必要な範囲において、甲の許

可を得て、無償使用可能用地を無償で使用することができる。 

２ 乙は、無償使用可能用地を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

３ 乙は、工事期間中、工事業務に要する建設資材等の置き場を事業場所内に確保するこ

とができない場合には、自己の費用をもって、事業場所以外の場所に仮設用地を確保す

るものとする。 

 

 （臨機の措置） 

第 29 条 乙は、本事業対象業務の履行に当たり、事故が発生したとき又は事故が発生す

る恐れのあるときは、甲の指示を受け、又は甲及び乙が協議して臨機の措置をとらなけ

ればならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、乙の判断により臨機の措

置を講じなければならない。 

２ 前項の場合においては、乙は、その講じた措置の内容を直ちに甲に通知しなければな

らない。 

３ 甲は、事故防止その他業務上特に必要があると認められるときは、乙に対して臨機の

措置をとることを請求することができる。 

４ 乙が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要し

た費用のうち、乙による一般的な管理行為に属するものとして当然に施設整備費又は維

持管理費（消費税及び地方消費税を含む。以下同じ。）に含めることが適当でないと認

められる部分については、甲が当該部分に相当する合理的な費用を負担するものとし、

当該費用の金額及び支払方法については、甲が乙と協議により定めるものとする。 

 

 （監視員） 

第 30 条 甲は、その裁量により、合理的な人数の監視員を置くことができる。甲は、監

視員を置いたときは、その日から 14 日（閉庁日を含む。）以内に、その氏名を乙に通知

するものとする。また、監視員を変更したときも変更した日から 14 日（閉庁日を含

む。）以内にその氏名を乙に通知するものとする。 

２ 監視員は、本契約の他の条項に定めるもの及び本契約に基づく甲の権限とされる事項

のうち、甲が必要と認めて監視員に委任する次の各号に掲げる権限を有する。 

（１）本事業の適正かつ確実な実施を確保するための乙又は乙の総括代理人に対する請求、

通知、確認、承認、協議、是正勧告又は是正命令 

（２）乙により提供される業務要求水準の達成状況の監視 

（３）本契約に定める義務の履行状況の監視 

（４）乙の財務状況及び業務受託企業との契約内容の監視 

（５）乙が作成及び提出した資料の確認 

３ 甲は、２名以上の監視員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの

監視員の有する権限の内容を、監視員に本契約に基づく甲の権限の一部を委任したとき

にあっては当該委任した権限の内容を、乙に通知するものとする。 
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４ 甲が監視員を置いたときは、本契約に定める請求、通知、報告、申出、確認、承認、

解除、指示、是正勧告及び是正命令は、監視員を経由して行うものとする。この場合に

おいては、監視員に到達した日をもって甲に到達したものとみなす。 

５ 甲が監視員を置かないときは、本契約に定める監視員の権限は、甲に帰属する。 

 

 （乙の総括代理人） 

第 31 条 乙は、総括代理人を置かなければならない。乙は、総括代理人を設置する日の

14 日（閉庁日を含む。）前までに、総括代理人の氏名及び住所その他必要な事項を甲に

通知しなければならない。また、総括代理人を変更する場合も、変更する日の 14 日（閉

庁日を含む。）前までに、同様の通知をするものとする。 

２ 総括代理人は、本契約の履行に関し、その運営及び取締りを行うものとし、本契約に

基づく乙の一切の権限のうち、次の各号に掲げるものを除く権限を行使することができ

るものとする。 

（１）契約金額の変更 

（２）契約金額の請求及び受領 

（３）第 32 条第１項の請求の受理 

（４）第 32 条第２項の決定及び通知 

（５）契約の解除に係る権限 

３ 乙は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち総括代理人に委任せず自ら

行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を甲に通知しなけれ

ばならない。 

４ 本契約に定める請求、通知、報告、申出、確認、承認、解除、指示、是正勧告及び是

正命令は、総括代理人を経由して行うものとする。この場合においては、総括代理人に

到達した日をもって乙に到達したものとみなす。 

 

 （代理人等に関する措置請求） 

第 32 条 甲又は監視員は、総括代理人がその職務の執行につき、本事業の適正かつ確実

な実施を確保するために著しく不適当と認められるときは、前条第４項にかかわらず、

乙に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を執り行うべきことを請求す

ることができる。 

２ 乙は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、

請求を受けた日から 14 日（閉庁日を含む。）以内にその結果を甲に書面で通知しなけ

ればならない。 

３ 乙は、監視員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、第 30 条第４

項にかかわらず、甲に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を執り行う

べきことを請求することができる。 

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、

請求を受けた日から 14 日（閉庁日を含む。）以内にその結果を乙に書面で通知しなけ

ればならない。 
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 （説明及び報告義務） 

第 33 条 乙は、本契約に定めがある場合又は甲の請求があるときは、乙及び業務受託企

業が実施する業務の実施状況又は本契約の履行状況について、甲に説明及び報告しなけ

ればならない。 

 

（関係者協議会） 

第 34 条 甲及び乙は、本事業に関する協議を行うことを目的として、甲及び乙により構

成する関係者協議会を設置するものとする｡ 

 

第３章 本施設の整備等に関する事項 

 

第１節 事前調査 

 

 （事前調査業務） 

第 35 条 乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、事前調査業務を実施す

る。 

２ 乙は、事前調査業務を終了したときは、甲が合理的に満足する形式及び内容の事前調

査報告書を甲に提出しなければならない。 

３ 乙が事前調査業務を行った結果、土壌汚染、地中埋設物等の存在について、入札説明

書等で規定されていなかったこと又は入札説明書等で規定されていた事項が事実と異な

っていたことが判明した場合には、その旨を直ちに甲に通知しなければならない。 

４ 事業者側管理範囲の地中埋設物に起因して発生する増加費用は、乙がこれを負担する

ものとする。ただし、撤去することが著しく困難な地中埋蔵物が工事の支障となった場

合は、その都度、甲及び乙の間の協議により、施工方法及び費用負担を定めるものとす

る。 

５ 甲は、事業者側管理範囲の用地に土壌汚染の存在が判明した場合には、乙に発生する

増加費用（土壌汚染の処置費用を含むが、乙が土壌調査に要した費用を除く。）を合理

的な範囲で負担する。乙は、当該増加費用の発生及び拡大を阻止又は低減するよう最大

限の努力をしなければならない。 

６ 乙は、第４項ただし書に規定されるものを除き、事前調査業務の不備に起因して発生

する一切の責任及び増加費用を負担する。ただし、当該不備が甲の責めに帰すべき事由

（甲の実施した測量及び調査の不備を含む。）によるものである場合には、この限りで

ない。 
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 （埋蔵文化財に関する費用負担） 

第 36 条 埋蔵文化財の調査費用は、事業者側管理範囲のすべての調査について乙の負担

とし、それ以外の範囲において追加調査の必要があると甲が認め、指示した場合で、追

加費用が発生した場合については甲の負担とする。 

２ 埋蔵文化財の再調査に伴う本事業の遂行遅延により生じる追加費用については甲が負

担するものとし、甲は乙と協議の上、引渡日を変更できるものとする。ただし、引渡日

は、平成 27 年３月 31 日を超えないものとする。 

 

 （事前調査業務に従事する作業員の健康診断） 

第 37 条 乙及び事前調査企業は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号。その後の改正を含

む。）第 21 条に基づき、事前調査業務に従事する作業員について、厚生労働省令の定め

るところにより定期及び臨時の健康診断を行うものとし、これに関する記録を作成し、

保存しなければならない。 

 

第２節 設計 

 

 （設計業務） 

第 38 条 乙は、本契約締結後速やかに、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、

設計業務を実施する。 

２ 乙は、基本設計着手前に、管理技術者及び主任担当技術者を決定し、甲に通知すると

ともに確認を得なければならない。なお、当該管理技術者及び各主任担当技術者につい

ては、実施設計完了までの間、病気、死亡、退職等のやむを得ない場合を除き、原則と

して変更を認めない。 

３ 乙は、基本設計着手前に、設計業務に係る要求性能確認計画書を作成し、甲に提出す

るものとする。 

４ 乙は、基本設計着手前に、基本設計の着手日から新設対象施設の引渡日までの設計・

施工工程表を作成し、甲に提出するものとする。 

５ 乙は、基本設計の着手日から設計業務の完了日に至るまで、管理技術者及び主任担当

技術者をして、設計業務に係る要求性能確認計画書に基づいて設計業務を管理するとと

もに、業務要求水準を達成していることを確認しなければならない。 
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 （基本設計及び実施設計の完了） 

第 39 条 乙は、基本設計を完了したと判断したときは、基本設計書を甲に提出するもの

とする。甲は、基本設計書を受領したときは、基本設計書の内容が、業務要求水準書及

び事業者提案に適合するか否かを確認し、その結果を基本設計書を受領した日を含めて

30 日（閉庁日を含む。）以内に乙に書面で通知しなければならない。甲は、基本設計書

の内容が、業務要求水準書及び事業者提案に適合しないと認めるときは、乙の費用負担

において、その修正を求めることができるものとし、乙はこれに従うものとする。 

２ 乙は、実施設計を完了したと判断したときは、実施設計書を甲に提出するものとする。

甲は、実施設計書を受領したときは、実施設計書の内容が、業務要求水準書及び事業者

提案に適合するか否かを確認し、その結果を実施設計書を受領した日を含めて 30 日

（閉庁日を含む。）以内に乙に書面で通知しなければならない。甲は、実施設計書の内

容が、業務要求水準書及び事業者提案に適合しないと認めるときは、乙の費用負担にお

いて、その修正を求めることができるものとし、乙はこれに従うものとする。 

３ 乙は、業務要求水準書に従い、設計・施工工程表に定めた日に、基本設計書、実施設

計書その他説明・補足書類及び電子データを含む設計図書等を甲に提出するものとする。

甲は、設計図書等を乙から受領したことを理由として、設計業務について何らの責任を

負担するものではない。 

 

 （対価内訳の提出） 

第 40 条 乙は、別紙５に記載する「サービスの対価の支払方法」の規定に基づき、施設

整備費、支払利息、維持管理費の内訳を作成し、甲に提出しなければならない。 

２ 前項の内訳は、設計業務の全部を完了した時点において、その費用を明確化し、引渡

日の 30 日前（閉庁日を含む。）において、その内容の確定を行うものとする。 

 

 （業務要求水準書又は設計図書等の変更） 

第 41 条 甲は、業務要求水準書又は設計図書等の変更が必要であると認めるときには、

業務要求水準書又は設計図書等の変更内容を記載した書面を乙に通知し、その変更を求

めることができる。この場合において、乙は、甲から当該書面を受領した日から 30 日

（閉庁日を含む。）以内に、甲に対して、その業務要求水準書又は設計図書等の変更に

伴う措置、新設対象施設の引渡しの遅延の有無、施設整備費、支払利息及び維持管理費

の変動の有無を検討し、甲に書面により通知し、甲と協議を行わなければならない。 

２ 甲又は乙は、技術革新等により施設整備費の減額を目的とした業務要求水準書又は設

計図書等の変更又は業務遂行方法の採用が可能であると認めるときは、相手方に対して

書面により施設整備費の減額方法を通知し、当該方法の採用の可否について協議を行う

ものとする。 

３ 第１項及び前項の甲と乙との間における協議が、協議開始の日から 60 日（閉庁日を含

む。）以内に整わない場合には、甲が業務要求水準書の合理的な変更案を定めるものと

し、乙はこれに従わなければならない。 
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 （業務要求水準書又は設計図書等の変更に伴う増加費用の負担） 

第 42 条 乙は、前条第１項に定める変更の請求により、業務要求水準書又は設計図書等

の変更に伴う措置を検討するに当たり、新設対象施設の引渡しの遅延、施設整備費及び

維持管理費の増加が予想される場合にあっては、これらの遅延の期間及び費用の増加が

必要かつ最小限となるように検討しなければならない。 

２ 甲は、第１項によってもなお乙に増加費用が発生する場合は、乙と協議を行うことと

し、甲がその増加費用を合理的な範囲内において負担するものとする。また、新設対象

施設の引渡しの遅延が見込まれる場合は、甲は乙と協議の上、引渡日を変更できるもの

とする。 

３ 第１項の場合、前項にかかわらず、甲は、施設整備費の増額又は費用の負担額の全部

又は一部に代えて設計図書等の変更をすることができる。この場合において、設計図書

等の変更内容及び費用は、甲と乙が協議して定める。ただし、協議開始の日から 30 日

（閉庁日を含む。）以内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

４ 前条第１項に定める変更の請求が法令等の変更又は不可抗力によるときには、当該業

務要求水準書の変更又は設計図書等の変更に関して乙に発生する合理的な増加費用に関

しては別紙３に記載する「法令等の変更による費用の負担割合」又は別紙４に記載する

「不可抗力による費用分担」に定める方法により負担方法がそれぞれ適用される。 

５ 前条の規定に従って業務要求水準書又は設計図書等の変更がなされる場合で、当該変

更が乙の責めに帰すべき事由（設計内容の不備、乙の事由による設計業務の履行の遅れ、

第 39 条の規定に従って乙が甲に対して設計図書等を提出した後に、当該設計図書等が

本契約に従っていない又は当該設計図書等では業務要求水準の内容を充足しないことを

含むが、これに限定されない。）によるときには、乙は、当該設計図書等の変更に関し

て乙に発生する増加費用を負担する。 

６ 前条の規定に従って業務要求水準書又は設計図書等の変更がなされる場合で、当該変

更が甲の責めに帰すべき事由（甲の事由による設計変更、提示条件等の不備又は変更、

土地の瑕疵を含むが、これに限定されない。）によるときには、甲が当該設計図書等の

変更に関して乙に発生する増加費用を負担するものとする。 

 

 （甲による説明要求） 

第 43 条 乙は、甲から設計業務の実施状況等についての質問を受けた場合は、当該質問

を受領した日を含めて７日（閉庁日を含む。）以内に、甲に対して回答を行わなければ

ならない。 

２ 甲は、設計業務の実施期間中、前項に定める乙からの回答に合理性がないと認めた場

合その他実施状況に疑義がある場合において、必要があると判断したときは、随時、設

計業務の実施状況を確認できるものとする。 

 

第３節 工事総則 
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 （工事用電力等） 

第 44 条 乙は、本工事に必要な工事用電力及び工事用水を、自己の費用と責任において

調達するものとする。 

 

 （用地の管理） 

第 45 条 乙は、乙の責任及び費用において工事現場における安全管理及び警備等を行う

ものとする。本工事の施工に関し、建設機械器具等必要な設備の盗難又は損傷等により

追加の費用が発生した場合、当該追加費用は乙が負担する。 

 

 （近隣対策等） 

第 46 条 乙は、自己の責任及び費用において、騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶、

大気汚染、水質汚染、臭気、電波障害その他工事業務が近隣住民の生活環境に与える影

響を調査し、合理的に要求される範囲内で近隣対策を実施するものとする（近隣住民へ

の安全対策を含む。）。この場合において、乙は、甲に対して、当該近隣対策の実施前

及び実施後の調査内容及び結果を報告しなければならない。 

２ 甲は、新設対象施設の設置に関する近隣住民等の要望活動・訴訟、及び入札説明書等

において乙に提示した条件について甲の責めに帰すべき事由に関する近隣住民等の要望

活動・訴訟に起因して増加費用を生じた場合には、当該増加費用を負担するものとする。 

３ 前項に定める以外の事由に関する近隣住民等の要望活動・訴訟に起因する増加費用に

ついては、乙が負担するものとする。かかる増加費用について甲が直接負担する場合に

は、乙は当該増加費用相当額につき、甲に対して損害賠償を行うものとする。 

 

 （工事の中止） 

第 47 条 甲は、必要と認めた場合には、乙に対して本工事の中止の理由及び内容を記載

した書面を交付して、本工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができるもの

とする。 

２ 前項に定めるところにより本工事が中止された場合、本工事の中止により乙に直接生

ずる損害、損失又は費用（乙が工事の再開に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建

設機械器具等を保持するために要する費用を含む。）の負担については、甲及び乙は、

以下の各号に定めるところに従うものとする。 

（１）本工事の中止が甲の責めに帰すべき事由による場合は、甲がこれを負担するものと

し、甲は、乙と協議の上、施設整備費を増額することにより乙に対して支払うものと

する。 

（２）本工事の中止が乙の責めに帰すべき事由による場合は、乙がこれを負担する。 

（３）本工事の中止が法令等の変更による場合は、別紙３に記載する「法令等の変更によ

る費用の負担割合」に定めるところの負担割合に従い、甲又は乙が負担するものとす

る。 

（４）本工事の中止が不可抗力による場合は、別紙４に記載する「不可抗力による費用分

担」に定める方法により、甲及び乙が負担するものとする。 
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 （工期の変更） 

第 48 条 甲は、必要があると認める場合、乙に対して本工事に係る工期の変更を請求す

ることができる。 

２ 乙は、その責めに帰すことができない事由により本工事に係る工期の変更が必要とな

った場合、甲に対して本工事に係る工期の変更を請求することができる。 

３ 前２項に定めるところに従って、本工事に係る工期の変更が請求された場合、甲と乙

は、その協議により当該変更の当否を決定するものとする。ただし、甲と乙の間におけ

る協議の開始から 14 日（閉庁日を含む。）以内にその協議が調わないときは、甲が合

理的な工期を定めた上、乙に通知するものとし、乙はこれに従うものとする。 

 

 （工期の変更の場合の費用負担） 

第 49 条 前条の定めるところにより本工事に係る工期が変更された場合、当該工期の変

更により甲又は乙において損害、損失又は費用（工事業務の遂行に当たり乙において生

ずる追加的な費用を含む。）が生ずるときは、甲及び乙は、その負担について、以下の

各号の定めるところに従うものとする。 

（１）当該工期の変更が甲の責めに帰すべき事由による場合は、甲がこれを負担するもの

とし、甲は、乙と協議の上、施設整備費を増額することにより乙に対して支払うもの

とする。 

（２）当該工期の変更が乙の責めに帰すべき事由による場合は、乙がこれを負担する。 

（３）当該工期の変更が法令等の変更による場合は、別紙３に記載する「法令等の変更に

よる費用の負担割合」に定めるところの負担割合に従いに従い、甲又は乙が負担する

ものとする。 

（４）当該工期の変更が不可抗力による場合は、別紙４に記載する「不可抗力による費用

分担」に定める方法により、甲及び乙が負担するものとする。 

 

 （甲による説明要求及び工事現場立会い等） 

第 50 条 乙は、甲から本工事の実施状況等についての質問を受けた場合は、当該質問を

受領した日を含めて７日（閉庁日を含む。）以内に、甲に対して回答を行わなければな

らない。 

２ 甲は、工事期間中、前項に定める乙からの回答に合理性がないと認めた場合その他本

工事の施工状況に疑義がある場合において、必要があると判断したときは、随時、本工

事の施工状況を実地にて確認を行うことができる。 

 

 （工事業務に従事する作業員の健康診断） 

第 51 条 乙及び工事企業は、水道法第 21 条及び労働安全衛生法第 66 条第２項に基づき、

工事業務に従事する作業員について、厚生労働省令の定めるところにより定期及び臨時

の健康診断を行うものとし、これに関する記録を作成し、保存しなければならない。 
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 （環境汚染物質） 

第 52 条 工事業務の過程において、入札説明書等に記載されていない環境汚染物質の存

在が判明し、又は新たに発生した場合において、当該環境汚染物質の処理又は処分等に

関して乙に発生する増加費用は、甲がこれを負担する。ただし、入札説明書等において

既に開示されていた環境汚染物質の処理又は処分等に関して乙に発生する増加費用は、

乙がこれを負担する。 

 

第４節 建設 

 

 （建設業務） 

第 53 条 乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、建設業務を実施する。

乙は、建設業務に関する一切の責任（設計上の不備及び瑕疵並びに乙による設計の変更

から発生する増加費用を含む。）を負担する。 

２ 乙は、建設企業との間で締結する建設請負契約において、建設企業が建設する新設対

象施設の所有権が乙に原始的に帰属する旨の特約を付すものとする。 

３ 乙は、第 39 条第３項の規定に従って設計図書等を甲に対して提出し、必要な手続を終

了するまでは、第一段階新設工事に着手しないものとする。 

４ 乙は、業務要求水準書に従い、工事現場（工事占有道路、通路等施工に関連する合理

的な範囲を含む。）の安全管理及び警備等を、善良な管理者の注意をもって行うよう努

めるものとする。 

５ 乙は、建設業務に着手する前に、建設業法第 26 条に定める監理技術者又は主任技術者

を設置せしめ、甲に通知するとともに確認を受けなければならない。なお、当該監理技

術者及び各主任技術者については、新設対象施設の引渡しが完了するまでの間（各工区、

各工事分野、各工事種目を分離して工事を分担する場合には、当該部分に限る。）、病

気、死亡、退職等のやむを得ない場合を除き、原則として変更を認めない。 

６ 乙は、建設業務に着手する前に、建設業務実施工程表を作成し、甲に提出するものと

する。 

７ 乙は、新設対象施設の建設工事に着工した日から引渡日までの間、甲が合理的に満足

する形式及び内容の進捗状況報告書を毎月作成し、当該月末に甲に提出するものとする。 

８ 乙は、第６項の建設業務実施工程表に記載された出来高予定と、第７項の進捗状況報

告書に示された出来高との変動が５％を超える状況が生じた場合は、その理由を明確に

して甲に報告するものとする。 

９ 乙は、新設対象施設の建設工事の完成後に、甲が合理的に満足する形式及び内容の建

設業務完了報告書を作成し、甲に提出するものとする。 
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 （建設業務における第三者の使用等） 

第 54 条 乙は、建設企業が新設対象施設の建設業務の一部を第三者に委託し、又は下請

負人を使用することを承諾できるものとする。 

２ 乙は、建設業法第 24 条の７及び業務要求水準書に基づく施工体制台帳及び施工体系図

の写しを甲に提出するものとし、その内容を変更したときは、直ちにかかる変更につい

て甲に通知するものとする。 

３ 甲は、必要と認めた場合には監理技術者又は主任技術者の設置の状況、その他工事現

場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの確認を行うことができる

ものとする。 

４ 甲は、第１項により建設企業が使用する第三者又は下請負人で工事の施工又は管理に

つき著しく不適当と認められるものがあるときは、乙に対して、その理由を明示した書

面により、必要な措置を執り行うべきことを請求することができる。 

５ 乙は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、

請求を受けた日から 14 日（閉庁日を含む。）以内にその結果を甲に対して通知しなけ

ればならない。 

 

 （完成等に係る許認可等の取得） 

第 55 条 乙は、新設対象施設の完成に伴い必要となる一切の申請及び届出を行わなけれ

ばならない。 

２ 乙は、検査済証の交付を受けた場合はその写しを甲に提出するものとする。 

 

第５節 撤去 

 

 （撤去業務） 

第 56 条 乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、撤去業務を実施する。

乙は、撤去業務に関する一切の責任（設計上の不備及び瑕疵並びに乙による設計の変更

から発生する増加費用を含む。）を負担する。 

２ 乙は、業務要求水準書に従い、工事現場（工事占有道路、通路等施工に関連する合理

的な範囲を含む。）の安全管理及び警備等を、善良な管理者の注意をもって行うよう努

めるものとする。 

３ 乙は、撤去業務に着手する前に、建設業法第 26 条に定める監理技術者又は主任技術者

及び撤去業務に係る作業主任者（労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32 号）第 16

条第１項に規定する作業主任者をいう。以下同じ。）を定めて撤去業務に係る工事現場

に設置し、その氏名その他甲の求める必要な事項を甲に通知しなければならない。これ

らの者を変更したときも、同様とする。なお、当該作業主任者については、撤去業務が

完了するまでの間（各工区、各工事分野、各工事種目を分離して工事を分担する場合に

は、当該部分に限る。）、病気、死亡、退職等のやむを得ない場合を除き、原則として

変更を認めない。 
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４ 乙は、撤去業務に着手する前に、撤去業務実施工程表を作成し、甲に提出するものと

する。 

５ 乙は、撤去対象施設の撤去工事に着工した日から撤去業務の終了までの間、甲が合理

的に満足する形式及び内容の進捗状況報告書を毎月作成し、当該月末に甲に提出するも

のとする。 

６ 乙は、第４項の撤去業務実施工程表に記載された出来高予定と、第５項の進捗状況報

告書に示された出来高との変動が５％を超える状況が生じた場合は、その理由を明確に

して甲に報告するものとする。 

７ 乙は、撤去対象施設の撤去工事の完成後に、甲が合理的に満足する形式及び内容の撤

去業務完了報告書を作成し、甲に提出するものとする。 

 

 （撤去業務における第三者の使用等） 

第 57 条 乙は、撤去企業が撤去対象施設の撤去業務の一部を第三者に委託し、又は下請

負人を使用することを承諾できるものとする。 

２ 乙は、建設業法第 24 条の７及び業務要求水準書に基づく施工体制台帳及び施工体系図

の写しを甲に提出するものとし、その内容を変更したときは、速やかにかかる変更につ

いて甲に通知するものとする。 

３ 甲は、必要と認めた場合には監理技術者又は主任技術者の設置の状況、その他工事現

場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの確認を行うことができる

ものとする。 

４ 甲は、第１項により撤去企業が使用する第三者又は下請負人で工事の施工又は管理に

つき著しく不適当と認められるものがあるときは、乙に対して、その理由を明示した書

面により、必要な措置を執り行うべきことを請求することができる。 

５ 乙は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、

請求を受けた日から 14 日（閉庁日を含む。）以内にその結果を甲に対して通知しなけ

ればならない。 

 

 （撤去業務の完了確認） 

第 58 条 乙は、撤去業務が完了した場合、直ちに甲に通知する。 

２ 甲は、前項の通知を受領した場合、受領の日から 14 日（閉庁日を含む。）以内に撤去

業務の完了確認のための検査を実施する。検査に要する費用は乙の負担とする。 

３ 甲は、前項の検査において、監視員、乙及び工事監理統括者の立会いの上検査を実施

し、業務要求水準書、事業者提案及び実施設計書のとおり撤去業務に係る工事が完成し

ていることを確認したときは、完成通知書を乙に交付しなければならない。 

４ 甲は、第２項に基づく検査の結果、業務要求水準書、事業者提案及び実施設計書の内

容を逸脱していることが判明した場合、当該検査の後 14 日（閉庁日を含む。）以内に

当該箇所及びその内容を示すとともに、相当の期間を定めてこれを是正するよう乙に対

して通知することができる。 
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５ 乙は、前項の通知を受けた場合、自己の負担において速やかに当該箇所を是正しなけ

ればならない。 

６ 前項に基づいて乙が是正を行った場合は、是正の完了の通知を第１項の通知とみなし

て、前５項の規定を適用する。ただし、第２項に掲げる期間の定めは適用せず、甲は是

正完了の通知の受領の後、速やかに撤去業務の完了確認を実施するものとする。 

 

第６節 工事監理 

 

 （工事監理業務） 

第 59 条 乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、本工事について、各工

事ごとに工事監理業務及び設計照査を実施する。 

２ 乙は、本工事の着手前に、工事監理者及び主任技術者を決定し、甲に通知するととも

に確認を得なければならない。また、乙は、各本工事の工事監理者を総括する工事監理

統括者を配置しなければならない。なお、工事監理統括者は、工事監理者を兼ねること

ができるものとする。 

３ 乙は、各本工事の着手前に、各本工事に係る要求性能確認計画書を作成し、甲に提出

するものとする。工事監理統括者は、各本工事の着手前に、各本工事に係る甲が合理的

に満足する様式及び内容の監理業務実施計画書を作成し、甲に提出するものとする。 

４ 乙は、工事監理者及び主任技術者をして、要求性能確認計画書に基づき工事業務を監

理させ、要求水準を満たしていることを確認するとともに、その確認に関する記録を作

成し、工事監理統括者を通じて甲に毎月提出する。 

５ 工事監理統括者は、工事期間中の各月における各本工事及び工事監理の状況について

甲が合理的に満足する形式及び内容の監理業務実施報告書を作成し、作成対象月の翌月

10 日までに甲に対して提出するものとする。 

６ 工事監理統括者は、甲が合理的に要請したときは、その都度各本工事及び工事監理の

状況について説明及び報告を行うとともに、工事現場における本工事及び工事監理の状

況に関する説明を書面により行うものとする。工事監理統括者は、定期的に甲と打合せ

を行うものとし、その結果については打合せ記録簿に記載し、相互に確認しなければな

らない。 

 

 （工事監理者及び工事監理統括者） 

第 60 条 各工事を監理する工事監理者は工事監理統括者と定期的に打合せを行い、各本

工事及び工事監理の状況を工事監理統括者に報告する。 

２ 工事監理者は、請負工事契約書及び設計図書等の内容を十分に理解し、工事現場の状

況についても精通するものとし、業務に関する図書を適切に整備する。 

３ 工事監理者は、工事企業若しくは下請人又は外部から通知若しくは報告を受けた場合、

速やかに工事監理統括者にその内容を正確に伝えるものとする。 
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４ 乙は、建設業務に係る本工事の工事監理者については、建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号。その後の改正を含む。）及び建築士法（昭和 25 年法律第 202 号。その後の改正

を含む。）に規定される工事監理者を配置し、工事監理を行うものとする。 

 

 （工事監理業務に関する費用負担） 

第 61 条 工事監理業務の遅延及び不備、工事監理者の増員その他の事由により工事監理

業務に関して甲又は乙において損害、損失又は費用（工事監理業務の遂行に当たり乙に

おいて生ずる追加的な費用を含む。）が生ずるときは、甲の責めに帰すべき事由による

場合を除き、乙がこれを負担する。 

 

第７節 周辺影響調査・電波障害等対策業務 

 

 （乙による実施事項） 

第 62 条 乙は、本施設の周辺影響調査、電波障害調査及び生活環境影響調査として、以

下の各号に掲げる事項を乙の費用をもって適切な方法により実施し、甲に報告するとと

もに、実施結果を踏まえ、必要かつ適切な対策を講じるものとする。 

（１）電波障害調査（建造物によるテレビ受信障害調査報告書の提出等を含む。） 

（２）騒音・振動 

（３）臭気 

（４）車両交通 

（５）家屋調査 

（６）周辺通行者状況 

（７）前６号のほか、本工事に関連して必要と判断される調査 

２ 乙は、本施設に関して甲が開催する説明会等に際して、乙の費用をもって以下の各号

に掲げる業務を行うものとする。 

（１）説明会資料の作成及び説明会への出席 

（２）その他必要な補助 

 

第８節 新設対象施設の完成及び引渡し 

 

 （乙による試運転及び乙による完成検査） 

第 63 条 乙は、甲に対して、乙による完成検査を行う 14 日前（閉庁日を含む。）までに、

当該検査を行う旨を記載した書面を交付した上、乙による完成検査を実施するものとす

る。 

２ 乙は、第１項の完成検査に先立って、乙の費用負担において新設対象施設の各部位及

び各種設備につき、試運転を行い、新設対象施設が業務要求水準書に適合することを確

認するものとする。甲は試運転に立ち会うことができるものとする。 
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３ 乙は、前項の試運転の実施に先立ち、甲が合理的に満足する様式及び内容の試運転実

施計画書を作成の上、甲に提出し、甲はそれを確認するものとする。 

４ 乙は、試運転実施計画書に基づいて第２項の試運転を実施しなければならない。 

５ 乙は、第２項の試運転において、新設対象施設が試運転実施計画書による基準等のい

ずれかを満たさないときは、補修工事、部品又は機器の交換若しくはその他必要な追加

工事及び処置を自己の負担において行わなければならないものとする。この場合、基準

を満たさない事項については、基準を満たすまで本項の手続を繰り返すものとする。 

６ 乙は、試運転実施計画書に記載された全ての項目についての検査が終了し、かつ、第

１項の乙による完成検査において、建設業務に係る要求性能確認計画書により新設対象

施設が業務要求水準書、事業者提案及び実施設計書に従い要求水準が達成されているか

否かの検査が終了したときは、甲に対し、完成届、完成図及び工事写真（以下「完成届

等」という。）を提出する。 

 

 （甲による完成検査及び甲による完成通知書の交付） 

第 64 条 甲は、前条第６項の規定による完成届等の提出を受けた日から 14 日（閉庁日を

含む。）以内に、監視員、乙及び工事監理統括者の立会いの上完成検査を実施し、業務

要求水準書、事業者提案及び実施設計書のとおり建設業務に係る工事が完成しているこ

とを確認したときは、完成通知書を乙に交付しなければならない。 

２ 甲は、前項の場合において、建設業務及び工事監理業務の実施に疑義があると認めら

れるときは、その理由を乙に通知して、新設対象施設を最小限度破壊して検査すること

ができる。 

３ 甲は、前項に規定する検査の実施を理由とする新設対象施設の破壊についての責任を

一切負担しないものとする。 

４ 甲は、第１項の検査の結果、新設対象施設が業務要求水準書、事業者提案及び実施設

計書の内容を逸脱していることが判明した場合、乙に対してその是正を求めることがで

き、乙は直ちに修補して第１項に定める検査を受けなければならない。 

５ 乙は、第１項の検査及び第２項の破壊の復旧に要する費用並びに前項の是正に要する

費用を負担しなければならない。 

 

 （新設対象施設の引渡し） 

第 65 条 甲は、前条第１項の完成通知書を交付し、乙が業務要求水準書及び事業者提案

に記載された内容の維持管理業務を実施可能な体制にあることを確認した後、引渡日に

おいて、乙から引渡書の交付を受け、新設対象施設の引渡しを受けるものとする。甲は、

乙から新設対象施設の引渡しを受けたときは、目的物引渡受領書を乙に交付する。 

２ 第１項による引渡しにより、乙が原始取得していた新設対象施設の所有権を甲が取得

するものとし、引渡しは乙の新設対象施設の完成通知書を交付した日から３ヶ月以内に

行われるものとする。 
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 （部分使用） 

第 66 条 甲は、新設対象施設の引渡日前においても、新設対象施設の全部又は一部を乙

の承諾を得て使用することができる。 

２ 甲は、前項の場合において、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなけ

ればならない。 

３ 甲は、第１項の規定により新設対象施設の全部又は一部を使用したことによって乙に

おいて費用又は損害が生じたときは、これを負担するものとする。 

 

 （引渡しの遅延） 

第 67 条 甲の責めに帰すべき事由により、引渡日までに乙から甲に対する新設対象施設

の引渡しがなされない場合、甲は、引渡日から起算して実際に新設対象施設が乙から甲

に対して引き渡された日までに乙が負担した合理的な増加費用に相当する額を乙に対し

て支払う。 

２ 乙の責めに帰すべき事由により、引渡日までに乙から甲に対する新設対象施設の引渡

しがなされない場合、乙は、引渡日から起算して実際に新設対象施設が乙から甲に対し

て引き渡された日までの期間において、新設対象施設引渡までの延滞日数に応じ、施設

整備費相当額から出来形部分に相応する施設整備費相当額を控除した額につき政府契約

の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗

じて計算した額の遅延損害金を甲に支払う。この場合の遅延損害金の計算方法は年 365

日の日割計算とする。 

３ 不可抗力により、引渡日までに乙から甲に対する新設対象施設の引渡しがなされない

場合、新設対象施設の引渡しがなされないことに起因して乙に生じた合理的な増加費用

の負担は、別紙４に記載する「不可抗力による費用分担」に定めるところによる。この

場合、必要に応じて、甲は乙と関係者協議会において、甲によるかかる増加費用の支払

の条件及び方法等について協議することができる。 

 

 （瑕疵担保） 

第 68 条 甲は、新設対象施設に瑕疵があるときは、乙に対して、相当の期間を定めて、

当該瑕疵の修補を請求し、乙は自らの責任と費用負担により当該修補を実施しなければ

ならない。ただし、当該瑕疵が重要なものではなく、かつ、その修補に過分の費用を要

するときは、甲は修補の請求に代えて乙に対して損害賠償を請求する。 

２ 乙は、前項に定める瑕疵の修補を完了したときは、甲による業務要求水準書、事業者

提案及び実施設計書のとおり修補が完成していることの検査を受けなければならない。

検査に要する費用は乙の負担とする。 

３ 第１項による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、新設対象施設の引渡日から２年以内

にこれを行うものとする。ただし、その瑕疵が乙の故意又は重大な過失により生じた場

合、又は住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号。その後の改正

を含む。）第 94 条に規定する構造耐力上主要な部分若しくは雨水の浸入を防止する部
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分について生じた場合（構造耐力上又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）には、

当該請求を行うことのできる期間は、これを引渡日から 10 年とする。 

 

第４章 新設対象施設の維持管理に関する事項 

 

 （ＩＳＯ認証の取得） 

第 69 条 乙は、維持管理開始日から１年以内に、維持管理業務に関し、国際標準化機構

のＩＳＯ０9001 及びＩＳＯ０14001 の認証を取得し、維持管理期間の終了日まで継続し

て維持することを要する。 

２ 前項に定める認証の取得及び維持に係る費用は、乙の負担とする。ただし、本契約締

結後の国際標準化機構の規格の変更により、これらの認証の取得又は維持に係る費用が

増加した場合、甲は、乙に対し、乙に生じた合理的な増加費用を支払う。 

３ 乙が一度取得した認証のいずれかを維持管理期間中に失った場合、当該認証の再取得

に係る費用は、乙の負担とする。 

 

 （維持管理業務） 

第 70 条 乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に基づき、新設対象施設の維持

管理業務を実施しなければならない。 

２ 乙は、維持管理業務を実施する場合には、業務要求水準書及び事業者提案に従い善良

な管理者の注意をもって実施しなければならない。 

３ 乙は、維持管理業務を乙の責任と費用をもって実施するものとし、維持管理業務の履

行の過程において、維持管理業務に関する機器の故障、汚泥の品質の悪化及び汚泥の処

分量の増加（原水に由来するものを除く。）、電気・ガスの供給停止、薬品や電気・ガ

ス等の使用量の変動等に起因する一切の増加費用及び損害は、甲の責めに帰すべき事由

による場合を除き、乙がこれを負担する。 

４ 乙は、業務要求水準を満たす業務の遂行を確保するために必要又は適切な甲が合理的

に満足する形式及び内容の業務計画書を作成し、甲に提出しなければならない。 

５ 乙は、各事業年度開始日前に各業務についての全体的な考え方及び当該事業年度の収

支計画を含む甲が合理的に満足する様式及び内容の年度実施計画書を作成し、甲に提出

しなければならない。また、乙は、日報等及び年度実施計画書に対応するものとして、

当該事業年度の業務計画の達成度及び改善点を記載した甲が合理的に満足する様式及び

内容の維持管理業務報告書を作成し、甲に提出しなければならない。 
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 （水道法に基づく第三者委託） 

第 71 条 甲は、水道法第 24 条の３の規定に基づき、乙（乙が業務受託企業に委託する場

合を含む。）に対し、水道の管理に関する技術上の業務のうち業務要求水準書別紙４に

規定する業務を乙に委託する。乙は、かかる業務を乙の責任と費用をもって実施する。 

２ 乙は、維持管理業務を遂行するに当たり、水道法第 24 条の３第３項の規定により、受

託水道業務技術管理者（専任）を定めることを要する。また、受託水道業務技術管理者

は、水道浄水施設管理技士１級又は技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定め

る技術士で、上水道及び工業用水道の選択科目を選択し、上下水道部門の資格を有する

者）を取得した人員を１名以上配置するものとする。なお、受託水道業務技術管理者が

技術士（技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に定める技術士で、上水道及び工業用水道

の選択科目を選択し、上下水道部門の資格を有する者）のみを有している場合は、別途、

水道浄水施設管理技士１級を取得した人員を１名以上常勤させることを要する。 

３ 受託水道業務技術管理者は常に１時間以内に事業者側管理範囲に移動可能な状態であ

ることが求められる。なお、受託水道技術管理者が当該状態を保つことが困難なときは、

予め甲が認めた者を職務代理として置くことができる。 

４ 乙は、受託水道業務技術管理者を定めたときは、書面によりその氏名を甲に通知しな

ければならない。変更した場合も同様とする。 

５ 受託水道業務技術管理者は、技術上の業務を総括する責任者として、維持管理業務の

遂行を管理する。 

６ 乙は、維持管理業務の履行に関し、その管理を行う現場業務責任者を定め、書面によ

りその氏名その他必要な事項を甲に通知しなければならない。変更したときも同様とす

る。 

７ 現場業務責任者は、新設対象施設における維持管理業務の実施を統括する。なお、受

託水道業務技術管理者は、現場業務責任者と兼ねることができる。 

８ 甲は、必要と認めるときは、乙に対し、現場業務責任者その他の関係者の交代を要求

することができる。 

 

 （災害・事故対策業務） 

第 72 条 乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、災害・事故対策業務を

実施する。 

２ 乙は、事業者側管理範囲において、災害、事故等が発生した場合には、速やかに復旧

作業を行い、新設対象施設が本格稼動できる状態に戻すよう努力しなければならない。

この場合に生じた増加費用は、乙の負担とする。 

３ 乙は、市側管理範囲において、災害、事故等が発生した場合であっても、速やかに応

急措置を講じその被害を最小限にするよう努力するとともに、甲が復旧作業を実施する

にあたっては、これを支援するものとする。この場合に乙に生じた合理的な費用は甲が

負担する。 
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 （性能保証等） 

第 73 条 乙は、業務要求水準書に定める原水に関する条件を満たしている場合には、甲

に対し事業期間を通じて業務要求水準書に定める供給水量、水質及びその他の性能を保

証する。 

２ 新設対象施設の浄水水質（以下「浄水水質」という。）が業務要求水準書に定める水

準に満たないときは、乙は、当該水準を満たすよう速やかな対応を図るとともに、甲に

随時その状況を報告するものとする。 

３ 浄水水質が水道法に定める水質基準を満たさない、又は、その恐れがあるときは、受

託水道業務技術管理者は、その責務に従い、浄水処理の停止を含めた判断を下し、直ち

にその旨を甲に報告するものとする。甲及び乙はその対応を協議しなければならない。

これに起因して乙に発生した増加費用及び損害は、乙がこれを負担する。 

４ 原水の水質が業務要求水準書に定める条件に満たない場合には、乙は、速やかにその

旨を甲に報告の上、浄水処理を停止するものとする。これに起因して乙に発生した増加

費用及び損害は、合理的な範囲で甲がこれを負担する。 

５ 供給される原水量の不足により業務要求水準書に定める供給水量を下回ることとなっ

た場合には、これに起因して乙に発生した増加費用及び損害は、合理的な範囲で甲がこ

れを負担する。 

６ 前処理水の汚染により業務要求水準書に定める水質を下回ることとなった場合には、

これに起因して乙に発生した増加費用及び損害は乙がこれを負担する。 

 

 （改善通告等） 

第 74 条 業務要求水準書に定める維持管理業務の業務要求水準の未達が判明した場合に

は、甲は、第 84 条に定める措置をとることができるほか、乙に対して、業務要求水準の

未達部分を明らかにし、その是正措置をとることを通告するものとする。 

２ 乙は、前項の通告を受けたときには、当該通告を受領した日から 20 日（閉庁日を含

む。）以内に、改善方法等を記載した甲が合理的に満足する形式及び内容の業務計画書

（次項において「是正計画書」という。）を甲に提出するとともに、日報等において、

その実施状況を報告しなければならない。 

３ 甲は、是正計画書の内容が不十分であると認めるときは、乙に対して、理由を明らか

にした上で、当該是正計画書の修正を求めることができる。甲が、是正計画書の実施状

況を確認した結果、期日までに業務要求水準の是正がなされなかったときは、乙に対し、

当該是正計画書を変更し、又は再提出するよう通告するものとする。 
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 （貸与等） 

第 75 条 本契約に従い乙が調達する義務を負うものを除き、甲は乙による維持管理業務

の遂行にあたって必要な施設、機材、その他乙が合理的に要求するものを無償で貸与又

は支給する。 

２ 維持管理業務の実施に際し、前項の規定により甲が無償で乙に貸与する物品（本条に

おいて、以下「貸与品等」という。）の品名、数量、引渡場所及び引渡時期は、甲及び

乙が別途協議の上決定する。 

３ 前項の規定により甲が乙に貸与する貸与品等については、甲が乙に譲渡するものでは

ない。 

４ 乙は、貸与品等の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日（閉庁日を含む。）以

内に、甲に借用書を提出しなければならない。 

５ 乙は、貸与品等の善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

６ 乙は、本契約の定めるところにより本契約が終了した場合には、貸与品等を速やかに

返還しなければならない。 

７ 乙は、故意又は過失により貸与品等が滅失又はき損し、その返還が不可能となったと

きは、甲の指定した期間内に代品を納め、又は現状に復して返還しなければならない。 

 

 （維持管理業務に従事する作業員の健康診断） 

第 76 条 乙及び維持管理企業は、水道法第 21 条及び労働安全衛生法第 66 条第２項に基

づき、維持管理業務に従事する作業員について、厚生労働省令の定めるところにより定

期及び臨時の健康診断を行うものとし、これに関する記録を作成し、保存しなければな

らない。 

 

 （使用人に関する乙の責任） 

第 77 条 乙は、乙及び維持管理企業が維持管理業務の実施につき使用した使用人による

業務上の行為については、一切の責任を負うものとする。 

２ 乙は、乙及び維持管理企業が維持管理業務の実施につき法令等で資格の定めのある業

務に従事させる使用人については、その氏名及び資格について甲に通知し、甲の確認を

受けなければならない。なお、当該使用人を変更したときも同様とする。 

３ 乙は、前項に定めのある使用人以外の使用人については、甲の請求があるときは、そ

の氏名を甲に通知しなければならない。 

 

 （業務要求水準書の変更） 

第 78 条 甲は、本契約に基づき業務要求水準書に定める維持管理業務に係る条件を変更

しようとするときは、あらかじめ乙に対して変更の理由を通知し、乙と協議しなければ

ならない。ただし、甲と乙の間において協議が整わない場合、甲が合理的な変更案を定

めるものとし、乙はこれに従わなければならない。 

２ 甲は、乙の発案により業務要求水準書に定める条件を変更することが合理的であると

判断した場合は、乙と協議の上、業務要求水準書を変更するものとする。 
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 （業務要求水準書の変更に伴う費用負担） 

第 79 条 前条の定めるところにより業務要求水準書が変更された場合、当該業務要求水

準書の変更により甲又は乙において損害、損失又は費用（維持管理業務の遂行に当たり

乙において生ずる追加的な費用を含む。）が生ずるときは、甲及び乙は、その負担につ

いて、以下の各号の定めるところに従うものとする。 

（１）当該業務要求水準書の変更が甲の責めに帰すべき事由による場合は、甲がこれを負

担するものとし、甲は、乙と協議の上、維持管理費を増額することにより乙に対して

支払うものとする。 

（２）当該業務要求水準書の変更が乙の責めに帰すべき事由による場合は、乙がこれを負

担する。 

（３）当該業務要求水準書の変更が法令等の変更による場合は、別紙３に記載する「法令

等の変更による費用の負担割合」に定めるところの負担割合に従い、甲又は乙が負担

するものとする。 

（４）当該業務要求水準書の変更が不可抗力による場合は、別紙４に記載する「不可抗力

による費用分担」に定める方法により、甲及び乙が負担するものとする。 

２ 前条の定めるところにより業務要求水準書が変更された場合で、当該変更により乙に

おいて本事業に要する費用の減少が生じたときは、甲は、乙と協議した上、維持管理費

の支払額を減額することができる。 

 

 （甲による検査） 

第 80 条 甲は、必要があると認めるときは、維持管理期間中、いつでも、乙による維持

管理業務の履行の状況について検査をすることができる。 

２ 甲は、前項の規定による検査の結果、業務要求水準が達成されていない場合は、第 74

条及び第 84 条に定める措置をとるものとする。 

 

第５章 モニタリングに関する事項 

 

第１節 引渡日までのモニタリング 
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 （施設整備業務のモニタリング） 

第 81 条 甲は、業務要求水準書及び事業者提案に適合した新設対象施設の適正かつ確実

な整備を確保するため、乙に対し、施設整備業務の業績等について事前調査報告書、進

捗状況報告書、建設業務完了報告書、撤去業務完了報告書及び監理業務実施報告書によ

る報告を求めるほか、必要に応じて、乙に対する説明要求及び工事現場への立会い等を

行い、それぞれの業務の業績等が業務要求水準書及び事業者提案に従い、新設対象施設

に係る業務要求水準を達成しない恐れのないこと又は達成していることの確認を行う。 

２ 乙は、前項の規定による確認の実施につき甲に対し可能な限りの協力を行うものとし、

その業務受託企業をして、甲に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせるものと

する。この場合に乙に生じた費用は乙の負担とする。 

３ 甲は、第１項に規定による確認の実施を理由として、施設整備業務の全部又は一部に

つき、何ら責任を負担するものではない。 

 

（施設整備業務不履行に関する手続） 

第 82 条 甲は、前条に定める業績等のモニタリングの結果により、乙の整備する新設対

象施設が業務要求水準書及び事業者提案に定める業務要求水準を達成しない恐れがある、

又は達成しないと判断した場合には、乙に対して事前調査業務、設計業務、工事業務、

工事監理業務及び周辺影響調査・電波障害等対策業務の改善要求措置をとるものとする。 

 

第２節 引渡日以降のモニタリング 

 

 （維持管理業務のモニタリング） 

第 83 条 甲は、業務要求水準書及び事業者提案に適合した新設対象施設の適正かつ確実

な維持管理及び運営の実施を確保するため、別紙７に記載する「維持管理業務に関する

モニタリング及び改善要求措置要領」に基づき、乙に対し、維持管理業務の業績等につ

いて日報等、維持管理業務報告書による報告を求め、当該業務の業績等が業務要求水準

書及び事業者提案に従い、業務要求水準を達成しない恐れのないこと又は達成している

ことの確認を行う。 

２ 甲は、前項に規定による確認の実施を理由として、維持管理業務の全部又は一部につ

き、何ら責任を負担するものではない。 

 

 （維持管理業務不履行に関する手続） 

第 84 条 甲は、前条に定める業績等のモニタリングの結果により、乙による維持管理業

務が業務要求水準書及び事業者提案に定める業務要求水準を達成しない恐れがある、又

は達成しないと判断した場合には、別紙７に記載する「維持管理業務に関するモニタリ

ング及び改善要求措置要領」に基づき、乙に対して当該業務の改善要求措置をとるもの

とする。 
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第６章 サービスの対価の支払に関する事項 

 

 （施設整備費及びこれにかかる支払利息の支払） 

第 85 条 甲は、第 58 条及び第 64 条に定める検査の結果をもとに施設整備費及び支払利

息を、別紙５に記載する「サービスの対価の支払方法」に従い、乙に対して支払わなけ

ればならない。 

２ 前項に定める施設整備費及び支払利息の各支払予定日までに、乙による新設対象施設

の甲への引渡しが行われていない場合、甲は、引渡しを受けるまでは前項の支払をする

ことを要しない。 

３ 甲は乙に対して、甲の責に帰すべき事由により本工事に要する費用が増加した場合は、

その増加費用を負担し、甲の指示、変更に起因して本工事に要する費用が減少した場合

は、その減少費用を施設整備費から減額するものとする。 

 

 （維持管理費の支払） 

第 86 条 甲は、維持管理費を、別紙５に記載する「サービスの対価の支払方法」に従い、

乙からの請求書を甲が受理した後、乙に対して支払わなければならない（原則として四

半期に一度とする。ただし、新設対象施設の修繕に係る費用にあっては、予め甲に提出

された業務計画書に記載された時期に当該修繕が実施されたことが確認された場合に限

り支払われるものとする。）。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により、維持管理開始日までに新設対象施設の維持管

理業務が開始されなかった場合、維持管理開始日から起算して実際に新設対象施設の維

持管理業務が開始された日までの期間に相当する維持管理費相当額を支払額から差し引

くものとする。 

３ 甲は、甲の責めに帰すべき事由により、維持管理開始日までに乙が新設対象施設の維

持管理業務を開始できなかった場合、新設対象施設の維持管理業務が開始されないこと

に起因して乙に生じた合理的な増加費用を負担するものとする。 

４ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により維持管理業務が業務要求水準を達成していない

場合は、別紙７に記載する「維持管理業務に関するモニタリング及び改善要求措置要

領」に基づき維持管理費を減額することができる。ただし、施設整備費及び支払利息は

減額の対象としないものとする。 

 

第７章 契約の解除及び終了に関する事項 

 

第１節 解除及び契約の終了 
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 （甲の解除権） 

第 87 条 甲は、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部を解除すること

ができる。 

（１）乙が、正当な理由がなく、本契約に定める乙の義務を履行せず、又は履行する見込

みがないと明らかに認められるとき。 

（２）乙が、その責めに帰すべき事由により、引渡日から 30 日（閉庁日を含む。）以上が

経過しても新設対象施設を甲に引き渡すことができないとき、又は引渡しの見込みが

明らかでないとき。 

（３）乙が、その責めに帰すべき事由により、新設対象施設の維持管理開始日から 30 日

（閉庁日を含む。）以上が経過しても新設対象施設の維持管理業務を実施しないとき、

又は実施する見込みが明らかでないとき。 

（４）乙が、業務受託企業をして、第 38 条第２項、第 53 条第５項、第 56 条第３項、第

59 条第２項及び第 71 条第２項に掲げる者を設置しなかったとき。 

（５）前各号に掲げる場合のほか、乙が本契約に違反し、その違反により契約の目的を達

成することができないと認められるとき。 

（６）乙が、自らに係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、特別清算

手続開始その他倒産法制上の手続について、自らその申立てを決定したとき又は自ら

若しくはその他の第三者によりその申立てがなされたとき。 

（７）乙が、第 88 条の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 

（８）乙が、本事業の実施において業務要求水準を達成できず、かつ、是正措置を講じて

も業務要求水準を達成することができないとき。 

（９）業務受託企業が重大な法令等の違反をしたとき（入札企業が本事業の応募に関して

重大な法令等の違反をしたときを含む。）。 

２ 甲は、甲が政策変更等の理由により本事業を継続する必要がなくなった場合は、180

日（閉庁日を含む。）以上前に乙にその理由を書面にて通知することにより、本契約を

解除することができる。 

 

 （乙の解除権） 

第 88 条 乙は、甲が本契約に違反し、その違反によって本契約の履行が不可能となった

ときは、甲に書面で通知するものとし、甲がかかる通知を受領した日から 60 日間（閉庁

日を含む。）の猶予期間の間に当該違反が治癒されないときは、本契約を解除すること

ができる。 

 

（法令等の変更又は不可抗力の場合の解除） 

第 89 条 本契約の締結日から事業期間の終了日までの間に、法令等の変更又は不可抗力

により次の各号に掲げる事項のうちいずれかに該当することとなった場合には、甲は乙

と協議の上、第 98 条又は第 101 条に規定する解除に伴う措置をとることができるものと

する。 

（１）乙による本事業の継続が不能となった場合 
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（２）乙による本事業の継続に過分の費用を要する場合 

 

（違約金） 

第 90 条 乙は、本契約締結日から引渡日までの間に第 87 条第１項の各号のいずれかの規

定により本契約を解除された場合において、施設整備費相当額の 100 分の 10 に相当する

額を違約金として甲の指定する期間内に甲へ支払わなければならない。 

２ 乙は、引渡日以降に第 87 条第１項の各号のいずれかの規定により本契約を解除された

場合において、本契約解除日以降の将来にわたって発生することが予定されていた維持

管理費の残額の 100 分の 10 に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に甲へ支

払わなければならない。 

３ 甲は、第１項及び第２項の場合において、第 10 条の規定により履行保証保険契約が締

結され、当該履行保証保険契約の保険金を受領した場合は、これをもって違約金に充当

する。 

４ 甲は、第 96 条第３項第３号並びに第 99 条第３項第２号及び第３号に定める支払債務

と、第２項の違約金支払請求権及び損害賠償請求権とを対当額で相殺することができる

ものとする。 

５ 本契約による違約金の定めは、損害賠償額の予定を意味しないものとし、甲による乙

に対する違約金以上の金額の損害賠償請求を妨げるものではない。 

 

 （談合等不正行為があった場合の違約金） 

第 91 条 次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、乙は、甲の請求に基づき、

本契約の鑑に記載された契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の契約金額）の 100 分の 20 に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に甲

へ支払わなければならない。 

（１）本契約に関し、入札企業が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号。その後の改正を含む。以下「独占禁止法」という。）第３条の規

定に違反し、又は入札企業が構成事業者である事業者団体が同法第８条第１項第１号

の規定に違反したことにより、公正取引委員会が業務受託企業に対し、同法第 49 条第

１項に規定する排除措置命令（排除措置命令がされなかった場合にあっては同法第 50

条第１項に規定する納付命令）又は同法第 66 条第４項の審決が確定したとき（同法第

77 条第１項の規定により、当該審決の取消しの訴えを提起したときを除く。）。 

（２）入札企業又は入札企業が構成事業者である事業者団体が前号の審決に対し、同法第

77 条第１項の規定による審決の取消しの訴えを提起し、当該訴えについて請求の棄却

若しくは訴えの却下の判決が確定したとき、又は入札企業又は入札企業が構成事業者

である事業者団体が当該訴えを取り下げたとき。 

（３）本契約に関し、入札企業（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法

（明治 40 年法律第 45 号。その後の改正を含む。）第 96 条の３又は独占禁止法第 89

条第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 
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 （事業期間の終了以外の事由による本契約終了時の事務） 

第 92 条 甲は、本契約が事業期間の終了以外の事由により終了した場合においては、本

契約が終了した日から 14 日（閉庁日を含む。）以内に、本施設の現況を検査することが

できる。検査に要する費用は乙の負担とする。  

２ 乙は、本契約が事業期間の終了以外の事由により終了した場合において、事業場所に

乙又は業務受託企業が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、業務機械器具、仮設

物その他の物件（下請負人及び使用人の所有又は管理するこれらの物件を含み、以下

「乙等所有物件」という。）があるときは、当該乙等所有物件を直ちに撤去するととも

に、事業場所を業務要求水準書に定める業務運営に支障のない状態に回復し、甲の確認

を受けなければならない。なお、乙は、当該撤去又は回復に要する費用を負担するもの

し、本契約が第 88 条に基づく解除により終了する場合は、当該費用を甲が負担する。 

３ 甲は、前項の場合において、乙が正当な理由なく、相当の期間内に乙等所有物件を撤

去せず、事業場所の状態を回復しないときは、乙に代わって当該物件を処分し、事業場

所の状態を前項に定める状態に回復することができるものとする。この場合においては、

乙は、甲の処分又は原状回復について異議を申し出ることができないものとし、甲の処

分又は回復に要した費用を負担しなければならない。ただし、本契約が第 88 条に基づ

く解除により終了する場合は、当該費用を甲が負担するものとする。 

４ 新設対象施設に乙の責めに帰すべき事由による損傷等が認められたときには、甲は、

乙に対してその修補を請求することができる。甲による修補の請求があった場合には、

乙は、速やかに当該修補を行い、当該修補が完了した場合には、速やかにその旨を甲に

対して通知する。甲は、当該通知の受領後 14 日（閉庁日を含む。）以内に修補の完了

の検査を行う。検査に要する費用は乙の負担とする。  

５ 前項の規定にかかわらず、第１項又は前項の規定に基づく検査の終了後１年以内に新

設対象施設が業務要求水準書に示された性能を下回った場合（甲の責めに帰すべき事由

に起因する場合を除く。）、乙は自らの費用負担にて修繕を行うものとする。 

６ 乙は、維持管理期間中に本契約が終了した場合、維持管理業務をすべて終了した上で、

業務終了から 14 日 （閉庁日を含む。）以内に維持管理費の最終支払対象期間の日報等、

当該時点までに本事業の過程で作成された日報等を整理した報告書及び業務終了に伴い

運転マニュアルを編集したものを甲に提出し、甲の確認を受けるものとする。また、乙

は、甲に対し、運転マニュアルを基に運転方法等の指導を行うことを要する。 

７ 乙は、本契約が事業期間の終了以外の事由により終了した場合、甲又は甲の指示する

者に本契約に定める各業務に関する必要な引継ぎを行わなければならない。 

８ 本契約終了時の手続に関する諸費用及び乙の清算に必要な費用等は、すべて乙が負担

する。 
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 （事業期間の終了時における乙の責務） 

第 93 条 乙は、事業期間が終了した場合、甲又は甲の指示する者に本契約に定める各業

務に関する必要な引継ぎを行わなければならない。 

２ 乙は、事業期間の終了により新設対象施設の維持管理業務を引き継ぐにあたっては、

全ての新設対象施設が業務要求水準書に示された性能を発揮できる機能を有し、事業期

間終了後１年以内に更新及び経年劣化による修繕を要することのない状態で引き渡すこ

とを要する。そのため、乙は、全ての新設対象施設の機能につき、甲が合理的に満足す

る形式及び内容の証明書を甲に提出した上で、当該引渡しを行うものとする。なお、事

業期間終了後１年以内に新設対象施設が業務要求水準書に示された性能を下回った場合

（甲の責めに帰すべき事由に起因する場合を除く。）、乙は自らの費用負担にて修繕を

行うものとする。 

３ 乙は、事業期間の終了後の引渡しの際に、事前調査業務において行った土壌汚染調査

を基に調査を行い、本事業において土壌汚染が発生していないことを甲に対して証明す

るものとする。 

４ 乙は、事業期間の終了時に、甲に対し、本事業の過程で作成された日報等を整理した

報告書及び事業期間の終了に伴う新設対象施設の運転マニュアルを編集したものを提出

するものとする。また、乙は、事業期間の終了前の適切な時期に、甲に対し、運転マニ

ュアルを基に運転方法等の指導を行うことを要する。 

５ 乙は、遅くとも事業期間の終了予定日の１年前までに、第１項の引継ぎ業務の実施時

期、事業期間の終了時における提出書類の内容及び部数等について甲と協議の上、決定

するものとする。 

 

 （保全義務） 

第 94 条 乙は、契約解除の通知の日から第 96 条第３項第２号、第 97 条第１項第２号若

しくは第 98 条第３項第２号による引渡し又は第 92 条第７項又は第 93 条第１項による引

継ぎ完了の時まで、新設対象施設の出来形部分又は新設対象施設について自らの負担で

必要最小限の維持保全に努めなければならない。 

 

 （関係書類の提出） 

第 95 条 乙は、理由のいかんを問わず本契約が終了したときは、乙が作成した設計図書

等その他甲が合理的に要求した本事業に関し乙が作成した一切の書類及び電子データ

（これが記録された媒体を含む。）を、甲に対して提出するものとする。  

２ 甲は、本契約の存続の有無にかかわらず、前項により乙から提出された設計図書等そ

の他の書類を利用する権利及び権限を有するものとする。 

 

第２節 引渡日までの事由による解除の効力 
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 （乙の帰責事由による契約解除の効力） 

第 96 条 甲は、本契約の締結日から引渡日までの間において、第 87 条第１項各号のいず

れかの規定により本契約を解除できる場合は、乙と協議の上、以下の各項のいずれかの

措置をとることができるものとする。 

２ 甲において本事業を継続させると決定した場合は、乙をして、本事業に係る乙の本契

約上の地位を、当該時点において甲が選定した第三者へ譲渡させ、又は乙の株主をして、

乙の全発行済株式を、当該時点において甲が承認する第三者へ譲渡させる。  

３ 甲において本事業を継続することができないと決定した場合は、以下の各号に定める

措置をとるものとする。 

（１）甲は、乙に対して本契約を解除する旨を通知し、本契約を解除する。 

（２）甲は、前号の場合において、建設中の新設対象施設の出来形部分を検査し（検査に

要する費用は乙の負担とする。）、当該検査に合格した部分の引渡しを受けると同時

に当該部分の所有権を取得することができる。 

（３）甲は、前号に定める所有権を保持した上で、乙に対し、当該出来形部分に相応する

代金の 100 分の 90 及びこれにかかる支払利息並びに撤去業務に係る本工事の進捗状況

に応じ、乙がこれに要した合理的な費用を支払う。  

（４）甲は、前号の支払金銭については、甲の選択に基づき以下のいずれかの方法により、

乙の指定する口座に支払うものとする。 

ア 甲が定めた期日（ただし、本契約の事業期間を超えないものとする。）までに一

括して支払う。 

イ 最長、当初定められた施設整備費及び支払利息の支払スケジュールに従い、分割

して支払う。 

４ 前項の場合においては、甲の乙に対する損害賠償請求を妨げないものとし、当該損害

賠償には本契約の解除に伴い甲に発生した合理的な費用及び逸失利益が含まれるものと

する。 

 

 （甲の帰責事由による契約解除の効力） 

第 97 条 乙が、本契約の締結日から引渡日までの間において、第 88 条の規定により本契

約を解除できる場合、又は甲が第 87 条第２項により本契約を解除できる場合は、以下の

各号に定める措置をとるものとする。 

（１）乙は、甲に対して本契約を解除する旨を通知し、本契約を解除する。 

（２）甲は、前号の場合において、建設中の新設対象施設の出来形部分を検査し（検査に

要する費用は乙の負担とする。）、当該検査に合格した部分の引渡しを受けると同時

に当該部分の所有権を取得する。 

（３）甲は、前号に定める所有権を保持した上で、乙に対し、当該出来形部分に相応する

代金の 100 分の 100 及びこれにかかる支払利息並びに撤去業務に係る本工事の進捗状

況に応じ、乙がこれに要した合理的な費用を支払う。 

（４）甲は、前号の支払金銭については、甲の選択に基づき以下のいずれかの方法により、

乙の指定する口座に支払うものとする。 
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ア 甲が定めた期日（ただし、本契約の事業期間を超えないものとする。）までに一

括して支払う。 

イ 最長、当初定められた施設整備費及び支払利息の支払スケジュールに従い、分割

して支払う。 

２ 前項の場合においては、乙の甲に対する損害賠償請求を妨げないものとし、当該損害

賠償には本契約の解除に伴い乙に発生した合理的な費用及び逸失利益が含まれるものと

する。 

 

 （法令等の変更又は不可抗力による契約解除の効力） 

第 98 条 甲は、本契約の締結日から引渡日までの間において、第 89 条の規定により本契

約を解除できる場合は、以下の第２項又は第３項のいずれかの措置をとることができる

ものとする。 

２ 甲において本事業を継続させると決定した場合は、乙をして、本事業に係る乙の本契

約上の地位を、当該時点において甲が選定した第三者へ譲渡させ、又は乙の株主をして、

乙の全発行済株式を、当該時点において甲が承認する第三者へ譲渡させる。 

３ 甲において本事業を継続することができないと決定した場合は、以下の各号に定める

措置をとるものとする。 

（１）甲は、乙に対して本契約を解除する旨を通知し、本契約を解除する。 

（２）甲は、前号の場合において、建設中の新設対象施設の出来形部分を検査し（検査に

要する費用は乙の負担とする。）、当該検査に合格した部分の引渡しを受けると同時

に当該部分の所有権を取得することができる。 

（３）甲は、前号に定める所有権を保持した上で、乙に対し、当該出来形部分に相応する

代金の 100 分の 100 及びこれにかかる支払利息並びに撤去業務に係る本工事の進捗状

況に応じ、乙がこれに要した合理的な費用を支払う。 

（４）甲は、前号の支払金銭については、甲の選択に基づき以下のいずれかの方法により、

乙の指定する口座に支払うものとする。 

ア 甲が定めた期日（ただし、本契約の事業期間を超えないものとする。）までに一

括して支払う。 

イ 最長、当初定められた施設整備費及び支払利息の支払スケジュールに従い、分割

して支払う。 

４ 甲は前項の支払をする場合、乙が不可抗力に起因して、第 17 条に定める保険金を受領

する場合は、当該保険金額を前項の支払金額から控除した残額を乙に対して支払うこと

ができる。 

 

第３節 引渡日後の事由による契約解除の効力 
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 （乙の帰責事由による契約解除の効力） 

第 99 条 甲は、引渡日以降において、第 87 条第１項各号のいずれかの規定により本契約

を解除できる場合は、乙と協議の上、以下の各項のいずれかの措置をとることができる

ものとする。 

２ 甲において本事業を継続させると決定した場合は、乙をして、本事業に係る乙の本契

約上の地位を、当該時点において甲が選定した第三者へ譲渡させ、又は乙の株主をして、

乙の全発行済株式を、当該時点において甲が承認する第三者へ譲渡させる。 

３ 甲において本事業を継続することができないと決定した場合は、以下の各号に定める

措置をとるものとする。 

（１）甲は、乙に対して本契約を解除する旨を通知し、本契約を解除する。 

（２）甲は、前号の場合において、本契約解除時点における施設整備費の残額の 100 分の

100 及びこれにかかる支払利息を支払う。 

（３）甲は、第１号の場合において、本契約解除時点における履行済みの維持管理費の未

払額について、その 100 分の 100 に相当する金額を支払う。 

（４）甲は、第２号及び第３号の支払金銭については、甲の選択に基づき以下のいずれか

の方法により、乙の指定する口座に支払うものとする。 

ア 甲が定めた期日（ただし、本契約の事業期間を超えないものとする。）までに一

括して支払う。 

イ 最長、当初定められた施設整備費及び支払利息の支払スケジュールに従い、分割

して支払う。 

４ 前項の場合においては、甲の乙に対する損害賠償請求を妨げないものとし、当該損害

賠償には本契約の解除に伴い甲に発生した合理的な費用及び逸失利益が含まれるものと

する。 

 

 （甲の帰責事由による契約解除の効力） 

第 100 条 乙が、引渡日以降において、第 88 条の規定により本契約を解除できる場合、

又は甲が第 87 条第２項の規定により本契約を解除できる場合は、以下の各号の定めると

ころによるものとする。 

（１）乙は、甲に対して本契約を解除する旨を通知し、本契約を解除する。 

（２）甲は、前号の場合において、本契約解除時点における施設整備費の残額の 100 分の

100 及びこれにかかる支払利息を支払う。 

（３）甲は、第１号の場合において、本契約解除時点における履行済みの維持管理費の未

払額について、その 100 分の 100 に相当する金額を支払う。 

（４）甲は、第２号及び第３号の支払金銭については、甲の選択に基づき以下のいずれか

の方法により、乙の指定する口座に支払うものとする。 

ア 甲が定めた期日（ただし、本契約の事業期間を超えないものとする。）までに一

括して支払う。 

イ 最長、当初定められた施設整備費及び支払利息の支払スケジュールに従い、分割

して支払う。 
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２ 前項の場合においては、乙の甲に対する損害賠償請求を妨げないものとし、当該損害

賠償には本契約の解除に伴い乙に発生した合理的な費用及び逸失利益が含まれるものと

する。 

 

 （法令等の変更又は不可抗力による契約解除の効力） 

第 101 条 甲は、引渡日以降において、第 89 条の規定により本契約を解除できる場合は、

乙と協議の上、以下の第２項又は第３項のいずれかの措置をとることができるものとす

る。 

２ 甲において本事業を継続させると決定した場合は、乙をして、本事業に係る乙の本契

約上の地位を、当該時点において甲が選定した第三者へ譲渡させ、又は乙の株主をして、

乙の全発行済株式を、当該時点において甲が承認する第三者へ譲渡させる。 

３ 甲において本事業を継続することができないと決定した場合は、以下の各号に定める

措置をとるものとする。 

（１）甲は、乙に対して本契約を解除する旨を通知し、本契約を解除する。 

（２）甲は、前号の場合において、本契約解除時点における施設整備費の残額の 100 分の

100 及びこれにかかる支払利息を支払う。 

（３）甲は、第１号の場合において、本契約解除時点における履行済みの維持管理費の未

払額について、その 100 分の 100 に相当する金額を支払う。 

（４）甲は、第２号及び第３号の支払金銭については、甲の選択に基づき以下のいずれか

の方法により、乙の指定する口座に支払うものとする。 

ア 甲が定めた期日（ただし、本契約の事業期間を超えないものとする。）までに一

括して支払う。 

イ 最長、当初定められた施設整備費及び支払利息の支払スケジュールに従い、分割

して支払う。 

４ 甲は前項の支払をする場合に、乙が不可抗力に起因して、第 17 条及び第 18 条の保険

金を受領する場合は、当該保険金額を前項の支払金額から控除した金額を乙に対して支

払うことができる。 

 

第８章 表明保証及び誓約 

 

 （乙による事実の表明保証及び誓約） 

第 102 条 乙は、甲に対して、本契約締結日現在において次の各号に掲げる事実を表明し、

保証する。 

（１）乙が、適法に設立され、有効に存在する法人であり、かつ、自己の財産を所有し、

本契約を締結し、及び本契約の規定に基づく義務を履行する権限及び権利を有してい

ること。 
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（２）乙による本契約の締結及び履行は、乙の目的の範囲内の行為であり、乙が本契約を

締結し、履行することにつき法律上及び乙の社内規則上要求されている一切の手続が

履践されていること。 

（３）本契約の締結及び本契約に基づく義務の履行が乙に適用のある法令等に違反せず、

乙が当事者であり、若しくは乙が拘束される契約その他の合意に違反せず、又は乙に

適用される判決、決定若しくは命令の条項に違反しないこと。 

（４）本契約は、その締結により適法、有効かつ拘束力ある乙の債務を構成し、本契約の

規定に伴い乙に対して強制執行が可能であること。 

（５）乙の資本金は［     ］円であること。 

（６）甲に提出した出資者誓約書兼保証書の内容に虚偽のないこと。 

２ 乙は、本契約の事業期間において次の各号を誓約する。 

（１）乙は、業務受託企業をして、甲との間で締結した基本協定に従わせる。 

（２）乙は、本契約に基づく一切の債権債務が消滅するに至るまで、甲の事前の承認なし

に、本契約上の地位及び本事業について甲との間で締結した契約に基づく契約上の地

位について、これを譲渡、担保提供その他の処分をしない。 

 

 （甲による事実の表明保証） 

第 103 条 甲は、乙に対して、本契約締結日現在において次の各号に掲げる事実を表明し、

保証する。 

（１）本契約の締結について、本契約の履行に必要な債務負担行為が甲の正規の手続によ

って決定されていること。 

（２）本契約は、その締結及び前号の決定により、適法、有効かつ拘束力ある甲の債務を

構成し、本契約の規定に従い甲に対して強制執行が可能であること。 

 

第９章 雑則 

 

 （解釈） 

第 104 条 本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解釈

に関して疑義が生じた場合は、甲の定める規則によるほか、その都度、甲及び乙の間で

誠実に協議の上、これを定めるものとする。 

 

附則 
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 （出資者の誓約） 

第１条 出資者は、事前に書面により甲の承諾を得た場合に限り、乙の株式又は出資（匿

名組合出資にかかる利益配分権及び出資金返還請求権を含む。以下同じ。）の全部若し

くは一部を第三者に対して譲渡、担保設定その他の処分をすることができるものとする。 

２ 前項の取扱いは、出資者間において乙の株式又は出資の全部若しくは一部を譲渡、担

保設定その他の処分をしようとする場合についても同様とする。 

３ 出資者は、本契約の締結に当たり、別紙８に定める様式による出資者誓約書兼保証書

を甲に対して提出するものとする。 

 

 （融資者との直接協定の締結） 

第２条 甲は、本事業の安定的な継続を図るため、乙に融資を行う者（以下「融資者」と

いう。）との間で協議を行う。甲がこの協議を行う場合、次の各号に掲げる事項を含む

直接協定を締結するものとし、乙はかかる直接協定を締結した融資者からの融資を受け

るものとする。 

（１）融資者による乙に対する債権回収・保全の状態及び乙の財務状況に関する甲への報

告に関する事項 

（２）本契約に関し乙に損害賠償を請求し、又は本契約を終了させる際の融資者への事前

通知及び融資者との協議に関する事項 

（３）乙の本契約に基づく義務又は融資者との間の融資契約に基づく義務の履行につ

いて懸念が発生した場合における、甲及び融資者による本事業の円滑な推進に向

けた協議に関する事項 

（４）乙の株式又は出資の全部又は一部を、出資者から第三者に対して譲渡させるに際し

ての融資者との間で行う事前協議に関する事項 

（５）融資者が乙への融資について期限の利益を喪失させ、又は担保権を実行するに際し

ての融資者との間で行う事前協議に関する事項 

（６）甲による本契約の解除に伴う措置に関する事項 
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別紙１ 定義集 

 

第３条に定める本契約において使用する用語の定義は、以下のとおりとする。なお、各

用語は五十音順に列記している。 

   

1. 「安全衛生管理業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する事業

者側管理範囲の安全管理に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書

「第２ 細則」に記載のある安全衛生管理業務によるものとする。 

2. 「維持管理開始日」とは、維持管理業務を開始する日をいい、原則として平成 26 年

４月１日をいう。なお、工事期間が短縮又は延長された場合には、甲と乙が協議の上、

維持管理業務の開始を変更するものとする。 

3. 「維持管理期間」とは、維持管理開始日から 20 年後の応当日の前日までの期間をい

い、原則として、平成 26 年４月１日から平成 46 年３月 31 日までの期間をいう。 

4. 「維持管理企業」とは、維持管理業務を乙から直接受託又は請け負う企業をいう。 

5. 「維持管理業務」とは、本施設の性能及び機能を適正に維持管理するための維持管

理業務をいい、その業務内容は業務要求水準書「第２ 細則」に記載のある運転管理

業務、保全管理業務、水質管理業務、災害・事故対策業務、安全衛生管理業務、施設

公開業務、保安業務、清掃業務及び事業終了時の引継ぎ業務によるものとする。 

6. 「維持管理業務報告書」とは、乙が第 70 条第５項の規定に従って甲に提出する報告

書をいう。 

7. 「維持管理費」とは、甲が乙に支払うサービスの対価のうち本施設の維持管理業務

の実施による対価をいう。 

8. 「打合せ記録簿」とは、甲及び工事監理統括者との間の打合わせの経過及び内容を

記載した書面をいう。 

9. 「運転管理業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する本施設の

運転管理に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細則」

に記載のある運転管理業務によるものとする。 

10. 「運転マニュアル」とは、乙が本契約の終了時に甲に提出する運転マニュアルをい

い、①操作概要、②機器・計装リスト、③計装設備等の設定値リスト、④中央監視操

作方法、⑤その他必要事項を内容とする。 

11. 「環境汚染物質」とは、大気、水質又は土壌の環境を汚染している物質であって、

生物に害を及ぼす可能性のある物質をいい、アスベスト、ＰＣＢを含む。 

12. 「監視員」とは、乙による本契約の適正かつ確実な履行を確保するために第 30 条第

1項の規定に従って設置される者をいう。 

13. 「完成図」とは、第 63 条の規定による検査が終了した時点における新設対象施設の

外観及び構造を記載した図面をいう。 

14. 「監理業務実施計画書」とは、工事監理統括者が第 59 条第３項の規定に従って甲に

提出する計画書をいい、①監理業務の内容、実施項目、②監理業務の実施体制、③監
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理業務の実施方法、④連絡方法、連絡体制、⑤その他監理業務実施上の必要となる事

項を内容とする。 

15. 「監理業務実施報告書」とは、工事監理統括者が第 59 条第５項の規定に従って甲に

提出する報告書をいい、①実施した監理業務の内容、②その他必要事項を内容とする。 

16. 「危機管理マニュアル」とは、乙が事業期間終了時に甲に提出する危機管理マニュ

アルをいい、①水質管理対策、②設備事故対策、③地震・水害時等の対策、④停電時

対策、⑤その他必要事項を内容とする。 

17. 「基本協定」とは、本事業の円滑な実施に必要な基本的事項を定めることを目的と

し、甲が「本事業」を対象とした一般競争入札による落札者の代表企業及び各構成員

との間で締結する川井浄水場再整備事業基本協定書による協定をいい、その内容につ

いては大要入札説明書の別添資料４記載の書式によるものとする。 

18. 「基本設計書」とは、新設対象施設の基本設計の内容を示す設計図書をいう。 

19. 「協力会社」とは、●、●及び●を個別に又は総称していう。 

20. 「業績等」とは、乙による本事業の実施に伴う各業務の実施状況及びその成果であ

る業績をいう。 

21. 「業務計画書」とは、乙が維持管理業務の開始前に、甲に提出する計画書をいう。 

22. 「業務受託企業」とは、本契約に定める事前調査企業、設計企業、建設企業、撤去

企業、工事監理企業、周辺影響調査等実施企業及び維持管理企業の総称をいう。 

23. 「業務要求水準」とは、甲が本事業の実施にあたり、業務要求水準書に基づき乙に

履行を求める水準をいう。なお、事業者提案に記載された提案内容が業務要求水準書

に記載された水準を上回る場合は、当該提案内容による水準を適用する。 

24. 「業務要求水準書」とは、本事業における各業務の実施において乙が達成しなけれ

ばならない甲の要求する水準を示す書類をいい、その内容の詳細は入札説明書の別添

資料１に示す業務要求水準書（これに係る質問回答書を含む。）によるものとする。

なお、入札手続において提出した事業者提案に基づいて本契約締結時までに業務要求

水準書が変更された場合、又は本契約に基づき業務要求水準書が変更された場合は、

それらの変更を含むものとする。 

25. 「建設企業」とは、本契約に定める建設業務を乙から直接受託又は請け負う企業を

いう。 

26. 「建設業務」とは、第一段階新設工事及び第二段階新設工事をいう。 

27. 「建設業務完了報告書」とは、新設対象施設の建設工事の完成後に、乙が第 53 条第

９項の規定に従って甲に提出する報告書をいう。 

28. 「建設業務実施工程表」とは、乙が第 53 条第６項の規定に従って甲に提出する工程

表をいい、①浄水施設の建設工程、②各排水処理施設の建設工程、③各種設備の工事

工程、④試運転工程、⑤整備工事工程を内容とする。 

29. 「原水」とは、川井浄水場に流入する原水をいう。 

30. 「構成員」とは、●、●及び●を個別に又は総称していう。 

31. 「工事監理企業」とは、本契約に定める工事監理業務を乙から直接受託又は請け負

う企業をいう。 
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32. 「工事監理業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する本工事の

工事監理に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細則」

に記載のある工事監理業務によるものとする。 

33. 「工事監理統括者」とは、各工事の工事監理者を総括する者をいう。 

34. 「工事期間」とは、第一段階工事期間及び第二段階工事期間をいう。 

35. 「工事企業」とは、建設企業及び撤去企業をいう。 

36. 「工事業務」とは、建設業務及び撤去業務をいう。 

37. 「工事写真」とは、本工事における各工程を撮影した写真をいう。 

38. 「国庫補助金」とは、交付が想定されている「緊急時給水拠点確保等事業費 配水

池」及び「緊急時給水拠点確保等事業費 基幹構造物の耐震化事業」をいう。 

39. 「サービスの対価」とは、甲が乙に支払う本事業の実施による対価の総額をいい、

その算定方法及び支払方法は本契約の別紙５に示すものとする。 

40. 「災害・事故対策業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する災

害、事故等の緊急時における体制構築に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業

務要求水準書「第２ 細則」に記載のある災害・事故対策業務によるものとする。 

41. 「試運転実施計画書」とは、乙が第 63 条第３項の規定に従って甲に提出する計画書

をいい、①試運転の内容、実施項目、②試運転の実施方法及び実施時期、③甲の確認

が必要となる事項と確認時期、④その他試運転実施上の必要となる事項を内容とする。 

42. 「市側管理範囲」とは、業務要求水準書「第１ 総則」に記載のある市側管理範囲

をいう。 

43. 「事業者提案」とは、入札企業が本事業の入札手続において甲に提出した事業提案

資料及び当該事業提案資料を詳細に説明する目的で落札者又は乙が作成して甲に提出

した補足資料その他一切の説明・補足文書並びに乙が入札説明書等の規定に従い甲に

対して提出した本事業に関する提案をいう。 

44. 「事業工程表」とは、本事業の事業期間に亘る工程表をいう。 

45. 「事業者」とは、基本協定に基づいて民間事業者が本事業の実施のみを目的として

会社法に定める株式会社として設立した会社をいう。 

46. 「事業者側管理範囲」とは、業務要求水準書「第１ 総則」に記載のある事業者側

管理範囲をいう。 

47. 「事業終了時の引継ぎ業務」とは、本事業の終了後に甲が引続き新設対象施設の運

転を継続できるようにするため、乙が甲に対し適切な内容の引継ぎを行う業務をいい、

その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細則」に記載のある事業終了時の引継

ぎ業務によるものとする。 

48. 「事業場所」とは、本契約の鑑に記載された事業場所をいう。 

49. 「施設公開業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する事業者側

管理範囲における見学者対応に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水

準書「第２ 細則」に記載のある施設公開業務によるものとする。 

50. 「施設整備業務」とは、乙が本契約に基づいて実施する事前調査業務、設計業務、

工事業務、工事監理業務、周辺影響調査・電波障害等対策業務の総称をいう。 
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51. 「施設整備費」とは、甲が乙に支払うサービスの対価のうち本施設の施設整備業務

の実施による対価（支払利息は含まない。）をいう。 

52. 「事前調査企業」とは、本契約に定める事前調査業務を乙から直接受託又は請け負

う企業をいう。 

53. 「事前調査業務」とは、設計業務及び工事業務に先立って行われる用地測量、地質

調査、地下埋設物調査、土壌汚染測定及び雨水・汚水排水経路の確認その他必要とな

る一切の調査に関する業務いい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細

則」に記載のある事前調査業務によるものとする。 

54. 「事前調査報告書」とは、事前調査業務の結果が記載された調査報告書をいう。 

55. 「下請負人」とは、本事業の実施に伴う各業務の一部を業務受託企業から請け負う

者をいう。 

56. 「実施設計書」とは、新設対象施設の実施設計の内容を示す設計図書をいう。 

57. 「実施方針」とは、ＰＦＩ法第５条第１項に定める特定事業の実施に関する方針を

いい、本事業においては、甲が平成 19 年 12 月に公表した「川井浄水場再整備事業実

施方針」（これに係る質問回答書を含む。）をいう。 

58. 「支払利息」とは、施設整備費に付される利息であって、本契約の別紙５に記載の

ある支払利息をいう。 

59. 「周辺影響調査・電波障害等対策業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき

乙が履行する周辺影響調査等に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水

準書「第２ 細則」に記載のある周辺影響調査・電波障害等対策業務によるものとす

る。 

60. 「周辺影響調査等実施企業」とは、本契約に定める周辺影響調査・電波障害等対策

業務を乙から直接受託又は請け負う企業をいう。 

61. 「受託水道業務技術管理者」とは、水道法第 24 条の３第３項に定める受託水道業務

技術管理者をいう。 

62. 「出資者」とは、乙の株主及び出資者（匿名組合出資及び優先出資をした者を含

む。）をいう。 

63. 「出資者誓約書兼保証書」とは、本契約附則第１条に基づき出資者が甲に提出する

誓約書兼保証書をいい、本契約の別紙８記載の書式によるものとする。 

64. 「浄水処理」とは、業務要求水準書「第２ 細則」に記載のある浄水処理をいう。 

65. 「消費税」とは、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に定める税をいう。 

66. 「新設対象施設」とは、業務要求水準書に定義される新設対象施設をいう。 

67. 「進捗状況報告書」とは、乙が第 53 条第７項又は第 56 条第５項の規定に従って甲

に提出する報告書をいい、①全体工程と現在の状況説明、②今後の予定、③その他改

善を必要とする事項を内容とする。 

68. 「水質管理業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する原水等の

水質の測定に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細

則」に記載のある水質管理業務によるものとする。 

69. 「水道局」とは、横浜市水道局をいう。 
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70. 「成果物」とは、基本設計書及び実施設計書、運転マニュアルその他本契約に関し

て業務要求水準書及び甲の要求に基づき作成される一切の書類、図面、写真、映像等

の総称をいう。 

71. 「清掃業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する事業者側管理

範囲における清掃に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 

細則」に記載のある清掃業務によるものとする。 

72. 「設計企業」とは、本契約に定める設計業務を乙から直接受託又は請け負う企業を

いう。 

73. 「設計業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき、乙が履行する新設対象施

設及び撤去対象施設の設計並びに必要な一切の調査、申請及び届出等に関する業務を

いい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細則」に記載のある設計業務に

よるものとする。 

74. 「設計・工事期間」とは、原則として、平成 21 年４月から平成 26 年３月までの期

間をいう。 

75. 「設計・施工工程表」とは、業務要求水準書「第２ 細則」に記載のある本工事の

工程を示した工程表をいう。 

76. 「設計図書等」とは、設計業務の成果品のうち、設計業務における提出書類による

ものとする。 

77. 「前処理水」とは、乙が本施設内で前処理を行った場合の処理水をいう。 

78. 「総括代理人」とは、乙が本契約第 31 条第２項に定める権限を行使させるために設

置する者をいう。 

79. 「第一段階既設撤去工事」とは、本契約に基づき、乙が第一段階工事期間内に履行

すべき撤去対象施設の撤去及び解体に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務

要求水準書「第２ 細則」による。 

80. 「第一段階工事期間」とは、原則として、設計業務が終了した日の翌日から平成 26

年３月までの期間をいう。なお、乙が早期に第一段階既設撤去工事及び第一段階新設

工事の工期を終えることが可能と判断する場合には、第一段階工事期間を短縮し（短

縮の単位は１年単位とする。）、短縮された期間の終了時点から 20 年間の維持管理

を開始する計画を甲に提案することができる。 

81. 「第一段階新設工事」とは、本契約に基づき、乙が第一段階工事期間内に履行すべ

き新設対象施設の新設工事に関する業務をいい、その業務内容の詳細については業務

要求水準書「第２ 細則」に記載のある浄水施設建設工事、配水池建設工事、薬品設

備設置工事、事業者用管理棟築造工事、排水処理施設建設工事、電気設備工事、計装

設備工事、場内配管工事によるものとする。 

82. 「第二段階既設撤去工事」とは、本契約に基づき、乙が第二段階工事期間内に履行

すべき撤去対象施設の撤去及び解体に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務

要求水準書「第２ 細則」による。 
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83. 「第二段階工事期間」とは、原則として平成 26 年４月から平成 29 年３月までの期

間をいう。なお、乙は、第二段階新設工事及び第二段階既設撤去工事は、第一段階工

事期間終了後３年以内に完了させるものとする。 

84. 「第二段階新設工事」とは、本契約に基づき、乙が第二段階工事期間内に履行すべ

き新設対象施設の新設工事に関する業務をいい、その業務内容の詳細については業務

要求水準書「第２ 細則」に記載のある附帯施設設置工事によるものとする。 

85. 「代表企業」とは、●をいう。 

86. 「地中埋設物」とは、上下水道管路、ガス管路、電気ケーブル、ハンドボール、埋

蔵文化財等、地中に埋設された物をいう。 

87. 「知的財産権等」とは、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権（いずれも、

その出願、申請又は登録に関する権利を含み、また、これらに相当する外国法に基づ

く権利を含む。）その他日本国の法令等に基づき保護される第三者の権利をいう。 

88. 「地方消費税」とは、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第２章第３節に定める税

をいう。 

89. 「撤去企業」とは、本契約に定める撤去業務を乙から直接受託又は請け負う企業を

いう。 

90. 「撤去業務」とは、第一段階既設撤去工事及び第二段階既設撤去工事をいう。 

91. 「撤去業務完了報告書」とは、撤去対象施設の撤去工事の完成後に、乙が第 56 条第

７項の規定に従って甲に提出する報告書をいう。 

92. 「撤去業務実施工程表」とは、乙が第 56 条第４項の規定に従って甲に提出する工程

表をいい、①第１段階での各撤去工事工程、②第２段階での各撤去工事工程、③撤去

工事に伴う各仮設工事工程を内容とする。 

93. 「撤去対象施設」とは、業務要求水準書に定義される撤去対象施設をいう。 

94. 「土壌汚染」とは、土壌に特定有害物質（土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53

号）第２条第１項に定義される意味を有する。）が含まれることにより汚染された状

態をいう。 

95. 「日報等」とは、業務要求水準書「第２ 細則」に記載のある日報、月報及び年報

をいう。 

96. 「入札企業」とは、代表企業、構成員及び協力会社をいう。 

97. 「入札説明書等」とは、甲が本事業の入札手続において配布した入札公告、業務要

求水準書その他の一切の資料（当該資料に係る質問回答書を含む。）をいう。 

98. 「年度実施計画書」とは、乙が維持管理業務の開始前及び各事業年度開始日前に甲

に提出する維持管理業務に関する年度実施計画書をいう。 

99. 「引渡日」とは、事業工程表において、乙が甲に完成した新設対象施設の引渡しを

完了する日として定められた日をいい、甲と乙の協議により引渡日を変更した場合に

あっては変更後の引渡日をいう。 

100. 「ＰＦＩ法」とは、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律（平成 11 年法律第 117 号。その後の改定を含む。）をいう。 

101. 「不可抗力」とは、本契約の別紙４に定める定義による。 
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102. 「不可抗力による費用分担」とは、本事業の実施における不可抗力による損害を分

担するための規定をいい、その詳細は本契約の別紙４によるものとする。 

103. 「閉庁日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）に定める

行政機関の休日をいう。 

104. 「法令等」とは、法律・条例・命令・政令・省令・規則・規定、若しくは通達・ガ

イドライン又は裁判所の判決・決定・命令、仲裁判断若しくはその他公的機関の定め

る一切の規定、判断、措置等（自主規制機関の規則及び規定を含む。）をいう。 

105. 「保安業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する事業者側管理

範囲における保安に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 

細則」に記載のある保安業務によるものとする。 

106. 「保守点検マニュアル」とは、乙が事業期間終了時に甲に提出する保守点検マニュ

アルをいい、①保守点検概要、②点検内容、③保守対処方法、④付属品・予備品リス

ト、⑤その他必要事項を内容とする 

107. 「保全管理業務」とは、本契約及び業務要求水準書に基づき乙が履行する本施設の

点検管理に関する業務をいい、その業務内容の詳細は業務要求水準書「第２ 細則」

に記載のある保全管理業務によるものとする。 

108. 「本工事」とは、建設業務及び撤去業務に係る工事を個別に又は総称していう。 

109. 「本事業」とは、本契約及びＰＦＩ法に基づいて実施する川井浄水場再整備事業を

いう。 

110. 「本事業対象業務」とは、施設整備業務及び維持管理業務をいう。 

111. 「本施設」とは、神奈川県横浜市旭区上川井町 2555 番地所在の「川井浄水場」をい

う。 

112. 「埋蔵文化財」とは、文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。その後の改正を含

む。）第 92 条第１項に定める埋蔵文化財をいう。 

113. 「無償使用可能用地」とは、甲の所有する事業場所の土地をいう。 

114. 「維持管理業務に関するモニタリング及び改善要求措置要領」とは、乙による本事

業の適正かつ確実な履行を確保するための措置等について示す要領をいい、その内容

の詳細は本契約の別紙７に示すものとする。 

115. 「要求性能確認計画書」とは、乙が業務要求水準書に従い、本事業の実施において

乙が達成しなければならない要求水準を確保するための管理方法を示した計画書をい

う。 
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別紙２ 乙等が付す保険等 

 

  

【事業者提案における保険の概要について記載】 
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別紙３ 法令等の変更による費用の負担割合 

 

                           甲負担割合   乙負担割合 

① 本事業対象業務に類型的又は特別に影響を及ぼす 

  法令等の新設・変更の場合               100％      0％ 

② ①以外の法令等の新設・変更の場合            0％     100％ 

 

なお、①の本事業対象業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令等とは、特に本事業対

象業務その他に関する事項を類型的又は特別に規定することを目的とした法令等を意味す

るものとし、乙に対して一般に適用される法律の変更は含まれないものとする。 

 

 ただし、既存の租税についての税率の変更又は新たな税が設置された場合については、

以下の各号に掲げるとおりとする。 

① 本事業の内容如何にかかわらず、法人の利益に関する 

  税制（外形標準課税に係るものを含む。）の変更又は    0％     100％ 

  新設の場合 

② 消費税・地方消費税に関する税制の変更         100％      0％ 

又は新設の場合 

 

57 



 

別紙４ 不可抗力による費用分担 

 

本契約第 22 条に定める「不可抗力」による費用分担は、以下のとおりとする。 

 

１ 不可抗力の定義 

不可抗力とは、天災その他自然的又は人為的な事象であって、甲及び乙のいずれにも

その責を帰すことのできない事由（経験ある管理者及び乙の責任者によっても予見し得

ず、若しくは予見できてもその損失、損害、又は傷害発生の防止手段を合理的に期待で

きないような一切の事由）を不可抗力という。なお、不可抗力の具体例は、以下のとお

りである。 

（１）天災その他自然的な事象 

地震、津波、噴火、火砕流、落雷、洪水、内水氾濫、土石流、高潮、異常潮位、高

波、豪雪、なだれ、異常降雨、土砂崩壊等。ただし、設計基準等が事前に定められた

ものについては、当該基準を超える場合とする。 

（２）人為的な事象 

戦争、戦闘行為、侵略、外敵の行動、テロ、内乱、内戦、反乱、革命、クーデター、

騒擾、暴動、労働争議等。 

（３）その他 

放射能汚染、航空機の落下及び衝突、航空機等による圧力波、車両その他の物体の

衝突、類焼、類壊、放火、第三者の悪意及び過失、公権力による占拠、解体、撤去、

差し押さえ等。 

 

２ 不可抗力による損失及び損害の範囲 

「不可抗力」による損失及び損害の範囲は、以下のとおりとする。 

① 工事期間及び維持管理期間の変更、延期及び短縮に伴う維持管理費（金利及び物価変

動を含む。） 

② 原因、被害状況調査及び復旧方法検討等に必要な調査研究費用、再調査、設計及び設

計変更等に伴う追加費用 

③ 損害防止費用、損害軽減費用、応急処置費用 

④ 損壊した施設及び設備の修復及び復旧費用、残存物及び土砂等の解体、撤去及び清掃

費用、工事用機械及び設備、仮工事、仮設建物等の損傷及び復旧費用 

⑤ 工事期間及び維持管理期間の変更に伴う各種契約条件変更及び解除に伴う追加費用

（違約金を含む。） 

⑥ 工事期間及び維持管理期間の変更、延期及び短縮に伴う乙の間接損失及び出費（経常

費、営業継続費用等。ただし、乙の期待利益は除く。） 

 

３ 不可抗力による追加費用及び損害額の分担 

（１）工事期間中の損害分担 

58 



 

① 工事期間中に発生した不可抗力による追加費用及び損害額については、施設整備費の

１％相当額に至るまでは乙がこれを負担し、１％を超える額については甲が負担する。 

② 上記①の追加費用及び損害額には、本工事の遅延又は中断、本契約の解除に伴う各種

追加費用、新設対象施設の損傷復旧費用、仮工事、仮設備、建設用機械設備の損傷及

び復旧費用、排土費用、残存物撤去費用、除染費用、損害防止費用等のうち、合理的

と判断される費用を含む。 

③ 数次にわたる不可抗力により、上記①の追加費用及び損害額が集積した場合は、上記

①の１％の乙負担は、追加費用及び損害額の累計額に対して適用する。 

④ 乙が不可抗力による追加費用及び損害額の一部若しくは全部について保険等による填

補を受けた場合は、当該填補金のうち上記①に基づき乙が負担すべき金額を超過する

額につき甲が負担する金額から控除する。 

 

（２）維持管理期間中の損害分担 

① 維持管理期間中に発生した不可抗力による追加費用及び損害額については、不可抗力

の事由１件ごとに不可抗力の事由の発生した当該年度における維持管理費の１％相当

額に至るまでは乙がこれを負担し、１％を超える額についてはこれを甲が負担する。 

② 上記①の追加費用及び損害額には、維持管理業務の遅延又は中断、本契約の解除に伴

う各種追加費用、本施設の損傷及び復旧費用、残存物撤去費用、損害防止費用等のう

ち、合理的と判断される費用を含む。 

③ 乙が、不可抗力による追加費用及び損害額の一部若しくは全部について保険等による

填補を受けた場合は、当該填補金のうち上記①に基づき乙が負担すべき金額を超過す

る額につき甲が負担する金額から控除する。 
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別紙５ サービスの対価の支払方法 

 

１ サービスの対価の構成 

サービスの対価を構成する項目及び該当する業務は、以下のとおりである。 

項目 該当する業務 含まれる主な費用 

事前調査費 事前調査業務 

設計費 設計業務 

工事費 工事業務 

工事監理費 工事監理業務 

施設整備費

及びこれに

かかる支払

利息 

周辺影響調査・ 

電波障害等対策 

費 

周辺影響調査・ 

電波障害等対策 

業務 

左記業務を含む、施設整備に要す

る費用 

・事前調査費、設計費、工事費、

工事監理費、周辺影響調査・電

波障害等対策業務等の整備費 

・建中金利 

・融資組成手数料 

・その他施設整備に関する初期投

資と認められる費用等 

・これにかかる支払利息 

運転管理費 運転管理業務 左記業務に要する費用 

・人件費 

・薬品費 

・薬品洗浄費 

・電力費 

・その他経費 

保全管理費 保全管理業務 左記業務に要する費用 

・修繕費 

・保守管理費 

・その他経費 

水質管理業務費 水質管理業務 左記業務に要する費用 

・人件費 

・経費 

災害・事故対策

業務費 

災害・事故対策業

務 

左記業務に要する費用 

・人件費 

・経費 

安全衛生管理業

務費 

安全衛生管理業務 左記業務に要する費用 

・人件費 

・経費 

施設公開業務費 施設公開業務 左記業務に要する費用 

・人件費 

・経費 

保安業務費 保安業務 左記業務に要する費用 

・人件費 

・経費 

清掃業務費 清掃業務 左記業務に要する費用 

・人件費 

・経費 

維持管理費 

その他の費用  維持管理に関連して発生する費用

のうち、上記に含まれない費用 

・保険料 

・公租公課 

・その他上記に含まれない費用 
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２ サービスの対価の考え方 

甲が乙に対して支払うサービスの対価は、施設整備費及びこれにかかる支払利息と維

持管理費によって構成され、業務の性格に応じて個別に算定した上で、各回合算して支

払う。 

設計・工事等の施設整備に要する費用は乙が調達するものとし、甲はこれを維持管理

期間に平準化して施設整備費として支払う。その支払方法は下記の３（１）に規定する。 

また、維持管理に対する対価は、維持管理期間を通して年４回に分けて、甲が乙に維

持管理費として支払う。 

 

３ 各種サービスの対価の支払方法 

（１）施設整備費及びこれにかかる支払利息 

施設整備費は、下記のとおり２グループに分類して支払う。 

なお、施設整備費は、施設整備にかかる国庫補助金額を、初期投資額から控除して

算定する。 

ア 設計・第１段階工事期間にかかる費用及び支払利息 

総支払回数を平成26年４月30日を第１回とし、平成45年10月31日を最終回とする40

回とし、下表の各支払期間中の支払総額の20分の１を乙の請求に基づき各年の４月30

日及び10月31日（いずれも銀行営業日でない場合は、その翌銀行営業日）に支払う。 

支払期間 支払期間中の支払総額 

平成26年４月１日～

平成36年３月31日 

元金の２分の１の金額を10年間で元利均等返済する額 

＋ 元金の２分の１の金額に対する当該支払期間の金利

平成36年４月１日～

平成46年３月31日 

元金の２分の１の金額を10年間で元利均等返済する額 

 

イ 第２段階工事期間にかかる費用及び支払利息 

総支払回数を平成29年４月30日を第１回とし、平成45年10月31日を最終回とする34

回とし、下表に従い、平成29年４月１日から平成36年３月31日までの間は支払総額の

14分の１を、平成36年４月１日から平成46年３月31日までの間は支払総額の20分の１

をそれぞれ乙の請求に基づき各年の４月30日及び10月31日（いずれも銀行営業日でな

い場合は、その翌銀行営業日）に支払う。 

支払期間 支払期間中の支払総額 

平成29年４月１日～

平成36年３月31日 

元金の17分の７の金額を７年間で元利均等返済する額 

 ＋ 元金の17分の10の金額に対する当該支払期間の金利 

平成36年４月１日～

平成46年３月31日 

元金の17分の10の金額を10年間で元利均等返済する額 

なお、これにかかる支払利息は、補助金額控除後の初期投資額を元金として、以

下に定める金利に基づき算定する。 

金利：下記（ｱ）基準金利及び（ｲ）スプレッドの合計とする。 

基準金利の変動に伴い、以下のとおり改定を行う。 
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（ｱ）基準金利 

支払期間 基準金利 金利の決定基準日 

平成 26 年４月１日～

平成 36 年３月 31 日 

平成 26 年３月 29 日（銀

行営業日でない場合は、

その前銀行営業日） 

上

記

ア 

平成 36 年４月１日～

平成 46 年３月 31 日 

東京時間午前 10 時にテ

レレート 17143 頁に発表

される TOKYO SWAP 

REFERENCE RATE（ＴＳ

Ｒ）６ヶ月ＬＩＢＯＲベ

ース 10 年物（円－円）

金利スワップレート 

平成 36 年３月 29 日（銀

行営業日でない場合は、

その前銀行営業日） 

平成 29 年４月１日～

平成 36 年３月 31 日 

東京時間午前 10 時にテ

レレート 17143 頁に発表

される TOKYO SWAP 

REFERENCE RATE（ＴＳ

Ｒ）６ヶ月ＬＩＢＯＲベ

ース７年物（円－円）金

利スワップレート 

平成 29 年３月 29 日（銀

行営業日でない場合は、

その前銀行営業日） 

上

記

イ 

平成 36 年４月１日～

平成 46 年３月 31 日 

東京時間午前 10 時にテ

レレート 17143 頁に発表

される TOKYO SWAP 

REFERENCE RATE（ＴＳ

Ｒ）６ヶ月ＬＩＢＯＲベ

ース 10 年物（円－円）

金利スワップレート 

平成 36 年３月 29 日（銀

行営業日でない場合は、

その前銀行営業日） 

 

（ｲ）スプレッド 

乙が入札時に提案したスプレッド 

 

また甲は、国庫補助金の交付を受けた後に乙に交付する。乙は、交付を受けた補助

金を、その支給対象業務の遂行に必要な費用に充当する。 

なお、乙が工期の短縮を提案する場合は、その短縮期間に伴い、支払期間や支払日

も前倒しで行う。 

 

（２）維持管理費 

ア 修繕費を除く維持管理費 

修繕費を除く維持管理費は、下表のとおり四半期に一度、年額の４分の１を支払

う。 

各四半期終了後、乙は当該業務に係る請求書を甲に提出する。甲は、請求書受領

後 30 日以内に、モニタリングの結果を踏まえ各回の対価を支払う。 

各回 対象期間 支払額の割合 支払見込時期 

第１四半期 ４月～６月 

第２四半期 ７月～９月 

第３四半期 10 月～12 月 

第４四半期 １月～３月 

年額の４分の１ 

各四半期終了後の翌月の

末日（当該期日が銀行 

営業日でない場合は、 

翌営業日） 
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また、当該費用は、毎年度１回、物価変動を考慮し、改定されることがある。改

定は、業務ごとに別紙６記載の指標の変動率を勘案した改定率を当該年度の各業務

の対価に乗じ、翌年度４月支払分以降の各業務の対価に反映させる。 

 

イ 修繕費 

修繕費は、提案された長期修繕計画の実施時期、費用に従い、四半期ごとに業務

実施の確認ができたものに対し、四半期ごとに一括して支払う。各四半期の対象期

間及び支払見込時期は、上記アと同様とする。 

また、物価変動による対価の改定についても、上記アと同様に行う。 

 

４ 消費税及び地方消費税 

施設整備費に係る消費税率は引渡日に適用のある税率に、維持管理費に係る消費税率

は実際の支払時に適用のある税率に、それぞれよるものとし、変更分についても甲が負

担するものとする。 
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別紙６ サービスの対価の変更 

 

１ 物価変動によるサービスの対価の変更 

（１）施設整備費 

ア 甲及び乙は、工期内で本契約締結の日から 12 月を経過した後に、国内における賃

金水準や物価水準の変動により施設整備費が不適当となったと認めたときは、相手

方に対して施設整備費の変更を請求することができる。 

イ 甲又は乙は、前項の規定による請求があったときは、変動前施設整備費（本契約

に定められた施設整備費をいう。以下同じ。）と変動後施設整備費（変動後の賃金

又は物価を基礎として算出した変動前施設整備費に相応する額をいう。以下同

じ。）との差額のうち変動前施設整備費の 1,000 分の 15 を超える額につき、施設整

備費の変更に応じなければならない。 

ウ 変動前施設整備費及び変動後施設整備費は、請求のあった日を基準とし、物価指

数等に基づき甲と乙との間で協議して定める。ただし、当該協議の開始の日から 21

日以内に当該協議が成立しない場合には、甲は、変動前施設整備費及び変動後施設

整備費を定め、乙に通知する。 

エ 上記アの規定による請求は、本条項の規定により施設整備費の変更を行った後、

再度行うことができる。この場合においては、上記アにおいて｢本契約締結の日｣と

あるのは、「直前の本条項の規定に基づく施設整備費変更の基準とした日」と読み

替えるものとする。 

オ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の国内における価格に著しい変動を生

じ、施設整備費が不適当となったと認められるときは、甲又は乙は、前各項の規定

によるほか、施設整備費の変更を請求することができる。 

カ 予期することのできない特別な事情により、工期内に国内において急激なインフ

レーション又はデフレーションを生じ、施設整備費が著しく不適当となったときは、

甲又は乙は、前各項の規定にかかわらず、施設整備費の変更を請求することができ

る。

キ 上記オ又はカの規定による請求があった場合において、当該施設整備費の変更額

については、甲と乙との間で協議して定める。ただし、当該協議の開始の日から 21

日以内に当該協議が成立しない場合には、甲は、施設整備費を変更し、乙に通知す

る。 

ク 上記ウ又はキの協議の開始の日については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通

知する。ただし、甲が上記ア、オ又はカの請求を行った日又は受けた日から７日以

内に当該協議の開始の日を通知しない場合には、乙は、当該協議の開始の日を定め、

甲に通知することができる。 

 

（２）維持管理費 

維持管理費は、下表に示す指標に基づき、改定を行う。 
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入札時の費用の積算の前提となる指標は平成 20 年８月１日時点のものを参照するも

のとし、その時点をサービスの対価の改定に当たっての起点とする。平成 25 年度末又

は甲と乙が別途合意する日に、当該時点での指標における変動率を勘案した改定率を

反映させサービスの対価の見直しを行い、以後の改定は見直し後のサービスの対価を

基に行う。ただし、各指標の毎年の変動率が±１％に満たない場合及び直近の改定か

らの累積が±３％に満たない場合は改定しないこととし、これを超える場合のみ改定

する。 

なお、上記の指標の適用が著しく実態と乖離する事態となった場合は、甲と乙は協

議を行い、使用する指標を見直すことができるものとする。 

項目 該当する業務 参照指標 

運転管理費 運転管理業務 ■ 光熱水費以外 

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省） 

・第６表 実質賃金指数 

・事業所規模５名以上 

・調査産業計のうちの現金給与総額 

■ 光熱水費 

電気： 原則として、電気料金の改定率 

ガス： 原則として、ガス料金の改定率 

水道： 原則として、水道料金の改定率 

その他：  

「消費者物価指数」（総務省統計局） 

・第１表－１ 中分類指数（全国） 

・光熱・水道 

保全管理費 保全管理業務 ■ 修繕費以外 

「企業向けサービス価格指数」 

（日銀調査統計局） 

・大類別・類別：諸サービス・その他諸サービス

・小類別   ：建物サービス 

・品目    ：設備管理 

■ 修繕費 

「企業物価指数」（日銀調査統計局） 

・基本分類指数：国内企業物価指数 

・一般機器 

水質管理業務費 水質管理業務 「毎月勤労統計調査」（厚生労働省） 

・第６表 実質賃金指数 

・事業所規模５名以上 

・調査産業計のうちの現金給与総額 

災害・事故対策

業務費 

災害・事故対

策業務 

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省） 

・第６表 実質賃金指数 

・事業所規模５名以上 

・調査産業計のうちの現金給与総額 

安全衛生管理業

務費 

安全衛生管理

業務 

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省） 

・第６表 実質賃金指数 

・事業所規模５名以上 

・調査産業計のうちの現金給与総額 
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項目 該当する業務 参照指標 

施設公開業務費 施設公開業務 「毎月勤労統計調査」（厚生労働省） 

・第６表 実質賃金指数 

・事業所規模５名以上 

・調査産業計のうちの現金給与総額 

保安業務費 保安業務 「企業向けサービス価格指数」 

（日銀調査統計局） 

・大分類・類別：諸サービス・その他諸サービス

・小類型   ：警備 

・品目    ：警備 

清掃業務費 清掃業務 「企業向けサービス価格指数」 

（日銀調査統計局） 

・大分類・類別：諸サービス・その他諸サービス

・小類型   ：建物サービス 

・品目    ：清掃 

その他の費用  「消費者物価指数」（日銀調査統計局） 

・第１表－１ 中分類指数（全国） 

・総合 

 

２ 金利変動によるサービスの対価の変更 

施設整備費については、別紙５ ３（１）に記載のとおり、基準金利の変動に伴い、

改定を行う。 

 

３ 市場実勢価格等の変動によるサービスの対価の変更 

甲及び乙は、維持管理費について、直近の改定時のサービスの対価及び類似の内容の

業務の委託費の市場実勢価格の推移その他新製品の導入等諸般の事情を勘案して、５事

業年度に１度、見直しのための協議を行う。初回の見直しは、平成 25 年度末又は甲と乙

が別途合意する日とする。

 

４ 法制度の改正によるサービスの対価の変更 

（１）甲及び乙は、法制度の改正によりサービスの対価の見直しを行うことが合理的と判

断する場合、合理的と判断する理由及び変更見込み額を記載した通知を行うことにより、

翌事業年度のサービスの対価の変更を請求することができる。 

（２）前項の定めに基づく請求がなされた場合、甲及び乙は、請求の当否及び変更額につ

いて協議の上決定する。 

（３）前項の協議において合意が成立しない場合、甲は、サービスの対価額の変更の可否

及び変更する場合には合理的と判断する変更額を決定し、その理由を併記した書面によ

り乙に対して通知する。 

（４）前各項の規定にかかわらず、甲及び乙は、翌事業年度開始前に改正後の法制度が実

施され、当該法制度の実施の日から当該実施の日が属する事業年度が終了する日までの

サービスの対価の見直しを行うことが合理的と判断する場合、相手方に対し、当該事業

年度のサービスの対価の変更を求めることができる。この場合の手続は、前各項の規定

を準用する。 
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５ 税制の変更によるサービスの対価の変更 

（１）乙は、税制の変更（ただし、法人税、所得税、事業税その他収益に関する税制に関

する変更を除く。以下、本項において同様とする。）により乙が支払うべき租税が新設

又は増額されたときは、甲に対してその旨及び変更見込み額を記載した通知を行うこと

により、サービスの対価の見直しを請求することができる。 

（２）甲は、税制の変更により乙が支払うべき租税が減免されたときは、乙に対してその

旨を通知することにより、サービスの対価の見直しを請求することができる。 

（３）前２項に基づく請求がなされた場合、甲及び乙は、請求の当否及び変更額について

協議の上決定する。当該協議において合意が成立しない場合、甲は、サービスの対価額の

変更の可否及び変更する場合には合理的と判断する変更額をそれぞれ決定し、当該決定の

理由を併記した書面により乙に対して通知する。 

 

６ 上記以外の想定外の変化に対する見直し 

（１）サービスの対価の算定根拠である前提条件について、上記１～５において考慮され

ない変動要素が発生し、又はサービスの対価が前提とする条件に重大な変更が発生した

等の場合には、甲及び乙は速やかに協議を行い、サービスの対価の見直しを検討するも

のとする。かかる協議は、甲又は乙からの申込みにより行われるものとし、一方の当事

者から申込みを受けた場合、他方の当事者は誠意をもって協議に応じるものとする。 

（２）前項に記載する協議において合意が成立しない場合、甲は、サービスの対価の変更

の可否及び変更する場合には合理的と判断する変更額を決定し、当該決定の理由を併記

した書面により乙に対して通知する。 
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別紙７ 維持管理業務に関するモニタリング及び改善要求措置等 

 

１ 維持管理業務に関するモニタリング  

（１）モニタリングの方法  

甲は、維持管理期間中、維持管理業務に関するモニタリングを、次のとおり行うこ

ととする。 

ア 定期モニタリング  

乙は、毎日の業務の実施に関する日報及び月報を甲に提出する。日報及び月報の

内容及び提出期日等は、甲と乙との間で協議の上、定めるものとする。 

甲は、乙から提出される日報及び月報を確認するほか、月に一度、定期モニタリ

ングの一環として、事業者側管理範囲の巡回、業務監視、乙に対する説明要求及び

立会い等を行うものとする。 

イ 随時モニタリング  

甲は、定期モニタリングのほかに、必要に応じて、事業者側管理範囲の巡回、業

務監視、乙に対する説明要求及び立会い等を行うものとする。  

 

（２）モニタリング費用の負担  

モニタリングの実施に際し、甲に発生した費用は甲が負担し、それ以外に乙に発生

した費用は乙が負担する。  

 

２ 改善要求措置 

（１）是正レベルの認定 

甲は、維持管理業務が業務要求水準書に規定する水準を満たしていないと判断され

る事象が発生した場合には、是正レベルを認定し、乙に通知するとともに、甲と乙は

是正に向けた協議を開始する。 

是正レベルは、以下のとおりとする。 

是正レベル 内容 

レベル１ 業務要求水準を上回るが、提案水準を達成できない場合 

レベル２ 災害・事故対策業務、施設公開業務、清掃業務について、業務要求水

準を達成できない場合 

レベル３ 運転管理業務、保全管理業務、水質管理業務、安全衛生業務、保安業

務、事業終了時の引継ぎ業務について、業務要求水準を達成できない

場合（レベル４及び５に該当する場合を除く。） 

レベル４ 業務要求水準書別紙２に示す浄水水質要求水準値を達成できない場合 

レベル５ 水道法に定められた水質基準を達成できない場合 

 

（２）是正勧告 

甲は、業務要求水準書に規定する水準又は乙が提案した水準を満たしていないと判

断される事象があると判断した場合、乙に対して、是正勧告を行うものとする。 
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乙は、甲から是正勧告を受けた場合、速やかに必要な措置を施すとともに、甲と協

議の上、是正対策と是正期限等を記載した是正計画書を甲に提出し、承諾を得た上で

速やかに是正措置を行う。 

 

（３）是正勧告の対処の確認 

甲は、乙からの是正勧告に対する対処の完了の通知又は是正期限の到来を受け、是

正が行われたかどうかを直ちに確認する。 

 

（４）是正命令 

上記（３）における確認の結果、是正計画書に沿った内容・期間による改善が認め

られないと甲が判断した場合、甲は、乙に是正命令を行うとともに、再度、是正計画

書の提出請求、協議、承諾及び乙の是正命令に対する対処について確認を行う。 

 

（５）サービスの対価の支払留保 

甲は改善が確認されるまでサービスの対価の支払を留保することができる。 

 

（６）サービスの対価の減額 

是正レベルと上記（２）及び（４）での改善状況に応じ、甲は乙に対してサービス

の対価を減額する。詳細については、下記３に定める。 

 

（７）維持管理業務の実施を担う者の変更 

甲は、乙が行う維持管理業務の結果が以下のいずれかに該当する場合は、維持管理

業務の実施を担う者の変更を乙に請求することができる。 

ア 甲の是正命令によっても、改善が確認できなかったとき 

イ 連続する２回の四半期において30％以上の減額が行われたとき 

ウ 業務要求水準書別紙２に示す浄水水質要求水準値を達成できない場合又は水道法

に定められた水質基準を達成できない場合が四半期に３回以上発生したとき 

なお、サービスの対価の支払対象期間の途中に維持管理業務を行う者を変更した場

合であっても、当該期間中の減額ポイントの計上は継続し、合計した減額ポイントに

応じて支払の減額又は留保の措置を行う。 

 

（８）契約解除 

連続する４回の四半期を超えて減額が行われた場合又は維持管理業務を行う者の変

更に応じない場合は、甲は乙に通知することにより、通知の日から起算して６か月以

内に本契約を解除することができる。ただし、乙の責に帰すべき事由によらない場合

は、この限りではない。 
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３ サービスの対価の減額等 

（１）基本的な考え方 

甲は、乙の行う維持管理業務が業務要求水準書に規定する水準又は乙が提案した水

準を満たしていないと判断される事象が発生した場合（以下、「違反行為」とい

う。）には、サービスの対価を減額する。 

サービスの対価の減額は、減額ポイントの累積に応じて行われ、減額ポイントは、

次の考え方を基本として下記（２）に示す表により算定する。 

ア 甲が違反行為を確認した時点で減額ポイントを科す。 

イ 甲が是正の勧告及び命令を出したにもかかわらず、改善されない場合にはさらに重

い減額ポイントを科す。 

ウ 同じ違反行為を繰り返した場合には、重い減額ポイントを科す。 

エ 違反の程度が軽い場合（減額ポイントが５Ｐ以下）には減額せず、サービスの対価

を留保することがある。また、減点を挽回する機会（ボーナスポイント）を与える。 

   

（２）減額ポイントの計上 

  甲は乙に対し、違反行為があった場合に次表に基づいて減額ポイントを計上する。 

レベル 違反行為の確認 

是正勧告後、 

改善が認められないと

判断した場合 

是正命令後、 

改善が認められないと

判断した場合 

１ １Ｐ ２Ｐ ４Ｐ 

２ ２Ｐ ４Ｐ ８Ｐ 

３ ３Ｐ ６Ｐ 12Ｐ 

 

レベル 違反行為の確認 是正までの時間 発生時点からの日数 

４ １水質項目ごとに 

５Ｐ 

１水質項目ごとに 

0.1Ｐ×ｈ 

１水質項目ごとに 

0.5Ｐ×Ｄ 

５ １水質項目ごとに 

10Ｐ 

１水質項目ごとに 

0.5Ｐ×ｈ 

１水質項目ごとに 

2.5Ｐ×Ｄ 

（注１）業務要求水準書第２ ７から 15 の（１）に示す項目ごとに１単位とする。 

（注２）１時間未満は切上げとする。 

 

なお、減額の対象となる事象が発生した場合で、その事象と同じ事象が発生時点か

ら起算して過去３年間以内に起こっていた場合、減額ポイントは、前記の表に記載し

た各減額ポイントを２倍し、計上する。 

 

（３）サービスの対価の減額又は留保 

甲は、モニタリングの結果を踏まえ、当月の減額ポイントを確定する。甲のモニタ

リングが終了し減額ポイントがある場合は、乙に減額ポイントを通知する。 

サービスの対価の支払に際しては、３か月分の減額ポイントの合計を計算し、下表

に従いサービスの対価のうちの修繕費を除く維持管理費を減額するか又は改善が確認
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できるまで留保する。減額又は留保する場合には、当月のサービスの対価の支払額を

乙に通知する。 

次回の支払までの間に改善が確認できた場合は、サービスの対価の留保は行わない。

なお、留保した場合の支払は、甲が改善を確認した後、直近で支払われるサービス

の対価に加算する。この場合、留保相当額に対する利息は付さない。 

３か月の減額ポイント合計 減額又は留保 
維持管理費（修繕費を除く。）

の減額又は留保の割合 

６Ｐ以上 減額 １ポイントにつき、0.1％ 

１～５Ｐ 留保 １ポイントにつき、0.1％ 

 

（４）減額ポイントを計上しない場合 

減額の対象となるレベル１からレベル５の状態が認められたとしても、明らかに乙

の責めに帰さない事由による場合は、減額ポイントを計上しない。 

 

（５）ボーナスポイントの付与  

乙は提案した水準を超えて、横浜市水道事業又は横浜市民に多大な貢献をした場合、

甲は、乙にボーナスポイントを与えることができる。 

ボーナスポイントの付与は甲が決定する。ボーナスポイントは減額ポイントと相殺

することができ、また事業期間を通じて累積することができるものとする。ボーナス

ポイントは、以下の計算式に従い金額に換算し、当該金額を次回支払うサービスの対

価に加算する。 

 

計算式：  

修繕費を除く維持管理費の各回支払分 × 0.001 × ボーナスポイント 

 

４ サービスの対価の支払後に減額が判明した場合の対応 

サービスの対価の支払後に、維持管理業務報告書に虚偽の記載のあることが判明する

など支払の根拠を失った場合、甲は、本来支払うべきサービスの対価を計算し直し、既

に乙に支払った額との差額を次回支払うサービスの対価から差し引く。 

この場合、本来支払うべきサービスの対価と既に乙に支払った額との差額について、

甲が乙に支払った日から、甲が差額を差し引くまでの日数につき、政府契約の支払遅延

防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算し

た額（１年を 365 日とする日割り計算とする。）の損害金を加えて差し引くものとする。 
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減額ポイントの計上 

 

業務要求水準書に規定する 
水準を満たしている場合 

減額なし 

モニタリング 

 

 

業務要求水準書に規定する水準を満たしていないと判断される事象が発生 

『是正レベルの認定』 

レベル３ レベル４･５ レベル１ レベル２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
減額ポイントなし 

是正命令 

減額ポイント計上 

是正命令の対処の確認 

改善の確認

是正計画書に沿った改善が認められない
と判断した場合 

減額ポイント計上 

減額ポイントなし 改善の確認

是正計画書に沿った改善が認められない
と判断した場合 

是正勧告の対処の確認 

減額ポイント計上 

改善の確認
減額ポイント計上 
（注１） 

減額ポイント計上 
（注２） 

事象の発見

保管されて
いる膜ろ過
水における
事象の確認 

是正勧告 

違反行為の確認 

（注１）事象の発生を確認したときから市が是正を確認するまでの間の時間数に応じて減額ポイントを計上する。 
（注２）保管されている膜ろ過水において事象の発生を確認した場合、日数に応じて減額ポイントを計上する。 
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別紙８ 出資者誓約書兼保証書の様式 

 

平成●年●月●日 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

 

出 資 者 誓  約  書 兼 保  証  書 

 

 

 

 横浜市（以下「市」という。）及び[ＳＰＣ名称]（以下「事業者」という。）との間で、

平成●年●月●日付で締結された「川井浄水場再整備事業事業契約書」（以下「本契約」

という。）に関して、事業者の出資者である●会社、●会社、●会社及び●会社（以下

「当社ら」と総称します。）は、本日付けをもって、後記の事項を市に対して誓約し、か

つ、表明及び保証いたします。なお、特に明示のない限り、本出資者誓約書兼保証書にお

いて使用される用語は、本契約において定義された意味を有するものとします。 

 

記 

 

１ 事業者が、平成●年●月●日に、会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社

として適法に設立され、本日現在、有効に存続していること。 

 

２（１）本日現在における事業者の発行済株式総数は●株であり、総株主の議決権数は●

個であること。 

（２）当社らの保有する事業者の株式に係る議決権の総数は●個であり、そのうち●個

は●会社が、●個は●会社が、●個は●会社がそれぞれ保有すること。 

（３）当社らではない者が保有する事業者の議決権の総数は●個であり、そのうち●個

は●会社が、●個は●会社が、●個は●会社がそれぞれ保有すること。 

 

３ 事業者が本事業の実施に必要な資金調達を行うことを目的として、当社らが保有する

事業者の株式を譲渡し又は同株式に担保権を設定する場合、事前にその旨を市に書面で

通知し、市の書面による承諾を得ること。この場合、担保権設定契約書及び融資契約書

その他市が合理的に要求する資料の写しを速やかに市に提出すること。 
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４ 当社らは、本契約が終了するまでの間、事業者の議決権を各保有するものとし、「川

井浄水場再整備事業基本協定書」第３条第２項を遵守するとともに、市の事前の書面に

よる承諾がある場合（第３項に定める承諾がある場合を含む。）を除き、事業者の株式

の譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行わないこと。ただし、当社らは、いかなる

場合も、反社会的勢力（集団的に又は常習的に違法行為（犯罪行為を含むが、これに限

られない。）を行うことを助長するおそれがある団体又はかかる団体の構成員をい

う。）その他これに類する者に対し、かかる処分を行わないこと。 

 

５ 当社らが保有する事業者の株式を譲渡することが許容される場合において、譲渡を行

う場合、当社らは、譲受予定者から別添の誓約書を徴求の上、市に提出すること。 

 

以上 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 

 

 

●会社 

住所 

代表者 
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（別添） 

 

 

平成●年●月●日 

 

 

横浜市 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 齋 藤 義 孝  

 

 

誓 約 書 

 

 

 横浜市（以下「市」という。）及び[ＳＰＣ名称]（以下「事業者」という。）との間で、

平成●年●月●日付で締結された「川井浄水場再整備事業事業契約書」（以下「本契約」

という。）に関して、当社は、下記の事項を市に対して誓約し、かつ、表明及び保証いた

します。なお、特に明示のない限り、本誓約書において使用される語句は、本契約におい

て定義された意味を有するものとします。 

 

記 

 

１ 本日現在、当社が保有する事業者の株式に係る議決権数は●個であること。 

 

２ 当社が保有する事業者の株式の譲渡、担保権の設定その他の処分を行う場合、事前に

市に書面で通知し、市の書面による承諾を得ること。 

 

３ 当社が保有する事業者の株式を譲渡することが許容される場合において、譲渡を行う

場合、譲受予定者から本誓約書と同じ様式の誓約書を徴求の上、市に提出すること。 

 

以 上 

 

 

住所 

氏名  ●会社 

    代表者 
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	第７条　本事業は、本事業対象業務及びこれらの業務の実施にかかる資金調達とこれらに付随し、関連する一切の業務により構成されるものとする。なお、乙は本事業に関連のない事業を行ってはならない。 
	　（乙に対する支払） 
	第８条 甲は、本契約の定めるところによりサービスの対価を乙に支払う。 
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	　（業務受託企業の使用等） 
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	　（維持管理期間の保険） 
	第18条　乙は、別紙２　●に規定された種類及び内容の各保険を自己の負担において付保し、当該別紙に定められた措置をとらなければならない。 
	　（公租公課の負担） 
	第19条　乙は、本契約及びこれに基づき締結される合意に関連して生じる租税のすべてを負担する。 
	　（許認可の取得等） 
	第20条　本契約に基づく義務を履行するために必要となる一切の許認可は、乙が自らの責任及び費用負担により取得し、維持するものとし、また、乙が本契約に基づく義務を履行するために必要となる一切の届出又は報告は、乙がその責任において作成し、提出するものとする。ただし、甲が許認可の取得又は届出若しくは報告をする必要がある場合には、甲が必要な措置を講ずるものとし、当該措置について乙の協力を求めた場合には、乙はこれに応じるものとする。 
	　（法令等の変更による措置） 
	第21条　本契約の締結後において、法令等の変更又は新設により、本事業の実施に関して増加費用が発生した場合の負担は、別紙３に記載する「法令等の変更による費用の負担割合」に定めるところによる。 
	　（不可抗力による措置） 
	第22条　甲及び乙は、不可抗力により本契約に基づく義務の全部又は一部の履行ができなくなったときは、その内容の詳細を記載した書面をもって直ちに相手方に通知しなければならない。この場合において、通知を行った者は、通知を発した日以降、本契約に基づく履行期日における履行義務の全部又は一部を免れるものとする。ただし、各当事者は不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければならない。 
	　（第三者に対する損害） 
	第23条　乙が、本事業対象業務を履行する過程で、又は履行した結果、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が発生したとき（新設対象施設の劣化又は維持管理の不備により見学者に損害が発生した場合を当然に含む。）は、乙がその損害を賠償するものとし、甲の責めに帰すべき事由により第三者に損害が発生したとき（業務要求水準書に基づき本工事の施工について甲の提示した条件による場合を当然に含む。）は、甲がその損害を賠償する。本事業対象業務の履行に伴い通常避けることができない騒音、振動、臭気の発生等により第三者に損害が発生したときは、乙がその損害を賠償する。 
	　（事業工程表） 
	第24条　乙は、本契約の締結後14日以内に本契約、入札説明書等及び事業者提案に基づき、本契約の締結日から事業期間の終了日までの事業工程表を作成し、甲に提出し、甲の了解を得なければならない。 
	　（権利義務の譲渡等） 
	第25条　乙は、甲の事前の書面による承諾を得た場合を除き、本契約上の地位又は本契約により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させ、若しくは担保提供その他一切の処分（他の法人との合併、他の法人との間で行う会社分割等の組織再編による承継を含む。）を行ってはならない。 
	　（成果物及び新設対象施設の利用及び著作権） 
	第26条　甲は、成果物及び新設対象施設について、甲の裁量により利用する権利及び権限を有するものとし、その利用の権利及び権限は、本契約の終了後も存続するものとする。 
	　（第三者の知的財産権等の侵害） 
	第27条　乙は、本契約の履行に当たり、第三者の有する知的財産権等を侵害しないこと、並びに新設対象施設及び乙が甲に対して提供する成果物の利用が第三者の有する知的財産権等を侵害していないことを、甲に対して保証する。 
	　（用地の使用等） 
	第28条　乙は、事業期間の終了までの間、本事業の実施に必要な範囲において、甲の許可を得て、無償使用可能用地を無償で使用することができる。 
	　（臨機の措置） 
	第29条　乙は、本事業対象業務の履行に当たり、事故が発生したとき又は事故が発生する恐れのあるときは、甲の指示を受け、又は甲及び乙が協議して臨機の措置をとらなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、乙の判断により臨機の措置を講じなければならない。 
	　（監視員） 
	第30条　甲は、その裁量により、合理的な人数の監視員を置くことができる。甲は、監視員を置いたときは、その日から14日（閉庁日を含む。）以内に、その氏名を乙に通知するものとする。また、監視員を変更したときも変更した日から14日（閉庁日を含む。）以内にその氏名を乙に通知するものとする。 
	　（乙の総括代理人） 
	第31条　乙は、総括代理人を置かなければならない。乙は、総括代理人を設置する日の14日（閉庁日を含む。）前までに、総括代理人の氏名及び住所その他必要な事項を甲に通知しなければならない。また、総括代理人を変更する場合も、変更する日の14日（閉庁日を含む。）前までに、同様の通知をするものとする。 
	　（代理人等に関する措置請求） 
	第32条　甲又は監視員は、総括代理人がその職務の執行につき、本事業の適正かつ確実な実施を確保するために著しく不適当と認められるときは、前条第４項にかかわらず、乙に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を執り行うべきことを請求することができる。 
	　（説明及び報告義務） 
	第33条　乙は、本契約に定めがある場合又は甲の請求があるときは、乙及び業務受託企業が実施する業務の実施状況又は本契約の履行状況について、甲に説明及び報告しなければならない。 
	（関係者協議会） 
	第34条　甲及び乙は、本事業に関する協議を行うことを目的として、甲及び乙により構成する関係者協議会を設置するものとする｡ 


	第３章　本施設の整備等に関する事項 
	第１節　事前調査 
	　（事前調査業務） 
	第35条　乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、事前調査業務を実施する。 
	　（埋蔵文化財に関する費用負担） 
	第36条　埋蔵文化財の調査費用は、事業者側管理範囲のすべての調査について乙の負担とし、それ以外の範囲において追加調査の必要があると甲が認め、指示した場合で、追加費用が発生した場合については甲の負担とする。 
	　（事前調査業務に従事する作業員の健康診断） 

	第２節　設計 
	　（設計業務） 
	第38条　乙は、本契約締結後速やかに、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、設計業務を実施する。 
	　（基本設計及び実施設計の完了） 
	第39条　乙は、基本設計を完了したと判断したときは、基本設計書を甲に提出するものとする。甲は、基本設計書を受領したときは、基本設計書の内容が、業務要求水準書及び事業者提案に適合するか否かを確認し、その結果を基本設計書を受領した日を含めて30日（閉庁日を含む。）以内に乙に書面で通知しなければならない。甲は、基本設計書の内容が、業務要求水準書及び事業者提案に適合しないと認めるときは、乙の費用負担において、その修正を求めることができるものとし、乙はこれに従うものとする。 
	　（対価内訳の提出） 
	第40条　乙は、別紙５に記載する「サービスの対価の支払方法」の規定に基づき、施設整備費、支払利息、維持管理費の内訳を作成し、甲に提出しなければならない。 
	　（業務要求水準書又は設計図書等の変更） 
	第41条　甲は、業務要求水準書又は設計図書等の変更が必要であると認めるときには、業務要求水準書又は設計図書等の変更内容を記載した書面を乙に通知し、その変更を求めることができる。この場合において、乙は、甲から当該書面を受領した日から30日（閉庁日を含む。）以内に、甲に対して、その業務要求水準書又は設計図書等の変更に伴う措置、新設対象施設の引渡しの遅延の有無、施設整備費、支払利息及び維持管理費の変動の有無を検討し、甲に書面により通知し、甲と協議を行わなければならない。 
	　（業務要求水準書又は設計図書等の変更に伴う増加費用の負担） 
	第42条　乙は、前条第１項に定める変更の請求により、業務要求水準書又は設計図書等の変更に伴う措置を検討するに当たり、新設対象施設の引渡しの遅延、施設整備費及び維持管理費の増加が予想される場合にあっては、これらの遅延の期間及び費用の増加が必要かつ最小限となるように検討しなければならない。 
	　（甲による説明要求） 
	第43条　乙は、甲から設計業務の実施状況等についての質問を受けた場合は、当該質問を受領した日を含めて７日（閉庁日を含む。）以内に、甲に対して回答を行わなければならない。 

	第３節　工事総則 
	　（工事用電力等） 
	第44条　乙は、本工事に必要な工事用電力及び工事用水を、自己の費用と責任において調達するものとする。 
	　（用地の管理） 
	第45条　乙は、乙の責任及び費用において工事現場における安全管理及び警備等を行うものとする。本工事の施工に関し、建設機械器具等必要な設備の盗難又は損傷等により追加の費用が発生した場合、当該追加費用は乙が負担する。 
	　（近隣対策等） 
	第46条　乙は、自己の責任及び費用において、騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶、大気汚染、水質汚染、臭気、電波障害その他工事業務が近隣住民の生活環境に与える影響を調査し、合理的に要求される範囲内で近隣対策を実施するものとする（近隣住民への安全対策を含む。）。この場合において、乙は、甲に対して、当該近隣対策の実施前及び実施後の調査内容及び結果を報告しなければならない。 
	　（工事の中止） 
	第47条　甲は、必要と認めた場合には、乙に対して本工事の中止の理由及び内容を記載した書面を交付して、本工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができるものとする。 
	　（工期の変更） 
	第48条　甲は、必要があると認める場合、乙に対して本工事に係る工期の変更を請求することができる。 
	　（工期の変更の場合の費用負担） 
	第49条　前条の定めるところにより本工事に係る工期が変更された場合、当該工期の変更により甲又は乙において損害、損失又は費用（工事業務の遂行に当たり乙において生ずる追加的な費用を含む。）が生ずるときは、甲及び乙は、その負担について、以下の各号の定めるところに従うものとする。 
	　（甲による説明要求及び工事現場立会い等） 
	第50条　乙は、甲から本工事の実施状況等についての質問を受けた場合は、当該質問を受領した日を含めて７日（閉庁日を含む。）以内に、甲に対して回答を行わなければならない。 
	　（工事業務に従事する作業員の健康診断） 
	第51条　乙及び工事企業は、水道法第21条及び労働安全衛生法第66条第２項に基づき、工事業務に従事する作業員について、厚生労働省令の定めるところにより定期及び臨時の健康診断を行うものとし、これに関する記録を作成し、保存しなければならない。 
	　（環境汚染物質） 
	第52条　工事業務の過程において、入札説明書等に記載されていない環境汚染物質の存在が判明し、又は新たに発生した場合において、当該環境汚染物質の処理又は処分等に関して乙に発生する増加費用は、甲がこれを負担する。ただし、入札説明書等において既に開示されていた環境汚染物質の処理又は処分等に関して乙に発生する増加費用は、乙がこれを負担する。 

	第４節　建設 
	　（建設業務） 
	第53条　乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、建設業務を実施する。乙は、建設業務に関する一切の責任（設計上の不備及び瑕疵並びに乙による設計の変更から発生する増加費用を含む。）を負担する。 
	　（建設業務における第三者の使用等） 
	第54条　乙は、建設企業が新設対象施設の建設業務の一部を第三者に委託し、又は下請負人を使用することを承諾できるものとする。 
	　（完成等に係る許認可等の取得） 
	第55条　乙は、新設対象施設の完成に伴い必要となる一切の申請及び届出を行わなければならない。 

	第５節　撤去 
	　（撤去業務） 
	第56条　乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、撤去業務を実施する。乙は、撤去業務に関する一切の責任（設計上の不備及び瑕疵並びに乙による設計の変更から発生する増加費用を含む。）を負担する。 
	　（撤去業務における第三者の使用等） 
	第57条　乙は、撤去企業が撤去対象施設の撤去業務の一部を第三者に委託し、又は下請負人を使用することを承諾できるものとする。 
	　（撤去業務の完了確認） 
	第58条　乙は、撤去業務が完了した場合、直ちに甲に通知する。 

	第６節　工事監理 
	　（工事監理業務） 
	第59条　乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、本工事について、各工事ごとに工事監理業務及び設計照査を実施する。 
	　（工事監理者及び工事監理統括者） 
	第60条　各工事を監理する工事監理者は工事監理統括者と定期的に打合せを行い、各本工事及び工事監理の状況を工事監理統括者に報告する。 
	　（工事監理業務に関する費用負担） 
	第61条　工事監理業務の遅延及び不備、工事監理者の増員その他の事由により工事監理業務に関して甲又は乙において損害、損失又は費用（工事監理業務の遂行に当たり乙において生ずる追加的な費用を含む。）が生ずるときは、甲の責めに帰すべき事由による場合を除き、乙がこれを負担する。 

	第７節　周辺影響調査・電波障害等対策業務 
	 
	　（乙による実施事項） 
	第62条　乙は、本施設の周辺影響調査、電波障害調査及び生活環境影響調査として、以下の各号に掲げる事項を乙の費用をもって適切な方法により実施し、甲に報告するとともに、実施結果を踏まえ、必要かつ適切な対策を講じるものとする。 

	第８節　新設対象施設の完成及び引渡し 
	　（乙による試運転及び乙による完成検査） 
	第63条　乙は、甲に対して、乙による完成検査を行う14日前（閉庁日を含む。）までに、当該検査を行う旨を記載した書面を交付した上、乙による完成検査を実施するものとする。 
	　（甲による完成検査及び甲による完成通知書の交付） 
	第64条　甲は、前条第６項の規定による完成届等の提出を受けた日から14日（閉庁日を含む。）以内に、監視員、乙及び工事監理統括者の立会いの上完成検査を実施し、業務要求水準書、事業者提案及び実施設計書のとおり建設業務に係る工事が完成していることを確認したときは、完成通知書を乙に交付しなければならない。 
	　（新設対象施設の引渡し） 
	第65条　甲は、前条第１項の完成通知書を交付し、乙が業務要求水準書及び事業者提案に記載された内容の維持管理業務を実施可能な体制にあることを確認した後、引渡日において、乙から引渡書の交付を受け、新設対象施設の引渡しを受けるものとする。甲は、乙から新設対象施設の引渡しを受けたときは、目的物引渡受領書を乙に交付する。 
	　（部分使用） 
	第66条　甲は、新設対象施設の引渡日前においても、新設対象施設の全部又は一部を乙の承諾を得て使用することができる。 
	　（引渡しの遅延） 
	第67条　甲の責めに帰すべき事由により、引渡日までに乙から甲に対する新設対象施設の引渡しがなされない場合、甲は、引渡日から起算して実際に新設対象施設が乙から甲に対して引き渡された日までに乙が負担した合理的な増加費用に相当する額を乙に対して支払う。 
	 
	　（瑕疵担保） 
	第68条　甲は、新設対象施設に瑕疵があるときは、乙に対して、相当の期間を定めて、当該瑕疵の修補を請求し、乙は自らの責任と費用負担により当該修補を実施しなければならない。ただし、当該瑕疵が重要なものではなく、かつ、その修補に過分の費用を要するときは、甲は修補の請求に代えて乙に対して損害賠償を請求する。 


	第４章　新設対象施設の維持管理に関する事項 
	 
	　（ＩＳＯ認証の取得） 
	第69条　乙は、維持管理開始日から１年以内に、維持管理業務に関し、国際標準化機構のＩＳＯ０9001及びＩＳＯ０14001の認証を取得し、維持管理期間の終了日まで継続して維持することを要する。 
	　（維持管理業務） 
	第70条　乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に基づき、新設対象施設の維持管理業務を実施しなければならない。 
	　（水道法に基づく第三者委託） 
	第71条　甲は、水道法第24条の３の規定に基づき、乙（乙が業務受託企業に委託する場合を含む。）に対し、水道の管理に関する技術上の業務のうち業務要求水準書別紙４に規定する業務を乙に委託する。乙は、かかる業務を乙の責任と費用をもって実施する。 
	　（災害・事故対策業務） 
	第72条　乙は、本契約、業務要求水準書及び事業者提案に従い、災害・事故対策業務を実施する。 
	　（性能保証等） 
	第73条　乙は、業務要求水準書に定める原水に関する条件を満たしている場合には、甲に対し事業期間を通じて業務要求水準書に定める供給水量、水質及びその他の性能を保証する。 
	　（改善通告等） 
	第74条　業務要求水準書に定める維持管理業務の業務要求水準の未達が判明した場合には、甲は、第84条に定める措置をとることができるほか、乙に対して、業務要求水準の未達部分を明らかにし、その是正措置をとることを通告するものとする。 
	　（貸与等） 
	第75条　本契約に従い乙が調達する義務を負うものを除き、甲は乙による維持管理業務の遂行にあたって必要な施設、機材、その他乙が合理的に要求するものを無償で貸与又は支給する。 
	　（維持管理業務に従事する作業員の健康診断） 
	第76条　乙及び維持管理企業は、水道法第21条及び労働安全衛生法第66条第２項に基づき、維持管理業務に従事する作業員について、厚生労働省令の定めるところにより定期及び臨時の健康診断を行うものとし、これに関する記録を作成し、保存しなければならない。 
	　（使用人に関する乙の責任） 
	第77条　乙は、乙及び維持管理企業が維持管理業務の実施につき使用した使用人による業務上の行為については、一切の責任を負うものとする。 
	　（業務要求水準書の変更） 
	第78条　甲は、本契約に基づき業務要求水準書に定める維持管理業務に係る条件を変更しようとするときは、あらかじめ乙に対して変更の理由を通知し、乙と協議しなければならない。ただし、甲と乙の間において協議が整わない場合、甲が合理的な変更案を定めるものとし、乙はこれに従わなければならない。 
	　（業務要求水準書の変更に伴う費用負担） 
	第79条　前条の定めるところにより業務要求水準書が変更された場合、当該業務要求水準書の変更により甲又は乙において損害、損失又は費用（維持管理業務の遂行に当たり乙において生ずる追加的な費用を含む。）が生ずるときは、甲及び乙は、その負担について、以下の各号の定めるところに従うものとする。 
	　（甲による検査） 
	第80条　甲は、必要があると認めるときは、維持管理期間中、いつでも、乙による維持管理業務の履行の状況について検査をすることができる。 


	第５章　モニタリングに関する事項 
	第１節　引渡日までのモニタリング 
	　（施設整備業務のモニタリング） 
	第81条　甲は、業務要求水準書及び事業者提案に適合した新設対象施設の適正かつ確実な整備を確保するため、乙に対し、施設整備業務の業績等について事前調査報告書、進捗状況報告書、建設業務完了報告書、撤去業務完了報告書及び監理業務実施報告書による報告を求めるほか、必要に応じて、乙に対する説明要求及び工事現場への立会い等を行い、それぞれの業務の業績等が業務要求水準書及び事業者提案に従い、新設対象施設に係る業務要求水準を達成しない恐れのないこと又は達成していることの確認を行う。 
	（施設整備業務不履行に関する手続） 
	第82条　甲は、前条に定める業績等のモニタリングの結果により、乙の整備する新設対象施設が業務要求水準書及び事業者提案に定める業務要求水準を達成しない恐れがある、又は達成しないと判断した場合には、乙に対して事前調査業務、設計業務、工事業務、工事監理業務及び周辺影響調査・電波障害等対策業務の改善要求措置をとるものとする。 

	第２節　引渡日以降のモニタリング 
	　（維持管理業務のモニタリング） 
	第83条　甲は、業務要求水準書及び事業者提案に適合した新設対象施設の適正かつ確実な維持管理及び運営の実施を確保するため、別紙７に記載する「維持管理業務に関するモニタリング及び改善要求措置要領」に基づき、乙に対し、維持管理業務の業績等について日報等、維持管理業務報告書による報告を求め、当該業務の業績等が業務要求水準書及び事業者提案に従い、業務要求水準を達成しない恐れのないこと又は達成していることの確認を行う。 
	　（維持管理業務不履行に関する手続） 
	第84条　甲は、前条に定める業績等のモニタリングの結果により、乙による維持管理業務が業務要求水準書及び事業者提案に定める業務要求水準を達成しない恐れがある、又は達成しないと判断した場合には、別紙７に記載する「維持管理業務に関するモニタリング及び改善要求措置要領」に基づき、乙に対して当該業務の改善要求措置をとるものとする。 


	第６章　サービスの対価の支払に関する事項 
	 
	　（施設整備費及びこれにかかる支払利息の支払） 
	第85条　甲は、第58条及び第64条に定める検査の結果をもとに施設整備費及び支払利息を、別紙５に記載する「サービスの対価の支払方法」に従い、乙に対して支払わなければならない。 
	　（維持管理費の支払） 
	第86条　甲は、維持管理費を、別紙５に記載する「サービスの対価の支払方法」に従い、乙からの請求書を甲が受理した後、乙に対して支払わなければならない（原則として四半期に一度とする。ただし、新設対象施設の修繕に係る費用にあっては、予め甲に提出された業務計画書に記載された時期に当該修繕が実施されたことが確認された場合に限り支払われるものとする。）。 


	第７章　契約の解除及び終了に関する事項 
	第１節　解除及び契約の終了 
	　（甲の解除権） 
	第87条　甲は、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。 
	　（乙の解除権） 
	第88条　乙は、甲が本契約に違反し、その違反によって本契約の履行が不可能となったときは、甲に書面で通知するものとし、甲がかかる通知を受領した日から60日間（閉庁日を含む。）の猶予期間の間に当該違反が治癒されないときは、本契約を解除することができる。 
	（法令等の変更又は不可抗力の場合の解除） 
	第89条　本契約の締結日から事業期間の終了日までの間に、法令等の変更又は不可抗力により次の各号に掲げる事項のうちいずれかに該当することとなった場合には、甲は乙と協議の上、第98条又は第101条に規定する解除に伴う措置をとることができるものとする。 
	（違約金） 
	第90条　乙は、本契約締結日から引渡日までの間に第87条第１項の各号のいずれかの規定により本契約を解除された場合において、施設整備費相当額の100分の10に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に甲へ支払わなければならない。 
	　（談合等不正行為があった場合の違約金） 
	第91条　次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、乙は、甲の請求に基づき、本契約の鑑に記載された契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の100分の20に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に甲へ支払わなければならない。 
	 
	　（事業期間の終了以外の事由による本契約終了時の事務） 
	第92条　甲は、本契約が事業期間の終了以外の事由により終了した場合においては、本契約が終了した日から14日（閉庁日を含む。）以内に、本施設の現況を検査することができる。検査に要する費用は乙の負担とする。  
	　（事業期間の終了時における乙の責務） 
	第93条　乙は、事業期間が終了した場合、甲又は甲の指示する者に本契約に定める各業務に関する必要な引継ぎを行わなければならない。 
	　（保全義務） 
	第94条　乙は、契約解除の通知の日から第96条第３項第２号、第97条第１項第２号若しくは第98条第３項第２号による引渡し又は第92条第７項又は第93条第１項による引継ぎ完了の時まで、新設対象施設の出来形部分又は新設対象施設について自らの負担で必要最小限の維持保全に努めなければならない。 
	　（関係書類の提出） 
	第95条　乙は、理由のいかんを問わず本契約が終了したときは、乙が作成した設計図書等その他甲が合理的に要求した本事業に関し乙が作成した一切の書類及び電子データ（これが記録された媒体を含む。）を、甲に対して提出するものとする。  
	２　甲は、本契約の存続の有無にかかわらず、前項により乙から提出された設計図書等その他の書類を利用する権利及び権限を有するものとする。 

	第２節　引渡日までの事由による解除の効力 
	　（乙の帰責事由による契約解除の効力） 
	第96条　甲は、本契約の締結日から引渡日までの間において、第87条第１項各号のいずれかの規定により本契約を解除できる場合は、乙と協議の上、以下の各項のいずれかの措置をとることができるものとする。 
	　（甲の帰責事由による契約解除の効力） 
	第97条　乙が、本契約の締結日から引渡日までの間において、第88条の規定により本契約を解除できる場合、又は甲が第87条第２項により本契約を解除できる場合は、以下の各号に定める措置をとるものとする。 
	　（法令等の変更又は不可抗力による契約解除の効力） 
	第98条　甲は、本契約の締結日から引渡日までの間において、第89条の規定により本契約を解除できる場合は、以下の第２項又は第３項のいずれかの措置をとることができるものとする。 

	第３節　引渡日後の事由による契約解除の効力 
	　（乙の帰責事由による契約解除の効力） 
	第99条　甲は、引渡日以降において、第87条第１項各号のいずれかの規定により本契約を解除できる場合は、乙と協議の上、以下の各項のいずれかの措置をとることができるものとする。 
	 
	　（甲の帰責事由による契約解除の効力） 
	第100条　乙が、引渡日以降において、第88条の規定により本契約を解除できる場合、又は甲が第87条第２項の規定により本契約を解除できる場合は、以下の各号の定めるところによるものとする。 
	　（法令等の変更又は不可抗力による契約解除の効力） 
	第101条　甲は、引渡日以降において、第89条の規定により本契約を解除できる場合は、乙と協議の上、以下の第２項又は第３項のいずれかの措置をとることができるものとする。 


	第８章　表明保証及び誓約 
	　（乙による事実の表明保証及び誓約） 
	第102条　乙は、甲に対して、本契約締結日現在において次の各号に掲げる事実を表明し、保証する。 
	　（甲による事実の表明保証） 
	第103条　甲は、乙に対して、本契約締結日現在において次の各号に掲げる事実を表明し、保証する。 


	第９章　雑則 
	　（解釈） 
	第104条　本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解釈に関して疑義が生じた場合は、甲の定める規則によるほか、その都度、甲及び乙の間で誠実に協議の上、これを定めるものとする。 

	附則 
	　（出資者の誓約） 
	第１条　出資者は、事前に書面により甲の承諾を得た場合に限り、乙の株式又は出資（匿名組合出資にかかる利益配分権及び出資金返還請求権を含む。以下同じ。）の全部若しくは一部を第三者に対して譲渡、担保設定その他の処分をすることができるものとする。 
	　（融資者との直接協定の締結） 
	第２条　甲は、本事業の安定的な継続を図るため、乙に融資を行う者（以下「融資者」という。）との間で協議を行う。甲がこの協議を行う場合、次の各号に掲げる事項を含む直接協定を締結するものとし、乙はかかる直接協定を締結した融資者からの融資を受けるものとする。 
	 
	 別紙１　定義集 
	 別紙２　乙等が付す保険等 
	別紙３　法令等の変更による費用の負担割合 
	 別紙４　不可抗力による費用分担 
	別紙５　サービスの対価の支払方法 
	 
	 
	 別紙６　サービスの対価の変更 
	別紙７　維持管理業務に関するモニタリング及び改善要求措置等 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 別紙８　出資者誓約書兼保証書の様式 
	 
	 








